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構成概要 
【地震災害対策計画】 

構 成 名 称 概 要 

総
則 

第
１
章 

地震災害対策の計画的な推

進 

地震災害対策計画は、地震災害全般に関して総合的

な対策を定めたものであり、この計画に基づき事前の

対策を構築して、災害に強い安全・安心なまちづくり

を推進するとともに災害への備えを強固にし、災害発

生時の応急対策活動を迅速かつ的確に実施することに

より、市民の生命、身体及び財産を地震災害から守る

ことを目的とします。 

地
震
災
害
予
防
計
画 

第
２
章 

災害に強い組織・人づくり 

東日本大震災やこれまでの地震災害の教訓から、災

害発生時においても、その被害を最小限におさえる「減

災」の考えに基づき、人づくり・まちづくりに、積極

的に取り組んでいくことの重要性が明らかにされてい

ます。 

そのため、地震災害予防対策を「２章 ソフト対策」

「３章 ハード対策」「４章 平常時の対策」に区分し、

各章でそれぞれの目的に応じた事前対策を示していま

す。 

２章では、地域防災力の強化に重点を置き、「自助・

共助」の精神に基づく地域づくりをはじめとした、災

害に強い組織・人づくりの強化を目的とし、３章では、

道路や公園、避難場所等の防災空間の整備を推進する

等、恒久的に災害に強いまちづくりを目指します。 

また、４章 平常時の対策においては、災害時の応急

対策活動を有効に機能させることを目的に、応急対策

活動の事前対策、各種活動マニュアルの整備等、更な

る充実を図ることを目的とします。 

第
３
章 

災害に強いまちづくり 

第
４
章 

平常時の対策 

地
震
災
害
応
急
対
策
計
画 

第
５
章 

災害時の応急対策活動 

 各種対策の実施には、応急対策活動に関わる全ての

者が一致団結し柔軟に連携しながら、迅速かつ円滑な

活動を行うことが重要です。そのため、各種対策の実

施内容等を明記し、災害により被災しても、速やかに

対応策を講じ、連携した応急対策活動を実施していく

ことを目的としています。 

災
害
復
旧
・
復
興
計
画 

第
６
章 

復旧・復興対策 

大規模な災害からの復興にあたっては、被災者、被

災地の住民のみならず、市民全体が協力しそれぞれの

役割を担っていくことが不可欠となります。 

また、復旧の段階から、単なる復旧を行うのではな

く、未来を見据えた創造的復興を目指していくことが

重要です。 

そこで、災害後の迅速な復興対策が推進できるよう、

あらかじめ復興の考え方や復興対策の内容を整理し、

一日も早く平常の生活に戻ることを目的とします。 



 

 

構 成 名 称 概 要 

地
震
防
災
強
化
計
画 

第
７
章 

東海地震に関する事前対策

（地震防災強化計画） 

東海地震に係る地震防災対策強化地域において、警

戒宣言等が発せられた場合にとるべき対策を中心に、

緊急整備事業の推進等について定めるとともに、県及

び市町村で連携し東海地震の予防体制の推進を図るこ

とを目的とします。 

防
災
対
策
推
進
計
画 

第
８
章 

南海トラフ地震防災対策推

進計画 

 南海トラフ地震防災対策推進地域において、南海ト

ラフ地震に伴い発生する津波からの防護、円滑な避難

の確保及び迅速な救助に関する事項、南海トラフ地震

に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関

する事項等を定め、地震防災対策の推進を図ることを

目的とします。 
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第１節 計画の方針 

第１ 計画の目的 

茅ヶ崎市地域防災計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４２条の規

定に基づき、市民の生命、身体及び財産を災害から守ることを目的として、茅ヶ崎市防災

会議が作成するものです。 

地震災害対策計画は、地震災害全般に関して総合的な対策を定めたものであり、この計

画に基づき、事前の対策を推進して、災害に強い安全なまちづくりを進めるとともに、災

害が発生したときの応急対策活動を迅速かつ円滑に実施することにより、市民の生命、身

体及び財産を守ることを目的としています。 

また、各種事前対策や応急対策活動においては、関わる全ての者が連携し、それぞれの

役割を十分に果たし、一致団結して各種対策を実施するものとします。 

第２ 計画の位置づけ  

茅ヶ崎市地域防災計画は、国の「防災基本計画」、「神奈川県地域防災計画」との整合

性、関連性を有した地域防災計画として位置づけられています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 計画の構成 

茅ヶ崎市地域防災計画は、「地震災害対策計画」、「風水害対策計画」、「特殊災害対

策計画」及び「資料編」で構成されています。 

計画の構成 記載内容・範囲 

地震災害対策計画 

○本市の地震災害に対する予防・応急・復旧対策の各計画を示しています。 

○各種被害予測の結果や、平成７年１月１７日に発生した「阪神・淡路大

震災」、平成２３年３月１１日に発生した「東日本大震災」、令和６年１

月１日に発生した「能登半島地震」等これまでの地震災害の教訓を基に、

災害状況に応じて、市、防災関係機関、市民及び企業等の役割や責任を

明確にし、とるべき行動を明らかにします。 

○本計画では、地震災害に対する予防・応急対策の各計画及び大規模地震

対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号）第６条第１項の規定に基づ

く地震防災強化計画を示し、また、地震防災対策特別措置法に基づく地

震防災緊急事業五箇年計画は、地震災害対策計画を基礎として定めてい

ます。 

風水害対策計画 
○地震災害及び特殊災害を除く、風水害に対する予防・応急・復旧対策の

各計画を示しています。 

特殊災害対策計画 
○地震災害及び風水害を除く、特殊な災害に対する予防・応急対策の各計

画を示しています。 

資料編 
○「地震災害対策計画」、「風水害対策計画」、「特殊災害対策計画」に係る

資料を掲載しています。 

災害対策基本法 

中央防災会議 

神奈川県防災会議 

防災基本計画 

神奈川県地域防災計画 

茅ヶ崎市防災会議 

茅ヶ崎市地域防災計画 
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第２節 茅ヶ崎市の防災ビジョン 

第１ 茅ヶ崎市の防災ビジョン 

本市は、関東大震災（大正１２年）をはじめ、地震や台風、集中豪雨等により、度重な

る災害に見舞われてきましたが、先人たちの英知により、道路の整備、河川の改修、下水

道の整備や消防力の強化等に取り組み、「災害に強いまちづくり」に努めてきました。 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、国内最大級のマグニチュード９．０

の地震により、宮城県で最大震度７を観測しました。この地震により発生した大津波は東

北地方から関東地方の太平洋沿岸に襲来し、各地に甚大な被害をもたらしました。 

本市では、震度５弱を観測し、災害対策本部を設置し、避難所の開設・避難者の受入れ

を行いました。市内では、外壁の亀裂やコンクリートブロック塀等の物的被害、一部では

電気、水道等のライフライン被害が発生し、さらに、３月１４日から始まった計画停電に

より、日常生活や企業活動等にも大きな影響を及ぼしました。 

市は、これまでの経験や教訓を踏まえ、ここに、より災害に強いまちづくりを推進する

ため、防災対策の基本方針となる「茅ヶ崎市の防災ビジョン」を定め、応急対策活動に関

わる全ての者が、このビジョンに基づき、ソフト・ハードの両面から種々の防災対策に取

り組んでいきます。 

 

茅ヶ崎市の防災ビジョン 

１ 「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」 

２ 「災害に強いちがさき」 

３ 「広域応援・受援体制の確立」 

４ 「市民と地域の絆で築く共生社会の実現」 

 

１ 「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」 

本市を襲った過去の災害を含め、日本各地で大規模な災害が発生するたびに、市では防 

災対策を講じ、災害に強いまちづくりに努めてきました。 

しかし、東日本大震災がもたらした甚大な被害や、変わり果てた三陸海岸沿岸部の状況

は、市の防災体制を根幹から改めて見直す大きな契機となりました。 

また、このような大規模な災害発生時には、行政だけで全市域の消火、救助・救急活動

を行い、避難誘導、避難所開設等を行うことは困難であるということが明らかになりまし

た。 

自然災害は、発生そのものを防ぐことはできませんが、その被害の大きさは、防災体制

のあり方によって大きく異なります。 

災害の被害を最小限に抑えるため、「自らの身は自ら守る」という「自助」、また、「自

分たちの地域は自分たちで守る」という「共助」の精神のもと、市民はその自覚を持ち、

平常時から災害に対する備えを心がけるとともに、災害時には自らと地域の安全を守る行

動が必要です。 

また、市は、行政として取り組むべき施策や公共施設の整備、防災関係機関や企業等と

の連携等、「公助」を確実に推進するとともに、自主防災組織や防災リーダーを育成し、

市民の自主的な防災活動を全面的に支援することが必要です。 

このことから、市、防災関係機関、市民及び企業等が、それぞれの役割や責任を明確に

し、応急対策活動に関わる全ての者が連携を図り、柔軟な対応を可能とする組織づくりを

進め、「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」を目指します。 

２ 「災害に強いちがさき」 

災害の被害を最小限に抑えるため、市は、道路の整備、河川の改修、下水道の整備や消

防力の強化等を推進する必要があります。 
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そのため、市及び防災関係機関は、恒久的に災害に強いまちづくりを目指し、防災機能

を考慮した道路や公園、延焼遮断帯、避難場所、防災上の拠点等といった防災空間の整備

や、建築物の耐震化を促進します。 

また、大規模な災害が発生し、被災した場合にも、速やかに立ち上がり市民が１日も早

く平常の生活を再開できるよう、災害が発生する前から災害発生後の生活や都市の復興対

策について計画的な準備の推進が必要です。 

このことから、市は、災害に強いまちづくりが災害発生後にはそのまま、「復興まちづ

くり」に繋がるよう「被災前からの復興対策」を推進し、恒久的に「災害に強いちがさき」

を目指します。 

３ 「広域応援・受援体制の確立」 

災害発生時は、消火、救助・救急活動等の応急対策活動、復旧・復興対策等において、

市町村単独では対応しきれない事態が考えられます。 

これまでの日本各地での大規模災害発生時においても、行政職員の応援派遣、緊急消防

援助隊や警察、自衛隊、ＤＭＡＴ等の支援活動、また、国内だけではなく海外からのボラ

ンティア活動、支援物資の受入れが行われました。 

しかし、東日本大震災では、支援が長期にわたるとともに、応援部隊等の受援体制につ

いて十分な準備ができておらず、応援機関の職員の寝食を賄う施設や、限られた人数での

動員、指揮・引継体制について課題が残りました。 

このことから、自治体相互や企業等との災害協定の拡充を図り、活動拠点となる施設と

の連携体制を充実させ、応急対策活動に関わる全ての者が一致団結して効果的な活動を行

えるよう「広域応援・受援体制の確立」を目指します。 

４ 「市民と地域の絆で築く共生社会の実現」 

東日本大震災がもたらした甚大な被害、深い悲しみ、その後も続いた余震や停電・断水

等における不安な体験は、改めて家族・仲間・地域の人々の絆の大切さや、現代社会にお

いて希薄になっているといわれる人間関係の大切さに気づく大きな契機となりました。 

しかし、一方で、長期化した避難所生活や復興対策において、女性をはじめとした地域

生活者の視点が必ずしも十分に取り入れられず、性別による役割分担等が固定化された例

もあり、様々な視点から防災対策を講じる必要性も明らかになりました。 

このことから、恒久的に災害に強く、持続的に発展する防災体制の確立のためには、性

別や年齢、障がいの有無、国籍等による問題を感じることなく、平常時から市民一人一人

がお互いの権利を尊重することで、相互理解のもと、共に支え合い、助け合う共生社会の

実現が必要です。 

そのためには、円滑な応急対策活動や避難所運営の実施、未来を見据えた復旧・復興対

策等をはじめとした防災に関する政策や方針決定の場に、誰もが参加・貢献し、多様性を

認めることが重要です。 

市は、この計画の全ての事項を通じて、男女共同参画の視点や地域における生活者の視

点を取り入れ、「市民と地域の絆で築く共生社会の実現」を目指します。 
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第３節 茅ヶ崎市の自然的・社会的条件 

第１ 自然的条件 

１ 地形及び地質の状況 

市は神奈川県のほぼ中央南部、相模湾に面し、東は藤沢市、西は相模川をはさんで平塚

市、北は寒川町と隣接しています。 

市域は海岸線から北部に広がり、南部の海岸と中部の平野は沖積層、北部のなだらかな

丘陵地は洪積層の台地となっています。 

北部丘陵地に源流を持つ千ノ川が北東から南西に流れ、寒川町境を流れる小出川と南西

部で合流し、さらに相模川と合流して相模湾に注いでいます。 

(1) 地形概要 

本市の地形は、北部の丘陵地と相模川や小出川周辺の沖積低地、丘陵地から海岸まで広

がる砂丘地帯の３つに大別されます。 

丘陵地は、高座丘陵と呼ばれ、香川・甘沼・赤羽根以北の小出地区に位置しています。

比較的緩やかな丘陵面が広がっていますが、この台地を小出川や駒寄川などが浸食し、芹

沢・行谷・堤・下寺尾などの谷戸をつくり出しています。 

都市開発に伴い、一部の台地は切土され、谷戸は埋め立て等の人工改変により、元の地

形が判別しがたくなっている箇所もあります。 

沖積低地は、自然堤防と後背湿地に大別されます。自然堤防は、河川の洪水時に土砂が

堆積してできた微高地で、河川に沿って平行に形成されています。 

都市化が進行する前は、自然堤防上には小さな集落が列状に立地していました。 

後背湿地は、自然堤防の外側に位置する１～２ｍ程度低い土地であり、洪水時にあふれ

た水が川に戻れずに湿地化した部分です。水田・荒地・沼地でしたが、現在では多くの後

背湿地が埋め立てられて、住宅地や工業地として利用されています。 

砂丘地帯は、北部の丘陵地から海岸線までの約４ｋｍにわたる地域に分布し、東西方向

に６列の砂丘列が確認されています。国道１号・国道１３４号は、この砂丘の頂を結ぶよ

うに走っています。 

茅ヶ崎のシンボル「えぼし岩」のある姥島の誕生は、３００万年前から６００万年前と

いわれています。姥島周辺の地層は茅ヶ崎最古のもので、砂岩層と凝灰岩が縞をなしてい

て、海底に堆積した地層が隆起したものといわれています。昔のえぼし岩は、現在のもの

より先端部分がより烏帽子らしく西へ長く尾を引いていましたが、戦後、米軍の射撃訓練

の標的にされ、その先端部分は焼失してしまいました。 

(2) 地質概要 

丘陵地は、通称赤土と呼ばれる関東ロ－ム層で地表が覆われ、赤羽根から芹沢にかけ約

１０ｍ、県立茅ケ崎北陵高等学校付近では約１５ｍの厚さが確認されています。関東ロー

ム層の下部には、高座丘陵砂礫層や相模野礫層と呼ばれる砂礫層が堆積しています。 

沖積低地の上部では、自然堤防には砂層が堆積し、後背湿地には粘土層が５～１０ｍ程

度の厚さで分布しています。 

砂丘地帯では砂が堆積し、砂丘高度は相模川西岸で６～９ｍ、茅ヶ崎市で１２ｍ、藤沢

市で２５～３２ｍと西側から東側にかけて高くなっています。砂丘の厚さも４．５～１６

ｍと西から東にかけて厚くなっています。 

２ 位置及び面積 

位置 東経１３９°２４′、北緯３５°２０′ 

面積 ３５．７６ｋｍ２ 

距離 東西 ６．９４ｋｍ、南北 ７．６０ｋｍ 
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第２ 社会的条件 

１ 人口 

本市の人口は、令和○年○月○日現在○○○，○○○人であり、１ｋｍ２当たりの人口

密度は、およそ○，○○○人です。 

２ 土地利用状況 

本市北部の丘陵地帯は、主に市街化調整区域で山林や畑が多く、県立公園や大学、ゴル

フ場などにも利用されています。 

鉄道は、東日本旅客鉄道株式会社東海道本線（以下「ＪＲ東海道線」という。）が市南

部を東西に横切り、茅ケ崎駅から北西に東日本旅客鉄道株式会社相模線（以下「ＪＲ相模

線」という。）が伸びて市域に北茅ケ崎駅と香川駅の２つの駅を有しています。 

市中央部と南部は、住居系土地利用がほぼ全域にわたっており、茅ケ崎駅周辺に商業系

土地利用、国道１号沿いと市役所北側、西部の「萩園地区」に工業系土地利用があります。 

市西部にみられる工業系土地利用は、茅ヶ崎寒川工業団地に至る県道４６号（産業道路）

沿いに展開しています。 

３ 建物状況 

令和３年３月末時点の本市の建物における木造・非木造建物の延床面積をみると、木造

が７，１５５，３１７ｍ２、非木造が５，５０３，８１８ｍ２であり、木造率は建物全体の

約５６．５％となっています。（出典「第１１回都市計画基礎調査」（茅ヶ崎市）） 

４ 道路状況 

自動車専用道路としては、新湘南バイパス及びさがみ縦貫道路が配置されています。 

主要な幹線道路としては、東西方向に国道１３４号及び国道１号、南北方向に県道４５

号及び４６号が配置されています。 

なお、国道１号以南は古くからの住宅地であり、地域内の道路は幅員が狭く非常に不整

形な道路網となっています。 
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第４節 被害想定 

第１ 地震被害の想定 

県では、令和６年度に地震被害想定調査を実施しています。なお、県は、国における新

たな地震モデル、想定手法といった被害の想定に関する動向を踏まえ、適時新たな被害想

定調査を実施します。 

市の地震被害想定は、神奈川県地震被害想定調査報告書（令和７年３月）によるものと

し、ここでは、一部を抜粋して示しています。 

１ 想定地震 

【検討対象地震一覧】 

想定地震 説明 発生確率 地震のタイプ 

①都心南部直下地震 

 
首都圏付近のフィリピン海プレート内で、都心南部

の直下を震源とするモーメントマグニチュード７．

３の地震である。東京湾北部地震に替わり、国が防

災対策の主眼を置く地震としており、東京都をはじ

め、県内の大都市にも被害をもたらす地震である。 

30年以内 

70％ 

 

南関東直下 

(プレート境

界型) 

②三浦半島断層群の地

震 
三浦半島断層帯を震源域とするモーメントマグニ

チュード７．０の地震である。国の地震調査研究推

進本部の長期評価において、国内の主な活断層の中

で、今後３０年以内に地震発生の可能性が高いグル

ープに属するとされており、県東部に大きな被害を

もたらす活断層方の地震であるとされている。 

30年以内 

6～11％ 

 

活断層型 

③神奈川県西部地震 神奈川県西部を震源域とするモーメントマグニチ

ュード６．７の地震である。固有の地震活動である

か明確ではないものの、歴史的に繰り返し発生して

いることが知られており、地震発生の切迫性が指摘

されている。 

(過去400年の間

に同クラスの地

震が5回発生) 

未解明だが、

地殻内の浅い

地震として設

定 

④東海地震 

 
駿河トラフを震源域とするモーメントマグニチュ

ード８．０の地震である。大規模地震対策特別措置

法で地震発生の予知が可能とされている地震であ

り、その切迫性が指摘されている。 

30年以内 

80％程度(南海

トラフの地震) 

海溝型 

(駿河トラフ) 

⑤南海トラフ巨大地震 

 
南海トラフを震源域とするモーメントマグニチュ

ード９．０の地震である。国が想定する、あらゆる

可能性を考慮した南海トラフの最大クラスの地震

であり、南海トラフ巨大地震対策措置法の対象とな

る地震である。国の長期評価によると、南海トラフ

全域での地震発生確率が３０年以内に８０％程度

であり、切迫性が指摘されている。 

30年以内 

80％程度(南海

トラフの地震) 

海溝型 

(南海トラフ) 

⑥大正型関東地震 

 
相模トラフを震源域とするモーメントマグニチュ

ード８．２の地震である。１９２３年の大正関東地

震を再現した地震で、県の防災上重要建築物の耐震

診断基準として活用されており、国も長期的な防

災・減災対策の対象として考慮している地震であ

る。 

30年以内 

ほぼ0～6％(200

年から400年の

発生間隔) 

海溝型 

(相模トラフ) 

⑦元禄型関東地震 

（参考） 

 

相模トラフから房総半島東側を震源域とするモー

メントマグニチュード８．５の地震である。１７０

３年の元禄関東を再現した地震で、現実に発生した

最大クラスの地震でもある。 

30年以内 

ほぼ0％(2千年

から3千年の発

生間隔) 

海溝型 

(相模トラフ) 

⑧相模トラフ沿いの最

大クラスの地震（参考） 

 

元禄型関東地震の震源域に加え関東北部までを震

源域とするモーメントマグニチュード８．７の地震

である。国が想定する、あらゆる可能性を考慮した

相模トラフ沿いの最大クラスの地震である。 

30年以内 

ほぼ0～6％(2千

年から3千年あ

るいはそれ以上

の発生間隔) 

海溝型 

(相模トラフ) 



第１章 地震災害対策の計画的な推進 

第４節 被害想定 

 

7 

出典 神奈川県地震被害想定調査報告書（令和７年３月） 

２ 想定地震の震源域 
出典 地震被害想定調査報告書（令和７年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 被害想定結果 

(1) 想定条件 

想
定
条
件 

季節 冬 

日 平日 

発生時間 午後６時 

風速 ３．０m/s 

風向 北北東 

※風速、風向の観測点は「辻堂」 
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(2) 被害想定結果 

【地震被害想定結果一覧】 

 都心南部

直下地震 

三浦半島

断層群の

地震 

神奈川

県西部

地震 

東海地

震 

南海ト

ラフ巨

大地震 

大正型

関東地

震 

元禄関

東地震 

（参考） 

相模トラフ沿

いの最大クラ

スの地震 

（参考） 

規模(マグニチュード) 7.3 7.0 6.7 8 9 8.2 8.5 8.7 

震度ランク 
5 強～6

弱 

5 強～6

弱 

5 弱～

5 強 

5 弱～

5 強 

5 弱～

5 強 
6強～7 6強～7 6 強～7 

建物被害 
全壊棟数(棟) 140 0 0 0 0 12,740 12,740 17,680 

半壊棟数(棟) 1,890 570 60 190 250 14,300 14,300 15,910 

火災被害 

出火件数(件) ＊ 0 0 0 0 70 70 110 

残出火件数(件) ＊ 0 0 0 0 50 50 90 

焼失棟数(棟) 120 ＊ 0 0 0 6,250 6,270 10,470 

自力脱出困難者(人) ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 2,550 2,540 3,730 

帰宅困難者数 
直後(人) 12,470 12,470 12,470 12,470 12,470 12,470 12,470 12,470 

2 日後(人) 2,300 930  90 10  10 8,070 8,070 10,060 

避難所避難者

数（人） 

1～3 日後(人) 11,090 1,270 120 250 370 64,430 65,600 72,750 

4日目～1週間

後（人） 
1,270 430 100 220 260 53,810 56,510 65,350 

1 ヶ月後(人) 760 260 40 120 140 32,180 32,310 35,170 

避難所外避難

者数（人） 

1～3 日後(人) 7,390 850 80 160 240 42,910 43,140 46,980 

4日目～1週間

後（人） 
1,270 430 70 190 230 53,530 52,220 54,380 

1 ヶ月後(人) 1,780 600 100 270 330 75,080 75,400 82,060 

要

配

慮

者 

避 難 者

数(１～

3 日） 

65 歳以上の単

身 高 齢 者 数

(人) 

6,750 750 70 80 120 39,670 39,370 45,430 

要介護認定者

(人) 
1,220 140 10 20 20 7,190 7,140 8,220 

避 難 者

数 (1 ヶ

月後) 

65 歳以上の単

身 高 齢 者 数

(人) 

1,310 350 60 120 150 45,840 45,420 47,610 

要介護認定者

(人) 
240 60 10 20 30 8,220 8,150 8,570 

人

的

被

害 

死者数 

(人) 

(津波含む) 0 0 0 0 0 600 2,160 3,660 

津波 0 0 0 ＊ ＊ 40 1,600 2,890 

負 傷 者

数(人) 

(津波含む) 420 170 20 70 100 3,350 3,500 5,050 

重傷者数 0 0 0 0 0 180 200 300 

エレベーター停止台数(台) 20 40 10 20 30 150 150 290 

ラ

イ

フ

ラ

イ

ン 

電力 停電軒数(軒) 690 210 1,850 1,850 1,850 82,430 82,430 149,770 

都市ガス 
供給停止件数

(件) 
＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 70,280 70,280 70,280 

ＬＰガス 
容器被害件数

(本) 
230 ＊ ＊ ＊ ＊ 470 470 660 

上水道 
断水人口(直

後)(人) 
48,770 5,170 340 630 1,210 235,710 235,710 239,320 

下水道 
機能支障人口

(人) 
7,680 5,180 3,310 3,320 3,340 37,250 37,250 39,650 

通信 
不 通 回 線 数

(回線) 
850 140 1,130 1,130 1,130 71,940 72,680 94,040 

災害廃棄物(万ｔ) ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 220 230 310 

＊：わずか（計算上０．５以上１０未満） 

出典 神奈川県地震被害想定調査報告書（令和７年３月） 
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第２ 津波被害の想定 

１ 津波浸水予測の検証 

県は、東日本大震災による津波被害を踏まえ、学識者等で構成する「津波浸水想定検討

部会」を設置し、平成２４年３月３０日に新たな津波浸水予測図を公表しました。しかし、

平成２５年１２月に内閣府が設置した「首都直下地震モデル検討会」から最新の科学的知

見が示されたことから、想定外をなくすという考えのもと、平成２７年３月３１日に「津

波防災地域づくりに関する法律」に基づき、津波高または浸水域が最大となる５つの地震

による津波浸水想定を設定し、津波浸水想定図を公表しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 津波想定 

(1) 津波浸水予測図の地震・津波の考え方 

津波対策においては、平成２３年９月に中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓

とした地震・津波対策に関する専門調査会」により示された最大クラスの津波対策の考

え方に基づき、将来発生すると予想される津波のレベルを２段階に分け、各種対策を講

じることとされました。 

津波のレベルは、概ね数百年から千年に１回程度発生する「発生頻度は極めて低いが、

発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの津波（Ｌ２津波）」と、概ね数十年から

百数十年に１回程度発生する「発生頻度は高いものの津波高は低く海岸保全施設等の整

備を行う上で検証の対象とする津波（Ｌ１津波）」に分けられ、本市では最大クラスの

津波となる「相模トラフ沿いの海溝型地震（西側モデル）」を想定地震とし、住民避難を

主軸にした対策を構築し、津波避難体制の整備を進めていきます。 
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(2) 想定地震 

【想定地震一覧表】 

検討対象地震 説 明 
最大津波到達高等 

（茅ヶ崎市） 

津波浸水想定図

の対象地震 ※ 

①相模トラフ

沿いの海溝型

地震（西側モデ

ル） 

フィリピン海プレートの形状や相模トラフ沿い

の海底探査結果、フィリピン海プレート上面の微小

な地震活動に基づき、最大クラスの震源断層域の範

囲を求めた。東北地方太平洋沖地震の津波断層モデ

ルを参考に、断層全体の約２割程度を大すべり域

（平均すべり量の２倍のすべり量）に、そのトラフ

軸側（１０km以浅）に超大すべり域（平均すべり量

の４倍のすべり量）を設定。 

・発生間隔：２千年から３千年若しくはそれ以上 

・前回発生時期：不明 

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

最大津波到達高  

８．６ｍ 

最大津波到達時間  

１７分 

 

 

 

 

○ 

②相模トラフ

沿いの海溝型

地震（中央型モ

デル） 

フィリピン海プレートの形状や相模トラフ沿い

の海底探査結果、フィリピン海プレート上面の微小

な地震活動に基づき、最大クラスの震源断層域の範

囲を求めた。東北地方太平洋沖地震の津波断層モデ

ルを参考に、断層全体の約２割程度を大すべり域

（平均すべり量の２倍のすべり量）に、そのトラフ

軸側（１０km以浅）に超大すべり域（平均すべり量

の４倍のすべり量）を設定。 

・発生間隔：２千年から３千年若しくはそれ以上 

・前回発生時期：不明 

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

最大津波到達高  

９．６ｍ 

最大津波到達時間  

１６分 

 

 

 

 

○ 

③西相模灘地

震 

関東の南方海域のプレート間のカップリングに

関する最近の調査結果より、西相模灘（伊豆半島の

東方沖）を震源域とする地震。 

・発生間隔：評価なし 

・前回発生時期：不明 

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

最大津波到達高 

 １．４ｍ 

最大津波到達時間 

 ４５分 

 

④大正関東地

震 

相模トラフ沿いの相模湾から房総半島西側の領

域を震源域とする地震。深さはトラフ軸から３０～

３５kmまでの範囲。首都地域の広域にわたり大きな

揺れが発生し、神奈川県では津波高６～８メートル

が想定される。 

・発生間隔：２００～４００年  

・前回発生時期：１９２３年 

・今後３０年以内の発生確率：ほぼ０～５％  

最大津波到達高 

 ６．２ｍ 

最大津波到達時間 

５分 

 

⑤元禄関東地

震 

 相模トラフ沿いの相模湾から房総半島南西沖の

領域を震源域とする地震。深さはトラフ軸から３０

～３５kmまでの範囲。首都地域の広域にわたり大き

な揺れが発生し、神奈川県では津波高１０メートル

を超す場合がある。 

・発生間隔：２千年から３千年 

・前回発生時期：１７０３年  

・今後３０年以内の発生確率：０．０％  

最大津波到達高  

７．１ｍ 

最大津波到達時間 

７分 

 

 

 

○ 

⑥元禄関東地

震と国府津-松

田断層帯の連

動地震 

可能性がある連動ケースとして、国府津-松田断

層帯地震と元禄関東地震の連動を設定した。  

・発生間隔：評価なし 

・前回発生時期：不明  

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

最大津波到達高  

７．１m  

最大津波到達時間 

  ７分 

 

 

○ 

⑦慶長型地震  

１６０５年の慶長地震は、地震の揺れはあまり大

きくなくても津波が大きい地震（津波地震）として

知られており、痕跡等の史料は乏しいが、本県沿岸

に影響が大きいと考えられる。  

明応型地震よりも沖合の相田（１９８１年）の断

層モデルをもとに、高角正断層として房総沖まで延

長し、本県にとって影響が大きく発生の可能性が考

えられる地震として想定した。  

・発生間隔：評価なし 

・前回発生時期：不明  

最大津波到達高  

７．７ｍ 

最大津波到達時間  

５２分 

 

 

 

 

○ 
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検討対象地震 説 明 
最大津波到達高等 

（茅ヶ崎市） 

津波浸水想定図

の対象地震 ※ 

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

⑧明応型地震 

平成２３年度に神奈川県沿岸に影響が大きいと

考え、再現ではなく、発生が想定される地震として

設定した県独自モデル。相田（１９８１）の１４９

８年明応倒壊地震の断層モデルを基に、本県にとっ

て影響が大きく発生の可能性が考えられる地震と

して想定した。 

・発生間隔：評価なし 

・前回発生時期：不明  

・今後３０年以内の発生確率：評価なし 

最大津波到達高 

 ５．８ｍ 

最大津波到達時間 

 ５０分 

 

⑨神奈川県西

部地震 

平成２３年度に神奈川県沿岸に影響が大きいと

考え、設定したモデル。石橋（１９８８）の「西相

模湾断裂」に基づく断層モデルを設定した。県の地

域防災計画（平成２４年４月）で発生間隔が７０年

として切迫性が指摘され、津波被害についても想定

される地震である。 

・発生間隔：７０年 

・前回発生時期：不明  

・今後３０年以内の発生確率：評価なし  

最大津波到達高 

 ３．５ｍ 

最大津波到達時間 

 １６分 

 

※「津波高さ」または「浸水域」が最大で、津波浸水想定図の基になる想定地震。 

出典 神奈川県津波浸水想定図（平成２７年３月） 
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第３ 地震による地域危険度 

市では、平成２０年度に、本市の地域危険度を測定しました。この調査は、５年ごとに

実施することとなっていることから、平成２５年度に直近の固定資産課税台帳や建物の更

新状況をもとに、建物倒壊危険度、火災危険度、道路閉塞確率及び地区内通過確率の検証

を行いました。 

地域危険度測定は、災害に強いまちづくりを推進していくために、地域の危険性を正し

く理解し、地震への備えを進めるために活用するものです。 

ここでは、平成２５年度 地域危険度測定調査報告「２火災危険度」より一部を抜粋し、

火災危険度を示しています。 

火災危険度とは、建物から出火し、延焼する危険性を測定したもので、この測定結果は、

出火を放置した場合に最終的に焼失する建築群（クラスター）で表しています。（下図） 

木造建物が密集している地域では、大規模延焼火災の危険性が高くなっています。一方、

市街化調整区域のように建物が比較的少ない地域や、茅ケ崎駅周辺のように耐火建築物で

構成されている地域は、大規模延焼火災の危険性が低くなっています。 

 

 

※図中の数字は、クラスターを構成する建物数（棟数）を示しています。 

※ＪＲ東海道線以南に比較的、大きなクラスターがあります。 

 

出典 地震による地域危険度測定調査報告（平成２０、２５年度検証） 

 

延焼の拡大が想定される

箇所（約２５０棟） 

2,590 
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第４ 液状化の想定 

液状化とは、水分を含んだ砂質土から成る地盤が、地震の震動により揺られて液体のよ

うになり、地盤がその強さを失うことです。これにより、建築物が傾いたり、地盤が沈下

したり泥水が噴き出したりすることがあります。 

東日本大震災では、千葉県や茨城県でも地面の陥没等によりマンホールの浮き上がり現

象や住宅の傾き等の液状化被害が発生しました。 

大正１２年の関東大震災においては、県内では横浜市の低地部や川崎市の多摩川流域、

本市では相模川の河口部において液状化被害が生じた記録があります。 

市では、平成２５年８月に「液状化ハザードマップ」を作成しました。「液状化ハザー

ドマップ」では、地形や人口改変地の有無などから定まる「土地条件」と地質調査成果を

用いた計算により求められる液状化危険度を示す「ＰＬ値」※を組み合わせて評価してい

ます。 

※ＰＬ値（液状化指数）は、水を十分に含んだゆるい砂地盤が強い地震で激しく揺すられた時に起こる、

地域の液状化の可能性を表したものです。 

 

       

 

 

出典 茅ヶ崎市液状化ハザードマップ（平成２５年８月） 
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第５節 地震災害対策計画の推進主体とその役割 

 

災害発生時には、市、防災関係機関、市民及び企業等が一致団結して連携した応急対策活動

を行うことが重要です。迅速かつ円滑に応急対策活動を実施するため、それぞれの役割や責任

を明確化し、災害対策基本法に基づいた、協力・支援体制を確立した上で、平常時からの予防

対策や災害時の応急対策活動等の連携強化を図りつつ、各種対策を実施するものとします。 

第１ 市及び県の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 市 

市は、防災の第一義的責任を有する基礎的な自治体として、市域並びに市民の生命、身

体及び財産を災害から保護するため、県、指定地方行政機関、指定公共機関及び公共的団

体等と連携し防災活動を実施します。 

 

(1) 防災組織の整備及び育成指導 

(2) 防災知識の普及及び教育 

(3) 災害教訓の伝承に関する啓発 

(4) 防災訓練の実施 

(5) 防災施設の整備 

(6) 防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 

(7) 自主防災組織の育成指導 

(8) ボランティアの受入体制の整備 

(9) 消防活動その他の応急措置 

(10) 避難対策 

(11) 災害に関する情報の収集、伝達及び広報 

(12) 被災者に対する救助及び救護の実施 

(13) 医療救護体制整備のための医療機関との連絡調整 

(14) 応急手当及び看護に関する指導 

(15) 保健衛生に関する指導及び防疫活動 

(16) 医療情報の収集伝達 

(17) 文教対策 

(18) 被害調査及び復旧 

(19) その他の災害応急対策 

(20) その他災害の発生の防御及び拡大防止のための措置 

２ 県 

県は、市町村を包括する広域的地方公共団体として、県土並びに県民の生命、身体及び

財産を災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、公

共的団体及び他の自治体等と連携し防災活動を実施するとともに、市町村及び指定地方公

共機関が処理する防災に関する事務、又は業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行い

ます。 

 

(1) 神奈川県 

ア 防災組織の整備 

イ 市町村及び防災関係機関の防災事務又は業務の実施についての総合調整 

ウ  防災知識の普及及び教育 

エ 災害教訓の伝承に関する啓発 

オ  防災訓練の実施 

カ  防災施設の整備 

キ  防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 
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ク  災害に関する情報の収集、伝達及び広報 

ケ  緊急輸送の確保 

コ 交通規制、その他社会秩序の維持 

サ 保健衛生 

シ  文教対策 

ス  市町村が実施する被災者の救助及び救護の応援 

セ  災害救助法に基づく被災者の救助及び資源配分の連絡調整 

ソ  被災施設の復旧 

タ  その他災害の発生の防御及び拡大防止のための措置 

(2) 湘南地域県政総合センター（湘南現地災害対策本部） 

ア 所管区域内の被害状況、災害応急対策実施状況等の把握及び本部への報告に関するこ   

 と 

イ 広域防災活動拠点及び広域防災活動備蓄拠点の運営に関すること 

ウ 所管区域内における応援部隊活動拠点及び物資受入拠点に係る市町村等との調整に関

すること 

エ 所管区域内の市町村の支援ニーズの把握及び本部への報告に関すること 

オ 現地災害対策本部の各部が行う災害応急対策の連携及び協力に関すること 

カ 所管区域内の市町村及び関係機関等の連絡調整に関すること 

キ 所管区域外からの災害応急支援要請に係る調整に関すること 

ク その他必要な災害応急対策に関すること 

(3) 藤沢土木事務所（湘南現地災害対策本部第２土木部） 

ア  防災のための公共土木施設の整備 

イ  管内市域の県管理の道路等の応急対策、緊急輸送道路の確保 

ウ  管内市域の県管理の道路、河川等の被害調査並びに災害復旧 

エ  災害時における管内市域の海岸線の応急対策 

オ  砂防林及び海岸施設の被害調査並びに災害復旧 

(4) 県衛生研究所（湘南現地災害対策本部第４保健福祉部） 

ア  市の要請に基づく二次避難施設の開設 

(5) 企業庁茅ケ崎水道営業所 

ア  災害時における指定配水池での飲料水の確保 

イ  災害発生の防御及び拡大防止措置 

ウ  被災施設の調査及び復旧 

エ  管内市域の応急給水活動支援 

(6) 茅ケ崎警察署 

ア  被災者の救出救助、避難誘導の支援 

イ  災害関連情報の収集・伝達 

ウ  交通規制、緊急交通路の確保 

エ  行方不明者の捜索、遺体の検視・調査等 

オ  犯罪の予防、取締り、その他社会秩序の維持 

第２ 防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 指定地方行政機関 

指定地方行政機関は、県土並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、

指定公共機関及び他の指定地方公共機関と相互に協力し、防災活動を実施するとともに、

県及び市町村の活動が円滑に行われるよう勧告、指導、助言等の措置をとります。 

 

(1) 農林水産省関東農政局神奈川県拠点 

ア  農業関係の被害状況の情報収集及び報告に関すること 

イ  応急用食料等の支援に関すること 

ウ  食品の需給・価格動向等に関すること 
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(2) 第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署） 

ア 海上災害及び大規模海難等に関する事故対策訓練の実施 

イ 関係者及び国民に対する海上防災講習会等による防災思想の啓発 

ウ 港湾の状況等の調査研究 

エ 船艇、航空機等による警報等の伝達 

オ 船艇、航空機等を活用した情報収集 

カ 活動体制の確立 

キ 船艇、航空機等による海難救助等 

ク 船艇、航空機等による傷病者、医師等及び救援物資の緊急輸送 

ケ 被災者に対する物資の無償貸与又は譲与 

コ 要請に基づく、関係機関及び地方公共団体の災害応急対策の実施に対する支援 

サ 排出油等の防除等 

シ 避難勧告、入港制限、移動命令等船舶交通の整理、指導による海上交通安全の確保 

ス 警戒区域の設定並びに船舶等の区域外への退去及び入域の制限又は禁止の指示 

セ 海上における治安の維持 

ソ 危険物等積載船舶に対する移動命令、航行制限若しくは禁止及び荷役の中止等危険物

の保安に関する措置 

タ 海洋環境への汚染の未然防止又は拡大防止のための適切な措置 

チ 災害復旧・復興に係る工事に関する海上交通安全の確保 

(3) 総務省関東総合通信局 

ア  非常通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営 

イ 災害時テレコム支援チーム（MIC-TEAM）による災害対応支援 

ウ  災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸出し 

エ  非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線局の開局、周波数等の指定

変更及び無線設備の設置場所等の変更を口頭等により許認可を行う特例措置（臨機の措

置）の実施 

オ 電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提供 

(4) 財務省関東財務局（横浜財務事務所） 

ア  災害発生時における地方公共団体等に対する国有財産の無償貸付等 

イ  災害時における金融機関等に対する金融上の措置の要請 

ウ  主務省の要請による災害復旧事業費の査定の立会 

エ  地方公共団体に対する財政融資資金地方資金の貸付 

(5) 東京管区気象台（横浜地方気象台） 

ア  気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び発表 

イ  気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地振動に限る）及び水象の予

報及び警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説 

ウ  気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備の努力 

エ  地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言 

オ  防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発の努力 

(6) 国土交通省関東地方整備局横浜国道事務所 

ア  防災上必要な教育及び訓練 

イ  災害危険区域の選定 

ウ  災害時における情報の収集及び広報 

エ  災害時における交通確保 

オ  災害時における応急工事 

カ  災害復旧工事の実施 

キ  再度災害防止工事の施工 

(7) 国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所 

ア  防災上必要な教育及び訓練 

イ  防災に関する施設及び設備の整備と、平常時及び災害時における関係機関の防災活動

への支援 
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ウ  災害危険区域の選定 

エ  水防に関する予報並びに警報の発表及び伝達 

オ  災害に関する情報の収集及び広報 

カ  水防活動の助言 

キ  災害時における応急工事 

ク  災害復旧工事の実施 

ケ  再度災害防止工事の施工 

(8) 国土交通省国土地理院関東地方測量部 

ア  災害時等における地理空間情報の整備・提供 

イ  復旧・復興のための公共測量に関する指導・助言 

ウ  地殻変動の監視 

 

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、自ら

防災活動を実施するとともに、県及び市町村の活動が円滑に行われるようその業務に協力

します。 

 

(1) 東日本旅客鉄道株式会社横浜支社 

ア  鉄道、軌道施設の設備、保全 

イ  災害対策に必要な物資及び人員の輸送確保 

ウ  災害時の応急輸送対策 

エ  鉄道、軌道関係被害調査及び復旧 

(2) 電信電話機関（ＮＴＴ東日本株式会社神奈川事業部、ＮＴＴドコモビジネス株式会社、

株式会社ＮＴＴドコモ神奈川支店） 

ア  電気通信施設の整備及び点検 

イ  電気通信の特別取り扱い 

ウ  電気通信施設の被害調査及び災害復旧 

(3) 東京電力パワーグリッド株式会社平塚支社 

ア  電力供給施設の整備及び点検 

イ  災害時における電力供給の確保 

ウ  被災施設の調査及び復旧 

(4) 東京ガスネットワーク株式会社 

ア  ガス施設の災害予防措置 

イ  災害発生時の応急対策 

ウ  警戒宣言発令時の応急対策 

(5) 日本赤十字社神奈川県支部 

ア  医療救護 

イ こころのケア 

ウ  救援物資の備蓄及び配分 

エ  血液製剤の供給 

オ  義援金の受付及び配分 

カ  その他応急対応に必要な業務 

キ 復旧・復興に関する業務 

ク 防災・減災に関する業務 

(6) 神奈川中央交通株式会社茅ヶ崎営業所 

ア  被災地の人員輸送の確保 

イ  災害時の応急輸送対策 

(7) 相模川左岸土地改良区事務所 

ア  土地改良施設の整備 

イ  農地湛水の防排除活動 
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ウ  農地及び農業施設の被害調査及び復旧 

(8) 一般社団法人神奈川県トラック協会 

ア  災害対策用物資の輸送確保 

イ  災害時の応急輸送対策 

(9) 日本郵便株式会社茅ヶ崎郵便局及び株式会社ゆうちょ銀行茅ヶ崎店 

ア  災害時における郵便業務の確保 

イ  被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

ウ  被災者が差し出す郵便物の料金免除 

エ  被災地あて救助用郵便物の料金免除 

オ  被災者救助団体に対するお年玉郵便葉書等寄付金の配分 

カ  為替貯金、簡易保険及び郵便貯金の非常扱い 

キ  地方公共団体に対する簡易保険、郵便年金積立金の応急融資等の運用管理 

(10) 中日本高速道路株式会社東京支社 

ア  管理道路等（構造物を含む。）の整備及び保全 

イ  管理道路（構造物を含む。）の被害調査及び復旧 

(11) ＫＤＤＩ株式会社南関東総支社 

ア  電気通信施設の整備及び保全 

イ  災害時における電気通信の疎通 

(12) 日本銀行横浜支店 

ア  銀行券の発行ならびに通貨および金融の調節 

イ  資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置 

ウ  金融機関の業務運営の確保に係る措置 

エ  金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

オ  各種措置に関する広報 

(13) 公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会湘南支部茅ヶ崎・寒川部会 

ア  ＬＰガス消費設備の安全指導の徹底 

イ  応急燃料の確保 

ウ  被災地に対する燃料の供給 

 (14) 放送機関（株式会社アール・エフラジオ日本、株式会社テレビ神奈川、横浜エフエム放 

送株式会社、株式会社ジェイコム湘南・神奈川） 

 ア  気象予報、警報等の放送による周知 

 イ 緊急地震速報の迅速な伝達 

 ウ 災害状況及び災害対策に関する放送 

 エ 放送施設の保安 

 

３ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、平常時から災害予防体制の整備を図ると

ともに、災害時には災害応急措置を実施します。 

また、市町村その他の防災関係機関の活動に協力します。 

 

(1) さがみ農業協同組合茅ヶ崎支店 

ア  市が行う被害状況調査及び応急対策への協力 

イ  農作物災害応急対策の指導 

ウ  農業生産資材及び農家生活資材の確保及びあっせん 

エ  被災農家に対する融資又は融資のあっせん 

(2) 茅ヶ崎市漁業協同組合 

ア  市が行う被害状況調査及び応急対策への協力 

イ  被災組合員に対する融資又は融資のあっせん 

ウ  漁船、協同施設の災害応急対策及びその復旧対策 

(3) 茅ヶ崎商工会議所及び商工業関係団体 
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ア  市が行う商工業関係被害調査及び応急対策への協力 

イ  救助用物資、復旧資材の確保についての協力 

ウ  災害時における物価安定についての協力 

(4) 一般社団法人茅ヶ崎医師会 

ア  医療救護活動の実施 

イ  救護活動に必要な医薬品及び医療器材の提供 

ウ  防疫その他保健衛生活動の協力 

(5) 一般社団法人茅ヶ崎歯科医師会 

ア  医療救護活動の実施 

イ  遺体の歯形等の調査、分析による身元の確認 

(6) 一般社団法人茅ヶ崎寒川薬剤師会 

ア  医療救護活動の実施 

イ  医薬品の供給 

(7) 金融機関 

ア  被災事業者等に対する資金融資 

(8) 病院等医療施設の管理者 

ア  避難施設の整備及び避難訓練の実施 

イ  災害時における収容者の保護及び誘導 

ウ  災害時における病人等の収容及び保護 

エ  災害時における被災負傷者の治療と助産 

(9) 社会福祉施設の管理者 

ア  避難施設の整備及び避難訓練の実施 

イ  災害時における入所者の保護及び誘導 

(10) 学校法人 

ア  避難施設の整備及び避難訓練 

イ  災害時における応急教育対策計画の確立と実施 

(11) 社団法人茅ヶ崎建設業協会 

ア  応急対策用資機材及び車両確保の協力 

イ  応急対策に必要な労働力の確保 

(12) 株式会社茅ヶ崎エフエム（EBOSHI RADIO STATION）、株式会社湘南平塚コミュニティ放

送（ＦＭ湘南ナパサ）、藤沢エフエム放送株式会社（レディオ湘南） 

ア  災害情報の広報 

(13) 危険物施設及び高圧ガス施設の管理者 

ア  安全管理の徹底 

イ  防護施設の整備 

(14) 社会福祉法人茅ヶ崎市社会福祉協議会 

ア  災害ボランティアセンターの設置及び運営 

イ  災害ボランティアセンターの設置運営訓練 

ウ  災害ボランティア受入れのための資機材の備蓄 

エ  義援金等の申請 

オ  生活福祉資金の貸付 

 

４ 自衛隊（第４施設群（陸上自衛隊座間駐屯地）） 

自衛隊は、県知事から要請を受けたときは、要請の内容及び自ら収集した情報に基づい

て部隊等の派遣の必要の有無を判断し、部隊等を派遣する等適切な措置を行います。 

また、補完的、例外的な措置として、通信の途絶等により県等と連絡が不可能である場

合において災害の実態に照らし特に緊急を要し、要請を待ついとまがないと認められると

きは、要請を待たないで部隊等を派遣することができます。 
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(1) 人命又は財産の保護のため緊急を有する救助、救援及び応急復旧 

ア  被害状況の把握 

イ  避難者の救助 

ウ  遭難者等の捜索活動 

エ  水防活動及び消防活動 

オ  道路又は水路の啓開 

カ  応急医療、救護及び防疫活動 

キ  人員及び物資の緊急輸送 

ク  炊飯及び給水活動 

ケ  緊急物資の無償貸与又は譲与 

コ  危険物の保安及び除去 

サ  その他知事が必要と認めるもので自衛隊との協議の整ったもの 

第３ 市民及び自主防災組織の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 市民及び自主防災組織 

(1) 「自らの身は自ら守る」という自主防災の観点から、７日分以上の飲料水・食料の備

蓄や家具転倒防止対策の実施等の予防対策、災害時の家族の連絡体制（連絡方法や避難

ルールの取決め等）、自らの判断で主体的に行動できるよう行動に関するルールづくり

等、市民自らが防災対策を行います。 

(2) 「自分たちの地域は、自分たちで守る」ため、自主防災組織の結成及びその活動への

積極的な参加に努めます。 

(3) 防災訓練、防災研修会や防災講座等（以下「防災研修会等」という。）に積極的に参

加し、習得した防災に関する知識、技能等を災害発生時に発揮できるよう努めます。 

(4) 災害発生時には、地域において相互に協力し、情報の入手、出火の防止、初期消火、

救助・救急、応急手当等に努めるとともに、避難においては、冷静かつ積極的に行動す

るように努めます。 

(5) 過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、自ら災

害教訓の伝承に努めます。 

 

(1) 市民 

ア  飲料水、食料及び生活必需物資等の備蓄及び家屋の耐震・安全対策 

イ  出火防止、初期消火活動の協力 

ウ  避難、給食等に際しての隣保協力 

エ  被災者の救助・救急活動の協力 

オ  自主防災組織活動への協力 

カ 防災関連情報、避難関連情報の理解力の向上 

キ  その他必要な災害応急対策業務への協力 

(2) 自主防災組織 

ア  防災訓練の実施等平常時における災害に関する予防活動 

イ  被災者の救助・救急等に必要な資機材等の整備 

ウ  出火防止及び初期消火活動 

エ  被災者の救助・救急活動、避難誘導等応急対策活動 

オ  地域における被害情報等の収集、伝達 

カ  警戒宣言が発せられた場合の防災活動 

キ  避難所運営委員会への参画 

ク  その他災害時において特に災害対策本部長等から要請のあった応急活動 

第４ 企業等の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

１  企業等 
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(1) 日頃から、各企業等が管理する施設及び設備の耐震性の確保や飲料水・食料等の備蓄、

消火、救助・救急のための資機材の整備、さらに、従業員の防災訓練や防災研修会等の

積極的な実施に努めます。 

(2) 防災対策の責任者を定め、災害が発生した場合の従業員の取るべき行動を明確にし、

市民及び自主防災組織と連携して、地域における防災活動に参加するための体制を整備

するよう努めます。 

(3) 災害発生時には、市民及び自主防災組織と連携して、情報の収集及び伝達、消火、救

助・救急、応急手当、避難誘導等を積極的に行うように努めます。 

 

(1) 企業等 

ア  管理する施設及び設備の耐震性の確保 

イ  従業員の飲料水、食料等の備蓄と、消火、救助・救急のための資機材の整備 

ウ  帰宅困難時の企業等における従業員等の保護 

エ  従業員の防災訓練や防災研修会等の実施 

オ  防災対策責任者を定め、災害時の従業員の責務、行動の明確化 

カ  市民及び自主防災組織との連携による地域における防災活動への参加体制の整備 

キ  災害時の市民及び自主防災組織との連携による情報収集及び伝達、消火、救助・救急、

応急手当、避難誘導等の実施 

ク  早期に重要機能を回復し、事業を継続させていくための計画の策定 

ケ  その他、災害時における災害対策活動への協力 

 

第５ 災害予防責任者の責務 

市、県、指定地方行政機関の長、指定公共機関及び指定地方公共機関の長、公共的団体

並びに防災上重要な施設の管理者は、災害対策基本法第４６条から第４９条の３の規定に

基づき、災害予防責任者として法令又は各々の防災計画の定めるところによりそれぞれの

所掌事務又は業務について、次の事項に取り組みます。 

ア 災害を予測し、予報し、又は災害に関する情報を迅速に伝達するために必要な組織を

整備するとともに、絶えずその改善に努める。 

イ 防災業務計画又は地域防災計画を的確かつ円滑に実施するため、防災に関する組織を

整備するとともに、防災に関する事務又は業務に従事する職員の配置及び服務の基準を

定める。 

ウ 他の災害予防責任者と共同して、防災教育の実施に努めるとともに、防災訓練を実施

する。 

エ 災害応急対策又は災害復旧に必要な物資及び資材を備蓄し、整備し、若しくは点検し、

又は管理する防災に関する施設及び設備を整備、点検する。 

オ 災害応急対策又は災害復旧の実施に際し他の者の応援を受け、又は他の者を応援する

ことを必要とする事態に備え、相互応援に関する協定の締結、共同防災訓練の実施その

他円滑に他の者の応援を受け、又は応援するために必要な措置を講ずるよう努める。 

カ 災害応急対策又は災害復旧の実施に際し物資供給事業者等の協力を得ることを必要と

する事態に備え、協定の締結その他円滑に物資供給事業者等の協力を得るために必要な

措置を講ずるよう努める。 

キ 要配慮者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置を講ずる。 

ク その他、災害が発生した場合における災害応急対策の実施の支障となるべき状態等を

改善する。   
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第６節 防災組織の充実 

 

市、県及び防災関係機関は、総合的な防災体制の確立のため、防災会議等の防災上重要な組

織を整備し、相互の連携強化を図ります。 

第１ 市の防災組織 

１ 茅ヶ崎市防災会議 

(1) 設置の根拠 

災害対策基本法第１６条 

(2) 所掌事務 

ア  茅ヶ崎市地域防災計画の作成及びその実施の推進 

イ 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項の審議 

ウ イの重要事項に関する市長への意見 

エ  その他、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

(3) 組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 茅ヶ崎市災害対策本部 

(1) 設置の根拠 

災害対策基本法第２３条の２ 

(2) 所掌事務 

茅ヶ崎市地域防災計画の定めるところにより、必要に応じ防災関係機関と連携し、次

の事務を行います。 

ア  市域に係る災害に関する情報の収集 

イ  市域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針の作成、

並びに当該方針に沿った災害予防及び災害応急対策の実施 

(3) 組織 
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３ 茅ヶ崎市地震災害警戒本部 

(1) 設置の根拠 

大規模地震対策特別措置法第１６条 

(2) 所掌事務 

ア  市域に係る地震防災応急対策等の実施 

イ  その他法令に基づく権限に属する事務 

(3) 組織 

       

第２ 防災関係機関の防災組織 

市域を所管し、又は市内にある防災関係機関は、災害対策基本法第４７条の規定に基づ

き、防災計画又は防災業務計画の円滑な実施のため、防災組織の充実に取り組みます。 

第３ 自主防災組織 

１ 設置の目的 

災害対策基本法第５条の規定に基づき、市は自治会等を単位として昭和５４年から自主

防災組織の育成を進めています。自主防災組織は、地域住民が「自分たちの地域は自分た

ちで守る」という自覚、連帯感に基づき、自主的に結成するものです。 

２ 組織 

自主防災組織がその機能を十分に発揮するためには、あらかじめ組織の編成を定めてお

きます。なお、組織の編成にあたっては、地域住民相互の連携のもとに活動することが必

要とされることから、地域住民が連帯感をもてるような組織を編成し、消防団や地域内の

企業等の防災組織と連携を密にします。 

また、自主防災組織を運営していくうえで基本的な事項については、規約を設けて明確

にします。規約に基づいて防災計画を作成し、自主防災組織における平常時及び災害時の

活動内容を策定します。 

３  防災リーダー 

防災リーダーは、地域の防災活動において中心的な活動を行うとともに、自主防災組織

会長を補佐する立場として、平常時には防災知識の普及・啓発、防災訓練での指導者とし

ての役割を担い、災害時には地域のとりまとめ役として活動します。 

また、防災リーダーの活動は、「自らの身は自らが守る」「自分たちの地域は自分たち

で守る」という「自助・共助」の精神に基づくボランティア活動にあたります。 
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第７節 地震災害対策計画の推進管理 

 

第１ 地震災害対策計画策定のための条件 

地震発生の切迫性は、想定する地震によって、いつ発生してもおかしくないとされてい

るものから、今後１００年以上は発生が見込まれないものまで、幅があります。また、地

震災害対策は、災害に強い組織・人づくりやまちづくりの推進、災害発生に備えた平常時

の対策、災害時の応急対策、さらには、復旧・復興対策まで、幅広い対策を継続的に進め

ていく必要があります。 

そこで、短期的には地震災害による被害の軽減に効果的な対策等を優先的に進め、中・

長期的には構造物が壊れない、壊れても人を傷つけないまちづくりを目指します。 

１ 短期的目標（５か年以内） 

災害の発生に備えた、災害に強い組織・人づくりの推進、平常時の対策の充実を図ると

ともに、住宅・建築物等の耐震化や家具の転倒防止対策等の地震による被害を軽減する効

果の高い対策を中心に進めます。 

２ 中・長期的目標（５か年超） 

市の防災力の更なる向上を図るため、地震に関する調査研究及び地震災害対策を取り巻

く社会状況の変化や、地震関連制度等の動向を踏まえ、災害に強い組織・人づくりや平常

時の対策の一層の充実を図るとともに、災害に強いまちづくりの取り組みを進めます。 

第２ 計画の着実な推進 

この計画を推進するためには、市、防災関係機関、市民及び企業等が連携し、対策に取

り組んでいく必要があります。そこで、地域社会の実情、各種対策の実効性等を点検しな

がら、市の防災対策の基本方針となる「防災ビジョン」を踏まえ、緊急度の高いものから

優先的かつ重点的に実施していきます。 

第３ 計画の点検と充実 

市は、この計画を推進するにあたり、災害対策基本法第４２条第１項の規定に基づき、

毎年点検を行い、計画の進捗状況を把握しながら、必要があると認めるときは、県及び防

災関係機関と調整のもと修正し、市の実情に合った防災対策のより一層の充実を図ります。 
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第８節 東日本大震災の教訓と継承 

 

東日本大震災では、国内観測史上最大のマグニチュード９．０という巨大地震とそれにより

引き起こされた巨大津波により、甚大な被害が発生しました。 

この地震と津波は、同時に原発事故を引き起こし、過去に経験したことのないような広域的

な複合災害をもたらしました。 

本計画では、東日本大震災の経験と教訓をいつまでも忘れることなく、市、防災関係機関、

市民及び企業等それぞれの絆を深め、一致団結して安全で安心なまちづくりを推進していくた

め、次の事項を中心に、教訓の発信と継承のための取り組みを明示します。 

第１ 「自助・共助」の重要性 

東日本大震災では、被災自治体の対応機能が喪失したため、発災初動期における「自助」

や「共助」の重要性が改めて認識されました。 

災害発生時の被害を防止し、又は軽減するためには、市民一人一人の自覚に根ざした「自

助」、身近な地域住民同士による「共助」が重要であり、地域における「自助・共助」の

取り組みを推進していく必要があります。 

第２ 津波対策 

東日本大震災の巨大津波は、津波防御施設として十分な機能を誇る強力な堤防までも乗

り越え、海岸保全施設や街を破壊し、多くの尊い命を奪いました。 

このような巨大津波対策は、海岸保全施設の整備等のハード対策だけでは防ぎきれず、

住民避難を主軸とした避難対策をはじめ、市民の自助及び地域の共助による日頃からの取

り組みが重要となります。 

市は、津波警報や大津波警報等が発表された際の市民への情報伝達を確立するとともに、

避難所や津波一時退避場所の拡充、ハザードマップの整備、実践的な避難訓練を実施し、

津波避難に対する意識の啓発を図る必要があります。 

第３ 帰宅困難者対策 

東日本大震災では、都内で鉄道等公共交通機関が運行停止となり、多数の帰宅困難者が

まちにあふれ、駅やその周辺には多くの人が滞留する等の混乱が発生し、主要道路は、帰

宅者の車等により大渋滞が起こり、交通機能が滞りました。 

また、本市においても、ＪＲ東海道線やＪＲ相模線の運行停止により、約６００人の帰

宅困難者が発生しました。 

令和７年３月の神奈川県地震被害想定調査報告書では、県内で最大６０万人を超える帰

宅困難者が発生すると想定されており、本市でも１２，０００人を超える帰宅困難者が生

じるものと想定されています。 

このような想定から、企業等は、帰宅困難者対策として、一斉帰宅の抑制を徹底し、飲

料水、食料等の備蓄の充実を図る必要があります。 

また、市は、帰宅困難者に対する情報の提供や、家族の安否確認に対する支援、一時滞

在施設の提供等、様々な対策が必要となります。 

第４ 燃料対策 

東日本大震災では、ガソリンや自家発電設備等の燃料が不足し、市民の生活や事業活動

に大きな影響が生じました。 

市は、災害時における燃料の供給に関する仕組みを見直し、体制を整備する必要があり

ます。 

第５ 男女共同参画の視点への配慮 

東日本大震災では、長期にわたる避難所生活において、災害時における男女のニーズの

違い等、男女共同参画の視点に配慮して運営していくことの重要性が明らかになりました。 
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市は、災害時に男女がともに支え合い、助け合える地域づくりを行うとともに、防災計

画の策定や各種マニュアル作成の過程において、男女共同参画の視点を最大限に反映でき

る環境を整備します。 

第６ 災害廃棄物対策 

東日本大震災では、津波により多くの建物が倒壊し、道路や住宅の跡地にはがれきが山

積する等、宮城・岩手・福島の東北３県で約２，８００万トン（平成２６年２月末日現在）

の災害廃棄物が発生しました。 

市は、災害発生時に生じる家屋やブロック塀等の倒壊による緊急輸送道路等の応急復旧

体制を整えるとともに、大量の災害廃棄物の発生時には、市・県域を越えた広域処理体制

の確立に備える必要があります。 

第７ 復旧・復興対策 

東日本大震災では、被災者・被災地のみならず、被災をしていない県・市町村との連携

のもとで、それぞれの役割を担っていくことが不可欠であるとともに、復旧の段階から、

単なる復旧ではなく、未来に向けた創造的復興を目指していくことが認識されました。 

市は、広域応援の受援体制を整備し、ボランティア活動の効果的な支援を行い、一日も

早く平常の生活や都市活動が再開できることを目的に、速やかな復興体制を整備する必要

があります。 

市は、東日本大震災のこれらの教訓を踏まえ、市、防災関係機関、市民及び企業等が一

体となり、更なる防災力の強化を目指し、地震災害対策の計画的な推進を図るものとしま

す。 
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援

体
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防
災
訓
練
の
実
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市 

総括・情報班       

避難所対策班・配備職員      ○ 

救援物資対策班       

保健医療対策班       

要配慮者対策班       

衛生・災害廃棄物対策班       

被災者生活再建対策班       

応急復旧対策班       

経営総務部  ○    ○ 

企画政策部  ○    ○ 

くらし安心部  ○ ○ ○ ○ ○ 

市民部      〇 

経済部  ○    ○ 

文化スポーツ部  ○   ○  

福祉部  ○   ○  

こども育成部  ○   ○ ○ 

環境部       

都市部  ○     

建設部       

下水道河川部       

保健所  ○   ○ ○ 

消防本部  ○  ○   

会計課       

市立病院       

議会事務局       

選挙管理委員会事務局       

監査事務局       

教育総務部・教育推進部  ○    ○ 

防
災
関
係
機
関
等 

関東農政局       

湘南海上保安署      ○ 

京浜河川事務所       

横浜国道事務所       

横浜地方気象台       

自衛隊       

藤沢土木事務所       

湘南地域県政総合センター       

茅ケ崎水道営業所       

茅ケ崎警察署      ○ 

消防団  ○  ○   

東日本旅客鉄道(株)       

ＮＴＴ東日本(株)       

東京電力パワーグリッド
(株)       

東京ガスネットワーク（株）       

神奈川県トラック協会       

神奈川中央交通(株)       

市社会福祉協議会       

自主防災組織    ○  ○ 

医療関係団体       

茅ヶ崎歯科医師会      ○ 
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第１節 「自助」、「共助」、「公助」による減災の推進 

 

自然現象による災害の発生全てを防ぎきることは困難なため、発災前の備えに加えて、市や

防災関係機関による発災後の迅速かつ的確な応急対策（「公助」）はもとより、住民一人一人が

自発的に行う防災活動（「自助」）や地域住民が協力して行う防災活動（「共助」）の連携により、

被害を最小限に抑える「減災」に向けた取組が重要です。 

そのため、市民や事業者、地域住民による減災行動に対する理解の促進と、その実践を図る

ことで、「自助」、「共助」、「公助」の考え方に基づく減災を推進します。 

 

第１ 「自助」、「共助」、「公助」の定義 

「自助」とは、自らが自分や家族を守るために自発的に行う防災活動です。「自らの身を

自ら守る」ことは、防災・減災の基本です。 

「共助」とは、自主防災組織をはじめとした地域住民が、互いの安全・安心のために協

力して行う防災活動です。「自分たちの地域は自分たちで守る」ことは、地域の安全を守る

ために効果的な方法です。 

「公助」とは、市をはじめ、国・県・警察といった公的機関が、日頃から防災・減災に

向けて行う取組や発災時に行う救助活動等の災害対応です。 

   本計画では、主に平常時及び災害時における公助の取組をまとめています。 

第２ 「自助」、「共助」の取組 

「自助」、「共助」、「公助」は互いに連携することで大きな減災につながります。そのた

め、平時から「自助」、「共助」について考え、地震災害に備えておくことが重要となりま

す。平常時、災害時において求められる自助、共助の取組の主なものは次のとおりです。 

 

 平常時の取組 災害時の取組 

自
助 

・基本的な防災知識の習得 

・災害情報の収集手段の確保 

・応急手当の知識の習得 

・ハザードマップによる災害危険箇所、避難

場所・避難経路の確認 

・親戚・知人宅等の自主的な避難先の確保 

・家族との連絡方法の確認 

・食料、飲料水、その他生活必需物資の備蓄 

・非常持出品の点検、置場所の確認 

・防災訓練・地域活動等への参加 

など 

・災害関連情報の収集 

・身の安全の確保 

・家族の安否確認 

・初期消火 

・避難所への避難、在宅避難 

など 

共
助 

・ハザードマップによる災害危険箇所、避難

経路、避難場所の確認 

・要配慮者の見守り活動 

・防災訓練の実施 

・自主防災組織による普及啓発 

・一時避難場所の選定  

など 

・災害関連情報の収集 

・近隣住民による負傷者の救出 

・要配慮者の安否確認、救出救護、避難誘導

の支援 

・地域住民による初期消火 

・避難所開設の協力 

・避難所での相互協力  

など 
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第２節 防災知識の普及・啓発 

 

市は、市民に対し防災研修会等を積極的に開催し、市民の防災意識の向上、防災知識の普及

を図ります。その上で、災害時に市民が取るべき行動等を周知し、「市民と行政等が一体とな

った防災体制の確立」を目指します。 

 

【現状】 

○市は、防災研修会や防災訓練、広報紙、ハザードマップ等により、地域の災害リスクや災害

情報の収集方法、避難行動等の防災知識の周知・啓発に努めています。 

○自主防災組織は、地区防災訓練や自治会における防災研修会等を通じて、地域住民に対して、

防災知識の普及・啓発を図っています。 

 

【課題】 

○住民が「自らの命は自らが守る」という意識のもと、地域の災害リスクから自らの判断で避

難行動をとることができるよう、社会全体として防災意識の向上を図る必要があります。 

○高齢者、障がい者、乳幼児、その他の特に防災上の配慮を必要とする者（以下「要配慮者」

という。）を災害から保護するためには、その支援者を含めて災害時の適切な避難行動等につ

いて周知を図る必要があります。 

○園児、児童、生徒が、災害時、適切に行動できるよう防災教育を充実させる必要があります。 

○企業の防災体制の強化を図るとともに、社会福祉施設等の防災上重要な施設の管理者に対す

る防災意識の向上を図る必要があります。 

○市は、職員に対する研修等を通じて、平常時から災害時における業務の習熟を図る必要があ

ります。 

○これまでの大規模な災害においても、性別や年齢、様々な社会的立場により災害から受ける

影響が異なることが課題となっており、各種の防災対策は、男女のニーズの違い等、男女共

同参画の視点に配慮して行われる必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 市民等に対する防災知識の普及・啓発 企画政策部、くらし安心部、都市部、保健所 

   市は、「自らの命は自らが守る」という意識や地域の災害リスクととるべき避難行動等に

ついて、広く市民へ周知・啓発することで、社会全体としての防災意識の向上を図ります。 

１ 災害リスクの周知 

   市は、市民等に対して、ハザードマップの配布、広報紙やホームページ、防災講座等に

より、津波や液状化、長周期地震動等の大地震発生時の地域の災害リスクについて周知し

ます。 

２ 家庭における防災対策等の普及・啓発 

   市は、市民等に対して、食料・飲料水等の備蓄や避難時のペット用品等の備蓄、住宅の

耐震診断や耐震補強、家具の転倒防止、危険ブロック塀の倒壊防止、保険・共済等の加入

による生活再建に向けた事前の備え等の家庭での安全対策、及び大地震発生時の身を守る

行動や家族との連絡方法、親戚・知人宅等の自主的な避難先の確保や避難時の注意事項等、

災害時の行動について周知します。 

３ 防災訓練等の参加促進 

市及び自主防災組織は、市民等に対して、地域で想定される災害を想定した防災訓練等

への積極的な参加を促します。 

第２ 自主防災組織に対する防災知識の普及・啓発 くらし安心部、消防本部 

１ 防災研修会等の開催 

市は、防災研修会等を開催し、自主防災組織における防災知識の普及を図ります。 

また、その研修を通じ、要配慮者への配慮や災害時の男女のニーズの違い等、男女共同



第２章 災害に強い組織・人づくり 

第２節 防災知識の普及・啓発 

  

31 

参画の視点に十分配慮する必要性について普及・啓発を図ります。 

２ ホームページの活用 

市は、市ホームページに各自主防災組織の取り組みや訓練内容の紹介、訓練指導や防災

資機材の取り扱い等のマニュアルや動画の掲載を行い、自主防災組織及び防災リーダーが、

個々の訓練活用や地区防災訓練等における新たな訓練項目の取り入れ等に活用できるよう

努めます。 

３ 自主防災組織活動マニュアルの作成支援 

市は、自主防災組織が災害時に迅速かつ効果的に地域内での応急対策活動を実施できる

よう、自主防災組織活動の手引を作成しています。市は、この手引をもとに、自主防災組

織の災害時及び平常時の活動内容について周知・啓発を図るとともに、各自主防災組織に

おける活動マニュアルの作成を支援します。 

 ４ 自主防災組織活動の共有 

市は、自主防災組織の活動事例を集約し、紙面やホームページなどにより個々の団体の

取り組みを周知・共有することで、同様の課題を有する団体の課題解決を側面から支援し、

自主防災組織が相互に活動を高めていけるような環境を構築します。 

第３ 要配慮者及び支援者等に対する防災知識の普及・啓発 くらし安心部、文化スポーツ   

部、福祉部、こども育成部、保健所 

１ 避難行動に対する理解促進 

市は、要配慮者やその支援者が災害発生時に適切な避難行動をとれるよう、要配慮者や

その支援者とともに高齢者や障がい者の日常生活を支える福祉事業者に対し、地域の災害

リスクや避難場所、避難のタイミング等の防災知識の普及・啓発に努め、福祉事業者と連

携した避難行動の理解促進に取り組みます。 

２ 防災訓練の参加促進 

市及び自主防災組織は、要配慮者の防災訓練の参加を促進します。 

第４ 園児、児童、生徒に対する防災知識の普及・啓発 くらし安心部、こども育成部、消

防本部、消防団、教育総務部 

１ 防災研修会等の開催や防災訓練の実施 

市は、小学校、中学校、高等学校等（以下「学校等」という。）と連携し、児童、生徒

に対し、災害に対する基礎的知識の習得を図ることを目的とした防災研修会等を開催しま

す。 

また、市は、自主防災組織や学校等と連携し、児童、生徒に対し、地区防災訓練への積

極的な参加を促進します。 

２ 防災教育の推進 

保育園、幼稚園、学校等は、災害を想定した避難訓練を実施する等、災害発生時に適切

な行動がとれるよう防災教育を図ります。 

また、市は、学校における消防団員等が参画した体験的・実践的な防災教育の推進や教

職員等に対する防災研修会等を開催する等、防災教育の充実を図ります。 

第５ 企業等に対する防災知識の普及・啓発 くらし安心部、経済部、消防本部 

１ 企業等における防災への取り組み 

企業等は、災害時における顧客及び従業員等の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、

地域貢献・地域との共生等の社会的な責務を十分認識したうえで、防災活動の推進に努め

ます。 

２ 企業等への指導・助言 

市は、企業等の実態に即した防災体制が確立できるよう、施設の耐震化、大型の什器・

備品の固定等の取り組みを促進します。 

３ 地域との連携 

企業等は、自主防災組織が実施する防災訓練への協力等、地域の自主防災組織との連携
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協力体制の構築に努めます。 

第６ 市職員に対する防災知識の普及・啓発 経営総務部、くらし安心部 

１ 職員に対する研修 

市は、職員の災害対応能力の向上を図るため、地域で想定される災害や災害発生時の行

政の役割、求められる行動等についての職員研修を実施します。 

２ 災害対策地区防災拠点に配備する職員に対する研修 

市は、災害対策地区防災拠点に配備する職員に対し、災害対策地区防災拠点の役割や避

難所の開設、運営等についての研修を実施するとともに、災害対策地区防災拠点打合会や

各種訓練への参加を促進します。 

第７ 男女共同参画の視点に配慮した防災対策の普及・啓発 くらし安心部、文化スポーツ 

  部 

災害時における性別の違い等による課題を未然に防ぐためには、男女で災害から受ける

影響が異なることに配慮することや、防災・復興の主体的な担い手として女性を位置づけ

ることなどを通じて、地域における生活者などの多様な視点から、防災対策を考え、実施

し、地域の防災力を高めていくことが重要となります。 

そこで、市は、「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」（平成２５年６月、

内閣府男女共同参画局）や「男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」（令和２

年５月、内閣府男女共同参画局）を踏まえ、災害時に男女の人権が尊重され、地域の生活

者がともに支え合い、助け合える地域づくりを行うとともに、各種の防災対策の実施や防

災計画等の策定の過程において、男女共同参画の視点を持ち、男女のニーズの違いに配慮

する必要性等について周知、啓発を図ります。 

１ 災害から受ける影響の性別による違い等への配慮の周知・啓発 

性別により災害時の困難傾向やニーズに違いのあることや、災害時には衛生・育児・介

護といった複雑かつ広範な生活ニーズを多様な被災者の立場から把握すること、家庭・地

域・組織において人々が担っている役割・責任に違いがあり、発言力にも差があるという

こと等に配慮した防災対策について防災研修会等で周知、啓発を図ります。また、女性向

けの防災知識の普及啓発等により、男女のニーズの違いに配慮した地域防災活動を推進す

るとともに、女性防災リーダーの育成を行います。 

２ 男女の人権を尊重した避難所運営の周知・啓発 

男女の人権を尊重し避難生活の安全・安心を確保するため、女性や子どもに対する暴力

等の予防のための取組や、プライバシーの確保の工夫、男女別の更衣室や物干し場、入浴

施設、男女別のトイレ、授乳室等の整備、安心して相談等のできるスペースの確保等の男

女の人権を尊重した避難所運営について周知、啓発を図ります。 

 

第８ 災害教訓の伝承 関係部、関係機関 

市及び関係機関は、過去に起こった大規模災害の教訓等を確実に後世に伝えていくため

に、大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料を広く収集・整理し、適切

に保存するとともに、市民が閲覧できるよう公開に努めます。また、災害に関する石碑や

モニュメント等の自然災害伝承碑等が持つ意味を正しく伝えていくよう努めます。 

また、災害教訓の伝承の重要性について啓発を行い、市民自らが災害教訓を伝承する取

組を支援します。 
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第３節 自己備蓄の推進  

 

市は、市民及び企業等に対し、自己備蓄の必要性について普及・啓発を図り、市民及び企業

等の自主的な備蓄の取り組みを推進し、「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」を目

指します。 

 

【現状】 

○ライフライン機能の停止、緊急輸送道路等の遮断等により、被災地外からの支援を受けるま

でには、数日程度の期間を要するものと見込まれます。 

○市は、広報紙等により、災害への備えや自己備蓄の推進について啓発しています。 

 

【課題】 

○災害発生時にはライフライン機能の停止、飲料水や食料の不足が想定されるため、市民及び

企業等は、平時から飲料や食料等の備蓄に努めることが必要です。 

○女性や要配慮者等は、避難生活に備え、個々の状況に合わせた事前の準備を十分に行うこと

が重要です。 

 

【取り組みの方向】 
第１ 自己備蓄の推進 くらし安心部 

市は、広報紙や防災研修会等を通じ、市民及び企業等に対し自己備蓄の重要性、公的援

助の限界等について周知し、自主防災組織と連携を図りながら、自己備蓄の積極的な確保

に努めるよう周知を図ります。 

１ 主な自己備蓄 

７日分以上の備蓄を確保する。 

(1) 飲料水（備蓄の目安は１人１日３リットル） 

(2) 食料 

(3) 携帯トイレ 

(4) トイレットペーパー 

２ 主な非常時持出品 

避難するとき最初に持ち出すものとして、男性では１５㎏、女性では１０㎏までが目安

とされています。 

(1) 貴重品（現金、身分証明書、通帳類、健康保険証、免許証、印鑑等） 

(2) 携帯ラジオ（予備電池含む） 

(3) 懐中電灯、乾電池（予備電池含む） 

(4) 携帯電話、充電器 

(5) 救急用品（持病のある方は常備薬、お薬手帳等） 

(6) 予備眼鏡、コンタクトレンズ（洗浄液含む） 

(7) 飲料水・簡易的な食料（チョコレート、キャンディ等） 

(8) タオル、ティッシュペーパー、ウェットティッシュ 

(9) 歯ブラシ（歯磨き用ガム等）、洗面用具 

(10) 着替え、下着等 

(11) 室内履き 

(12) ホイッスル 

(13) 家族の写真 

３ その他の主な非常時持出品 

女性や要配慮者等は、避難生活を送る上で必要な持出品を準備しておくことで、避難生

活の負担を軽減できます。 

また、食物アレルギーをお持ちの方や宗教上の理由等で食事に配慮が必要な方も、自分

に適した食料を普段から備蓄しておくことで、避難生活の負担を軽減できます。 
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ペットを連れた避難生活においては、ケージやペットフード等を事前に準備する等、他

の避難者に十分に配慮する必要があります。 

(1) 女性 

ア 生理用品 

イ  化粧水、乳液、保湿クリーム 

ウ  下着、おりものシート 

エ  携帯用ビデ 

(2) 妊産婦及び乳幼児 

ア  おむつ 

イ  離乳食、粉ミルク 

ウ  授乳カバー、授乳ケープ（乳児用ブランケット） 

エ  ほ乳瓶 

オ  バスタオル 

カ  おしり拭き 

キ  母子手帳 

(3) 障がい者 

ア  障がい者手帳 

イ  補装具、日常生活用具等 

ウ  ストマ、おむつ等 

(4) 高齢者（要支援・要介護者） 

ア  介護保険証 

イ  介護用品（大人用おむつ、尿取りパット等） 

ウ  福祉用具、日常生活用具等 

(5) その他、食事に配慮が必要な方 

   ア 疾病等に応じた特殊栄養食品（アレルギー対応食品、摂食嚥下困難対応食品等） 

 イ その他特殊食品（ハラール食等） 

(6) ペットのいる家庭 

ア  名札（鑑札や注射済票のほかに飼い主の名前やペットの名前を記入した名札） 

イ  愛犬手帳 

ウ  食器 

エ  ケージ 

オ  リード 

カ  ペットフード 

キ  トイレ用品 

   (7) 感染症対策 

   ア マスク 

   イ 消毒液 

   ウ ビニール手袋 

   エ 体温計 

   オ 小型テント 
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第４節 地域防災力の強化 

  

地域防災力とは、「住民一人一人が自ら行う防災活動、自主防災組織、消防団その他地域にお

ける多様な主体が行う防災活動並びに行政及びその他の公共機関が行う防災活動の適切な役割

分担及び相互の連携協力によって確保される地域における総合的な防災の体制及びその能力」

です。市はこの地域防災力を強化することで、「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」

を目指します。 

 

【現状】 

○市には、現在１消防団本部と２２分団（定員４２７人）が組織され、４地区（茅ヶ崎、鶴嶺、松

林、小出）に分かれて活動を行っています。（令和７年４月１日現在） 

○市内には、令和７年４月現在、１３５自主防災組織が結成され、各組織では、防災訓練の企

画、実施、活動に必要な資機材の整備、活動マニュアルの作成等に取り組んでおり、市は、

その活動を支援しています。 

○市は、平成１３年度より、地域防災の担い手となる防災リーダーの養成研修を実施しており、

令和８年２月現在、○，○○○名（うち女性○○○名）の防災リーダーが自主防災組織等で

活動しています。 

 

【課題】 

○地域防災力の強化を図るためには、その中核を担う消防団の充実強化が重要です。 

○地域防災力の充実強化は、市民、自主防災組織、消防団、市等の多様な主体が適切に役割分

担しながら相互に連携協力して取り組むことが必要です。 

○地域を守るためには、「自分たちの地域は自分たちで守る」という「共助」の精神のもとに

自主防災組織を結成する等、地域防災力の向上には、市民の自主的な防災活動が必要です。 

○結成された自主防災組織が、災害時に効果的に活動できるよう組織の充実が必要です。 

○男女共同参画の視点に配慮した防災対策を進めるためには、地域防災活動における、女性の

参加が重要です。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 消防団の強化 消防本部、消防団 

１ 消防団への加入促進 

市は、消防団への加入の促進を図るため、防災訓練等における消防団との連携、「自分た

ちの地域は自分たちで守る」という意識の啓発、各種イベント等での消防団の活動内容の

紹介や歴史的・伝統的価値の再認識などにより、消防団に対する地域住民の理解を深める

とともに、消防団員がやりがいを持って活動できる環境づくりを進めるよう努めます。 

２ 消防団の装備の改善 

市は、消防団の装備について「消防団の装備の基準（昭和６３年消防庁告示）」を踏ま

え、安全対策、救助、情報通信等の整備の充実強化を図っていきます。なお、整備の充実

強化にあたり、大規模災害に備えた資機材や車両、拠点施設等の整備を進めるよう努めま

す。 

３ 消防団の訓練・研修 

市は、地域防災力の中核である消防団の応急対応能力の向上を図るため、消防団員の能

力（知識や技能、判断力など）及び資質を高める各種訓練に取り組み、更なる消防力の強

化、ひいては地域防災力の強化に努めます。 

また、消防団は自主防災組織や防災士等の多様な主体と連携して訓練を実施することで、

地域防災力の強化に努めます。 

第２ 自主防災組織の育成 くらし安心部、自主防災組織 

１ 自主防災組織の育成 
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市は、災害発生時の被害を防止し、又は軽減するために、防災活動を迅速かつ効果的に

行えるよう自主防災組織の育成を行います。 

２ 自主防災組織に対する支援  

市は、自主防災組織の育成・強化のため、自主防災組織による各種の活動を支援します。 

(1) 自主防災組織活動マニュアルの作成及び活用の支援 

市は、自主防災組織が地域の特性を踏まえ平常時及び災害時に組織的かつ効果的な防

災活動を行うために、地区の防災計画となる「自主防災組織活動マニュアル」の作成を

支援します。また、マニュアルに基づく各種の防災活動の実施を支援します。 

(2) 防災訓練の支援 

市は、まちぢから協議会や自主防災組織等が実施する防災訓練について、訓練企画の

助言や防災資機材の取扱方法の実技指導等を行うことで、その実施を支援します。 

(3) 防災研修会の支援 

市は、地域で想定される災害や、家庭や地域における事前の備え等の防災知識の普及・

啓発を図るため、自主防災組織等が行う防災研修会等に職員を派遣します。 

  (4) 補助金の交付 

市は、自主防災組織が行う防災訓練や防災資機材の整備等に対し、茅ヶ崎市くらし安

心部防災対策課所管に係る補助金交付要綱に基づき、補助金を交付します。 

第３ 自主防災組織の活動 くらし安心部、自主防災組織 

自主防災組織の活動は、地域住民による自主的な防災活動として、自己の地域を「安全

で住みよい、災害に強いまち」にするための、地域住民を主体とする活動です。 

１ 平常時の主な活動 

(1) 防災知識の普及 

自主防災組織は、災害発生時の被害を防止し、又は軽減するため、地域において防災

に対する正しい知識の普及を図ります。 

(2) 自主防災組織活動マニュアルの作成及び検証 

自主防災組織は、平常時及び災害時に組織的かつ効果的な防災活動を行うために、地

区の防災計画として「自主防災組織活動マニュアル」を作成します。 

マニュアル作成においては、地域の特性を踏まえた実践的な計画作成を行い、計画に

基づく防災活動を実践し、計画の評価や見直しを行います。 

(3) 防災訓練の実施  

自主防災組織は、地域の特性を踏まえた実践的な防災訓練を実施します。 

(4) 地域での予防対策 

自主防災組織は、地域特性等による災害時危険箇所等を事前に把握し、地域住民に周

知します。 

また、家庭における火災要因や家具等の転倒防止等について、地域内での点検や備え

を呼びかけます。 

(5) 防災用資機材の整備・点検 

自主防災組織は、防災活動に必要な防災用資機材を整備し、災害時に誰もが使用でき

るよう、取扱訓練や点検を実施します。 

また、避難所に設置してある市防災備蓄倉庫内の防災用資機材の把握に努め、取扱訓

練や点検を実施します。 

(6) 消防団及び企業等との連携 

自主防災組織は、平常時から消防団や地域内の企業等と交流を図り、災害時に連携し

て活動が行えるよう努めます。 

２ 災害時の主な活動 

自主防災組織は「自主防災組織活動マニュアル」に基づき、災害時に次の活動を実施し

ます。 

(1) 情報の収集伝達 

自主防災組織は、地域内の被害状況を迅速かつ正確に把握し、地区防災拠点へ情報を



第２章 災害に強い組織・人づくり 

第４節 地域防災力の強化 

  

37 

報告するとともに、市や防災関係機関の提供する情報を地域に伝達して、的確な応急対

策活動を実施します。 

また、時間の経過とともに変化する地域の被災状況、救助活動の状況等を地区防災拠

点に報告し、情報の収集伝達を行い、情報の混乱防止にあたります。 

(2) 初期消火活動の実施 

自主防災組織は、火災発生時に、移動式ホース格納箱（消火栓を利用した消火器具）、

消火器、水バケツ等を使い、地域の協力のもと初期消火に努めます。 

また、避難時には、電気のブレーカーを落とす等、電気の復旧に伴う通電火災の予防

や出火防止の注意を呼びかけます。 

(3) 救助・救急活動の実施 

自主防災組織は、地域住民の安否確認を行い、家屋の倒壊等により脱出不能となった

人がいる場合は、発見次第速やかに防災資機材等を活用し、救助活動に取り組みます。 

(4) 応急救護活動の実施 

自主防災組織は、負傷者に対して、外傷の応急手当を実施するとともに、医師の処置

が必要な場合には、医療救護所（赤羽根中学校を除く公立中学校１２校及び小和田小学

校、地域医療センター）等へ搬送します。 

(5) 避難誘導の実施 

自主防災組織は、避難指示が出された場合には、地域住民に対する周知を徹底し、率

先避難を実施するとともに、迅速かつ円滑に避難誘導を実施します。 

(6) 避難所の開設及び運営の協力 

自主防災組織は、配備職員及び学校職員と協力し、避難所の開設、避難者の受入れを

行うとともに、避難所の運営について、積極的に協力します。 

(7) 給食・救援物資の配布及び協力 

被害の状況によっては、避難が長期間にわたり、被災者に対する炊き出しや救援物資

の支給が必要となります。 

自主防災組織は、保有している食料等の配布を行うほか、市が実施する給食、給水、

救援物資等の配布活動に協力します。 

(8) 清掃衛生の実施 

自主防災組織は、被災地の防疫活動に協力するとともに、ごみ・し尿その他廃棄物の

除去及び清掃活動に協力します。 

３ 時期的段階に応じた活動例 

 災害時の状況 自主防災組織の主な活動・役割 

発
災
前 

 ○防災知識の普及 
○防災訓練の実施 
○地域での予防対策 
○防災用資機材の整備・点検 
○消防団及び企業等との連携 

発
生
直
後 

 

 
～災害発生直後～ 

○自身と家族の安全確保 
○近隣での助け合い 
 （出火防止、初期消火、救助等） 
○津波警報発表時等、緊急避難を要
する際の迅速な避難誘導 

数
時
間
後 

 

 

 

 

 

～災害発生から数日間～ 

○情報の収集伝達 
○初期消火活動 
○救助・救急活動 
○応急救護活動 
○避難誘導 
○避難行動要支援者の避難支援 
○避難所の開設及び運営 

地域で救援活動に当たる人も含め

て、大部分の人が被災者であり、生

命の危機、家屋の倒壊、ライフライ

ン等の途絶に対し、自助と地域住民

の共助が中心となる。 

災害発生 



第２章 災害に強い組織・人づくり 

第４節 地域防災力の強化 
 

38 

数
日
後 

 ○避難所の運営 
○給食、救援物資の配布 
○清掃衛生の実施 
○自治体及び関係機関の情報伝達 
○他団体への協力要請 
○要配慮者への配慮 
○ボランティア活動のニーズの把握 

第４ 防災リーダーの養成 くらし安心部 

１ 防災リーダーの養成 

市は、防災リーダー養成研修により、地域防災の担い手となる防災リーダーの養成を行

い、「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」を目指します。 

また、防災リーダーは、豊富な知識と習得した技術を活用し、地域の防災力の強化を図

ります。 

２ 防災リーダーの活動 

防災リーダーは、自分たちの地域は自分たちで守るという「共助」の取り組みである自

主防災組織の一員として、平常時には地域住民への防災知識の普及・啓発、防災訓練での

指導などの役割を担うとともに、災害時には情報の収集伝達活動、初期消火活動、救助・

救急活動、応急救護活動、避難誘導、避難所の開設・運営等の地域の防災活動において、

中心的な役割を担います。 

第５ 女性防災リーダーの養成 くらし安心部 

１ 女性防災リーダーの養成 

市は、平常時の対策及び災害時の応急対策活動、復旧・復興等において女性の特性や能

力を生かすために、女性防災リーダーを積極的に養成します。 

２ 女性防災リーダーの活動 

災害時においては、男女の人権が尊重され、地域の生活者が共に支え合い、助け合える

地域づくり、防災体制づくりが必要であることから、女性防災リーダーは、男女のニーズ

の違い等、男女共同参画の視点に配慮した地域の防災活動を推進します。 

特に、避難所の運営においては、早期から女性が運営に関わり、女性の視点を取り入れ、

女性専用スペースの確保、妊産婦や乳幼児に対する支援を含め、男女のニーズの違いに十

分配慮し、様々な被災者が安心して避難生活を送ることのできる環境づくりに向け、行動

することが期待されます。 

第６ 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進 くらし安心部 

市内の一定の地区内の住民及び事業者は、当該地区における防災力の向上を図るため、

共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防

災活動の推進に努めるものとします。この場合、必要に応じて、当該地区における自発的

な防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として防災会議に提案する

など、市と連携して防災活動を行うこととします。 

市は、本計画に地区防災計画を位置づけるよう提案があり、必要があると認めるときは、

本計画に地区防災計画を定めることとします。 

  

行政や公的機関による緊急対応や地

域住民と自主防災組織としては、初

動対応となる消火、避難、救助・救

急、救護、給食・給水等を実施する

時期となる。また、外部から様々な

支援活動、人材、支援物資が入って

くる時期でもある。 
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第５節 地域における要配慮者への支援体制 

  

市は高齢者、障がい者、乳幼児、その他の特に防災上の配慮を必要とする者（以下「要配慮

者」という。）や要配慮者のうち、災害発生時に自ら避難することが困難な者であって、その

円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者（以下「避難行動要支援者」という。）

に対する支援対策を講じ、その取り組みについては自治会、自主防災組織、民生委員児童委員、

消防団等の地域における各主体、市、消防、警察等の行政機関及び関係団体が連携・協力体制

を構築し、「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」を目指します。 

 

【現状】 

○近年の災害では、要配慮者が避難所にとどまることができず、生命等の危機に陥ったり、福

祉避難所の数や要配慮者に適切に対応できる人材が不足したりする等の課題が浮き彫りとな

っています。 

○近年の災害では、情報の入手や自力での避難が困難な避難行動要支援者の犠牲者が、健常者

に比して多い傾向があります。 

○市は、避難行動要支援者に対し、適切かつ迅速な避難支援、安否確認等ができるよう、基本

的な方針や対策等を定めた「避難行動要支援者支援計画（全体計画）」を策定しています。 

○市は、「避難行動要支援者支援計画（全体計画）」に基づき、「避難行動要支援者支援制度」

を運用しています。 

○市は、「避難行動要支援者支援計画（全体計画）」に基づき、平常時からの情報提供に同意の

得られた避難行動要支援者の情報を、避難支援に係わる関係者に平常時から提供することで、

避難誘導や安否確認等の避難支援体制づくりを進めています。 

 

【課題】 

○要配慮者に配慮した防災対策を図り、要配慮者の安全・安心が確保される体制づくりが必要

です。 

○要配慮者に対する支援には、自治会、自主防災組織、民生委員児童委員、消防団等の地域に

おける各主体、市、消防、警察等の行政機関及び関係団体の連携・協力体制が必要です。 

○要配慮者の迅速な安否確認や適切な避難誘導には、自治会、自主防災組織、民生委員児童委

員、地域支援者等の平常時からの声掛けと顔の見える関係が必要です。 

○避難行動要支援者支援制度に基づく取組をさらに推進し、災害時に適切な避難支援や安否確

認等が実施される避難支援体制づくりが必要です。 

○平常時からの避難支援に係わる関係者への情報提供に同意を得ているのは、避難行動要支援

者の半数にとどまっているため、同意者を増やすことで、避難行動要支援者の避難支援体制

を強化する必要があります。 

〇避難支援の実効性をさらに高めるために真に避難支援を要する人を把握した上で、多様な主

体の連携による避難支援体制を確立する必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 要配慮者への支援体制の確立 文化スポーツ部、福祉部、こども育成部、保健所  

１ 地域における支援体制の確立 

要配慮者への支援は「自分たちの地域は自分たちで守る」という地域の連帯感に基づい

ています。 

また、市は、要配慮者に対する防災環境の整備や支援に向けた防災対策を積極的に行う

ことにより、要配慮者支援体制の確立に努めます。 

２ 地域の関わり 

日頃からの地域の支え合いが災害時にも助け合える力となることから、自治会、自主防

災組織、民生委員児童委員等の地域における各主体は、日頃から要配慮者に対する見守り

や声掛け等を行い、状況の把握・共有を図ります。 
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第２ 避難行動要支援者支援制度の確立 くらし安心部、福祉部  
市は、避難行動要支援者について、自治会、自主防災組織、民生委員児童委員、消防団

等の地域における各主体や関係団体と連携・協力し、災害時の支援体制を整えます。 

なお、市は避難行動要支援者の支援に関して必要な細目について、「避難行動要支援者

支援計画（全体計画）」で定めます。 

１ 避難行動要支援者名簿の作成 

避難行動要支援者について避難の支援、安否の確認、その他の避難行動要支援者の生命

又は身体を災害から保護するために必要な措置を実施するための基礎とする名簿を作成し

ます。なお、作成に際してはデジタル技術を活用するよう検討します。 

対象者は、生活基盤が自宅にある方のうち、次のいずれかに該当する者とします。 

①身体障がい者のうち、肢体不自由の上肢障害２級以上、下肢障害又は体幹機能障害３

級以上並びに視覚障害又は聴覚障害６級以上の者 

②知的障がい者のうち、その障がいの程度がＡ１若しくはＡ２の者 

③介護保険制度において要支援以上の認定を受けている者 

④「災害時要援護者支援制度」登録者のうち本制度への登録に同意する者とします。 

ただし、市長が特に認めた場合については対象とします。 

なお、名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録するも

のとします。 

①氏名 ②生年月日 ③性別 ④住所又は居所 ⑤電話番号その他の連絡先 ⑥避難支援等

を必要とする事由 ⑦その他避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項 

２ 個別避難計画の作成 

市は、避難行動要支援者の同意が得られない場合を除き、避難支援等関係者と連携し、

避難行動要支援者ごとに避難支援等を実施するための計画（「個別避難計画」）の作成に努

めます。また、個別避難計画の作成にあたっては、地域におけるハザードの状況や対象者

の心身の状況、情報取得や判断への支援が必要な程度、居住実態等を考慮し、優先度の高

い対象者から順に進めます。 

なお、個別避難計画には、避難行動要支援者名簿に記載の情報のほか、次に掲げる事項

を記載し、又は記録するものとします。 

①避難支援等実施者（避難支援等関係者のうち当該個別避難計画に係る避難行動要支援

者について避難支援等を実施する者）の氏名等 

②避難先等の避難に必要な事項 

③その他避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項 

３  避難行動要支援者の情報の把握及び管理 

市は、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成にあたり、避難行動要支援者に該

当する者を把握するために、市の関係部局で把握している要介護高齢者や障がい者等の情

報を必要な範囲で集約します。 

また、避難行動要支援者の状況は常に変化しうることから、市はその把握に努め、名簿

を更新する期間や仕組みをあらかじめ取り決め、名簿情報を最新の状態に保つように努め

ます。 

なお、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画については、個人情報の保護に関する法

律及び関係法令等に留意し、目的外の利用、又は盗難若しくは外部への漏えいをしないよ

う適切な措置を講じます。 

４ 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画情報の利用及び提供 

市は、災害が発生又は発生するおそれがある場合に、避難行動要支援者を災害から保護

するため避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者に対し避難行動要支援者名

簿及び個別避難計画の情報を提供できることとします。 

また、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の情報は、平時から避難支援等関係者に

提供され共有されていることで、いざというときの円滑かつ迅速な避難支援等の実施に結

びつくため、市は同意の得られた避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の情報を、あら

かじめ避難支援等の実施に必要な限度で次の避難支援等関係者に提供することとします。 

（避難支援等関係者） 

①消防機関 ②警察 ③自治会 ④自主防災組織 ⑤民生委員児童委員 ⑥地域包括支援セン
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ター ⑦個別避難計画の作成に関わる福祉事業者 

更に名簿とハザードマップ等を活用し、災害リスクが高い区域に住む避難行動要支援者

を確認します。避難支援等関係者が日頃の活動により確認した支援内容等を市の関係部局

で共有することで、当該区域の方へ特に早期の避難支援を行い、円滑な避難支援を図りま

す。 

なお、市は、避難支援等関係者への避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の情報提供

にあたっては、情報の漏えい防止のため、避難支援等関係者に対して情報の取扱いに関し

次の事項を求めるとともに、個人情報の取扱いに関する研修を実施します。 

ア 必要以上の情報の複製の禁止、適正な保管、使用後や情報更新時の返却等の情報の

適正な管理 

イ 受領した情報の避難支援等以外の目的での使用の禁止 

第３ 避難行動要支援者支援制度の周知・啓発 くらし安心部、福祉部 

災害時に、避難支援、安否の確認その他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から

保護するために必要な措置を実施するためには、平常時からより多くの避難行動要支援者

の情報を搭載した名簿を避難支援等関係者へ提供し、避難誘導や安否確認等の避難支援体

制づくりを行うことが必要です。そのために、市では、より多くの避難行動要支援者に本

制度についてご理解いただくとともに、平常時からの名簿提供に同意していただけるよう、

避難行動要支援者のうち、同意していない方等への同意の依頼や、自治会、自主防災組織

等へのパンフレット等の配布による周知・啓発を継続的に実施していきます。 
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第６節 防災訓練の実施 

  

市は、災害対応力の強化を図るため、市民、自主防災組織及び防災関係機関等との連携協力

のもと、地域で想定される災害に対し、各種の防災訓練を実施することで、「市民と行政等が

一体となった防災体制の確立」を目指します。 

 

【現状】 

○市は、防災関係機関との協力連携のもと、災害対策本部運営訓練、津波対策訓練、消防防災

フェスティバル、通信訓練等を実施しています。 

○各自主防災組織は、地域の災害特性を踏まえ、防災資機材の取扱、安否確認、避難場所への

避難等の各種の防災訓練を企画、実施しています。 

 

【課題】 

○地域防災力の向上のためには、市民や地域の主体的参加のもと、市、防災関係機関、市民、

企業等が連携した実践的な防災訓練の実施が必要です。 

○自主防災組織等が実施する地域における防災訓練については、女性や中学生等も含めた多様

な主体の参加のもと、地域の実情に即した訓練を継続して実施することが重要です。 

○高齢者、障がい者等に配慮した防災訓練を実施し、災害時における高齢者、障がい者等の安

全が確保される体制づくりが必要です。 

○保育園、幼稚園、学校等は、各種の災害を想定した実践的な避難訓練の実施や、保護者への

連絡及び保護者による引き取り訓練等、保護者も含めた訓練の実施が重要です。 

○市は、災害応急対策活動を迅速かつ的確に実施するため、災害の発生を想定した図上訓練や

具体的な対策の訓練を実施することで、職員の災害応急対策活動に対する習熟を図るととも

に、防災関係機関や協定締結事業者等との連携調整体制を確立する必要があります。 

○津波対策訓練の実施にあたり、市民等の津波への意識向上及び避難行動の促進を図るととも

に、避難情報の受伝達手段体制の整備や実践的な訓練の実施が必要です。 

○防災訓練の実施にあたっては、男女共同参画の視点を持ち、男女のニーズの違い等に配慮し

た取組が必要です。 

 

【取り組みの方向】 
第１ 防災関係機関との連携強化 くらし安心部 

災害発生時に、市、防災関係機関、市民、企業等が一体となった災害応急対策が実施で
きるよう、日頃から顔の見える関係性を構築するとともに、防災関係機関が災害時におけ
る役割を相互に認識することにより、防災体制の強化を図ります。 

第２ 地区防災訓練 くらし安心部、自主防災組織、配備職員 

１ まちぢから協議会及び自主防災組織等は、地域の特性に応じた、地区防災訓練を実施し

ます。 

２ 自主防災組織及び防災リーダーは、地区防災訓練において、防災知識や技術の普及・啓

発に努めます。 

また、女性や中学生等、地域住民の積極的な参加を促進するとともに、要配慮者の視点

に配慮した訓練を実施する等、地域防災力の向上に努めます。 

３ 主な訓練項目 

(1) 避難所運営訓練 

(2) 避難誘導訓練 

(3) 防災資機材取扱訓練 

(4) 消火訓練 

(5) 救助・救急訓練 

(6) 心肺蘇生（ＡＥＤ）訓練 

(7) 医療訓練 
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(8) 応急給水訓練 

(9) 給食訓練 

第３ 通信訓練及び情報受伝達訓練 企画政策部、くらし安心部 
市、県及び防災関係機関は、災害時に各種の災害情報の受伝達、被害状況の把握及び応

急対策活動の指令を迅速かつ適切に行えるよう通信訓練及び情報受伝達訓練を実施します。 

第４ 地震災害警戒本部、災害対策本部運営訓練 経営総務部、くらし安心部 

１ 市及び防災関係機関は、警戒宣言発令時及び災害発生時の本部の設置、職員の動員配備、

本部会議の招集等本部の運営を適切に行うため、地震警戒本部及び災害対策本部運営訓練

（図上訓練）を実施します。 

２ 市は、災害に係る情報の集約・分析、災害対策本部活動の活動方針の策定等、統括調整

部による本部員会議の意思決定補佐や統括調整部と各部の総合調整などを適切に実施でき

ることを目標とした図上訓練等を実施します。なお、図上訓練では、市の実情に基づいた

最悪事態の想定等を付与した上で、統括調整部及び各部局の対応や関係者間の連絡・調整

機能を検証しつつ、発災前の時点から可能な限りの備えを整え、防災対策の基本的理念で

ある被害の最小化と迅速な回復を図れるよう訓練を実施します。 

３ 市は、災害時の参集経路の確認や緊急参集体制の検証、職員の参集意識の向上を図るた

め、職員参集訓練を実施します。 

第５ 消防訓練 施設管理者 

防火管理者を有する全ての施設は、災害発生時の被害を防止し、又は軽減するため、防

火管理上必要な消防計画等に定める消防訓練を実施します。 

１ 主な訓練項目 

(1) 通信訓練 

(2) 避難誘導訓練 

(3) 消火訓練 

(4) 救助・救急訓練 

(5) その他総合的訓練 

第６ 保育園、幼稚園、学校等における訓練 こども育成部、教育総務部、施設管理者 

１ 保育園、幼稚園、学校等は、園児、児童、生徒の安全確保を図るため、災害時を想定し

た実践的な避難訓練を実施します。 

２ 保育園、幼稚園、学校等は、災害時における保護者との連絡体制を確立し、園児、児童、

生徒の保護者による引き取り訓練等を実施します。 

第７ 災害警備訓練 茅ケ崎警察署 

警察は、南海トラフ地震臨時情報発表時及び地震災害発生時における災害警備活動の円

滑な遂行を図るため、警備要員の招集、救出救助、交通規制等の訓練を実施します。 

第８ 津波対策訓練 くらし安心部、経済部、横須賀海上保安部湘南海上保安署 
１ 津波対策訓練の実施 

市は、津波に対する住民の自主的な避難行動や意識啓発を図るため、防災関係機関や津

波一時退避場所の指定先等と連携し、海浜利用者や周辺自治会等の参加の下、津波情報収

集伝達訓練や津波避難訓練を実施します。 

また、自主防災組織は、市の津波対策訓練に積極的に参加するとともに、地域の特性に

応じた実践的な避難訓練の実施に努めます。 

２ サザンビーチちがさき海水浴場の津波対策 

市及び海水浴場管理者は、海水浴客を対象とした津波注意報等の情報伝達訓練や避難誘

導訓練を実施します。 

第９ 多数遺体取扱訓練 市民部、保健所、茅ケ崎警察署、茅ヶ崎歯科医師会 

市は、防災関係機関、茅ケ崎警察署、茅ヶ崎歯科医師会、葬祭業者等と協力して、大規
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模災害発生時における多数遺体取扱訓練を実施します。 

第１０ 応急復旧訓練 くらし安心部、防災関係機関 

防災関係機関は、災害発生時の被害を防止し、又は軽減するため、ライフライン関係施

設の応急復旧訓練を実施します。 

１ 主な訓練項目 

(1) 水道施設応急復旧訓練 

(2) 電力施設応急復旧訓練 

(3) 通信施設応急復旧訓練 

(4) ガス施設応急復旧訓練 

第１１ 要配慮者等に配慮した防災訓練の実施 くらし安心部、自主防災組織、施設管理者 
市、防災関係機関及び自主防災組織は、各種訓練の実施において、要配慮者や男女共同

参画の視点に十分配慮した取り組みとなるよう、訓練の実施内容等の工夫に努め、災害を
イメージし実践的な訓練を実施します。 

 



 

 

 

 

 

 

 

第３章 災害に強いまちづくり  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

     

       節 

 

主な担当 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

防
災
空
間
の
確
保 

道
路
・橋
り
ょ
う
・下
水
道
の
整
備 

建
築
物
等
の
防
災
対
策 

液
状
化
対
策 

土
砂
災
害
警
戒
区
域
等
の
予
防
対
策 

危
険
物
等
の
災
害
予
防
対
策 

事
前
復
興
対
策 

市 

総括・情報班        

避難所対策班・配備職員        

救援物資対策班        

保健医療対策班        

要配慮者対策班        

衛生・災害廃棄物対策班        

被災者生活再建対策班        

応急復旧対策班        

経営総務部        

企画政策部   ○     

くらし安心部 ○  ○  ○   

市民部 ○       

経済部 ○       

文化スポーツ部 ○       

福祉部 ○       

こども育成部        

環境部 ○       

都市部 ○  ○ ○ ○  ○ 

建設部 ○ ○   ○  ○ 

下水道河川部 ○ ○      

保健所        

消防本部     ○ ○  

会計課        

市立病院        

議会事務局        

選挙管理委員会事務局        

監査事務局        

教育総務部・教育推進部 ○       

防
災
関
係
機
関
等 

関東農政局        

湘南海上保安署        

京浜河川事務所        

横浜国道事務所  ○      

横浜地方気象台        

自衛隊        

藤沢土木事務所  ○   ○   

湘南地域県政総合センター        

茅ケ崎水道営業所        

茅ケ崎警察署     ○   

消防団     ○   

東日本旅客鉄道(株)        

ＮＴＴ東日本(株)        

東京電力パワーグリッド(株)        

東京ガスネットワーク（株）        

神奈川県トラック協会        

神奈川中央交通(株)        

茅ヶ崎医師会（医療関係団体）        

市社会福祉協議会        

自主防災組織        
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第１節 防災空間の確保 

 

市は、災害による被害の最小化及びその迅速な回復を図るため、防災上の活動拠点や道路等

の防災空間の整備を進め、「災害に強いちがさき」を実現していきます。 

 

【現状】 

○市は、災害発生時に防災上重要な役割を果たす道路、河川及び下水道の整備、公園や農地等

の緑地の確保等、防災空間の確保に努めています。 

○市は、避難所、避難場所を指定するとともに、災害時に拠点となる公共施設等に必要な資機

材等を備蓄しています。 

〇市は、宅地開発に伴う災害を防止するため、都市計画法の技術基準に基づき排水や擁壁等に

ついて審査及び指導を行っています。 

〇国及び県は、防災上重要な役割を果たす道路の整備を進めています。 

〇市は、地盤沈下の状況を把握するため、水準測量を行っています。 

 

【課題】 

○災害時の応急対策活動を行う上で重要となる公共施設等を、防災上重要な拠点として、災害

時にその機能を十分に維持できるように、整備を進めることが必要です。 

○災害による被害を軽減するため、避難所・避難場所等の防災上の空間の確保や機能の拡充が

必要です。 

〇昨今の被災実態を踏まえ、現行の宅地防災行政を強化することが必要です。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 防災空間の確保 くらし安心部、経済部、都市部、建設部、下水道河川部 

１ 防災空間の確保 

市は、延焼遮断帯や避難場所、防災上の拠点等の確保に努め、機能の更なる整備に努め

ます。 

２ 防災空間の整備 

市は、防災上の拠点や避難場所となる施設や空地の整備を行うとともに、その機能を十

分に発揮できるよう、必要な資機材等の整備を図ります。 

(1) 主な防災上の拠点とその役割 

市は、災害発生時に重要な応急対策活動を行う拠点を定め、円滑な応急対策活動の実

施に努めます。 

防 
 

災 
 

拠 
 

点 

行政拠点 
災害対策本部の設置や災害時の応急対策活動の中枢となる拠点 

市庁舎、保健所、支所等 

地区防災 

拠点 

避難者の受入れ（避難所）や災害情報や支援情報等の提供、家族の安否確

認、物資の分配等を行う拠点 

公立小・中学校 

物資拠点 

防災用資機材の保管場所や広域応援等による物資等の一時的な集積・保管

を行う場所で、地区防災拠点等への分配を行う拠点 

市の備蓄倉庫、茅ヶ崎公園野球場、（株）茅ヶ崎青果地方卸売市場、その

他物資の集積を行う場所 

活動拠点 

消防部や消防団等の応急対策活動並びに自衛隊や各種広域応援部隊、ボラ

ンティア等が広域応援活動等を行う拠点 

消防庁舎、消防出張所、消防団器具置場、第一カッターきいろ公園（中央

公園）、文化会館、その他各種応援機関等の活動の拠点となる場所 

医療拠点 

災害拠点病院や後方医療機関、医療救護所等が連携した災害時医療を行う

拠点 

市立病院、医療救護所（赤羽根中学校を除く公立中学校１２校及び小和田

小学校、地域医療センター）、災害協力病院その他医療機関等 
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(2) 道路・河川の整備 

市は、広幅員の道路・河川等において、大規模火災発生時の延焼遮断帯や緊急物資を

輸送する道路としての機能を確保する等、防災空間としての道路・河川整備を検証し、

必要な整備を図ります。 

ア 避難に必要な道路 

イ 緊急物資の輸送の機能を有する道路 

ウ 延焼遮断帯の機能を有する道路又は河川 

(3) 公園の整備 

市は、公園・緑地等の整備を行うにあたり、防災空間としての機能を有効に活用でき

るようその地域の特性に応じた空地の整備を図ります。 

ア  広域避難場所としての機能を有する公園 

イ  一時的な避難、地域の集合場所となる公園 

ウ  延焼遮断帯としての機能を有する公園 

エ  応急仮設住宅の建設地となる公園 

(4) 農地の保全 

市は、災害時に避難地等としても効果的な防災空間として、農地や緑地の保全を進め

ます。 

また、延焼防止や水確保の機能を果たす農道、水路等の基盤整備を進めます。 

第２ 防災空間及び拠点機能の拡充 経済部、指定管理施設所管部 

市は、広域避場所や防災上重要な拠点等といった防災空間の確保やさらなる整備を図る

とともに、その機能の拡充に努めます。 

１ 浜見平地区における機能の拡充 

浜見平地区拠点整備事業において、地域の応急対策活動等を行う拠点としての機能を確

保します。 

公園は、延焼火災等からの避難を可能とした防災空間を確保し、一時的な避難生活を支

える防災設備の配置や防災備蓄倉庫の確保並びに防災用資機材の整備等を行います。復

旧・復興時においては、住宅再建等の長期的な復興活動に向け、応急仮設住宅の建設用地

等として利用します。 

また、避難対策として、松尾川は暗きょ化・緑道化し、迅速な避難が行えるよう整備し、

団地住棟は、ＵＲ都市機構との連携を図り、津波からの一時退避場所としての機能を確保

します。 

さらに、公共公益施設は、周辺の地区防災拠点と連携し、必要な情報の収集・発信等の

役割を担います。 

２ 指定管理施設の災害時の機能の確認 

平成２８年熊本地震における被災地での課題の一つとして、「市町村と施設管理者、指

定管理者の間で避難所運営を想定した役割分担等が共有されていなかったため、避難所運

営を想定していなかった指定管理者に多大な負担が生じる場合があった」ことがあります。 

そこで、市は、災害時に一定の役割を担う指定管理施設において、指定管理者と災害時

の役割分担について予め確認しておくこととします。 

第３ 避難場所等の指定 くらし安心部、市民部、経済部、文化スポーツ部、福祉部、教育
総務部、教育推進部 

災害時における避難場所等について、災害の危険が切迫した場合における緊急的に身を

守るための避難場所（指定緊急避難場所）と、被災者が一定期間滞在して避難生活を送る

ための避難所（指定避難所）を区別して、順次指定します。 

１ 指定緊急避難場所の指定 

市長は、災害対策基本法第４９条の４に基づく指定緊急避難場所について、防災施設の

整備の状況、地形、地質その他の状況を総合的に勘案して、以下の異常な現象の種類ごと

に、切迫した災害の危険から身を守るための緊急的な避難先として、同法施行令第２０条
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の３に定める安全性等の一定の基準を満たす施設又は場所を指定します。 

指定にあたっては、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において避難者に開

放され、かつ避難者の受入場所について、避難経路上に障害が生じることのないといった

管理条件を満たすとともに、災害の種別ごとに次に掲げる立地条件又は構造条件、耐震条

件（津波、地震の場合）を満たす施設又は場所を指定することとします。 

(1) 地震 

地震から身を守るための避難先として、耐震基準等を満たす施設を指定することとし、

市では、災害対策地区防災拠点となる公立小中学校を指定します。 

(2) 津波 

津波から身を守るための避難先として、耐震基準等を満たすとともに、津波避難対象

地域の区域外で、その近傍にある施設を指定します。 

(3) 大規模火災 

災害により大規模な延焼火災が発生した場合に、ふく射熱や煙などの火災の危険から

緊急的に身を守るために避難する場所として、次の基準に適合する場所を広域避難場所

に指定します。 

広域避難場所は、神奈川県大震火災避難対策計画を参考に、原則として、おおむね１

０，０００㎡以上の安全面積※が確保できる一団の空地を指定することとします。 

※安全面積：広域避難場所周辺で延焼火災が発生した際のふく射熱の影響を計算した結

果、避難場所となりうる面積 

なお、指定にあたっては、市域の要避難者１人につき２㎡以上の避難面積が確保でき

るよう避難場所を確保することとします。 

２ 指定避難所の指定 

  (1) 指定一般避難所 

市長は、災害対策基本法第４９条の７に基づく指定一般避難所について、想定される

災害の状況、人口の状況その他の状況を勘案し、災害が発生した際に、被災者が一定期

間滞在し避難生活を送る施設として、同法施行令第２０条の６第１号から第４号までを

踏まえ次の基準を満たす施設を指定します。 

ア 避難生活を送るために最低限必要な面積として被災者等１人当たり２㎡としたとき

に、１，０００人以上の収容可能面積があること 

イ 防災倉庫が設置、又は備蓄スペースが確保されており、防災資機材や備蓄食料、ト

イレ、毛布等の災害時に必要な資機材等を備蓄することができること 

ウ 一般の避難者と要配慮者を区別した避難場所の確保、救援物資の保管・配布、仮設

トイレの設置、市災害対策本部との情報受伝達等、当該施設において避難生活を送る

うえで必要な避難所機能について避難所運営マニュアルで事前に想定してあること 

エ 指定緊急避難場所の指定条件にある災害の種別ごとの立地条件又は構造条件を満た

すとともに、指定緊急避難場所の耐震条件を満たすこと 

オ 近接する緊急輸送路又は当該道路を補完する道路から当該施設まで、概ね幅員４ｍ

以上の道路幅員を有すること 

カ 公共施設であること。なお、指定管理施設にあっては指定管理者との避難所開設時

の役割分担が明確になっていること 

本市では、市域に分散配置されており、住民に身近な公立小中学校（３２校）を災

害対策地区防災拠点と定め、そこを指定避難所として、被災者の避難生活を送る施設

とするほか、災害情報の受伝達の拠点、在宅避難者や車中泊避難者等の避難所外避難

者も含めた救援物資を配布する拠点等として活用します。 

 (2) 指定福祉避難所 

市長は、災害対策基本法第４９条の７に基づき、指定一般避難所等での生活が困難な

障がい者や高齢者等の要配慮者を受け入れる施設として、同法施行令第２０条の６第１

号から第５号までに定める基準に適合する施設を指定福祉避難所として指定することを

推進します。なお、指定福祉避難所の指定に向けた設備整備にあたっては緊急防災・減

災事業債を活用するなど、機能強化を図ります。 
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３ その他の避難所等の確保 

(1) 福祉避難所 

市は、指定一般避難所等での生活が困難な障がい者や高齢者等の要配慮者のため、施

設がバリアフリー化されているなど要配慮者の利用に適している社会福祉施設等を福祉

避難所として使用できるよう、社会福祉施設等との協定締結を進めるとともに、必要な

防災用備蓄資機材等の整備に努めます。 

(2) 津波一時退避場所 

本市の地形は、比較的平坦であり、地形を利用した避難場所の確保は困難な状況です。

そのため、市は、津波からの一時的な退避場所を確保するため、市内の中高層建物の所

有者等との協定締結を進めるとともに、必要な防災用備蓄資機材等の整備に努めます。 

(3) 帰宅困難者一時滞在施設 

地震等により多くの滞留者の発生が予測される駅周辺に、滞留者の安全確保と災害関

連情報を提供する場所として一時滞在施設を確保します。 

(4) 二次避難所（施設）等 

市は、多数の避難者で避難所となる公立小中学校のスペースが不足する場合や、被災

等により使用できない避難所が発生した場合に備え、市内の高等学校や企業等と協定を

締結し、二次避難所（施設）を確保しています。 

今後も企業等との協定締結を進め、多様な避難施設の確保に努めるとともに、必要な

防災用備蓄資機材等の整備に努めます。 

４ 避難場所等の周知 

市は、災害の種別に応じた避難先や避難生活を送るための避難所等について、災害時の

円滑な避難行動に資するため、避難所看板や案内板、ハザードマップや市ホームページ等

で周知するとともに、防災訓練や防災研修会などの機会を通じて、平常時にあらかじめ確

認するよう啓発に努めます。 

第４ 公園の整備 建設部 

市は、市街地及びその周辺の広域避難場所をはじめ、身近な避難場所や応急仮設住宅建

設候補地、延焼遮断帯となる公園や緑地の確保に積極的に努めます。 

防災上有効な拠点となる公園を新規に整備し、あるいは拡充する際には、施設設備（太

陽光発電等の照明設備、非常用電源設備、情報通信設備、飲料水・消火用水確保施設、防

災備蓄倉庫等）や、災害時の諸活動の拠点機能の確保を図ります。 

第５ 造成地の災害防止 都市部 

 １  災害防止に関する指導、監督 

宅地造成地に発生する災害の防止は、都市計画法及び建築基準法にそれぞれ規定されて

いる宅地造成地の開発許可、建築確認等の審査及び当該工事の施工に対する指導、監督を

通して行います。 

(1) 災害危険度の高い区域 

地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域及び砂防指定地の各区域内の地については

都市計画法に基づき、原則として開発計画を認めません。 

(2) 人工崖面の安全措置 

宅地造成により生ずる人工崖面は、その高さ、勾配及び土質に応じ、擁壁の設置等の

安全措置を講ずるよう指導します。 

(3) 軟弱地盤の改良 

宅地造成をしようとする土地の地盤が軟弱である場合は、地盤改良を行うよう指導し

ます。 

２ 大規模盛土造成マップの作成・公表 

大規模盛土造成地の存在を周知し、市民の宅地防災に対する理解を深めることを目的と

して大規模盛土造成地マップを作成・公表します。 
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第６ 地盤沈下の防止 環境部 

地盤沈下は、地下水の過剰揚水に起因する現象であり、一度発生すると地盤は復元しま

せん。このため、市は、神奈川県生活環境の保全等に関する条例により地下水の過剰な採

取を抑制して、その未然防止に努めます。 

１ 地盤の監視、地下水採取に関する指導 

市は、地盤沈下把握のため、水準測量を行い、地盤の変動量の調査を行います。 

また、神奈川県生活環境の保全等に関する条例により、一定規模以上の揚水施設を設置

して地下水を採取している者は、地下水の採取量の測定及び水位の測定を行います。 
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第２節 道路・橋りょう・下水道の整備 

  

 市は、災害時の機能確保のため、道路の整備、橋りょう及び下水道の整備や補修等により施

設の耐震化を進め、「災害に強いちがさき」を実現していきます。 

 

【現状】 
○市は、災害発生時に重要な役割を果たす道路、河川及び下水道について、それぞれの計画に

基づき、整備を進めています。 

○市は、耐震性の強化にあたっては、防災基本計画の「構造物・施設等の耐震性の確保につい

ての基本的な考え方」に基づき、耐震改修を進めています。 

 

【課題】 

○災害による被害の軽減や迅速な復旧を図るためには、避難、救助活動、物資輸送等の防災上

重要な役割を果たす道路、橋りょう及び下水道の整備や適正な維持管理に努めるとともに、

施設の耐震化を図る必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 道路の整備 建設部、横浜国道事務所、藤沢土木事務所  

市では、多様な防災上の役割を担う都市計画道路の整備を推進しています。 

都市計画道路等の広幅員道路は、防災効果が高く、安全な避難を可能とし、延焼遮断帯

としての機能も有します。 

また、消火、救助・救急活動等における緊急車両の通行、緊急物資等の輸送車両の通行

等、その防災上の役割は非常に重要なものとなります。このため、市が整備する都市計画

道路及び幹線市道について「茅ヶ崎市道路整備プログラム」に基づき、その整備を推進し

ます。 

また、国、県、市はそれぞれ、緊急輸送道路等の機能確保に向けて、さらなる整備を進める

とともに、適正に維持管理していきます。 

第２ 電線類の地中化 建設部、横浜国道事務所、藤沢土木事務所 

道路管理者は、災害時の電柱倒壊による電線類の寸断、緊急通行車両の通行障害を防ぐ

ため、電線管理者と協調して、緊急輸送道路等について、電線共同溝等の整備を進め、電

線類を地中化することにより、ライフラインの安全性及び防災対策のより一層の向上を図

ります。 

第３ 橋りょうの整備 建設部、横浜国道事務所、藤沢土木事務所 

橋りょうは、災害時の避難、緊急物資の輸送等に重要な役割を果たすため、機能、安全

性の維持が必要です。そのため、各道路管理者が策定した橋りょう等長寿命化修繕計画に

基づき、各道路管理者が整備を実施し、修繕を行い健全な橋の状態を維持していきます。 

第４ 下水道の地震対策 下水道河川部 

市は、「茅ヶ崎市下水道総合地震対策計画」に基づき、公共下水道の管路施設の耐震化

を進めます。また、同計画に基づき、緊急輸送道路に埋設された管路や避難所、病院等の

「防災拠点」から排水を受ける管路の耐震化を優先的に進めます。 

ポンプ場等の施設についても耐震性能を検証し、必要に応じて耐震対策を行うほか、自

家発電機能を持たない施設については、順次自家発電機能を確保します。 

また、災害により管路が損傷し機能が停止した場合には、可搬式ポンプにより、応急措

置として排水機能を確保します。 
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第３節 建築物等の防災対策 

  

耐震性能の不足は、建築物自体の被害のほか、火災の発生や倒壊による道路閉塞等も懸念さ

れ、都市機能に大きな影響を与えるため、住宅や特定建築物、公共施設等の耐震改修を進め、

「災害に強いちがさき」を実現していきます。 

 

【現状】 

○令和４年１月１日時点の市内の住宅（戸建て、共同住宅、木造、非木造）の耐震化の割合は、

全体の８９．３％（建物戸数より算出。茅ヶ崎市調査による）となっています。 

○令和３年３月末時点の市内の木造建築物の割合は、全体の５６．５％（延べ床面積より算出）

となっています。（出典「第１１回都市計画基礎調査」（茅ヶ崎市）） 

 

【課題】 

○阪神・淡路大震災では、昭和５６年６月の新耐震基準以前の建築物が大きな被害を受けてい

ることから、既存建築物の耐震診断を早期に実施し、耐震化を進める必要があります。 

○建築物は、建て替えが進むことにより建築物の耐震性の向上が図られますが、災害により被

害の削減を図るためには、合わせて屋内における家具等の転倒防止対策が必要です。 

○応急対策活動の拠点となる公共施設は、防災上重要な建築物として位置づけ、施設の耐震化

を図るとともに、災害時には応急危険度判定を迅速に行い、施設の安全性について確認する

必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 既存建築物の防災対策 都市部 

一般建築物の耐震基準は建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）によって規定されて

いますが、「新耐震基準」の適用前の建築物は、十分な耐震性があるとはいえません。 

市は、特に不特定多数が集まる建築物に対し、構造、防災設備、防火設備等の安全性を

指導します。 

また、市は、自主防災組織と連携し、住宅の耐震診断や家具の転倒防止等について、市

民に対して積極的な啓発を行い、リーフレットの作成や耐震相談の実施等、住宅の防災対

策に係る意識の向上を図ります。 

第２ 新築建築物の防災対策 都市部 

建築基準法に基づく建築物等の確認業務の中で、災害時における避難等も考慮して、敷

地、建物、設備について審査を行い、各種の問題点について総合的に検討し、安全性の高

い建物の建築を行うよう指導します。 

第３ 防災上重要な公共建築物の指定 くらし安心部 

市は、応急対策活動を行う上で重要な拠点となる建築物を、防災上重要な公共建築物と

して位置づけます。 

１ 防災上重要な公共建築物 

(1) 市、消防、消防団等の活動拠点となる建築物等 

(2) 市が指定する避難所 

(3) 医療施設や社会福祉施設 

(4) 多数の市民が利用する公共施設 

(5) 市の防災備蓄倉庫等の物資拠点となる施設・設備等 

第４ 防災上重要な公共建築物の防災対策 企画政策部、施設管理者 

市は、所有する防災上重要な公共建築物の耐震診断を実施し、災害時においてもその機

能を維持できるよう、必要に応じて耐震補強等に努め、耐震補強工事では十分な施設機能
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を維持できないと判断された場合は、建て替え等によりその機能の確保に努めます。 

第５ 社会福祉施設の安全確保 施設管理者 

入所施設及び通所施設等の各種社会福祉施設においては、その利用者の安全確保を図る

とともに、施設そのものの災害に対する安全性を高めることが重要です。 

１ 施設の耐震化 

施設管理者は、耐震診断を実施し、必要に応じて耐震補強を行い、災害時においてもそ 

の機能を維持できるよう努めます。 

２ 防災設備等の整備 

施設管理者は、電気、水道等の供給停止に備えて、利用者等の最低限の生活維持に必要

な飲料水、食料及び生活必需物資等の備蓄に努めます。 

また、施設及び防災設備の機能維持のための非常用自家発電設備や防災用資機材の整備

に努めます。 

３ 防災教育・訓練の充実 

施設管理者は、職員や利用者が災害時に必要な基礎的知識を習得するために、定期的に

防災教育を実施します。 

また、職員や利用者が災害時の切迫した状況下でも適切な行動が取れるよう、各施設の

構造や利用者の状況に応じた防災訓練を定期的に実施します。 

４ 緊急連絡体制の整備 

施設管理者は、消防機関等への迅速な通報・連絡が行えるよう、緊急時における情報伝

達方法を確立するとともに、市への被災状況報告等、情報受伝達の連絡体制を整備します。 

また、災害時には施設相互で連携、協力して応急対策活動にあたれるよう体制を整備し

ます。 

第６ その他安全対策 くらし安心部、都市部 

１ ブロック塀等の倒壊防止対策 

市は、災害時に倒壊の危険性があるブロック塀や石塀を生垣へ転換及び改修等の指導を

行い、地域の安全性の向上を図ります。 

２ 窓ガラス等の落下物防止対策 

窓ガラス、広告塔、看板等は、災害時に脱落し、被害を与えることが予想されます。こ

のため、市は、所有者及び管理者に対し、落下物防止対策の観点から指導をします。 

３ 家具等の転倒防止対策 

地震発生時には、家具等の転倒や備品等の落下により、負傷したり、圧死する危険があ

ります。市は、これらの被害から市民の安全を守るために、家具等の転倒防止や高い所に

置かれた荷物の移動等、家具等の転倒落下防止対策等の普及・啓発に努めます。 
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第４節 液状化対策 

  

市は、液状化について、必要な対策を検証し、各種防災対策に反映するとともに、市民等の

「自助」による取り組みを推進し、「災害に強いちがさき」を実現していきます。 

 

【現状】 

○大規模な構造物は、地下深く、固い支持層まで杭を打つ等、液状化対策が講じられてきまし

たが、戸建ての住宅等には対策工法の普及はまだ進んでいません。 

○東日本大震災では、東北地方から関東地方等の広範囲において液状化被害が発生しました。 

○市は、平成２５年８月に液状化の可能性を示した、液状化ハザードマップを作成しました。

なお、本ハザードマップは、従来の「南関東地震」をもとに検討したものです。 

 

【課題】 

○本市の地形では、南部や中部の平野における沖積低地における砂層の堆積等、液状化に対し

て十分な対策が必要とされています。 

○市は、市民に対し液状化ハザードマップにより、液状化に対する基礎知識等の情報提供が必

要です。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 液状化対策 都市部  

１ 液状化ハザードマップの作成 

市は、液状化ハザードマップを活用し、液状化の可能性について、広く市民に情報提供

をしていきます。 

２ 過去の液状化被害 

関東大震災では、市内の至る所で液状化と思われる現象や地割れなどの被害が生じてい

たと言われています（平成２４年３月３１日発行「ちがさきの関東大震災－市民の記憶－」

より）。 

市は、このような体験者の記憶を風化させず、本市に起きた現状を改めて認識し、各種

防災対策を講じていきます。 
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第５節 土砂災害警戒区域等の予防対策 

  

市は、土砂災害警戒区域等あるいは急傾斜地崩壊危険区域の指定について県と連携し取り組

むとともに、避難情報の発令基準及び発令対象区域を設定する等、避難を主軸とした対策の整

備を進め、「災害に強いちがさき」を実現していきます。 

 

【現状】 

○現在、本市には法指定の急傾斜地崩壊危険区域はありませんが、平成１５年３月に県の調査

により公表された急傾斜地崩壊危険箇所は２３箇所、土石流危険渓流は１箇所となっていま

す。 

○令和３年５月２５日現在、市では、土砂災害警戒区域（急傾斜地の崩壊）が５２区域、土砂

災害特別警戒区域（急傾斜地の崩壊・土石流）が５３区域指定されています。 

○市は、地震後の大雨や、大雨が降り続いた後の地震の被害を考慮した急傾斜地崩壊危険箇所

等の予防対策を講じるため、その箇所の防災パトロールを実施しています。 

 

【課題】 

○注意が必要な地域に居住、滞在する市民に対し、がけ崩れ及び土石流の危険性の周知が必要

です。 

○土砂災害警戒区域等は、地震後の大雨や、大雨が降り続いた後の地震により、崩壊等の危険

性が増すため、注意が必要です。 

○市は、土砂災害警戒区域等における円滑な避難を確保するため、土砂災害ハザードマップに

基づき、警戒避難体制を整備することが必要です。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 危険箇所の予防対策 くらし安心部、都市部、建設部、消防本部、消防団、茅ケ崎警  

察署、藤沢土木事務所 

１ 危険箇所の調査・把握 

市は、地震や大雨によるがけ崩れ、土石流等により危険が想定される箇所を、県や防災

関係機関と連携し、調査・把握します。 

県は、住民に土砂災害の危険性を認識してもらうとともに、土砂災害警戒区域等の指定

を促進させるため、土砂災害警戒区域等指定のために必要な基礎調査の結果について速や

かに公表します。 

２ 所有者等の安全対策 

市は、必要に応じて危険箇所における必要な安全対策について指導助言します。 

３ ハザードマップの作成 

市は、土砂災害警戒区域等が指定されたときは、当該警戒区域における円滑な避難を確

保する上で必要な事項を記載したハザードマップ等を作成し、市民へ周知します。 

第２ 警戒避難体制の整備 くらし安心部、消防本部、消防団、茅ケ崎警察署 

１ 警戒避難体制の整備 

市は、土砂災害の生じるおそれのある区域や土砂災害警戒情報等について地域住民への

周知と警戒避難体制の確立を図ります。 

２ 土砂災害ハザードマップの作成及び活用 

市は、土砂災害警戒区域等における警戒避難体制の整備の一環として、土砂災害警戒区

域等や風水害時の避難場所等を地図上に示した「土砂災害ハザードマップ」を作成し公表

することで、風水害時における住民避難の促進を促し、人的被害の軽減を図ります。 

また、市は、土砂災害警戒区域内及び近隣の住民等に対し、避難場所及び避難経路の確

認を促すとともに、土砂災害ハザードマップを活用した避難訓練の実施について指導助言
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します。 

３ 土砂災害警戒情報・土砂災害緊急情報の伝達 

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度が高まり、より厳重な警戒が必

要な場合に、市町村の防災活動や地域住民の避難行動を支援するために、県と横浜地方気

象台が共同で発表する防災情報です。 

また、土砂災害緊急情報は、大規模な土砂災害が急迫している状況において、国土交通

省や県が緊急調査を実施し、調査結果に基づき、被害が想定される区域・時期を市に通知

する防災情報です。 

市は、市域に対して発表された場合に備え、警戒避難体制、パトロール、地域住民及び

防災関係機関への情報伝達体制の整備に努めます。 

４ 避難措置 

市は、土砂災害の発生するおそれのある場合、又は急傾斜地が崩壊し、その被害が拡大

して人命に危険を及ぼすと予想される場合は、必要に応じて避難情報を発令し、被害の未

然防止あるいは拡大防止を図ります。 

５ 避難情報の市民への伝達 

避難情報は、防災行政用無線や地域情報配信システム等の情報伝達手段により、迅速か

つ正確に伝達し、周知されるよう体制の整備に努めます。 

また、その際、要配慮者には十分配慮します。 

第３ がけ崩れ対策 くらし安心部、都市部、藤沢土木事務所 

県は、豪雨や地震によるがけ崩れ、土石流の土砂災害に備えるため、土砂災害防止施設

の整備と土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の調査、指定を推進します。 

１ 急傾斜地崩壊危険箇所等の災害防止 

急傾斜地の崩壊が助長又は誘発されるおそれがあり、急傾斜地の崩壊による災害の防止

に関する法律及び関連基準に適合する場合は、市は、急傾斜地崩壊危険区域の指定、急傾

斜地崩壊防止工事の実施、区域内の行為制限等について県に要望するとともに、区域内の

がけ崩れ等を未然に防ぐために協力します。 

また、県は、急傾斜地崩壊危険区域等において、住宅の立地状況のほか、福祉施設など

の有無も考慮し、優先度の高い箇所から順次、土砂災害防止施設の整備を計画的に進めま

す。 

２ 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域の指定 

   県は、土砂災害のおそれがある区域を把握し、市長の意見を聴いて、土砂災害警戒区域

等を指定します。さらに、土砂災害により著しい危害が生じるおそれのある区域を土砂災

害特別警戒区域に指定し、住宅宅地分譲等の特定開発行為に対する許可制を行います。ま

た、既存建築物の移転等の勧告を行う場合があります。 

市は、土砂災害特別警戒区域における開発行為の制限及び建築物の構造規制を行います。 
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第６節 危険物等の災害予防対策 

  

市は、危険物取扱施設の耐震化の促進、自主保安体制の充実等をはじめとする安全確保対策

を推進し、「災害に強いちがさき」を実現していきます。 

 

【現状】 

○市内には、ガソリンスタンドに代表される危険物取扱施設が混在し、また、工場や各種研究

機関にも高圧ガスや都市ガス、毒物・劇物等の危険物取扱施設等が存在します。 

○市は、危険物取扱施設の安全管理に対する保安教育等の行政指導の強化を図り、安全の確保

に努めています。 

 

【課題】 

○危険物等は、小事故であっても初期の対応を誤ると大災害になる危険性が大きく、市民生活

に大きな影響を及ぼすことになります。 

○危険物取扱施設の安全対策については、関係法令により規制や指導等を行っていますが、一

層の保安体制の確立が必要です。 

○市は、危険物等の爆発、漏えい等による災害の発生を防止するため、県及び防災関係機関と

連携を図り、予防対策を推進していく必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 危険物取扱施設に対する指導 消防本部 

市は、危険物取扱施設に対し、施設等の耐震化を促進するとともに、保安体制の充実、

防災訓練の実施等、必要な対策を講じるよう指導します。 

また、先端技術の発展に伴う化学物質の安全対策を講じます。 

１ 危険物取扱施設の災害予防対策 

(1) 実態調査 

市は、危険物取扱施設の実態を把握し、出火防止等を指導します。 

(2) 自主保安指導 

市は、災害時の自主保安管理体制の強化、危険物の流出や漏えいが発生した場合の消

防機関への早期通報体制の確立、地域住民への避難誘導体制の強化を指導します。 

２ 危険物取扱施設の措置 

各危険物取扱施設は、施設からの火災、爆発等による被害の発生、拡大を防止するため、

施設等の耐震化、緊急保安体制の確立、防災訓練の実施、防災用資機材の整備等、必要な

措置を行います。 
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第７節 事前復興対策 

  

日本各地では阪神・淡路大震災、新潟県中越沖地震、東日本大震災、熊本地震、そして能登

半島地震等、度重なる大規模地震災害に見舞われてきました。 

これまでの地震災害を踏まえ、国では、これまでの応急・復旧対策に加え、災害発生後の生

活や都市の復興対策についても、災害が発生する前に計画的に準備することを推進しています。 

復興対策は、被災者の住宅や生活、都市活動、雇用の再興の基盤であり、平常時から被害の

軽減を目指した「減災」につながる都市計画や災害に強いまちづくりを進め、迅速に対応して

いくことが求められます。 

市は、「災害に強いまちづくり」が、災害発生後にはそのまま「復興まちづくり」に繋がる

よう「被災前からの復興対策」を推進し、「災害に強いちがさき」を実現していきます。 

 

【現状】 

○県は、平成１７年に「神奈川県震災復興対策マニュアル」を策定し、復興対策に関する取り

組みを進めています。 

○各市町村において、災害発生後の被災者の生活や都市活動について、円滑な復興対策を実施

できるよう「事前復興」の取り組みを進めています。 

 

【課題】 

○市は、被害想定に基づき、被害の軽減を目指した「減災」につながる都市計画や災害に強い

まちづくりを推進し、「被災前からの復興対策」の推進が必要です。 

○大規模な災害から迅速な復旧・復興に資する地籍調査を推進する必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 復興事前準備の推進 都市部 

市は、被害の最小化と早期復興を実現するため、事前復興の必要性を重視し、計画的に

復興まちづくりを進め、災害発生直後にあっても、できる限り円滑な復興対策を実施でき

るよう復興事前準備に取り組みます。 

１ 事前復興まちづくり計画の策定 

まちづくりを含めた復興計画については、市、市民、市民団体及び企業等が協働し、一

致団結して計画を構築していく必要があります。 

復興計画の策定にあたっては、方針決定過程のあらゆる場・組織に、地域における生活

者や男女共同参画の幅広い視点を取り入れ、地域のニーズを反映するとともに、「市民と

地域の絆で築く共生社会の実現」と未来に向けた復興を目指していきます。 

そのため、災害時に速やかに復興計画を策定するための事前対策として、被災後の混乱

した状況下においても、市職員が円滑に復興業務を行えるようマニュアル整備を進める他、

市民や市民団体、企業等の意見を踏まえながら、事前に準備しておくべき事項を整理し、

事前復興まちづくり計画の策定に取り組みます。 

２ 都市防災機能の整備 

市は、災害によって、都市の機能や建物等に被害が生じた際にも速やかに立ち上がれる

よう、根幹となるインフラの整備や区画整理等、災害に強いまちづくりや防災機能を含め

た都市計画を進めます。 

第２ 地籍調査の推進 建設部 

市では、大規模地震発生時に津波被害が想定される鉄砲道以南の海岸地域から地籍調査

を実施し、大規模災害からの迅速な復旧・復興に資する土地の基礎的な情報の整備を推進

します。 
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市 

総括・情報班                    

避難所対策班・配備職員      ○              

救援物資対策班                    

保健医療対策班                    

要配慮者対策班                    

衛生・災害廃棄物対策班                    

被災者生活再建対策班                    

応急復旧対策班                    

経営総務部 ○        ○   ○  ○  ○    

企画政策部 ○ ○              ○    

くらし安心部 ○ ○   ○ ○ ○  ○ ○  ○ ○   ○ ○   

市民部        ○            

経済部     ○  ○  ○   ○        

文化スポーツ部      ○   ○           

福祉部     ○ ○           ○   

こども育成部     ○ ○    ○          

環境部        ○         ○ ○  

都市部   ○   ○     ○         

建設部      ○   ○   ○        

下水道河川部        ○     ○       

保健所    ○ ○ ○  ○         ○   

消防本部  ○ ○  ○     ○    ○      

会計課                    

市立病院    ○                

議会事務局                    

選挙管理委員会事務局                    

監査事務局                 ○   

教育総務部・教育推進部     ○    ○ ○          

防
災
関
係
機
関
等 

関東農政局                    

湘南海上保安署               ○     

京浜河川事務所                    

横浜国道事務所            ○        

横浜地方気象台                    

自衛隊                    

藤沢土木事務所            ○        

湘南地域県政総合センター  ○              ○    

茅ケ崎水道営業所         ○    ○       

茅ケ崎警察署        ○       ○     

消防団  ○ ○  ○     ○          

東日本旅客鉄道(株)             ○       

ＮＴＴ東日本(株)             ○       

東京電力パワーグリッド
(株)             ○  

 
   

 

東京ガスネットワーク（株）             ○       

神奈川県トラック協会         ○           

神奈川中央交通(株)                    

茅ヶ崎医師会（医療関係団
体）    ○           

 
   

 

市社会福祉協議会                 ○   

自主防災組織   ○  ○ ○              

茅ヶ崎歯科医師会        ○            
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第１節 災害対策本部機能の強化 

 

【現状】 

○市は、東日本大震災を踏まえ、災害対策本部組織の見直しを図るとともに、災害対策応急活

動を効果的に行うため、庁舎や備品の整備を行いました。 

○市は、防災関係機関と連携の強化を図るため、関係機関参加のもと、災害対策本部運営訓練、

津波対策訓練、消防防災フェスティバル、災害情報受伝達訓練等を実施しています。 

○市は、行政そのものが被災し、職員や庁舎、ライフライン等の業務に必要な資源に制約があ

る中であっても行政が果たすべき役割を遂行するため、災害時に優先的に実行する業務とそ

の業務に必要な資源を整理し、その確保策、対応策をまとめた茅ヶ崎市業務継続計画震災編

を策定しています。 

 

【課題】 

○市は、災害応急対策活動を迅速かつ的確に実行するため、引き続き災害対策本部機能の強化

を図る必要があります。 

○災害応急対策活動を効果的に行うためには、防災関係機関との連携強化が不可欠なことから、

引き続き平常時からの連携強化に努める必要があります。 

○市は、発災後に優先して着手すべき業務（非常時優先業務）の実施体制を継続的に改善する

必要があります。 

○市は、災害応急対策活動を迅速かつ円滑に実施するために、その実施場所をあらかじめ整理

しておく必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 災害対策本部の機能強化 経営総務部、企画政策部、くらし安心部 

１ 災害対策本部組織の強化 

市災害対策本部の組織は、災害対策の意思決定を行う本部員会議のもと、意思決定機能

の補佐や各種対策の総合調整を担う総括調整部、各対策の執行機能を担う各部によって編

成されます。これらの本部機能が、統一した方針の下、効果的かつ組織的に活動できるよ

う、様々な場面を想定した災害対策本部運営訓練等の各種の訓練を実施することで、災害

対策本部組織の強化を図ります。 

また、被災地に応援職員として派遣された職員等、災害対応経験者をリスト化するなど、

災害時に活用できる人材を確保し、即応できる体制の整備に努めます。 

２ 災害対策本部施設・設備の強化 

市は、円滑な災害対策本部活動を行うために、災害対策本部活動の拠点となる市庁舎の

機能強化を図ります。 

３  災害対策本部における災害情報の共有 

市は、応急対策活動に係わる関係者間で、認識の統一を図り、組織的かつ効率的に応急

対策活動を進めるために、災害情報を集約し関係者間で共有することができる体制を整備

します。 

第２ 国、県及び防災関係機関との連携強化 企画政策部、くらし安心部 

市は、災害応急対策活動を迅速かつ的確に実施するために、各種の防災計画や相互の応

援協定等に基づき、国、県及び防災関係機関と適切に役割分担し、連携協力するため、平

常時より訓練等を連携して実施します。 

第３ 業務継続体制の向上 くらし安心部 

市は、災害発生時の応急対策業務や優先度の高い通常業務の実施のため、これらの業務

の実施にあたっての必要な職員や非常電源、通信手段等の業務資源の確保に向けた対応策

を検証するとともに、業務継続にあたっての資源確保における課題の解消に取り組むこと
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で業務継続体制の向上を図ります。 

第４ 災害時における公共施設の活用方法の整理 経営総務部、くらし安心部 

市は、災害時における公共施設やその会議室等の活用方法を整理することで、災害応急

対策の円滑な実施や広域応援部隊や他自治体からの支援の円滑な受入れを図ります。  
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第２節 災害情報受伝達体制の充実 

  

【現状】 

○市は、防災行政用無線、市ホームページやＸ（旧ツイッター）、ちがさきメール配信サービス、

ｔｖｋデータ文字放送、防災ラジオ、ＬＩＮＥ等、災害情報の伝達手段を整備しています。 

○市は、市内１１９か所に設置する防災行政用無線屋外拡声子局より防災情報等を発報してい

ます。 

○市は、エフエム放送局等と災害時における緊急放送における協定等を締結しています。 

○県は、災害時の情報収集、伝達手段として、県機関、市町村及び防災関係機関を結ぶ「防災

行政通信網」や「災害情報管理システム」を整備しています。 

○市は、防災関係機関や公共施設、協定先等との災害時の通信手段として、地域防災無線（防

災用ＭＣＡ無線）、消防救急無線、衛星電話等を整備しています。 

 

【課題】 

○市は、災害情報を広く確実に伝達するため、関係機関との連携のもと伝達手段の多様化、多

重化に取り組む必要があります。 

○市は、災害情報の収集、提供を円滑に行うために、各種のシステム等を適切に運用できる体

制を整える必要があります。 

○市は、災害応急対策活動を効果的に実施するため、地域防災無線（防災用ＭＣＡ無線）、消

防救急無線、衛星電話等の通信手段の更なる整備が必要です。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 災害情報受伝達体制の充実 くらし安心部、消防本部、消防団 

市は、災害情報を広く確実に伝達するため、また、停電や機器・システム等に予期せぬ

トラブル等があることも想定し、共通の情報を可能な限り多様な伝達手段で伝達すること

とします。 

そのために、防災行政用無線等、情報の受け手側の能動的な操作を伴わず、必要な情報

が自動的に配信されるタイプの伝達手段であるＰＵＳＨ型の伝達手段を活用します。ただ

し、ＰＵＳＨ型の伝達手段のうち、屋外拡声器を用いた防災行政用無線（同報系）での伝

達については、音声による伝達が難しい面もあることから、戸別受信機、防災ラジオ、緊

急速報メール、ちがさきメール配信サービス等の屋内で受信可能な手段を組み合わせて配

信します。  

さらに、より多くの受け手により詳細に情報を伝達するため、ＰＵＳＨ型に加え、市ホ

ームページのほか、Ｘ（旧ツイッター）やテレビのデータ放送等、情報の受け手側の能動

的な操作により、必要な情報を取りに行くタイプの伝達手段であるＰＵＬＬ型手段も活用

して伝達手段の多様化・多重化に取り組みます。 

また、災害時は職員の対応能力を大幅に上回る業務が発生するため、システム改良等に

よる入力担当職員の負担軽減や、防災担当職員以外の部局の職員が避難情報等の情報伝達

を担う等、全庁をあげた役割分担の体制を構築しておくとともに、訓練等を通じた操作担

当者の機器操作の習熟を図ります。 

あわせて、多様な広報媒体を、市民が災害発生時に有効に活用できるよう、広く周知し

ます。 

第２ 報道機関との協力体制の確立 企画政策部 

市は、「（株）ジェイコム湘南」、「株式会社茅ヶ崎エフエム（EBOSHI RADIO STATION）」、

「（株）湘南平塚コミュティ放送（ＦＭ湘南ナパサ）」、「藤沢エフエム放送（株）（レディオ

湘南）」との協定に基づき、災害情報を市民へ提供します。 
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第３ 神奈川県防災行政通信網等の習熟 くらし安心部、消防本部、湘南地域県政総合セ   

ンター 

県及び市は、発災時の円滑な情報の受伝達を図るために、災害情報に関するシステムや

資機材を適切に管理するとともに、これらの運用に関する職員研修や実践的な訓練を継続

的に実施するなど、機器操作の習熟に努めます。 

第４ 通信手段の整備や連携体制の構築 くらし安心部、消防本部、消防団 

市は、災害時に効果的な通信手段を確保するため、地域防災無線（防災用ＭＣＡ無線）、

消防救急無線、衛星電話等の更なる整備を進め、平常時からのその取扱訓練や点検を実施

することで、連携体制の構築を図ります。  
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第３節 救助・救急、消火活動体制の充実 

  

【現状】 

○市は、災害発生時の消防活動を効果的に行うため、消防施設、設備を整備しています。また、

市民の救助・救急、消火活動体制の向上を図るため、防災訓練や救命講習等を実施していま

す。 

○市は、火災危険度の高さや火災予防対策の重要性について周知するとともに、住宅用火災警

報器及び住宅用消火器の設置、感震ブレーカーの普及に努めています。 

○災害発生により、道路が閉塞した場合には、消防車両等の進入が難しく消火が困難となるこ

とが想定されます。また、同時に火災が発生し、消防力が不足するおそれがあります。 

 

【課題】 
○地震火災の特徴である同時多発出火の防止には、常備及び非常備の消防力が不足するおそれ

があるため、消防施設や設備の充実等の消防力の強化と並行して、地域住民による初期消火

体制を充実させる必要があります。 

○市は、市の火災危険度についての周知を徹底するとともに、家庭において火を出さない取り

組みや、電気の復旧に伴う通電火災の予防等の出火防止措置を充実させる必要があります。 

○市は、自主防災組織、警察及び自衛隊等と連携した消防活動体制の充実を図る必要がありま

す。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 消防力の整備・強化 消防本部、消防団 

１ 常備消防 

市は、地震火災対策を推進するため、消防力の整備・強化を図り、延焼防止に対処しま 

す。 

本市における常備消防力は、１消防本部、１消防署、２分署、４出張所を有し、消防車、 

救急車等の車両を配備し、災害に備えています。災害時においてこれらの消防力を最大限

活用するとともに、消防力の強化を図り、茅ヶ崎市消防計画に基づく有事即応体制を確立

します。 

２ 非常備消防 

消防団は、災害現場で、常備消防と連携しながら人命救助や避難誘導、応急救護、消火

活動等、様々な活動を行います。 

また、平常時より、常備消防や自主防災組織との連携を図り、地域住民に対する救助・

救急、消火活動について普及・啓発を図ります。 

本市における非常備消防は、１消防団本部と２２個分団で組織され、４地区（茅ヶ崎、

鶴嶺、松林、小出）に分かれて活動を行っています。 

地域における災害時の応急対策活動では、消防団の役割は非常に重要であり、地域防災

の中心的役割を担います。そのため、防災訓練等において消防団と自主防災組織が連携す

るとともに、市は消防団への積極的な加入の促進を図ります。 

３ 消防力の整備・強化 

市は、災害時に効果的に消防活動を行えるよう、出火防止や初期消火、延焼拡大の防止

に有効な消防施設及び設備の充実を図ることで、消防力の更なる強化に努めます。特に、

延焼火災の危険性が高い地域においては、初期消火に効果的な消火用資機材の拡充や導入

を検討し、消防団や自主防災組織、防災リーダー等に対し、取扱いの周知を図ります。 

また、消防職員、消防団員は、能力、資質の向上を図るため、各種訓練に取り組み、更

なる消防力の強化に努めます。 

第２ 出火予防対策の周知、啓発 消防本部、都市部 

１ 一般家庭に対する指導 
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市は、平常時の各家庭の火災対策として、住宅用火災警報器の適切な設置と定期的な点

検について周知し、災害時の出火防止対策について火災予防運動等のあらゆる機会をとら

え、普及・啓発に努めます。 

また、本市における火災危険度について、「地震による地域危険度測定調査報告」に基づ

き、地域特性による延焼火災危険度について周知を図り、電気の復旧に伴う通電火災の予

防等の火を出さない取り組みや初期消火の重要性等について普及・啓発を図ります。 

２ 企業等に対する指導 

市は、企業等における災害時の出火防止対策について火災予防運動等のあらゆる機会を

とらえ、普及・啓発に努めます。 

また、大規模火災発生時における地域との連携等、企業の具体的な活動について推進し

ていきます。 

(1) 予防査察等による指導 

防火対象物及び危険物施設等に対して、予防査察を行う際に、災害時の防火安全対策

について、関係者に指導を行います。 

(2) 防火管理者に対する指導 

防火管理者講習会で、災害時の防火対策、実効性のある防火管理上必要な消防計画の

作成、実態に即した消防訓練の指導を行います。 

第３ 消防活動体制の充実 消防本部、消防団、自主防災組織 

１ 消火活動体制の充実 

市は、防災訓練、火災予防運動等の機会を利用して、消火器を使った消火訓練を実施し、

初期消火方法を指導します。 

また、市は、自主防災組織や防災リーダー等に対して、初期消火方法についての講習会

の開催及び実技指導を行うとともに、移動式ホース格納箱の地域への配置に伴い、取扱訓

練の実施や防災訓練で活用する等、地域消防力の強化を目的とした対策を実施します。 

２ 救急活動体制の充実 

市は、効率的な救急活動を行うために、日頃から医療機関と密接な協力体制を構築しま

す。 

また、防災訓練の実施や救命講習会の開催により、応急手当の処置方法や救命措置方法

等の指導を行い、地域における救助者の育成を図るとともに、市民に対する知識の普及・

啓発を図ります。 

さらに、ＡＥＤ設置場所の拡充を図り、救命対策を推進していきます。 

３ 地域及び広域的な連携強化 

市は、災害発生時には、市民、自主防災組織、消防団、警察、海上保安庁、自衛隊及び

緊急消防援助隊等と連携し、消防活動に努めます。 
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第４節 医療救護・保健活動体制の充実 

  

【現状】 

○大規模な災害が発生した場合、多くの死傷者が出ることが想定されています。 

○震災による心理的影響や避難所生活等により、病状の悪化や新たな健康被害が発生すること

が想定されます。 

○神奈川県災害時保健医療救護計画により、市立病院は災害拠点病院として、茅ヶ崎徳洲会病

院、湘南東部総合病院は災害協力病院として位置づけられています。 

○市は、医療救護活動を行う拠点として、医療救護所を開設する場所を予め定めています。医

療救護所は、赤羽根中学校を除く公立中学校１２校、小和田小学校、地域医療センターのう

ち、災害の状況に応じて必要な場所に開設します。 

○医療救護所を開設する予定の施設には、日頃より医療用資機材等の備蓄を行っています。 

○市は、地域の実情に応じた、災害発生時の医療救護体制の構築を進めるため、茅ヶ崎市・寒

川町災害医療対策会議を設置しています。 

○茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議には、市災害医療コーディネーターを置きます。市災害

医療コーディネーターは、大規模災害の発生直後から終息までの間、医療救護に関して必要

な判断・調整等を行います。 

○令和○年○月時点で、市内に特定医療費（指定難病）医療受給者が○，○○○人おり、保健

師等が患者・家族の支援を行っています。また、人工呼吸器を装着している方の災害時個別

支援計画の作成を進めています。 

○透析患者への対応としては、透析施設関連情報及び後方搬送関連情報等を迅速かつ的確に収

集及び伝達することを目的とした災害時透析患者支援マニュアル（神奈川県）が作成されて

おり、市は、同マニュアルに基づき、ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報システム）を利用し

て透析施設の被害状況を把握し、透析患者に向けて情報発信を行うことになっています。 

○２～３日に１度の人工透析が必要な慢性腎不全等の患者は、災害発生時ライフラインが途絶

した場合、速やかな対応が必要となります。 

○市は、県の災害時透析支援マニュアルに沿って、透析施設の被害状況を把握し、透析患者に

向けて情報発信を行うこととしています。また、市はＥＭＩＳを利用して透析施設の被災状

況を把握することとなっています。 

 

【課題】 

○災害発生時の医療体制を整備し、市民の生命、身体の安全確保を図るとともに、保健活動の

早期開始により健康被害の最小化を図ることが必要です。 

○医療救護班が活動していくためには、一般社団法人茅ヶ崎医師会、一般社団法人茅ヶ崎歯科

医師会、一般社団法人茅ヶ崎寒川薬剤師会（以下「医療関係団体」という。）等との連携が

必要です。 

○災害時の医療救護活動を迅速かつ的確に実施するため、医療救護所の整備、必要な医薬品や

医療用資機材等の充足、医療関係団体や医療機関、県、薬品会社等と連携した活動体制の確

立等、体制の整備が必要です。 

○市立病院はＤＭＡＴの派遣応援体制や後方医療機関等との連携を強化し、災害拠点病院とし

て、地域医療の中核的な役割を担う必要があります。 

○茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議の運営体制の整備が必要です。 

○難病は治療方法が確立していなく、希少な疾患であり、特に災害時には、環境の変化により

急激な悪化を防ぐため、適切な療養環境の保持や医療の確保が必要です。また、人工呼吸器

等の医療機器使用者や人工透析が必要な慢性腎不全等の患者は、災害発生時ライフラインが

途絶した場合、速やかな対応が必要となります。医療機器の機能確保におけるライフライン

の確保や、災害時の透析施設の状況を迅速かつ的確に把握するための連絡体制の整備が必要

です。 

○災害時の透析施設の状況を迅速かつ的確に把握するため、市と透析施設との確実な連絡体制

の整備が必要です。 
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【取り組みの方向】 

第１ 市立病院の救護活動体制の整備 市立病院  

市立病院は、医療救護活動を実施するため、マニュアル等の整備を行うとともに医薬品

や資機材等の備蓄を行います。 

また、災害拠点病院として地域医療の中核的な役割を果たすため、ＤＭＡＴ（大規模な

災害が発生したときに、被災地へ迅速に駆けつけ、救急治療を行うための専門的な訓練を

受けた災害派遣医療チーム：Disaster Medical Assistance Team）の受援体制や後方医療

機関との連携等、その体制整備を行うとともに、平常時よりその他の医療機関等と連携を

図ります。 

第２ 初動医療体制の整備 保健所、市立病院、医療関係団体、医療機関、薬品会社  

１ マニュアル等の修正 

市は、災害時における医療救護所の活動について、訓練等を踏まえ必要に応じてマニュ

アル等を見直します。 

２ 医療救護班の編成 

医療救護活動を行う拠点として、医療救護所を開設するため、医療関係団体等と協力し

医療救護班として派遣する人員を調整します。 

３ 後方医療体制の整備 

医療救護所で手当てを受けた傷病者のうち、医療機関への搬送が必要となる重傷病者の

対応については、後方医療機関と調整します。 

４ 医薬品等の確保 

医療救護班が使用する医薬品及び医療用資機材等は、備蓄品の整備、薬品会社等により

確保します。 

第３ 助産活動体制の整備 保健所、市立病院 

１ 助産活動体制の整備 

市は、災害発生時に助産への対応要請があった場合に、迅速に助産活動を行えるよう、

日頃から市内の医療機関や助産所等と連携し、活動体制を整備します。 

２ 周産期医療体制の整備 

市は、迅速に助産活動を行うため、「神奈川県周産期救急医療システム」の運用のもと、

ハイリスクの妊産婦や新生児に対応できるよう、中核病院である市立病院や基幹病院であ

る東海大学医学部附属病院への受入体制の確保等、周産期医療体制を整備します。 

３ 妊産婦に対する防災知識の普及・啓発 

市は、妊産婦に対し、パンフレットやホームページ等により、日頃からの災害に対する

備えや防災訓練への参加を推進する等、防災知識の普及・啓発を図ります。 

第４ 保健師による活動体制の整備 保健所 

保健所は、災害時にその専門性を最大限に発揮し、迅速かつ円滑に被災者に対する医療

救護活動や保健活動を行えるよう「災害時保健師活動マニュアル」を作成するとともに、

日頃から医療関係団体等と連携し、活動体制を整備します。 

第５ 茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議の開催 保健所 

災害時に、速やかに会議を開催し、医療救護活動に関する情報共有、調整等を図れるよ

う、平時から災害時医療救護活動の推進に必要となる事項の意見交換、情報共有等を行う

とともに、必要な訓練等を企画、実施します。 

また、県保健医療福祉調整本部との連絡体制を強化します。 

第６ 停電・断水等に備えた医療体制の強化 保健所 

   停電・断水時の医療体制について、平時から総合的に検討します。 
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市は、災害に備えた自助の取組を促進するとともに、医療機器の機能確保のための電源

確保策について検討します。 

透析施設には、ＥＭＩＳの入力方法について訓練を実施するとともに、通信障害時に備

え、メール、ファクス等を用いた被害状況報告についても体制を整備します。 

 

  



第４章 平常時の対策 

第５節 津波対策 

72 

第５節 津波対策 

  

【現状】 

○市は、神奈川県が平成２７年３月３１日に作成した津波浸水想定を基に津波ハザードマップ

を作成し、浸水想定区域や基準水位、避難方法等について周知しています。 

○津波情報の伝達手段として、全国瞬時警報システム、防災行政用無線、緊急速報メール等の

伝達体制を整備しています。 

○市は、公共施設や協定を締結した民間マンション等を津波一時退避場所とするとともに、津

波監視カメラや海抜表示等を整備しています。 

 

【課題】 

○最大クラスの津波に対しては、海岸保全施設（ハード対策）では十分でないことから、津波

による被害の最小化を図るため、津波からの避難方法（ソフト対策）について周知を図る必

要があります。 

○市は、関係機関と連携し、災害情報の伝達手段の多様化、多重化を図るとともに、伝達体制

の充実を図る必要があります。 

○市は、引き続き津波一時退避場所の確保や海抜表示等の津波避難体制を強化する必要があり

ます。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 津波に関する防災知識の普及・啓発 くらし安心部、経済部、自主防災組織 

市は、広報紙、市ホームページ、津波ハザードマップ、津波対策訓練及び防災研修会等

を通じて、「地震による強い揺れを感じたときや、強い揺れを感じなくても津波警報・大津

波警報が発表されたときは、すぐに安全な場所に避難する」ことを基本として、津波に関

する防災知識の普及・啓発に努めます。 

１ 津波ハザードマップを活用した避難方法等の周知・啓発 

市は、国や県の最新の知見等を踏まえた津波ハザードマップを作成し、市民等に配布す

ることにより、津波が発生した場合の浸水想定区域や基準水位、避難方法等の周知・啓発

に努めます。 

第２ 津波情報伝達体制の整備 くらし安心部、消防本部、消防団 

１ 津波情報伝達体制の確立 

市及び防災関係機関は、全国瞬時警報システム、防災行政用無線、広報車、消防車両等、

多様な情報伝達手段を活用した津波情報の伝達体制及び避難対策の充実を図り、災害時に

市民や海浜利用者等が迅速かつ安全な避難を実施できるよう、速やかに避難指示を発令す

る体制を確立し ます。 

また、日本サーフィン連盟（ＮＳＡ）湘南茅ヶ崎支部等の協力による津波フラッグの掲

示等、視覚に訴える情報伝達を図ります。 

第３ 津波避難対策 くらし安心部 

 １ 茅ヶ崎市津波避難計画の策定 

   市は、津波対策の推進に関する法律に基づき、市民等の津波避難行動の考え方や市の津

波対策の体制など、市民等の迅速かつ円滑な避難を確保するために必要な事項を定めた津

波避難計画を策定します。 

   津波避難計画は、県の津波浸水想定の見直しや津波避難訓練で明らかになった課題、社

会的条件の変化等を踏まえ、必要に応じて見直します。 
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第４ 要配慮者の津波避難対策 くらし安心部、福祉部、こども育成部、消防本部、保健    

所、教育総務部、教育推進部、要配慮者利用施設、配備職員、自主防災組織 

 １ 避難情報等の発令体制の整備 

   市は、津波からの避難の必要性があると認めるときは、要配慮者等、特に避難行動に時

間を要する者に対して、避難情報等を的確に発令できるよう、その体制を整備します。 

   また、避難支援の関係者に対する関連情報の提供体制についても整備します。 

２ 要配慮者利用施設に対する津波注意報等に関する情報等の伝達体制の整備 

   市は、津波防災地域づくりに関する法律第５３条に基づき定める、津波災害警戒区域内

における社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用

する施設（以下「要配慮者利用施設」という。)でその利用者の迅速かつ円滑な避難の確保

を図る必要があると認める要配慮者利用施設（以下、「本計画資料編に定める要配慮者利用

施設」という。）の所有者又は管理者に対し、津波注意報等に関する情報等を伝達するため、

その体制を整備します。 

(1) 要配慮者利用施設等の範囲 

要配慮者施設の 

範囲 

１ 高齢者施設、保護施設、児童福祉施設、障がい児・者施設等の

社会福祉施設 （※１） 

２ 病院、診療所の医療施設（有床に限る。） 

３ 幼稚園及び学校（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校） 

 前記「要配慮者利用施設の範囲」表中（※１）の、具体的な施設の種類は、概ね次のと

おりとします。 

高齢者施設 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、ケアハウ

ス、老人短期入所施設、老人福祉センター、介護老人保健施設、介

護療養型医療施設、有料老人ホーム、高齢者保養研修施設、認知症

高齢者グループホーム、老人デイサービスセンター、複合型サービ

ス 

保護施設 救護施設、更生施設、医療保護施設 

児童福祉施設等 保育園、認可外保育施設、助産施設、乳児院、母子生活支援施設、

児童養護施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設、児童

更正施設、児童家庭支援センター 、放課後児童クラブ、盲・ろう

あ児施設、児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所 

障がい児・者施 

設等 

生活介護事業所、自立訓練事業所、就労移行支援事業所、就労継続

支援事業所、施設入所支援事業所、地域活動支援センター、障害者

小規模通所施設、身体障害者福祉センター、障害者更生センター、

補装具製作施設、点字図書館、聴覚障害者情報提供施設、知的障害

児施設、知的障害児通園施設、盲児施設、難聴幼児通園施設、肢体

不自由児施設、肢体不自由児通園施設、重症心身障害児施設、知的

障害者小規模通所授産施設、福祉ホーム、障害者ショートステイセ

ンター、中途障害者地域活動センター、障害者地域活動ホーム、総

合リハビリテーションセンター、地域療育センター、障害者グルー

プホーム 

その他社会福祉 

施設 

社会福祉センター、地域ケアプラザ、福祉保健活動拠点、福祉保健

研修交流センター、福祉機器支援センター、無料低額診療施設、隣

保館、宿泊施設、地域子育て支援拠点 

 ３ 避難誘導体制の整備 

市は、要配慮者に対する避難誘導を的確に行うため、自主防災組織と連携を図ります。 

 ４ 要配慮者利用施設利用者の避難確保体制の整備 

津波災害警戒区域内の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、利用者の避難確保の体

制整備を図ります。 

第５ 要配慮者利用施設における安全確保 くらし安心部、要配慮者利用施設所管部、要

配慮者利用施設 

津波災害警戒区域内の要配慮者利用施設は、その利用者の安全確保を図るとともに、施
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設そのものの災害に対する安全性を高めることが重要です。 

１ 安全確保対策 

(1) 要配慮者施設の安全対策 

  市は、要配慮者利用施設について、できるだけ浸水の危険性が低い場所に立地するよ

うに整備するものとし、やむを得ず設置する場合は、施設の耐浪化、非常電源の設置場

所の工夫、必要な物資の備蓄など防災力の向上を図るよう努めます。 

(2) 防災教育・訓練の充実 

施設管理者は、職員や利用者が津波発生時の安全確保に必要な基礎的知識を習得する

ために、定期的に防災教育を実施します。また、職員や利用者が災害時の切迫した状況

下でも適切な行動が取れるよう、各施設の構造や利用者の状況に応じた防災訓練を定期

的に実施します。 

２ 避難確保計画の作成 

本計画資料編に定める要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、津波防災地域づくりに

関する法律第７１条に基づき、利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓

練その他の措置に関する計画の作成（以下「避難確保計画」という。）等を行います。 

(1) 避難確保計画の作成 

本計画資料編に定める要配慮者利用施設は、津波防災地域づくりに関する法律第７１

条に基づき、次に掲げる内容を定めた避難確保計画を作成します。 

ア 津波の発生時における避難促進施設の防災体制に関する事項 

イ 津波の発生時における避難促進施設の利用者の避難の誘導に関する事項 

ウ 津波の発生時を想定した避難促進施設における避難訓練及び防災教育の実施に関す

る事項 

エ その他、避難促進施設の利用者の津波の発生時の円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ために必要な措置に関する事項 

(2) 避難訓練の実施 

当該要配慮者利用施設は、津波防災地域づくりに関する法律第７１条の２に基づき、

避難確保計画に定める避難誘導等に関する訓練を実施します。 

３ 避難確保計画の作成等に係る支援・点検体制 

(1) 避難確保計画作成に係る支援・点検体制 

国、県、市は、協力・連携し、「避難確保計画の作成・活用の手引き(令和４年３月 国

土交通省 水管理・国土保全局)」を参考とした避難確保計画の作成支援・点検等の体制

を構築します。 

  (2) 避難確保計画作成に係る勧告 

市は、津波防災地域づくりに関する法律第７１条の３に基づき、本計画資料編に定め

る要配慮者利用施設のうち避難確保計画を作成していない場合において、必要があると

認めるときは、所有者又は管理者に対し、避難確保計画の作成を促すため、必要な指示

を行います。 

 

第６ 津波防護施設及び設備の整備 くらし安心部、消防本部 

市及び県は、沿岸住民、海浜利用者の安全確保を第一に考え、地域の特性、景観、利用

実態に合わせた、津波防護施設の整備を計画的に進めます。 

１ 津波一時退避場所の確保 

津波から身を守るためには、基準水位より高い場所へ迅速に避難することが重要です。

特に本市から震源が近い地震の場合は、地震発生後間もなく津波が襲来することが想定さ

れます。迅速に津波から避難する場所が必要となりますが、本市の地形は、比較的平坦で

あり地形を利用した避難場所の確保は困難な状況です。 

このため、市は、避難対象地域及びその近傍の中高層建物の所有者等に協力を求め、津

波襲来時の一時退避場所の確保に努めます。 

また、避難対象地域及びその近傍に位置する自主防災組織は、地域内のマンション等、

避難に有効な高層建造物について市へ情報提供を行うとともに、地域としての働きかけ等

を積極的に行い、市と連携し、津波一時退避場所の拡充に努めます。 
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２ 津波監視体制の整備 

市は、市内３か所に整備した津波監視カメラの適正な管理に努めるとともに、高所見張

り場所の確保に努めます。 

３ 津波注意標識等の整備 

津波に対する防災意識の啓発及び避難誘導を目的として、周辺の避難所等の地図情報を

示した津波情報看板や標高を示す表示看板・標識・標高柱等の整備を行います。 

また、津波一時退避場所を示すプレートや現在地点の標高を示す津波ハザードステッカ

ー（標高表示ステッカー）、標高表示プレート等の整備に努めます。 
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第６節 避難対策 

  

【現状】 

○市は、公立小・中学校を災害対策地区防災拠点として、災害対策基本法第４９条の７に基づ

く指定避難所（被災者の避難生活を送る施設）とするほか、災害情報の受伝達や救援物資の

配布の拠点としています。 

○市は、災害の種別に応じた指定緊急避難場所や指定一般避難所、指定福祉避難所を災害対策

基本法に基づき指定しています。 

○市は、避難所となる公立小・中学校ごとに、避難所の開設、避難者の受入手順、避難所運営

委員会の組織や役割、学校施設の利用方法等を定めた避難所運営マニュアルを定めています。 

〇市では、新型コロナウイルス感染症流行時の経験を踏まえ、避難所となる公立小・中学校等

に感染症対策用品の備蓄を進めるとともに、避難者の動線、ゾーニング等について各避難所

でマニュアルを定めています。 

○避難所におけるペットの受入れについて、受入れの流れや方法、ペットの収容方法などをま

とめた「避難所でのペットの受け入れについて」を茅ヶ崎・寒川動物愛護協議会が作成して

います。 

〇避難所について、避難行動要支援者は平素から利用している施設への直接避難を希望してい

ることや、福祉避難所ではない避難所で過ごすことに困難を伴うことがあるなどの状況があ

ります。 

○能登半島地震では、キッチンカーやトイレカー、ランドリーカー等の災害対応車両による温

かい食事や快適なトイレ等の提供を通じて、避難生活環境の改善が図られました。国は、能

登半島地震を踏まえて、令和７年６月に「災害対応車両登録制度」を構築し、災害対応車両

を平時から登録・データベース化することで発災時に迅速に車両が提供される取り組みを進

めています。 

 

 

【課題】 

○市は、災害の種別に応じた避難行動や避難先についての周知を徹底する必要があります。 

○災害時に避難所の運営を円滑に行うため、自主防災組織、配備職員及び学校職員等の関係者

間で、避難所運営にかかる事項を共有しておく必要があります。 

○避難所における資機材等の備蓄、要配慮者や男女共同参画の視点に配慮した避難所運営、在

宅避難者、車中泊等の避難所外避難者への対応や避難所におけるペット対策、避難所の閉鎖

等、想定される避難所運営上の課題に対して、実効性のある取組を進める必要があります。 

○避難生活の長期化に伴い、避難所における要配慮者をはじめとした避難者への医療措置の遅

れや、不衛生な生活環境による心身への影響、栄養不足や食欲不振による衰弱、車中泊中の

静脈血栓塞栓症（エコノミークラス症候群）などによる災害関連死を未然に防ぐために、各

避難所における避難者への心身に関わる直接的な措置が必要です。 

○過去の災害において、ペットが飼い主と離れ離れになってしまう事例が発生しました。これ

らの動物の保護には多大な労力と時間を要すとともに、その間にペットが負傷し、衰弱・死

亡するおそれがあります。また、繁殖により住民の安全や公衆衛生上の環境悪化が懸念され

るため、ペットの同行避難は、動物愛護の観点のみならず、放浪動物による人への危害防止

や生活環境保全の観点からも重要です。 

〇避難所における避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必

要があります。 

〇避難行動要支援者等が、直接避難できる避難先の確保など、避難行動要支援者が避難しやす

い環境づくりを進める必要があります 

○発災時に災害登録車両の迅速かつ円滑な受け入れを実施することで、避難所の質的な向上を

図る必要があります。 
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【取り組みの方向】 

第１ 災害の種別に応じた避難の周知啓発 くらし安心部 

災害時に、迅速かつ的確な避難行動がとられるためには、住民が災害の種別に応じた避

難行動について理解した上で、避難先やその経路について平常時より検討しておく必要が

あります。 

そのため、市は防災研修会やハザードマップ等、様々な機会や手段を通じて、災害の種

別に応じて求められる避難行動の周知を図るとともに、災害の危険から身を守るために緊

急的に避難するための場所である避難場所と、自宅等が被災した被災者が一定期間滞在し

避難生活を送るための避難所の違い等について周知の徹底を図ります。 

第２ 避難所運営体制の強化 くらし安心部、文化スポーツ部、保健所、配備職員、自主防

災組織 

１ 避難所運営体制の強化 

大規模な災害発生時には、家屋の損壊やライフラインの途絶等により、自宅での生活が

不可能な被災者が多数発生するため、避難所での長期間にわたる共同生活が必要な事態と

なることが想定されます。そのため、市は、あらかじめ避難所内のレイアウト等を検討し

ておくほか、災害対策地区防災拠点打合会を開催し、自主防災組織、配備職員及び学校職

員等の関係者で避難所となる施設の把握、防災備蓄倉庫の防災用資機材の確認、避難所運

営の基本的な考え方等、避難所の開設、運営に係る基本的事項を確認します。 

このほか、指定避難所等の良好な生活環境を継続的に確保するために、専門家、ＮＰＯ・

ボランティア等との定期的な情報交換、避難生活支援に関する知見やノウハウを有する防

災リーダーの確保・養成に努めます。 

２ 避難所運営マニュアルの見直し 

市は、円滑な避難所の運営を行うため、県の「避難所マニュアル策定指針」を参考にし、

次の主な項目を中心に避難所運営マニュアルを見直します。 

(1) 避難所開設方法と受入場所の確保 

(2) 情報の収集・整理方法 

(3) 災害対策本部との連携 

(4) 避難所運営委員会や避難者等の役割や責任の明確化 

(5) 最優先必要物資（飲料水・食料・毛布・仮設トイレ・照明等）の把握 

(6) 避難者情報の把握 

(7) 要配慮者や女性に対する配慮 

(8) 時系列的な対策 

(9) 在宅避難者や車中泊避難者等の避難所外避難者への支援対策 

３ 男女共同参画等の視点に配慮した生活環境の確保 

「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」（平成２５年６月、内閣府男女共同

参画局）や「男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」（令和２年５月、内閣府

男女共同参画局）を踏まえた男女のニーズの違いのほか、多様な主体のニーズに配慮した

避難所運営となるよう、次の項目を避難所運営マニュアルに位置づけます。 

(1) 男女のニーズに関する配慮 

 ア 女性や子育て家庭の避難所運営委員会への参画 

 イ 女性や子どもに対する暴力等の予防のための取組 

 ウ 男女別の更衣室、物干し場、入浴施設、トイレ 

 エ 授乳室等の整備 

  (2) 良好な生活環境 

ア プライバシーの確保の工夫 

   イ ユニバーサルデザイン（男女共用）や快適なトイレの設置 

   ウ 相談スペースや学習スペース等の確保 

４ 感染症対策 

(1) 市は、避難所における感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応を含め、
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庁内横断的に連携し、必要な措置を検討します。 

(2) 市は、発生するおそれがある災害や避難所の収容人数を勘案し、ホテル等のその他の

避難所の必要性について検討します。 

(3) 市は、テント、パーテーション、消毒液等の避難所における感染症対策に必要な物資・

資機材の備蓄を行います。 

５ ペット対策の周知・啓発 

避難所では、ペットの世話やペットフード、飲み水、ケージ等の確保、飼養場所の管理

は原則として飼い主の責任で行うこととなります。 

市は、災害発生時に、飼い主が自己の責任で行うペットの同行避難や、適正な飼養管理

ができるように、平常時から、飼い主に対してペットの飼養・管理方法を普及啓発すると

ともに、ペットの有無による被災時等におけるニーズの違いに配慮し、必要に応じて避難

所運営マニュアルの修正を行います。 

 

第３ 防災資機材等の整備 くらし安心部、自主防災組織 

市は、避難所の整備を図るため、防災用資機材等の備蓄を進め、自主防災組織は、防災

活動に必要な防災資機材等の備蓄を進めます。市は、停電時においても、施設・設備の機

能が確保されるよう、再生可能エネルギーの活用を含めた非常用発電設備等の整備に努め

ます。 

また、市は、要配慮者や女性が避難生活の負担を軽減できるよう、多様な生活必需物資

等の備蓄に努めます。 

第４ 要配慮者の避難対策 くらし安心部、文化スポーツ部、福祉部、こども育成部、自主   

防災組織 

市は、関係機関と連携し、災害関連死の防止など避難所における要配慮者の生活環境の

整備を図るため、保健医療・介護体制の整備、給食体制、福祉避難所への移送方法など、

要配慮者の支援体制の整備を進めます。 

１ 障がい者及び高齢者等への対応 

市は、指定一般避難所等での生活が困難な障がい者や高齢者等を受け入れる施設として、

指定福祉避難所の指定を推進するとともに、社会福祉施設等と障がい者、高齢者等の避難

者の受入れに関する協定を締結し、福祉避難所の確保を図ります。 

市は、福祉避難所の防災機能の整備を図るため、障がい者及び高齢者等に配慮した防災

資機材の備蓄に努めます。また、停電時の電源確保を図るため、蓄電池等の整備に努めま

す。また、災害時の連絡手段として、地域防災無線（防災用ＭＣＡ無線）を整備するとと

もに、災害時に有効活用できるよう日頃から通信訓練を実施します。 

２ 妊産婦及び乳幼児への対応 

市は、妊産婦及び乳幼児の災害時にとるべき行動、避難方法や避難時の持出品等、個々

の状況に合わせた事前対策の必要性について各家庭で講じられるよう周知を図ります。 

また、市は、災害時に受ける妊産婦及び乳幼児のストレスを軽減できるよう、健康相談

や健康チェックができるような体制の整備に努めます。 

３ 外国人への対応 

災害に係る各種避難標識やハザードマップ等は、国の「災害種別図記号による避難場所

表示の標準化の取組」を踏まえ、図記号（ピクトグラム）表記や英語併記など、外国人に

対し広く防災情報が伝わるようその提供方法の工夫に努めます。 

また、避難所においては、災害時多言語表示シートを活用した外国人への生活情報の提

供体制を整備します。 

第５ 在宅避難者や車中泊避難者等の避難所外避難者へ対する支援 くらし安心部、保健所 

災害発生時には、在宅避難者や車中泊避難者等の避難所外避難者が多く発生することが

想定されます。 

市は、在宅避難者や車中泊避難者等の避難所外避難者の把握及び支援、避難スペース等
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の検討、食料・救援物資の配布、健康対策の予防方法等の周知、市外へ避難した市民（以

下「市外避難者」という。）の把握等の支援体制の整備を図ります。 

第６ 災害対応車両の受け入れ体制の整備 くらし安心部 

 １ 災害対応車両の受け入れに向けた情報収集 

   市は、避難所及び避難生活の質の向上を実現するため、災害対応車両検索システム（Ｄ

－ＴＲＡＣＥ）を活用し、平常時からキャンピングカーやトレーラーハウス、シャワーカ

ー等の避難生活の環境改善に資する車両情報の収集に努めます。 

 ２ 災害対応車両の受け入れ体制の整備 

   市は、災害対応車両の円滑な受け入れができるよう、必要とする車両やその要請の方法・

手順、配置する拠点、付随する必要な資機材等の検討を行います。 

第７ 応急仮設住宅の整備 くらし安心部、都市部、建設部 

市は、応急仮設住宅を迅速に供給するため、建設候補地選定基準に該当する場所を検討

し、県に情報提供するとともに、被災者の住居として利用可能な公営住宅等の把握に努め

ます。 

また、県と連携し、入居者選定基準や運営方法について、市の実情や、被害の状況に応

じ、役割分担と協力関係を明確にします。 

第８ 避難計画の策定 くらし安心部 

市は、災害発生時に市民が安全かつ迅速に避難が行えるよう、避難計画の整備に努めま

す。  
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第７節 帰宅困難者対策 

  

【現状】 

○神奈川県の地震被害想定調査結果では、冬の１８時に想定地震が発生した場合には、本市で

１２，０００人を超える帰宅困難者が発生すると想定されています。 

○市は、駅周辺の公共施設や協定を締結した駅ビル等の民間施設を帰宅困難者用の一時滞在施

設（以下「一時滞在施設」という。）として位置づけています。 

 

【課題】 

○帰宅困難者への対応は、同時に地震による多数の死傷者や避難者等が想定される中で、行政

による公助だけでは限界があるため、自助や共助も含めた総合的な対策が必要です。 

○大量の帰宅困難者によって、飲料水、食料、トイレ及び休憩場所等の不足が懸念されます。 

○市は、一時滞在施設の確保に努めるとともに、女性に配慮した運営等の開設・運営に関わる

ルール作りや市民等への情報提供等に努める必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 一斉帰宅の抑制 くらし安心部、経済部 

１ 一斉帰宅抑制の周知 

市は、大規模地震発生直後においては、救助・救急、消火及び緊急輸送等の災害応急対

策活動を迅速に行う必要があることから、帰宅困難者の発生を抑制するため、「むやみに移

動を開始しない」という基本原則の市民、企業、学校、関係団体等への周知を図り、一斉

帰宅抑制の徹底を促します。 

また、市は、帰宅困難者とその家族間において、安否確認が取り合えるように、災害用

伝言板や災害用伝言ダイヤル等の複数の安否確認手段や、家族間であらかじめ確認手段を

決めておく必要性について周知します。 

２ 企業等の取り組みの促進 

市は、企業等が、従業員等を一定期間事業所等内に留めるために必要となる水、食料、

物資等の備蓄や、事業所建物の耐震化、大型の什器・備品の固定の促進を図ります。 

第２ 一時滞在施設の拡充 くらし安心部 

市は、一時滞在施設の確保に努めるとともに、開設基準や運営マニュアルの作成及び一

時滞在施設における支援物資等の計画的な備蓄を進めます。 

また、市は、一時滞在施設における女性専用スペースの確保やルールづくり等、女性が

安心して滞在できるような体制整備を図ります。 

第３ 情報提供 くらし安心部 

市は、一時滞在施設や周辺避難所等の情報を示した避難標識の整備や、帰宅困難者のと

るべき行動及び一時滞在施設の特性等を示したガイドブックの作成等、帰宅困難者対策に

係る情報提供の整備に努めます。 

第４ 徒歩帰宅者対策 くらし安心部 

鉄道等の公共交通機関の運休が長期化する場合、長距離を徒歩で帰宅せざるを得ない帰

宅困難者に対し、自宅まで帰るための支援が必要となります。そのため、九都県市では、

事業者・団体と徒歩帰宅者への支援に関する協定を締結しており、コンビニエンスストア、

ファミリーレストランやガソリンスタンド等の施設では、災害時帰宅支援ステーションと

して、水、トイレ、交通情報等の提供が行われます。市は、市民、企業等に対し、この災

害時帰宅支援ステーションの周知を図ります。 
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第５ 訓練の実施 くらし安心部 

市は、防災関係機関及び企業等の協力を得て、一時滞在施設への誘導訓練、施設の迅速

な開設及び運営、広報等の訓練を実施します。 
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第８節 保健衛生、防疫、遺体の取扱いに関する対策 

 

【現状】 

○市では、防疫対策として、日頃から感染症の発生予防及びまん延防止のため、普及・啓発を

行っています。 

○過去の大災害では、避難生活の長期化により避難所での不眠・不安を訴える人が増加したほ

か、災害対応に従事する職員のメンタルヘルスへの対応が必要となっています。 

○市は、防災関係機関、葬祭業者等と協力して、大規模災害発生時における多数遺体取扱訓練

を実施しています。 

 

【課題】 

○感染症予防のため、衛生管理や消毒等の防疫対策の実施が必要です。 

○市は、感染症が発生した場合には、平常時と同様の情報の収集・提供に努めるとともに、入

院が必要な患者に対しては、近隣の感染症指定医療機関等において入院医療が受けられるよ

う連絡体制、搬送体制、医療体制を確保することが必要です。 

○被災者及び災害対応従事職員等に対するこころのケアの体制を整備する必要があります。 

○市は、多数遺体取扱訓練の結果を検証し、遺体取扱体制の更なる強化を図る必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 保健衛生・防疫対策 環境部、下水道河川部、保健所 

１ 健康管理対策 

市は、災害時に感染症が発生しないよう、日頃から手洗い・うがい等の予防対策を実施

する体制づくりを整備します。 

２ こころのケア対策 

避難所避難者や在宅避難者等の避難所外避難者、災害対応従事職員のこころのケア対策

について、対策内容や実施体制等について整備を進めます。 

３ 災害関連死の防止対策 

市は、建物の倒壊や火災等の地震による直接的な被害ではなく、避難生活での疲労や環

境の悪化等により、病気にかかったり持病が悪化する等して死亡する災害関連死の防止対

策を講じるため、東日本大震災や過去の災害事例をもとに、その防止措置を講じます。 

４ 防疫対策 

市及び県は、感染症発生時の消毒、患者収容、感染防止、まん延防止等、災害時の防疫

体制を確立します。 

５ 感染症患者医療体制の確立 

市及び県は、災害発生による感染症患者又は保菌者の収容について、県内の感染症指定

医療機関等と連携を図り、患者又は保菌者の医療体制を確保します。 

６ トイレ対策 

市は、災害時においても衛生状態を保持するため、速やかに仮設トイレや簡易トイレ等

を設置できるよう避難所等での備蓄を進めます。 

また、し尿収集委託業者やリース業者から、速やかに仮設トイレ等を調達できるよう体

制を整備するとともに、マンホールトイレの普及・整備を進めます。 

７ ペット対策 

市は、ペットの飼い主に対し、自宅からの避難が必要となる災害が発生し、ペットと同

行避難する必要が生じることを想定して、平常時から災害に備えたペット用備蓄品の確保

や避難ルートの確認等をはじめ、避難所では他の避難者の理解のもと、飼い主の責任のも

と飼養管理を行うことや、ペットの同行避難に必要なしつけや健康管理の必要性について

周知啓発を図ります。 

また、市は、獣医師会及び動物愛護推進員等と連携し、飼い主による責任を基本とした

同行避難及び避難所での飼養管理、放浪動物の保護や負傷動物等の救護体制を整備すると
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ともに、ペットの有無による被災時等におけるニーズの違いに配慮し、必要に応じて避難

所運営マニュアルの修正を行います。 

（飼い主に周知する主な内容） 

○ペットのしつけと健康管理 

○ペットが行方不明にならないための対策（鑑札、迷子札等による所有者明示） 

○ペット用の避難用品や備蓄品の確保 

第２ 遺体の取扱い対策 市民部、保健所、茅ケ崎警察署、茅ヶ崎歯科医師会 

市は、遺体の処理を円滑に進めるため、棺の調達、遺体の搬送、火葬、埋葬等の手配に

ついて、必要に応じ県と連携して「神奈川県広域火葬計画」に基づく広域的な協力体制を

構築します。 

また、市は、防災関係機関、茅ケ崎警察署、茅ヶ崎歯科医師会、葬儀業者等と協力して、

多数遺体取扱訓練を実施し、更なる連携の強化及び災害時の活動体制の整備を図ります。  
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第９節 飲料水、食料及び生活必需物資等の調達・供給対策 

  

【現状】 

○市は、災害に備え、乾燥米飯や毛布、トイレ、簡易ベッド、入浴設備等の物資を災害時に避

難所となる公立小・中学校や総合体育館、茅ヶ崎公園野球場及び北部備蓄倉庫等に備蓄して

います。 

○市は、市民一人一人に、災害に備え７日分以上の飲料水、食料及び生活必需物資等の自己備

蓄及び非常持ち出し品の準備に努めるよう周知しています。 

○市は、災害時の給水対策として、市内９か所に飲料水兼用貯水槽を整備するとともに、貯水

槽への給水栓の設置や公立小・中学校の耐震性プールへのろ水機の配備を行っています。 

○市は、災害時に備え、企業等と災害時における物資等の調達に係る協定を締結しています。 

○東日本大震災では、道路被害や燃料供給の停滞によって、配送が滞り、避難所等で飲料水、

食料及び生活必需物資等が不足する状況が発生しました。 

〇県は、応急飲料水を確保するため、市内に災害用指定配水池を４か所指定し、常時約 39,380

㎥の飲料水を蓄えています。 

〇国は、地方公共団体との間で、物資の調達・輸送等に必要な情報を共有し、迅速かつ円滑な

被災者への物資支援を実現するため、「物資・調達・輸送調整等支援システム」を運用してい

ます。 

 市は、避難所とその備蓄物資や物資拠点をあらかじめシステムに入力しています。 

 

【課題】 

○市は、必要となる備蓄量の推計及びその確保に努めるとともに、備蓄物資を計画的に更新す

る必要があります。また、季節性を考慮し、要配慮者等に配慮した物資を備蓄する必要があ

ります。 

○大規模な災害が発生した場合には、市の備蓄では十分ではないため、市民の自己備蓄並びに

企業等との協定による備蓄の確保が必要です。 

○市は、飲料水を確保するとともに、飲料水兼用貯水槽等の取扱方法等について習熟を図る必

要があります。 

○公立小・中学校等の防災備蓄倉庫は、整備から長期間が経過し、近年老朽化が目立っていま

す。 

○平成２８年の熊本地震において、発災直後より全国から被災地に救援物資が届けられたもの

の、荷卸し等に時間がかかり、実際に避難所に届くまでにかなりの時間を要しました。その

ため、市は、被災者に備蓄物資を迅速に届けられるよう、その供給体制の整備を図る必要が

あります。 

〇配水池では最大加速度250ガル（概ね震度６弱）以上の揺れが観測され、一定の水位以下とな

った場合、水道管の被害に伴う漏水によって飲料水が喪失してしまうのを防ぐため、飲料水

の確保を優先し、緊急的に遮断弁を閉じることとしています。そのため、水道管への供給が

停止することから、早期に供給できる体制を整備する必要があります。 

〇円滑に物資輸送を行うためには、事前に物資調達・輸送調整等支援システムを用いて備蓄状

況の確認を行うとともに、あらかじめ登録している物資の輸送拠点を速やかに開設できるよ

う、輸送拠点の管理者と連絡先や開設手続きを共有するなど、物資支援のための準備が必要

です。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 飲料水の備蓄及び確保 くらし安心部、文化スポーツ部、建設部、教育総務部、県企

業庁茅ケ崎水道営業所 

市は、一人１日３リットルを目標として飲料水の確保に努めます。 

１ 飲料水の備蓄 

市は、長期保存を可能とした飲料水の備蓄に努めます。 
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２ 飲料水の確保 

(1) 市は、飲料水の確保対策として飲料水兼用貯水槽（１００㎥）、市営プールや屋内温

水プール、公立小・中学校等の耐震性プールを適正に管理するとともに活用体制を整え

ます。 

(2) 市は、応急給水用の飲料水袋、給水タンク、ろ過装置等の防災用資機材の整備に努め

るとともに、取扱方法の周知に努めます。 

(3) 神奈川県企業庁茅ケ崎水道営業所（以下「水道営業所」という。）は、飲料水の調達

体制を整備するとともに、市と受け入れに関する調整を行います。 

３ 配水池からの給水  

   水道営業所は、断水時における配水池からの給水方法や輸送ルート等について検討しま

す。 

第２ 食料の備蓄及び確保 経営総務部、くらし安心部、経済部 

１ 食料の備蓄 

市は、乾燥米飯等の長期保存を可能とした食料の備蓄に努めます。 

２ 食料の確保 

市は、災害時の食料を確保するため、企業等との協定の締結を進めます。 

第３ 生活必需物資等の備蓄及び確保 経営総務部、くらし安心部、経済部 

１ 生活必需物資等の備蓄 

市は、毛布や仮設トイレ・簡易トイレ・汚物処理セット等の生活必需物資等の備蓄に努

めます。 

２ 生活必需物資等の確保 

市は、災害時の生活必需物資等を確保するため、企業等との協定の締結を進めます。 

また、市は簡易トイレや組立式トイレの設置・取扱方法について周知を図ります。 

３ 要配慮者への配慮 

市は、要配慮者に配慮した生活必需物資等の検討を行い、備蓄の整備を進めます。 

４ 男女双方の視点への配慮 

市は、男女双方の視点に配慮した生活必需物資等の検討を行い、備蓄の整備を進めます。 

第４ 要配慮者等への配慮 くらし安心部 

市は、食料、生活必需物資等の備蓄にあたっては、高齢者、障がい者、女性、乳幼児、

食物アレルギーを有する者等や季節性に配慮した食料及び生活必需物資等の検討を行い、

備蓄を進めます。 

第５ 防災に必要な物資の公表 くらし安心部 

市は、防災に必要な物資の数量について、年１回、市ホームページで公表します。 

第６ 自己備蓄の推進 くらし安心部 

大規模災害発生時には、市の備蓄では十分ではないため、日頃から市民一人一人が必要

な飲料水や食料、生活必需物資等を備えておくことや自動車へのこまめな満タン給油が大

切です。 

そのため市は、自主防災組織と連携し、市民及び企業等に対し、自己備蓄の重要性並び

に積極的な確保について広く周知を図ります。 

第７ 防災備蓄倉庫の管理 くらし安心部 

市は、公立小・中学校等に設置している防災備蓄倉庫の適正な維持管理に努めるととも

に、老朽化した倉庫の再整備を進めます。 
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第８ 物資供給体制の整備 くらし安心部、経済部、神奈川県トラック協会 

１ 分散備蓄の整備 

市は、災害時に被災者に飲料水、食料及び生活必需物資等を迅速に届けられるよう、そ

の要請体制・調達体制・輸送体制の整備を図るとともに、避難所を中心に分散備蓄を計画

的に進めていきます。 

２ 流通備蓄の確保 

市は、衣類や季節性の生活必需物資等、事前に備蓄をすることが難しい物資や市民のニ

ーズを考慮した物資について、企業等との協定の締結及びその拡大により、災害時に速や

かに避難者へ提供できる体制を整備します。 

３ 物資の集積・配分 

市は、物資供給に係る基本方針を定める等、各種応援物資等の調達並びに集積から被災

者への配分における一連の物資供給体制を整備します。 

４ 物資拠点および効率的な運営体制の確保 

市は、救援物資を迅速かつ効率的に輸送するため、物資拠点から避難所等までの輸送手 

段を含めた体制が速やかに確保できるよう、あらかじめ、適切な物資拠点を選定しておき

ます。 

また、物資拠点の効率的な運営を実現するため、運送事業者等と協定を締結し、運営に

必要な人員や資機材、車両等の確保に努めます。 

５ 輸送体制の強化 

市は、円滑に避難所等に物資を輸送できるよう、運送事業者等と物資の保管、荷捌き及

び輸送に係る協定の締結を進めます。 

また、市は訓練等を通じて、物資の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、協定を

締結した民間事業者等の発災時の連絡先、要請手続き等の確認を行います。 

６ 物資調達・輸送調整等支援システムの活用 

   市は、備蓄状況を物資調達・輸送調整等支援システムに入力します。 

   また、物資の輸送拠点を速やかに開設できるよう、施設管理者の連絡先や開設手続きを

共有し、速やかな物資輸送を行うための準備を整えます。 
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第１０節 教育・保育対策 

  

【現状】 

○市教育委員会では、茅ヶ崎市地域防災計画に基づき、児童・生徒等の生命・身体の安全確保

や緊急事態に備え、迅速かつ的確な保護体制について「防災対策計画の作成指針」を定め、

各学校では、この指針に基づき学校防災計画等を作成しています。 

○災害発生時には、園児、児童、生徒の安全を第一に、避難誘導、保護者への引き渡し等を実

施しています。 

○各学校では、防災教育や防災訓練、通学路の安全点検等を通じて、日常的に児童・生徒等の

防災意識の向上を図っています。 

○市には指定等文化財として、令和○年○月○日時点で国指定○件、県指定○件、市指定○○

件、国登録○件の文化財があるほか、博物館などの施設には未指定の文化財が収蔵されてい

ます。文化財パトロールなどを通じて、文化財の情報の把握に努めています。 

 

【課題】 

○教育施設及び保育施設について、施設・設備や通学路等の安全性を確保する必要があります。 

○各学校は、最新の被害想定や防災に関する各種の取組を踏まえ、学校防災計画等を見直すと

ともに、必要な資機材等を備蓄する必要があります。 

○実践的な避難訓練の実施等を行うとともに、地域と連携した防災対策が必要です。 

○災害時には市内社寺や個人蔵の文化財など、市が把握していない地域の文化財も同様に被災

するため、災害に備えた対策に取り組む必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 園児、児童、生徒の安全確保対策 こども育成部、教育総務部、施設管理者 

保育園、幼稚園、学校等は、施設・設備の定期的な安全点検を実施します。 

また、学校等は、児童、生徒の登下校時や在宅時等にとるべき行動について、あらかじ

め指導しておくとともに、公立小学校においては、児童の通学路の安全点検を実施し、必

要に応じて安全確保対策を実施するなど適正な管理に努めます。 

第２ 防災計画等の見直し こども育成部、教育総務部、施設管理者 

保育園、幼稚園、学校等は、地震防災体制の充実を図るため、各々の防災計画や避難計

画等について、周辺地域の特性や最新の防災に関する情報を踏まえ、必要な見直しを行い、

その内容の充実を図るとともに、必要な資機材等の備蓄を進めます。 

第３ 実効性のある避難訓練の実施 こども育成部、消防本部、消防団、教育総務部、施設   

管理者 

保育園、幼稚園、学校等は、園児、児童、生徒に対し、消防団員等が参画した体験的・

実践的な防災教育を図るとともに、実践的な防災訓練を実施し、その実施にあたっては地

域と連携した取り組みを図るよう努めます。 

また、障がいがある園児、児童、生徒の避難については、個々の状況に合わせた迅速に

対応できる体制を整えるとともに、実効性のある避難訓練とその検証を重ねます。 

第４ 保護者との連絡体制の整備 こども育成部、教育総務部、施設管理者 

保育園、幼稚園、学校等は、災害時における情報伝達や安否確認、保護者による引き取

り等を確実に行えるよう、保護者との連絡体制を整備します。 

第５ 公立小・中学校における防災体制の整備 くらし安心部、教育総務部、施設管理者 

公立小・中学校は、文部科学省が定める「公立の義務教育諸学校等施設の整備に関する

施設整備基本方針」に基づき、児童、生徒の安全確保や防災用資機材の収容場所の提供に
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努める等、防災機能の強化に努めます。 

第６ 文化財の保護 教育推進部 

市は、地域における文化財保護のため、所有者や管理者など文化財の所在情報の充実・

整理を行うとともに、施設・設備の耐震対策、防火対策に努めます。 
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第１１節 危険度判定対策 

  

【現状】 

○市は、災害発生後、被災建築物の倒壊及び宅地の崩壊がもたらす二次災害を防止し、市民の

安全の確保を図るため、建築物応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士を養成するとと

もに、実施体制の整備に努めています。 

 

【課題】 

○建築物応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士の養成並びに技術水準の維持が必要です。 

○判定活動を円滑に行うため、判定に必要な機材等の整備やマニュアルの整備、広域応援体制

の一層の強化が必要です。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 建築物応急危険度判定士の養成 都市部 

１ 建築物応急危険度判定士 

建築物応急危険度判定士（以下「判定士」という。）とは、神奈川県震災建築物応急危

険度判定士認定要綱第２条第２項に規定する知事の認定を受け、応急危険度判定を行う者

をいいます。 

２ 判定士の養成 

市は、地震により被災した建物が安全に使用できるかどうかの判定作業を行うため、市

職員に対して、神奈川県建築物震後対策推進協議会が行う講習を受講させ、判定士として

養成します。 

第２ 被災宅地危険度判定士の養成 都市部 

１ 被災宅地危険度判定士 

被災宅地危険度判定士（以下「宅地判定士」という。）とは、神奈川県被災宅地危険度

判定士認定登録要綱に基づき知事が認定登録し、被災宅地危険度判定士名簿に登載した者

又は被災宅地危険度判定連絡協議会長が認定し、宅地判定士名簿に登載した者をいいます。 

２ 宅地判定士の養成 

市は、地震に伴い、宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に、被害の発生状況を迅速

かつ的確に把握し、二次災害の軽減、防止を図るための判定作業を行うため、市職員に対

して、神奈川県建築物震後対策推進協議会が行う講習を受講させ、宅地判定士として養成

します。 

第３ 危険度判定実施体制の充実 都市部 

市は、被災建築物及び被災宅地の危険度判定を迅速かつ円滑に実施するため、判定の実

施に必要な機材や活動マニュアル等の整備、県及び他市町村間の相互応援体制の整備を図

ります。 

また、住家被害の調査や罹災証明書の交付時の情報共有体制についてあらかじめ検討し、

必要に応じて、発災後に応急危険度判定の判定実施計画や判定結果を活用した住家被害の

調査・判定を早期に実施できるよう努めます。 
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第１２節 緊急輸送道路等の確保対策 

  

【現状】 

○県及び市は、災害応急対策活動に必要な物資、資機材、要員等の広域的な緊急輸送を円滑に

行うため、緊急輸送道路、ヘリポート、物資受入港等を指定しています。 

〇災害応急対策活動で使用する可能性のある、市の所有する車両や協定締結先の車両について、

緊急通行車両の確認申出を行い、証明書の交付を受けています。 

 

【課題】 

○大規模災害が発生した場合、道路の不通箇所が多数発生することが予想されるため、緊急輸

送道路等の緊急輸送の確保に努めるとともに、運用方法や復旧体制について整備する必要が

あります。 

〇災害時に円滑な救助活動や応急復旧活動を行うためには、それらの活動に使用する車両を事

前に届け出ておくことが必要です。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 緊急輸送道路等の指定 くらし安心部、建設部、藤沢土木事務所、横浜国道事務所 

１ 緊急輸送道路の指定 

県では、発災後の復旧活動をはじめとする緊急輸送の拡大に対応するため、現地災害対

策本部、広域防災活動拠点、市町村災害対策本部等を有機的に連絡する路線を緊急輸送道

路として事前に指定しています。 

２ 緊急輸送道路を補完する道路の指定 

市は、応急対策活動及び警戒宣言発令時対策活動の実施に必要な物資、資機材、要員等

の緊急輸送を行うため、各拠点と防災備蓄倉庫、各避難所等を結ぶ緊急輸送道路を補完す

る道路を指定しています。 
 

第１次路線 
市内の応急対策活動を行う上で不可欠な路線で、防災拠点やヘリポートと災
害対策本部を結ぶ重要な道路。 

 路線名 区 間 

市道０１０１号線（一中通り） 一中通り全線 

市道０２０２号線（左富士通り） 左富士通り全線 

市道０１２１号線（鉄砲道） 鉄砲道全線 

市道０１２２号線、市道０１１６号線、
市道０１２３号線、（東海岸寒川線） 

県道４０４号交点～「みずき」交差点（遠藤茅
ヶ崎） 

県道４０４号（遠藤茅ヶ崎） 市内全線 

第１次 

緊急輸送道路 

高規格幹線道路、一般国道等で構成する広域的ネットワーク及び港湾等に連
絡する路線で緊急輸送の骨格をなす路線。 

 路線名 区 間 

国道１号 市内全線 

国道１号（新湘南バイパス） 市内全線 

国道１３４号 市内全線 

国道４６８号（さがみ縦貫道路） 市内全線 

県道３０号（戸塚茅ヶ崎） 市内全線 

県道４４号（伊勢原藤沢） 寒川町境～県道４５号（丸子中山茅ケ崎）交点 

県道４５号（丸子中山茅ケ崎） 市内全線 

県道４６号（相模原茅ヶ崎） 市内全線 
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県道４７号（藤沢平塚） 市内全線 

第２次路線 第１次路線を補完し、市の緊急輸送対策上、機能の確保が重要となる道路。 

 路線名 区 間 

市道０２０９号線（学園通り） 学園通り全線 

市道０２０６号線（南湖通り） 南湖通り全線 

市道０１１０号線、市道７５６０号線、
市道０１１１号線、市道７２８１号線
（大岡越前通り） 

大岡越前通り全線 

市道０１１０号線、市道０１０８号線 
（赤羽根通り） 

赤羽根通り全線 

市道０１０８号線（小和田通り） 小和田通り全線 

市道６２１４号線 「堤八王子原」交差点～「堤東原」交差点 

３ 緊急輸送道路等の整備 

道路管理者は、災害発生時の緊急輸送道路等の確保に向け、それぞれの計画に基づき道

路の整備を進めるとともに、適正な維持管理に努めます。 

４ 復旧体制の整備 

道路管理者は、道路が被災した場合を想定し、応急復旧のための資機材について事前の

備蓄や整備を行います。また、災害時における建設業者等との協力体制の充実・強化を図

るとともに、道路管理者相互の連携強化に努めます。 

第２ ヘリポートの指定 くらし安心部、神奈川県 

市及び県は、災害時の空路からの物資受入拠点並びに災害医療拠点の運用のため、大型

ヘリコプターの離着陸が可能な次の場所をヘリコプターの臨時離着陸場として指定してい

ます。 

市は、指定された施設が災害時にヘリコプターの離着陸場として使用されることを看板

の設置等により市民等に対して周知します。 

市は、ヘリポートの確保に努めるとともに、指定状況を自衛隊や必要な防災関係機関に

事前に周知します。 
 

市指定臨時ヘリポート 

 名 称 所在地 

茅ヶ崎公園野球場 中海岸３－３－１１ 

芹沢スポーツ広場蹴球兼野球場 芹沢４３０－３ 

県立茅ケ崎里山公園 芹沢１０３０ 

小出暫定スポーツ広場 堤４２７ 

県立茅ケ崎北陵高等学校 下寺尾５１５ 

県立鶴嶺高等学校 円蔵１－１６－１ 

県立茅ケ崎支援学校 西久保２９－１ 

県立湘南汐見台公園 汐見台３－１５ 

モリタ宮田工業株式会社 下町屋１－１－１ 

 柳島スポーツ公園 柳島１３００ 

県指定臨時ヘリポート 

 名 称 所在地 

茅ヶ崎公園野球場 中海岸３－３－１１ 

災害拠点病院のヘリコプター臨時離着陸場 

 名 称 所在地 
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茅ヶ崎市立病院 本村５－１５－１ 

県立鶴嶺高等学校 円蔵１－１６－１ 

第３ 海上輸送体制の整備 くらし安心部、経済部 

市は、災害時の海上輸送に伴う物資受入体制を整えるとともに、「災害相互応援協定に

関する協定」及び「災害時の輸送船舶調達に関する協定」等により、輸送体制の確立に努

めます。   

また、市は、関係機関との連携のもと、発災時の港湾機能の維持・継続のための対策を

検討するとともに、港湾の危険物の除去、応急復旧等に必要な人員、資機材等の確保等必

要な対策に努めます。 

 

 

 

 

 

第４ 緊急通行車両の事前の確認申出 経営総務部、各部 

１ 緊急通行車両 

緊急通行車両は、災害対策基本法第５０条第２項に規定する災害応急対策の実施責任者

又はその委託を受けた者が使用する車両で、次に掲げる業務に必要な車両とします。 

(1) 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示 

(2) 消防、水防その他の応急措置 

(3) 被災者の救難、救助その他の保護 

(4) 災害を受けた児童及び生徒の応急教育 

(5) 施設及び設備の応急復旧 

(6) 廃棄物の処理及び清掃、防疫その他の生活環境の保全及び公衆衛生 

(7) 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持 

(8) 緊急輸送の確保 

(9) 災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置 

２ 緊急通行車両の事前の確認申出手続き 

市は、応急対策活動を迅速に行うため、応急対策活動で使用する市所有の車両や協定締

結先等の車両について、神奈川県警察本部等に事前に確認申出を行い、緊急通行車両確認

証明書の交付を受けておくよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物資受入港 

 名 称 備 考 

茅ヶ崎漁港  

湘南港（江の島） 県指定 
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第１３節 ライフライン等の応急復旧対策 

  

【現状】 

○ライフライン関係機関は、災害時に、市民生活に欠くことのできない水道や電気、ガス、通

信サービス等のライフラインを早期に回復するため、ライフライン関係機関と連携を図り、

施設の安全強化対策とあわせて、災害時の応急復旧体制の整備等の対策を進めています。 

 

【課題】 

○市は、ライフライン関係機関と連絡体制の整備を図る必要があります。 

○大規模災害時には、広範囲にわたって電気、ガス、水道、通信サービス等のライフライン施

設に被害が発生し、復旧に時間を要することが予想されるため、各事業者においては復旧用

資機材の備蓄強化等応急復旧の迅速化に向けた対策を進める必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 情報受伝達体制の整備 くらし安心部 

市は、災害時にライフライン関係機関と有効的な通信手段を確保するため、日頃より、

神奈川県防災行政通信網による通信体制の確立を図るともに、更なる通信体制の整備のた

め、地域防災無線（防災用ＭＣＡ無線）の配備並びに取扱訓練や点検を実施します。 

第２ 上水道施設 県企業庁茅ケ崎水道営業所 

水道営業所は、上水道施設の安全向上のため、主要水道施設の耐震化や、水道管路の耐

震化を進めるとともに、県内水道事業者や近隣都県などとの相互応援協定に基づき、実践

的な対応が可能となるような応援受入れや復旧活動に係る計画を必要に応じて見直します。 

また、復旧用資機材の備蓄を進め、災害時には医療機関や社会福祉施設、避難所など防

災上重要な建築物に配慮し早期に復旧するよう対策を進めます。 

上水道が復旧しても、下水道が復旧していなければ給水を見合わせるといった事態が想

定されるため、上下水道それぞれ応急復旧の考え方や優先復旧管路を事前に共有しておき

ます。 

第３ 下水道施設 下水道河川部 

市は、災害時でも下水道のサービス水準を一定に保ち、可能な限り短時間で業務が再開

できるよう、管路や下水道施設の耐震化や非常電源設備の確保等、様々な事前対策を講じ、

災害時に迅速な応急復旧活動を行えるよう、体制の整備に努めます。 

上水道が復旧しても、下水道が復旧していなければ給水を見合わせるといった事態が想

定されるため、上下水道それぞれの応急復旧の考え方や優先復旧管路を事前に共有してお

きます。 

第４ 電力施設 東京電力パワーグリッド(株)平塚支社 

東京電力パワーグリッド(株)平塚支社は、災害時の電力供給施設の被害を未然に防止し、

被害が発生した場合の各施設の機能を維持するため、電力供給施設の耐震化や、緊急用資

機材の整備に努めます。 

また、災害時の迅速な応急復旧活動を行えるよう、体制の整備に努めます。 

第５ 都市ガス施設 東京ガスネットワーク（株） 

東京ガスネットワーク（株）は、ガス施設の災害及び二次災害の発生を防止し、また発

生した被害を早期に復旧するため、ガス製造・供給設備の耐震性強化を進めるとともに、

施設の機能確保、ガスの遮断装置等の安全装置の設置、非常設備の整備、供給停止地域を

最小限に抑えるための供給エリアのブロック分け等、各種事前対策を講じ、災害時に迅速
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な応急復旧活動を行えるよう、体制の整備に努めます。 

第６ 液化石油ガス（ＬＰガス）施設 (公社)神奈川県ＬＰガス協会湘南支部茅ヶ崎・寒川

部会 

(公社)神奈川県ＬＰガス協会湘南支部茅ヶ崎・寒川部会は、災害時のＬＰガスによる二

次災害を未然に防止し、災害が発生した場合の被害の拡大を防止するため、予防対策を実

施します。 

第７ 通信サービス ＮＴＴ東日本(株)神奈川事業部 

ＮＴＴ東日本(株)神奈川事業部は、災害等が発生又は発生するおそれがある場合におい

て、電気通信設備等の被害を防御し又は被害の拡大を防止するために、平時から応急用資

機材及び災害対策機器の配備、復旧体制の整備に努めます。 

また、災害時における通信量の増加を抑制するため、災害時の不要不急な通信は控える

よう周知に努めます。 

第８ 鉄道施設 東日本旅客鉄道(株)横浜支社 

東日本旅客鉄道(株)横浜支社は、災害時の旅客の安全と円滑な輸送を図るため、施設及

び設備等の耐震化や防災資機材の整備を図り、迅速な応急復旧活動を行えるよう、体制の

整備に努めます。 

第９ 現地作業調整会議 市、防災関係機関、ライフライン事業者 

   市は、防災関係機関及びライフライン事業者等と連携し、災害対策本部の対処方針に基

づくライフライン施設の速やかな応急復旧が図れるよう、現地作業調整会議の開催につい

て周知するなど、体制の整備に努めます。 
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第１４節 燃料対策 

  

【現状】 

○市は、災害時における燃料の調達に関する協定を神奈川県石油商業組合等と締結しています。 

○市は、環境事業センターに設置した自家用給油取扱所に軽油及びガソリンを備蓄するととも

に、軽油を輸送するため、消防本部に燃料補給車を配備しています。 

 

【課題】 

○市は、関係機関との連携のもと燃料の調達に関する協定の実効性を高めるとともに、備蓄燃

料の供給体制の充実を図る必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 燃料の確保及び供給体制の充実 経営総務部、消防本部、施設管理者 

市は、災害時に必要となる燃料について、公共施設や車両、医療機関・福祉施設等防災

上重要となる施設に迅速かつ円滑に供給できるよう、災害協定に基づく調達や燃料補給車

を活用した軽油の補給活動、関係機関への要請など災害が発生した際の調達及び供給体制

を整備します。 

市は、燃料補給車による燃料の補給訓練を行うとともに、燃料の不足に備え、非常電源

や車両等の燃料について、給油時期を早める等、常時一定量の確保に努めます。 
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第１５節 警備・救助対策 

  

【現状】 
○警察は、大地震が発生した場合には警備体制を早期に確立し、県警察の総力を挙げて人命の

安全を第一とする各種の応急対策を迅速・的確に実施し、県民の生命、身体、財産の保護、

混乱の早期収拾を図るなどにより、市民の社会生活の安定に努めます。また、被災地におけ

る治安維持を図るため、警備体制の整備、装備・資機材の充実等の施策を推進し、初動体制

の強化を図っています。 

○警察は、災害発生時における情報収集活動のため、ヘリコプターテレビ撮影装置を導入して

います。 

○海上においては、第三管区海上保安本部が、地震災害が発生した場合における人命の救助・

救急活動、消火活動、排出油等の防除活動、海上交通安全の確保、避難対策、救援物資等の

緊急輸送、治安の維持、船舶等への情報提供、二次災害の防止等を行います。 

○警察、第三管区海上保安本部は、各種防災訓練に積極的に参加し、防災関係機関との連携の

強化に努めています。 

 

【課題】 

○大地震が発生した場合における避難措置、救出救助活動、緊急交通路確保活動等の応急対策

を迅速・的確に実施するためには、情報収集用資機材、救出救助用資機材等をより一層充実

させていく必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

 

第１ 陸上における救助・警備の体制整備 茅ケ崎警察署 

１ 資機材の整備 

   警察は、大規模災害時における迅速・的確な人命救助を実施するため、情報収集用資機

材や救出救助用資機材等必要な装備・資機材の整備を進めるとともに、警備部隊の非常用

食料、飲料水、燃料、電池その他の災害警備用物資の備蓄及び調達体制の整備を図ります。 

２ 応援部隊の受入態勢の確立 

   警察は、他都道府県警察からの警察災害派遣隊の部隊を迅速に受け入れる体制を確立し

ます。 

 

第２ 海上における救助・警備の体制整備 湘南海上保安署 

１ 協力体制の確立 

   第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署）は、関係機関との連携体制

の整備を図り、発災時に防災業務を総合的かつ効果的に推進するため、関係機関の災害対

策本部等に職員を派遣する体制を整備する等の協力体制を確立します。 
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第１６節 広域応援・受援体制の充実強化 

  

【現状】 

○市は、災害時における人的・物的資源を確保するため、県、市町村及び防災関係機関の相互

応援に関する各種協定や企業等との災害協定を締結しています。 

○市は、県及び県内市町村、ひたちなか市、市川市及び富士市の県外の海岸沿いに位置する自

治体、歴史的なつながりのある岡崎市、佐久市及び関ケ原町等、他自治体と災害時における

相互応援協定を締結し、防災に関する情報交換等を定期的に実施しています。 

○市は、自衛隊や警察及びライフライン関係機関と連携し、円滑な応急対策活動の実施を想定

した災害対策本部運営訓練を行っています。 

○国は、全国の地方公共団体の人的資源を活用して被災市区町村を支援するための応援職員の

仕組みとして、応急対策職員派遣制度（災害マネジメント総括支援員等による支援を含む）

を整備しています。 

 

【課題】 

○東日本大震災や熊本地震、能登半島地震において、被災市町村では他自治体からの支援や広

域応援部隊等の受入体制が十分に整備されておらず、多くの混乱が生じました。 

○「広域応援・受援体制の確立」のため、近隣及び県外の市町村との相互応援に関する更なる

協定の拡充と実効性を高めることが必要です。 

○「広域応援・受援体制の確立」のため、応援活動の拠点や宿泊場所となる施設や空間等の整

備・拡充が必要です。 

○「広域応援・受援体制の確立」のため、日頃から通信訓練や合同訓練等を実施し、連携の強

化を図ることで実効性の確保に努める必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 災害時協定の拡充 各部 

１ 市町村との協定の拡充 

市は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公共団体か

らの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実

施できるよう、近隣及び県外の市町村との協定の拡充に努め、その体制整備を図ります。 

２ 企業等との協定の拡充 

市は、活動拠点の確保や物資の供給、応急対策活動への支援といった各種協力を円滑に

受けるため、企業等の特性を生かした協定の拡充を図るとともに、訓練等を通じて、発災

時の連絡先、要請手続き等の確認を行い、実効性を高めます。 

第２ 受援体制の整備 くらし安心部 

市は、大規模災害で被災した場合に、他自治体や広域応援部隊からの人的・物的支援を

円滑に受け入れるため、受援体制の強化に努めます。 

１ 受援体制の整備 

市は、災害の規模や応援ニーズに応じて円滑に他自治体や広域応援部隊等からの応援を

受けることができるよう、応援を要する業務、応援要請の方法・手順、応援職員等の受入

れに係る調整体制、活動拠点、必要な資機材等をまとめるとともに、訓練等でその内容を

検証することで、実効性のある受援体制の整備を進めます。 

２ 防災資機材等の整備 

市は、円滑な応援活動を確保するため、防災資機材等の整備を進めます。 

３ 宿泊施設等の確保 

   市は、他自治体や広域応援部隊等の応援を円滑に受け入れるため、応援職員等が宿泊で

きるホテルや旅館、公共施設等の空きスペース等の宿泊場所の確保を図ります。 
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第３ 応援機関との連携強化 企画政策部、くらし安心部 

１ 防災訓練の実施 

市は、各応援機関と連携して、図上訓練等により各機関との役割分担や災害を想定した

活動調整などを訓練することで、担当業務の習熟を図ります。 

２ 連絡体制の整備 

市は、相互応援を円滑に行うため、平常時から担当窓口や連絡先や連絡方法、応援要請

の手続き方法などを共有することで実効性の確保を図ります。 

第４ 災害時における神奈川県内の市町村の相互応援に関する協定の円滑な実施 企画政

策部、くらし安心部、湘南地域県政総合センター 

県及び県内市町村は、大規模な災害が発生し、被災市町村単独では十分な応急対策や復

旧対策が実施できない場合に、県政総合センター単位の地域ブロック内の市町村間及び地

域ブロック間で相互に連携し、迅速かつ的確な応援ができるよう一層の連携強化を図ると

ともに、訓練等の実施を通じ、体制の検証を行います。 

地域ブロック 構成市町村 

横浜地域 横浜市 

川崎地域 川崎市 

横須賀三浦地域 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町 

県央地域 相模原市、厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川町、清川村 

湘南地域 茅ヶ崎市、平塚市、藤沢市、秦野市、伊勢原市、寒川町、大磯町、二宮町 

県西地域 
小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、
真鶴町、湯河原町 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 応急対策職員派遣制度 経営総務部、企画政策部、くらし安心部 

市は、訓練等を通じて、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受け入れについて、

活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努めます。 
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第１７節 ボランティアの受入体制の充実強化 

  

【現状】 

○阪神・淡路大震災では、多くのボランティアやボランティア団体が活発に活動し、ボランテ

ィア活動の重要性が社会に再認識されました。令和６年能登半島地震では、発災直後から豊

富な支援経験を有するボランティア団体が被災地で様々な支援を実施し、被災地の人々の生

活再建等に貢献してきました。 

○東日本大震災をはじめ、その後の大規模災害時には、全国から被災地支援に駆けつけた多く

のＮＰＯ・ボランティア等の迅速な受入体制や活動環境の整備、被災地の細かなニーズの把

握、ボランティア団体の活動に必要な資機材・活動資金の確保等の課題が明らかになりまし

た。 

○近年の大規模災害時には、災害ボランティアセンターを通じたボランティアのほか、ＮＰＯ

やボランティア団体、これらの団体の活動を支援する団体等の多様な主体による被災者支援

活動が行われています。 

〇国は、被災者援護協力団体制度を創設し、平素から登録団体の情報をデータベースで広く公

開することで、自治体とＮＰＯ・ボランティア団体との連携強化の構築を図っています。 

 

【課題】 

○市は、災害ボランティアセンターの設置・運営を迅速かつ円滑に行えるよう、日頃から市社

会福祉協議会と連携し、ボランティアの受入体制や活動環境を整えることが必要です。 

○ボランティア活動が効果的に行われるためには、活動する各主体が被災者のニーズや支援活

動の全体像を共有し、連携のとれた支援活動を展開するよう努める必要があります。 

○災害ボランティアセンターの設置及び後方支援体制の構築に向けた基盤づくりや、ボランテ

ィアニーズの的確な把握のため、情報収集や発信の仕組みづくりが必要です。 

○ボランティア活動は、性別や年齢、技能・特技、経験の異なるボランティアを、被災地にお

いて、どのように適材適所に配置するかが課題となっています。 

○大規模な災害が発生した場合、避難所等では保健衛生や看護、介護に係る専門職ボランティ

アの力が必要となります。 

〇発災時に被災者援護協力団体の迅速かつ円滑な受け入れを実施することで、避難所生活の向

上及び避難者の生活改善を図る必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ ボランティアの活動環境の整備 福祉部、環境部、監査事務局、市社会福祉協議会 

１ 市及び市社会福祉協議会は、県や防災関係機関の協力のもと、ＮＰＯ・ボランティア等  

との連携を図るとともに、災害中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やこれ

らの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、災害時において

災害ボランティアの活動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備を図ります。その際、 

 ボランティア活動や避難所運営等に関する研修・訓練を実施できるような体制の整備、災

害時におけるボランティアの活動の受入れや調整を行う体制、災害ボランティア活動の拠

点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う

情報共有会議等の整備を推進します。 

２ 市は、社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア等関係機関との間で、被災家屋からの災

害廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築します。また、市は、地域住民や

ＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る周知を進めることで、

防災ボランティア活動の環境整備に努めます。 

第２ ネットワークづくりの推進 福祉部、監査事務局、市社会福祉協議会 

市及び市社会福祉協議会は、平常時から災害ボランティアセンターの設置・運営にかか

る研修や、訓練の実施等を通じて、各種団体等と災害発生時を想定した連携協力体制づく

りに努めます。 



第４章 平常時の対策 

第１７節 ボランティアの受入体制の充実強化 

100 

第３ ボランティアの育成と充実 福祉部、監査事務局、市社会福祉協議会 

市と市社会福祉協議会は、連携して災害ボランティアセンター設置運営訓練やボランテ

ィアコーディネーターの育成を行い、日本赤十字社・県民活動サポートセンターと広域的

なボランティア受入れについて調整を行う等、災害時のボランティア活動が円滑に行える

よう支援します。 

さらに、ボランティアの性別や年齢、技能・特技等に応じ、その能力を発揮し適切に活

動できるよう体制づくりを整備します。 

第４ 市民活動団体との連携 くらし安心部 

市は、市民活動団体の専門性等を活かしたボランティア活動が行えるよう、その受入体

制を整備します。 

第５ 災害時保健福祉専門職ボランティアの確保 福祉部、保健所 

市は、大規模災害に備え、災害対策地区防災拠点等で活動する保健衛生、福祉及び介護

の専門職ボランティアを「災害時保健福祉専門職ボランティア」として事前に登録すると

ともに、災害時に迅速かつ円滑なボランティア活動が実施できるよう研修を行います。 

第６ 被災者援護協力団体との連携 くらし安心部、各部 

 １ 被災者援護協力団体の受け入れに向けた情報収集 

   市は、発災時に被災者が専門性を活かした多様な支援を受けられるようにするため、被

災者援護協力団体として登録されるＮＰＯ・ボランティア団体の情報を活用し、平常時か

ら各団体に関する情報の収集に努めます。 

 

 ２ 被災者援護協力団体の受け入れ体制の整備 

市は、専門性のある支援を迅速に受け入れられるよう、被災者援護協力団体の受け入れ

に必要な拠点の選定やその要請の方法・手順、調整手段等の検討を行います。 
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第１８節 災害廃棄物等の処理対策 

  

【現状】 

○神奈川県による地震被害想定調査報告書では、本市においても最大で２００万トンを超える

災害廃棄物等の発生が想定されます。 

 

【課題】 

○市は、災害廃棄物等の除去及び処理に係る体制を検討し、円滑かつ適正な処理の推進を図る

必要があります。 

○大量の災害廃棄物等の発生に備え、県や防災関係機関との広域処理体制の確立が必要です。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 災害廃棄物等の除去体制の整備 環境部 

市は、県、他市町村、廃棄物関係団体と連携し、災害時の各種応急対策活動を実施する

ため障害となる災害廃棄物等の除去方法等について、相互協力体制の構築を検討します。 

第２ 災害廃棄物等の処理体制の整備 環境部 

市は、被災地域の応急対策や復旧・復興対策を円滑に実施するため、最終処分量の削減

を図り、災害による建物の焼失、倒壊及び解体により発生する廃木材及びコンクリートが

ら等の再利用、適正処理を図る体制を整備します。 

また、他市町村や廃棄物関係団体と調整し、災害廃棄物等の処理に係る相互協力体制の

整備に努めます。 

第３ 災害廃棄物等の処理・処分計画の策定等 環境部 

市は、神奈川県災害廃棄物処理計画（平成２９年３月 神奈川県）を踏まえ、茅ヶ崎市災

害廃棄物処理計画（令和２年３月）に基づき、災害によって生じた災害廃棄物の一時保管

場所となる仮置場の配置や災害廃棄物の処理・処分を定める等、災害時における応急体制

の整備に努めます。 

また、必要に応じて当該計画の見直しを行い、計画の実効性の向上に努めます。 

第４ ごみ及びし尿等の処理対策 環境部 

市は、ごみ処理施設の耐震化、浸水対策及び補修等に必要な資機材の備蓄に努め、収集

車両や機器等を常時整備し、緊急出動できる体制の整備に努めます。 

また、し尿処理施設については寒川町と連携し、各種整備に努めます。 

資源物の分別回収においても、災害時に寒川広域リサイクルセンターへ速やかに搬入で

きるよう、日頃より寒川町と連携し体制を整備します。 

  



第４章 平常時の対策 

第１９節 災害救助法関係 

102 

第１９節 災害救助法関係 

  

【現状】 
〇避難所運営や救援物資の提供などの災害救助は、災害対策基本法に基づき、基本的には市が

主体となって実施します。大規模災害が発生した場合は、県が国の事務委託を受け災害救助

法に基づく救助事務を実施し、市は県の補助機関として、又は県が事務委任をして、市が救

助を実施する体制となります。 

〇県は、災害時に市町村と連携して円滑に災害救助が実施できるよう、平成３０年１１月に、

市町村への事務委任に関する事前の取決めを策定し、県が行う事務、市町村に委任する事務

を明確にしました。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 災害救助の実施体制の確保 

県は、災害救助法の規定に従い、災害救助基金を運用するほか、災害救助の実施体制の

整備に努めます。 

 

第２ 関係機関との連携確保 

県は、市町村への支援を円滑に行うため、物資等の供給や輸送、保管等に関して民間団

体との協定の締結を進めます。 

また、災害救助に係る連絡会議や、国や救助実施市、協定事業者が連携した研究会を通

じて関係機関の連携体制の一層の強化を図ります。 

 

第３ 災害救助の運用体制の充実 
県は、資源配分連絡調整チームの円滑なオペレーションを確保するため、救助実施市や

民間団体と連携した訓練や研修の充実に努めます。 

また、災害救助の事務手続きや、避難所や物資拠点の運営など、災害救助の実務に関す

る研修を実施し、県及び市町村職員の対応力強化を図ります。 

 

第４ 災害救助法の適用基準の把握 

   市は、災害救助法の適用基準のいずれかに該当するか、又は該当する見込みがあるとき

は知事への報告等の対応を実施する必要があるため、職員が、適用基準に関して十分に理

解し、迅速に対応できる体制を整備します。 
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市 

総括・情報班 ○ ○ ○  ○ ○ ○  ○   ○  ○  ○ ○  ○ 

避難所対策班・配備職員 ○ ○   ○ ○ ○  ○ ○  ○     ○   

救援物資対策班 ○ ○  ○     ○   ○  ○   ○   

保健医療対策班 ○ ○  ○    ○    ○     ○   

要配慮者対策班 ○ ○    ○      ○     ○   

衛生・災害廃棄物対策班 ○ ○      ○    ○     ○ ○  

被災者生活再建対策班 ○ ○    ○      ○     ○   

応急復旧対策班 ○ ○          ○     ○ ○  

経営総務部 ○        ○   ○  ○  ○    

企画政策部 ○ ○   ○  ○       ○      

くらし安心部 ○ ○   ○            ○   

市民部        ○            

経済部         ○           

文化スポーツ部      ○   ○           

福祉部      ○              

こども育成部      ○    ○          

環境部        ○          ○  

都市部      ○ ○    ○         

建設部      ○      ○      ○  

下水道河川部     ○    ○    ○     ○  

保健所部    ○  ○  ○        ○    

消防部  ○ ○ ○ ○ ○  ○    ○    ○    

会計部                    

市立病院部    ○                

議会部 ○                   

選挙管理部                    

監査部                 ○   

教育部      ○    ○          

防
災
関
係
機
関
等 

関東農政局         ○           

湘南海上保安署      ○      〇   ○     

京浜河川事務所                ○    

横浜国道事務所            ○    ○    

横浜地方気象台     ○           ○    

自衛隊   ○   ○   ○   ○        

藤沢土木事務所            ○        

湘南地域県政総合センター                ○    

茅ケ崎水道営業所         ○    ○       

茅ケ崎警察署   ○  ○ ○ ○ ○    ○   ○ ○    

消防団   ○  ○ ○              

東日本旅客鉄道(株)       ○      ○       

ＮＴＴ東日本(株)  ○           ○       

東京電力パワーグリッド(株)             ○       

東京ガスネットワーク（株）             ○       

神奈川県トラック協会            ○        

神奈川中央交通(株)       ○             

茅ヶ崎医師会（医療関係団体）    ○                

市社会福祉協議会                 ○   

自主防災組織   ○  ○ ○              
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災害応急対策活動の方針等 

 

第１ 災害応急対策活動の方針 

市及び防災関係機関は、災害に対し迅速かつ効果的に対応し災害による被害の軽減化を

図るため、以下の考えのもと、災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針を定め、

方針に基づき活動します。 

１ 重点対策の明確化 

被災後の限られたリソース（資源）を効果的に活用し、災害応急対策を迅速かつ効果的

に実施するため、とるべき対策の優先順位を踏まえた重点対策の設定とその実施地域、時

期的目標を明確にします。これにあたり、重点対策は時間の経過とともに変化することに

留意し、発災から３日間は人命の救出救助、被害の拡大防止に係る対策を重点対策とする

とともに、災害応急対策の進捗状況に応じて、生活環境の改善や被災者の生活再建支援へ

と重点対策を変更します。 

２ 防災関係機関で連携した災害応急対策の実施 

市及び防災関係機関は、組織の持つ防災力を最大限に発揮するとともに、互いに連携協

力しながら組織的な災害応急対策を実施することで、被害の拡大防止、社会全体の早期復

旧を図ります。 

災害応急対策活動は、災害の規模や対策の進捗状況により変化することから、市及び防

災関係機関は、被害状況、各機関の活動状況、被災者の救援ニーズ、重点的に実施すべき

対策等に関する認識の統一を図りながら、組織的かつ効果的に災害応急対策活動を進めま

す。そのため、防災関係機関は市災害対策本部に対するリエゾン（連絡員）の派遣に努め

ます。 

３ 要配慮者への配慮  

市及び防災関係機関は、各災害応急対策の実施にあたり、災害による影響を受けやすい

高齢者、障がい者等の要配慮者への適切な対応に努めます。 

４ 積極的な情報発信 

社会の混乱を防止し、人心の安定を図るとともに、住民等の適切な判断と行動を促し、

住民等の安全を確保するため、市及び防災関係機関は互いに連携協力しながら、被災状況

や災害応急対策の実施状況等について多様な情報伝達手段を活用し発信します。 

５ 計画的な災害応急対策の実施 

市及び防災関係機関は、被害状況を踏まえ、被害の拡大防止を図るため、緊急的な救援

ニーズに対応しつつ、今後の災害応急対策の必要性も考慮し、計画的に災害応急対策活動

を実施します。 

第２ 主要な災害応急対策の基本的な考え方 

   主要な災害応急対策を実施する上での基本的な考え方は次のとおりです。 

１ 災害対策本部の設置及び運営 

市は、発災後、災害に対し迅速に対応するため、職員の安全の確保に十分に配慮しつつ、

職員の緊急参集、災害情報の収集、関係機関等との連絡体制を確保し、災害対応体制の確

立を図ります。 

２ 災害情報の受伝達 

流言飛語等による社会的混乱を防止し人心の安定を図るとともに、住民等の適切な判断

と行動を助け住民等の安全を確保するため、放送事業者等とも連携しながら、防災行政用

無線等の各種の情報受伝達手段を活用し、発災当初には市域の被災状況などの災害発生情

報及び避難関連情報を、以降には重大なリスク情報のほか、生活関連情報を重点に計画的

に発信します。 

３ 消火・救助・救急 

災害から市民の生命、身体及び財産を保護するため、消防計画に基づき活動体制を確立

し、消防力を総合的に活用し、災害状況に即応した防御活動を展開します。なお、この際、 
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人命の安全確保を最優先とし、防災関係機関と密接な連携のもと活動します。 

消火活動にあたっては、住宅密集地、延焼が拡大するおそれがある区域等を優先した部

隊の運用を図ります。 

救助活動にあたっては、発災７２時間までは人命救助を最優先し、自衛隊、警察、消防、

消防団等で連携し活動します。 

救急活動にあたっては、災害の規模や状況によりトリアージを実施し、緊急度・重症度

の高い傷病者を優先的に処置・搬送します。 

４ 医療救護・保健活動 

負傷者の医療救護ニーズに対応するため、医療機関と連携した医療救護体制を早急に確

立することで、人的被害の拡大を防止します。 

また、被災者の健康悪化を防止するため、避難所支援や在宅要配慮者支援などの保健活

動を重点に対策を推進することで、災害関連死の発生を未然に防止します。 

５ 津波対策 

住民等の円滑な避難や安全の確保を図るため、防災行政用無線等により速やかに津波警

報等を伝達するとともに、津波一時退避場所を開設し、津波による人的被害の軽減を図り

ます。 

６ 避難対策 

災害から住民等を保護するため、避難先を確保し安定した避難所運営を行うことで、被

災者の生活環境の確保を図ります。 

なお、この際、要配慮者の状況に十分配慮しながら、避難所避難者、在宅避難者や車中

泊避難者等の避難所外避難者及び帰宅困難者等の被災者のニーズを踏まえた給食・給水、

救援物資等の確保及び配布等の支援を行います。 

７ 帰宅困難者対策 

市は、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報等により、一斉帰宅の抑制を

図るとともに、帰宅困難者に対し、必要に応じて一時滞在施設の確保等の支援を行います。 

一時滞在施設の確保・運営に当たっては、男女のニーズの違いや要配慮者の多様なニー

ズに配慮するとともに、公共交通機関等必要な情報提供に努めます。 

８ 保健衛生・防疫、遺体の取扱いに関する活動 

生活環境の悪化に伴う健康被害を防ぐため、被災者の健康状態を把握し、被災状況や地

域の衛生状態、災害応急対策の実施状況を踏まえ、保健衛生対策、防疫対策、多数遺体対

策などの衛生関連対策を先行的、かつ計画的に実施することで公衆衛生の確保を図ります。 

９ 飲料水、食料及び生活必需物資等の調達・供給活動 

被災者の生活の維持のため、被災者のニーズに応じて必要な食料、飲料水、毛布の生活

必需品等を調達・確保し、被災者に供給します。 

この際、求められる物資は時間の経過とともに変化することに留意するとともに、夏季

の扇風機等、冬季の暖房器具や燃料等、被災時期に応じたニーズ、要配慮者等への対応や

男女のニーズの違いに配慮します。 

また、在宅避難者等に対しても物資等が提供されるよう努めます。 

１０ 教育・保育対策 

発災時には園児・児童・生徒の保護を最優先に活動し、保護者による引き取りまで安全 

に保護します。 

その後は、避難所となる学校はその役割と調整しつつ、児童生徒等が災害からの心の平

穏や平常時の日常生活を取り戻し安全かつ円滑に学校生活等に戻れるよう、教育等の再開

に向けた準備・調整を進め、教育活動等の早期再開を目指します。 

１１ 危険度判定 

被災建築物の倒壊や被災宅地の崩壊による二次災害を防止し市民の安全の確保を図るた

め、速やかに活動体制を構築し、防災上重要な施設を優先に関係機関と連携しながら建築

物及び宅地の調査を実施します。 

１２ 緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 

緊急通行や緊急輸送、応援部隊の効果的な展開のため、一般車両の交通規制を実施する
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とともに、災害応急対策の優先順位を考慮し、応急復旧のため人員、資機材等を集中的に

投入することで、円滑な災害応急対策の実施に係る通行・輸送ルートの確保を図ります。 

１３ ライフライン等の応急復旧活動 

二次災害を防止し、被災者の日常生活を確保するため、ライフライン事業者は、災害時

における活動体制を確立するとともに、被害状況を踏まえ、道路管理者を含む行政機関等

と連携を図りながら応急対策を実施します。 

なお、ライフライン施設の復旧に当たっては、防災関係機関、医療施設、福祉施設、避

難施設などの施設を優先的に実施します。 

１４ 燃料対策 

災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、燃料の不足が懸念される場合は、国県及

び災害協定先等に要請し燃料供給体制を整えることで、災害応急対策の実施体制を確保し

ます。 

なお、燃料の供給にあたっては、防災関係機関、医療施設、福祉施設、避難施設などの

施設に優先的に供給します。 

１５ 警備・救助対策 

様々な社会的混乱や道路交通の混乱から市民の生命、身体及び財産を保護するとともに、

各種犯罪を未然に防止し、取締り及び交通秩序を維持するため、陸上及び海上における警

備・救助体制を早期に確立し、人命の安全を第一とした迅速かつ的確な災害応急対策を実

施することで、治安の維持を図ります。 

１６ 広域応援・受援活動 

甚大な被害が発生し地域全体の防災力では対応が困難な場合、広域応援部隊や他自治体

等へ応援を要請するとともに、各種応援の受入体制を整えることで、迅速かつ的確な災害

応急対策の実施体制を構築します。 

１７ ボランティア活動 

災害に伴う被災者の様々な支援ニーズに対応するため、災害ボランティアの受入・活動

体制を整えるとともに、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握し、関係団体と情報共

有を図りながら連携のとれた支援活動を展開することにより、市民生活の早期回復を図り

ます。 

１８ 災害廃棄物等の除去及び処理 

住民の健康への配慮や安全の確保、衛生や環境面での安全・安心のため、被害状況や災

害廃棄物の発生状況等を継続的に把握するとともに、仮置場の確保や既存処理施設におけ

る災害廃棄物の受入れ等の廃棄物処理体制、事業者との連携や広域的な処理を含めた関係

機関との連携協力体制を構築し、災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理することにより、

生活環境の悪化防止を図ります。 

１９ 災害救助法関係 

災害による被災者を救助するため、関係機関との連携・協力のもと応急的に必要な支援

等を実施することにより、被災者の保護と社会の秩序の保全を図ります。 

 

第３ 南海トラフ地震臨時情報発表時の対応 

南海トラフ地震について、南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が気象庁より発表され

た場合の防災対応については、「第８節 南海トラフ地震防災対策推進計画 第５節 時

間差発生等における円滑な避難の確保等に関する事項」に定めます。 
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第１節 災害対策本部の設置及び運営 

 

市は、発災後、災害に対し迅速に対応するため、職員の安全の確保に十分に配慮しつつ、職

員の緊急参集、災害情報の収集、関係機関等との連絡体制を確保し、災害対応体制の確立を図

ります。 

第１ 災害対策本部組織 統括調整部各班、くらし安心部 

１ 事前配備体制 

市は、初動体制の充実強化を目的に、本市で震度４を観測したとき、又は相模湾・三浦

半島において津波注意報等が発表されたときは、茅ヶ崎市災害対策本部運営要綱に基づき

事前配備体制として、市内の被害調査及び津波に対する警戒体制をとります。 

２ 災害対策本部 

市長は、大規模な地震や火災、津波等の災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき

は、災害対策基本法第２３条の２第１項に基づき、災害対策本部を設置して事態に対処し

ます。設置した場合、直ちに県及び防災関係機関に通知するとともに、市庁舎入口に災害

対策本部の掲示をします。 

災害対策本部長（以下「本部長」という。）は市長とします。 

(1) 災害対策本部設置基準 

災害対策本部は、災害対策基本法第２３条の２第１項の規定により市長が必要と認め

たときに設置します。設置基準はおおむね次のとおりです。 

ア 本市で震度５弱以上を観測したとき 

イ 相模湾・三浦半島に大津波警報又は津波警報が発表されたとき 

ウ 大規模な地震による広域火災が発生したとき 

エ その他市長が必要と認めたとき 

 

(2) 意思決定の順位 

市長の不在又は連絡が取れない場合の意思決定者の順位は次のとおりとし、意思決定

者と連絡が取れない場合は、直ちに下位の者が意思決定し、体制を整え活動を開始しま

す。 

市長の不在又は連絡の取れない場合の意思決定者（上位不在の場合の順） 

 

 

 

３ 組織 

災害対策本部組織は、茅ヶ崎市災害対策本部条例（昭和３８年条例第１２号）及び茅ヶ

崎市災害対策本部運営要綱に定めるところによりますが、その概要は次のとおりです。 

(1) 本部員会議 

本部員会議は、本部長（市長）、副本部長（副市長、教育長）及び災害対策本部の各部

長によって組織され、主として統括調整部が準備する応急対策に係る実施方針や措置案

について審議、意思決定し、統括調整部及び各部に対して対策の実行や新たな措置案の

検討を指示します。 

(2) 統括調整部の活動 

統括調整部は、くらし安心部防災対策課及び重要な応急対策の主管課職員によって組

織され、災害に係る情報の集約・分析、災害対策本部の活動方針の策定、重要な応急対

策に係る実施計画や対策案の検討・調整を行い、本部長及び本部員会議の意思決定を補

佐するとともに、必要に応じて各部に対し必要な指示を行います。 

(3) 各部の活動 

災害対策本部の各部班は、本部長及び本部員会議が決定した対策実施方針や実施構想

等に基づき必要な応急対策活動を実行します。 

また、必要に応じ統括調整部とともに実施構想を検討するほか、細部の実施計画や実

施要領を検討し、その結果に基づき応急対策活動を実施します。 

市長 主管の副市長 他の副市長 くらし安心部長 教育長 
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４ 配備体制 

(1) 災害対策本部は、防災活動の強力な推進を図るため、状況に応じ、配備の体制を整え

ます。 

(2) 配備体制の一般基準は次のとおりです。 

区分 種別 配備体制 配備時期 

災
害
対
策
本
部
設

置
前 

事前 

配備 

情報の収集及び連絡体制をと

るとともに、応急対策準備に

必要な職員を配備する体制と

する。  

１ 気象警報が発表され、災害の発生す

るおそれが予見されるとき。 

２ 本市で震度４を観測したとき。 

３ 相模湾・三浦半島に津波注意報が発表

されたとき。 

 

４ その他状況により必要があるとき。 

災
害
対
策
本
部
設
置
後 

第１号 

配備 

 局地的な災害に直ちに対処で

きる必要な職員を動員する体制

とする。 

 市内に局地的な災害が発生し、又は発生

するおそれが高いときで、本部長が必要と

認めたとき。 

第２号 

配備 

１ 第１号配備体制を強化する

とともに、拡大しつつある災害

に対処できる体制とする。 

２ 第１号配備体制で班員が一

部動員された班にあっては、班

員の全員を動員する。 

１ 相模湾・三浦半島に津波警報が発表さ

れたとき。 

２ 市内の広域に災害が拡大し、又は大規

模な局地的災害の発生が予見され、本部長

が必要と認めたとき。 

第３号 

配備 

 全職員をもって当たる完全な

体制とし、状況により各班が直ち

に活動できる体制とする。 

１ 本市で震度５弱以上を観測したとき。 

２ 相模湾・三浦半島に大津波警報が発表

されたとき。 

３ 市内の全域に災害が発生したとき。 

 
 
本部長（市長） 
副本部長（副市長、教育長） 
経営総務部長 
企画政策部長 
くらし安心部長 
市民部長 
経済部長 
文化スポーツ部長 
福祉部長 
こども育成部長 
環境部長 
都市部長 
建設部長 
下水道河川部長 
保健所長 
保健所副所長 
消防長 
会計管理者 
副病院長兼事務局長 
議会事務局長 
選挙管理委員会事務局長 
監査事務局長 
教育総務部長 
教育推進部長 
教育指導担当部長 

本部員会議 

 
総括・情報班 
避難所対策班 
救援物資対策班 
保健医療対策班 
要配慮者対策班 
衛生・災害廃棄物対策班 
被災者生活再建対策班 
応急復旧対策班 

 

統括調整部 

 

経営総務部 
企画政策部 
くらし安心部 
市民部 
経済部 
文化スポーツ部 
福祉部 
こども育成部 
環境部 
都市部 
建設部 
下水道河川部 
保健所部 
消防部 
会計部 
市立病院部 
議会部 
選挙管理部 
監査部 
教育部 

各部 
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４ その他状況により本部長が必要と認

めたとき。 

第２ 職員の動員 総括・情報班、経営総務部、企画政策部 

市は、被害状況や応急対策活動の状況をとりまとめ、応急対策活動に従事する職員の動

員を実施します。 

１ 動員の実施 

(1) 動員は、本部長の命により行います。 

(2) 動員区分は各部、各班とします。 

(3) 本部員は、本部員会議に出席し、各部班長は、会議の決定に基づいて連絡調整にあた

ります。 

第３ 職員の参集 経営総務部 

市は、職員参集システムを活用し、災害発生時に速やかに職員の安否確認及び参集の可 

否について把握に努めます。 

１ 勤務時間中の参集 

(1) 職員は、所属長の指示に従い、各々の分担業務に従事します。 

(2) 現場に出向いている職員は、災害鎮静後速やかに帰庁するよう努めます。ただし、災

害の状況により、帰庁自体に危険が生じる可能性がある場合は、所属長又は防災主管課

へ確認しその指示に従います。 

２ 勤務時間外及び休日の参集 

職員は、災害が発生し勤務時間外及び休日に緊急参集する必要が生じた場合、各分担業

務に従事するため次の要領により、速やかに所属勤務場所又はあらかじめ指定された場所

に参集を開始します。 

(1) 安全確保 

自らの安全を確保し、家族等の安否を確認します。災害情報や周囲の状況等を確認し

ます。また、自身の安否や緊急参集の可否について、職員参集システム等を通じ、所属

長に報告します。 

(2) 参集時の服装、携行品 

災害応急対策活動に適した服装とし、貴重品、タオル、着替え、飲料水、食料、懐中

電灯等を携行します。（詳細は職員携行カードを参照） 

(3) 被害状況等の報告 

参集途上において、被害状況の収集に努め、参集後その情報を統括調整部に報告しま

す。 

３ 参集の除外 

次の者は、動員対象から除外します。 

(1) 災害発生時において急病、負傷等で参集が不可能な職員 

(2) その他本部長が認める職員 

４ 参集の報告 

(1) 招集を受けて参集した者は、所属部班長に速やかに、その旨を報告します。 

(2) 病気その他やむを得ない理由により招集に応じられないときは、その旨を所属部班長

に報告します。 

第４ 災害対策地区防災拠点 避難所対策班、配備職員 

市は、大規模地震等広域災害から市民の生命、身体及び財産を保護し、災害時の情報収

集・伝達及び応急対策活動を迅速かつ円滑に実施するため、公立小・中学校を地区防災拠

点と位置づけ、あらかじめ定めた配備職員が従事します。 

１ 設置条件 

(1) 本市で震度５弱以上を観測したとき 

(2) 警戒宣言が発令されたとき 

(3) その他市長が必要と認めるとき 
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２ 設置場所 

公立小・中学校 

３ 配備職員 

地区防災拠点の周辺に居住する職員及び各小・中学校に所属する職員のうち必要最小限

の職員をあらかじめ定め配備します。 

４ 配備職員の業務 

(1) 施設の安全確認（簡易的な応急危険度判定） 

(2) 災害対策本部との連絡調整 

(3) 学校管理者との連絡調整 

(4) 自主防災組織との連絡調整 

(5) 避難所の開設 

(6) 防災用資機材の活用 

(7) 避難者、必要物資等の把握 

(8) 地域の被災状況の把握（情報収集） 

(9) その他避難所運営上必要な業務 

５ 配備職員の参集 

災害発生時、配備職員は、原則として災害対策本部の指示に基づき、あらかじめ定めら

れている地区防災拠点に参集し、避難所の開設業務に従事します。 

勤務時間外等においては、動員の指示を待つことなく、避難所の開設を行うため参集す

ることとしますが、災害の状況により、参集自体に危険が生じる可能性がある場合は、災

害対策本部又は防災主管課へ確認しその指示に従います。 

６ 情報の収集・伝達 

   地域の被害状況、救援ニーズ等の情報を収集・集約し、災害対策本部へ報告します。 

第５ 災害対策本部と各関係機関の連携強化 総括・情報班、議会部 

１ 防災関係機関との連携 

市は、被害状況や応急対策活動の実施状況をとりまとめ、情報を集約、整理又は分析し、

応急復旧に関する優先順位の決定や対処方針の策定を行う等、防災関係機関と情報を共有

し、連携を図ります。 

２ 茅ヶ崎市議会との連携 

市は、茅ヶ崎市議会（以下「市議会」という。）に対し、被害状況や応急対策活動に関す

る状況や対処方針等について定期的に報告し、市議会と情報を共有し、連携を図ります。 

第６ 災害対策本部の廃止 統括調整部、くらし安心部 

本部長は、市域において被害が限定的で応急対策が小規模であると認めたとき又は災害

応急対策がおおむね完了したと認めたときには、災害対策本部を廃止することができるこ

ととします。 

市は、災害対策本部を廃止したときは、県及び防災関係機関に連絡するとともに、報道

機関に発表します。 
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第２節 災害情報の受伝達 

  

流言飛語等による社会的混乱を防止し人心の安定を図るとともに、住民等の適切な判断と行

動を助け住民等の安全を確保するため、放送事業者等とも連携しながら、防災行政用無線等の

各種の情報受伝達手段を活用し、発災当初には市域の被災状況などの災害発生情報及び避難関

連情報を、以降には重大なリスク情報のほか、生活関連情報を重点に計画的に発信します。 

第１ 地震や津波に関する情報等の受伝達 統括調整部各班、くらし安心部 

気象庁及び横浜地方気象台が発表する地震や津波に関する情報は、次のとおりです。 

１ 地震情報の種類と発表基準 

地震情報の種類 発表基準 

震度速報 震度３以上 

震源に関する情報 
震度３以上（大津波警報、津波警報又は津波注意報を発表し

た場合は発表しない） 

震源・震度に関する情報 

以下のいずれかを満たした場合 

・震度３以上 

・大津波警報、津波警報又は津波注意報発表時 

・若干の海面変動が予想される場合 

・緊急地震速報（警報）を発表した場合 

各地の震度に関する情報 震度１以上 

推計震度分布図 震度５弱以上 

遠地地震に関する情報 

国外で発生した地震について以下のいずれかを満たした場合

等 

・マグニチュード７．０以上 

・都市部等、著しい被害が発生する可能性がある地域で規模

の大きな地震を観測した場合 

その他の情報 顕著な地震の震源要素を更新した場合や地震が多発した場合 

 

２ 津波情報の種類と発表内容 

情報の種類 発表内容 

津波到達予想時刻・予想

される津波の高さに関す

る情報 

各津波予報区の津波到達予想時刻や予想される津波の高さを

５段階の数値（メートル単位）又は「巨大」や「高い」とい

う言葉で発表 

各地の満潮時刻・津波到

達予想時刻に関する情報 
主な地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表 

沖合の津波観測に関する

情報 

沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値から推

定される沿岸での津波の到達時刻や高さを津波予報区単位で

発表 

津波に関するその他の情

報 
津波に関するその他必要な事項を発表 

 

３ 地震や津波に関する情報等の受伝達 

市は、防災関係機関から地震や津波に関する情報等を受理し、市民等に伝達することが

必要と認めたときは、災害対策基本法第５６条に基づき、直ちに市民等に伝達するととも

に、必要に応じて避難指示の発令等の措置を行います。 
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気象庁及び横浜地方気象台が発表する地震や津波に関する情報の受伝達系統は次のとおり

です。 

【地震や津波に関する情報等の受伝達系統図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 災害時の広報 総括・情報班、企画政策部、くらし安心部、消防部、防災関係機関 

市及び防災関係機関は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、協力連携し、

市民に対する正確な情報の提供を行うとともに、災害応急対策の実施状況や被災者のニー

ズ等を把握し、積極的な広報に努めます。 

１ 広報内容 

(1) 防災情報 

事実確認ができた段階で、即時性の高い媒体で繰り返し周知を行い、市民の迅速な対

応、行動を促します。 

ア 被害状況とその影響（特に津波情報、火災の発生状況と延焼の可能性、延焼に伴う

影響等） 

イ 避難指示、警戒区域や消防警戒区域の内容 

(2) 安全安心情報 

現場や避難所などの状況を終始確認し、頻繁に情報の更新を行い、最新の情報を発信

します。 

ア 避難所や福祉避難所等の開設情報や混雑状況 

イ 要配慮者関連施設等の安否情報 

ウ 医療救護所の開設場所等の医療情報 

エ 応急給水場所の情報 

オ 応急対策活動に係る情報 

(ｱ) 応急危険度判定や建物被害調査 

(ｲ) ライフラインの復旧 

(ｳ) 応急教育・応急保育等の連絡事項 

   カ 物資等配給情報 

   キ 交通や道路等の情報 

   ク 各種相談窓口や行政手続き等、業務継続関連情報 

   ケ 災害廃棄物の分別･排出方法に関する情報 

２ 広報手段 

災害情報を広く確実に伝達するため、また、停電や機器・システム等に予期せぬトラブ

ル等があることも想定し、共通の情報を可能な限り多様な伝達手段で伝達することとしま

す。 

そのために、防災行政用無線等、情報の受け手側の能動的な操作を伴わず、必要な情報

が自動的に配信されるタイプの伝達手段であるＰＵＳＨ型の伝達手段を活用します。ただ

気

象

庁 

横浜地方気象台 

ＮＨＫ報道局 

在京民放 

神奈川県 

神奈川県警察本部 

ＮＨＫ横浜報道局 

ＲＦラジオ日本 

テレビ神奈川 

茅ケ崎警察署 

市 

市

民

等 

第三管区海上保安本部 

（横須賀海上保安部湘南海上保安署） 

消防庁 
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し、ＰＵＳＨ型の伝達手段のうち、屋外拡声器を用いた防災行政用無線（同報系）での伝

達については、音声による伝達が難しい面もあることから、戸別受信機、防災ラジオ、緊

急速報メール、ちがさきメール配信サービス、ＬＩＮＥ等の屋内で受信可能な手段を組み

合わせて配信します。 

さらに、より多くの受け手に、より詳細に情報を伝達するため、ＰＵＳＨ型に加え、市

ホームページのほか、Ｘ（旧ツイッター）、テレビのデータ放送等、情報の受け手側の能動

的な操作により、必要な情報を取りに行くタイプの伝達手段であるＰＵＬＬ型手段も活用

して情報を伝達します。 

なお、災害対策基本法第５７条に定める通信のため、特別の必要があると認める場合は、

必要に応じて緊急放送に関する協定先等の関係事業者に対し協力を要請します。 

(1) 防災行政用無線、戸別受信機、防災ラジオ、地域情報配信システム、Ｘ（旧ツイッタ

ー）、緊急速報メール、ｔｖｋ（地上デジタル放送によるデータ文字放送）、防災ラジ

オ、災害情報共有システム（Ｌアラート）※、ＬＩＮＥ等の即時性の高い情報発信 

※市町村が避難情報等の緊急情報を登録するとそれが放送事業者、通信事業者等に通知され、

テレビやラジオ、ウェブサイトなどを通じて住民に迅速に伝達されるシステムで、総務省 

が全国普及を進めています。 

(2) ホームページによる情報発信 

(3) 地域への周知を図るための広報車及び消防車両による巡回放送 

(4) 避難所でのチラシ等の配布又は壁新聞等の掲示 

(5) 報道機関への定期的な情報提供 

(6) その他あらゆる情報媒体を利用した広報 

３ 市が行う広報連絡系統図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 被害情報等の収集・報告 総括・情報班 

１ 被害情報等の収集 

(1) 市は、災害発生時、人的被害の状況、建築物の被害状況、道路や橋りょう等の被害状

況、ライフライン被害状況等のあらゆる情報を収集します。 

(2) 市は、災害発生後速やかに公共施設の被害状況並びに利用者の被災状況等について把

握します。 

(3) 市及び防災関係機関は、災害発生直後において、被害の規模を推定するために、市内

の被害状況を収集します。 

(4) 市は、防災関係機関が実施する応急対策活動の状況について、把握するものとし、防

災関係機関はその状況を市へ報告します。 

(5) 市は、必要に応じて無人航空機等による目視、撮影等による情報収集を行うため、協

定締結先事業者に依頼を行います。 

 

２ 被害情報等の報告 

(1) 市内の被害情報等は、総括・情報班が集約し、本部長に報告します。 

インターネットによる配信 

市 

市 

民 

等 

即時性の高い媒体 

地域への周知 

広報車、消防車両による巡回放送 

現場での周知 

チラシ、壁新聞の配布、掲示 

報道機関への情報提供 

メール・ファクシミリによる記者発表、Ｌアラート 

 

ホームページ、携帯サイト 

防災行政用無線、防災ラジオ、戸別受信機、Ｘ（旧ツイッタ

ー）、緊急速報メール、ｔｖｋデータ放送、ＬＩＮＥ 



第５章 災害時の応急対策活動 

                         第２節 災害情報の受伝達 

 

115 

(2) 市は、災害対策基本法第５３条に基づき、把握できた範囲から被害情報を災害情報管

理システムにより県に報告します。 

なお、避難情報を発令した場合は、避難所開設状況等について、災害情報管理システ

ムにより逐次県に報告します。 

(3) 県は、市町村、県の機関、その他の防災関係機関をオンラインネットワークで結ぶ災

害情報管理システムを整備し、災害発生時に、市町村等が把握した被害情報等を、迅速、

正確に収集、整理し、相互に情報共有します。 

ア 県は、災害により被害が発生し、又は被害の発生の可能性があると判断したときは、

市町村等へ情報収集開始の通知をし、災害情報管理システムによる報告を依頼します。 

イ 市は、前号の依頼に基づき、被害、被害復旧、応援要請、応急措置等の情報を収集

し、災害情報管理システムにより報告します。なお、被害情報がない場合は、被害な

しの報告をします。 

ウ 有線及び無線通信等が不通の場合は、湘南地域県政総合センター（湘南現地災害対

策本部）と連携を図り、情報伝達体制の確保に努めます。 

第４ 通信手段の確保 総括・情報班 

災害発生時において、災害情報連絡のための通信手段を確保するため、各種の情報通信

手段の機能確認を行うとともに、障害が発生した場合には、必要な要員を直ちに現場に配

置して速やかな通信の復旧を図ります。 

１ 災害時の通信連絡 

(1) 災害時の通信は、次の手段を活用します。 

ア 加入電話及び庁内電話 

有線電話の使用が可能なときは、災害対策本部の電話番号区分や内線番号を活用し

情報受伝達を行います。 

イ ＭＣＡ無線 

市役所各課や公共施設、学校、医療機関、防災関係機関に設置しており、市役所か

らの一斉放送やグループ間の一斉通信、各ＭＣＡ無線同士の個別通信により情報伝達

を行います。 

ウ 災害時優先電話 

電話が混み合うと、発信規制や接続規制などの通信制限がかかりますが、この制限

を受けずに、発信を行うことができる電話です。なお、着信については制限を受けま

す。 

エ 神奈川県防災行政通信網 

     県、県内他市町村及び県内の防災関係機関等と情報伝達を行うことができます。 

オ 衛星携帯電話 

国内の通信回線が使用できない場合又はふくそうしている場合の緊急連絡手段と

して使用します。 

カ アマチュア無線 

  「アマチュア無線による災害時応援協定」に基づき、災害情報の収集伝達の必要が

ある時は、茅ヶ崎セフティコミュニティアマチュア無線クラブに対して、協力を要請

します。 

キ 伝令の派遣 

いずれの通信手段によっても情報受伝達が困難な場合は、伝令をもって情報受伝達

を行います。 

(2) 加入電話を使用する場合には、回線の状況によりＮＴＴ東日本(株)等が指定した災害

時優先電話を利用します。 

２ 通信施設所有者等の相互協力 

(1) 県防災行政通信網、加入電話等が使用不能となり、県及び防災関係機関との通信が困

難となったときは、総務省・災害時テレコム支援チームの支援に基づき、関東地方非常

通信協議会の構成員の所有する通信施設を利用します。 
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(2) 通信施設の所有者又は管理者は、災害応急対策を円滑・迅速に実施するため、相互の

連携を密にし、被害を受けた通信施設が行う通信業務の代行等の相互協力を行います。 

第５ 防災関係機関の広報 防災関係機関 

防災関係機関は、各々が定めた災害時の広報計画に基づき、市民及び利用者への広報を

実施します。特に必要があるときは、市、県及び報道機関へ広報を要請します。 

第６ ＮＴＴ東日本(株)の措置 ＮＴＴ東日本(株)神奈川事業部 

ＮＴＴ東日本(株)は、災害時における通信ふくそうの緩和及び重要通信の確保を図るた

め、次の措置をとります。 

(1) 通信の疎通が著しく困難な場合、重要通信を確保するため一般加入電話は通信の利用

制限を行います。 

(2) 防災機関等の通信を優先的に確保します。（災害時優先電話） 

(3) 災害により防災機関等の通信設備が被災し、通信が途絶したときは、可能な範囲にお

いて、移動無線車等を使用し通信のそ通を確保します。 

(4) ふくそう対策、安否確認方法として災害用伝言ダイヤル「１７１」や災害用伝言板「ｗ

ｅｂ１７１」等の運用を開始します。 

第７ 災害時コールセンターの設置 くらし安心部 

市は、災害対策本部を設置した場合、原則として災害時コールセンターを開設し、市民

等からの災害等に関する問合せに対応します。 

(1) 設置場所 

    災害時コールセンターの設置場所は、市役所本庁舎４階災害時電話室内とします。 

(2) 役割 

災害時コールセンターは、災害に関する市民等からの問合せに対応するものとします。 
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第３節 消火、救助・救急活動 

 災害から市民の生命、身体及び財産を保護するため、消防計画に基づき活動体制を確立し、

消防力を総合的に活用し、災害状況に即応した防御活動を展開します。なお、この際、人命の

安全確保を最優先とし、防災関係機関と密接な連携のもと活動します。 

消火活動にあたっては、住宅密集地、延焼が拡大するおそれがある区域等を優先した部隊の

運用を図ります。 

救助活動にあたっては、発災７２時間までは人命救助を最優先し、自衛隊、警察、消防、消

防団等で連携し活動します。 

救急活動にあたっては、災害の規模や状況によりトリアージを実施し、緊急度・重症度の高

い傷病者を優先的に処置・搬送します。 

第１ 消防活動 消防部、消防団 

市は、災害発生時には、消防機関の消防力を総合的に活用し、災害状況に即応した防御

活動を展開し、被害を軽減するため、茅ヶ崎市消防計画に基づいた消防活動体制を確立し、

その全機能をあげて、市民の生命、身体及び財産を保護します。 

１ 消防活動の目的 

災害時における消防活動は「人命の安全確保」を目的とし、防災関係機関との密接な連

携を図り、応急対策活動を実施します。 

(1) 消火活動 

市民の安全を守り、延焼拡大防止を最優先に取り組みます。 

ア 火災の発生状況が、火災発生時点における消防力の投入によって鎮圧可能な地域に

ついては、火災の早期鎮圧又は延焼防止にあたります。 

イ 火災が同時に多発した場合、若しくは発生件数が多く、大部分の延焼火災の鎮圧が

不可能と予想される地域については、市民の避難の安全を確保するための活動を行い

ます。 

ウ 高層ビル、大規模工場等の火災は、これらの自衛消防隊との連携により鎮圧を図り

ます。 

(2) 救助活動 

人命救助を最優先とし、救命措置を必要とする重症者を優先します。 

(3) 救急活動 

災害の規模や状況により、トリアージを実施し、緊急度、重症度の高い傷病者を優先

的に処置及び搬送します。 

２ 配備体制 

   災害時の配備体制は、茅ヶ崎市消防計画に基づき実施します。 

(1) 災害時の配備体制 

消防職員は、災害が発生した場合、茅ヶ崎市消防計画に基づく配備体制を整え直ちに活

動を開始します。 

(2) 非常参集 

消防職員、消防団員は茅ヶ崎市消防計画に基づき、直ちに所定の場所に参集します。 

３ 活動体制 

(1) 消防部隊の措置 

ア 出動体制の確立 

消防部は、災害の区分により、車両、資機材を点検し、出動に備えます。 

イ 消防部隊の編成等 

消防部は、消防隊、救急隊、救助隊等の編成を順次行います。 

ウ 通信連絡体制の確立 

消防隊、救急隊、救助隊等は、指令情報課の指示により通信設備の機能試験を行い、

通信連絡体制の確立にあたります。 
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(2) 消防団の措置 

ア 指揮、連絡体制の確立 

消防団の指揮、連絡体制を確立するため、消防団長は、消防対策本部員として、消

防対策本部に参集します。 

イ 被害軽減措置 

消防団は、地震、火災、救助事故等の災害を覚知したときは、消防活動を行うとと

もに、出火防止の広報等を徹底するほか、必要に応じ自主防災組織、付近住民と協力

して、初期消火の徹底、人的、物的被害の軽減に努めます。 

４ 情報の収集 

情報収集は、有線電話の途絶、無線施設の障害、無線統制等により極度に制限されるこ

とが想定されるため、防災関係機関と密接な連携を保つとともに、あらゆる情報媒体を活

用して火災及びその他の災害に関し的確な情報収集に努めます。 

第２ 各主体における役割 総括・情報班、消防部、消防団、自衛隊、自主防災組織 

１ 市 

(1) 市は、事前に定めた災害時の消防計画等に基づき消火活動を優先して実施します。消

防部隊の投入にあたっては、住宅密集地、延焼が拡大するおそれがある区域等を優先し、

最も効果的な運用を図ります。 

(2) 市は、被害状況を把握しながら被害の拡大防止を主眼に、自主防災組織及び医療関係

団体と連携して救助・救急活動を行います。 

(3) 市は、災害発生時に傷病者の緊急度や重症度に応じた適切な処置や搬送を行うため、

傷病者の治療優先順位を決定します。 

(4) 市は、消防相互応援協定等に基づき、他市町長に、消防活動の応援要請をするととも

に、必要に応じ県災害対策本部に応援要請を行います。さらに、応援部隊の配置を迅速

かつ円滑に実施し、被害の軽減に努めます。 

(5) 市は、自衛隊や緊急消防援助隊、その他応援機関と連携した消防活動を実施します。 

２ 消防団 

消防団は、地域防災の中核として、自主防災組織と連携し、発災直後の初期消火や被災

者の救出・救護を行うとともに、常備消防に協力し、各種消防活動を行います。 

３ 市民・自主防災組織 

(1) 市民は、まず自身及び家族の身を守ることに最大限努め、かつ出火防止に努めます。 

(2) 市民及び自主防災組織は、発災時の初期段階で消火活動を行い、救助・救急活動を行

うとともに、消防活動を実施する各機関に協力します。 

４ 企業等の自衛消防隊 

企業等の自衛消防隊は、発災時の初期消火活動として企業等内での消防活動を行うとと

もに、可能な限り消防活動を実施する各機関及び自主防災組織に協力し、地域との連携を

図ります。 

第３ 消防警戒区域の設定 総括・情報班、消防部、消防団 

市は、延焼火災等の大規模火災が発生した時には、市民の生命及び身体の安全確保に努

めるため、必要に応じ消防警戒区域の設定等の措置を講じます。 

第４ 要救助者の捜索 消防部、消防団、茅ケ崎警察署、自衛隊 

市は、要救助者の捜索に関しては、自衛隊、警察及び防災関係機関の協力のもと、救出

区域の分担や情報の共有化を図り、効果的な活動を行います。また、市は要救助者の迅速

な把握のため、安否不明者についても、関係機関の協力を得て、積極的に情報収集を行い

ます。なお、要救助者の捜索において、遺体を発見したときには遺体収容施設へ搬送し、

検死・調査等のため警察に引き渡します。 
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第５ 惨事ストレス対策 消防部、消防団、自衛隊 

消防活動を実施する各機関は、職員等の惨事ストレス対策の実施に努めます。 

また、市は必要に応じて、県を通じて消防庁等に精神科医等の専門家の派遣を要請する

ものとします。 
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第４節 医療救護・保健活動 

 

負傷者の医療救護ニーズに対応するため、医療機関と連携した医療救護体制を早急に確立す

ることで、人的被害の拡大を防止します。 

また、被災者の健康悪化を防止するため、避難所支援や在宅要配慮者支援などの保健活動を

重点に対策を推進することで、災害関連死の発生を未然に防止します。 

第１ 市立病院の活動 市立病院部 

市立病院は、災害拠点病院として、災害時における地域医療の中核的役割を果たし、県

保健医療福祉調整本部や医療機関、医療救護所と連携し、的確な医療救護活動を実施しま

す。 

１ 医療救護活動 

  (1) 市立病院は、発災後直ちに院内状況等を調査しＥＭＩＳへ入力します。 

なお、被災が甚だしく医療機関としての活動が不可能な場合は、県保健医療福祉調整

本部、茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議及び同一ブロック（湘南東部二次保健医療圏）

内の他の災害拠点病院等に速やかにその旨を報告します。 

(2) 市立病院は、備蓄医薬品、医療資機材等を活用し、都道府県医療救護班と連携し、地

域における医療救護活動に努めます。 

(3) 市立病院は、市内の医療機関と連携し、地域における医療救護活動に努めます。 

(4) 市立病院は、県保健医療福祉調整本部と連携し、被災地内での医療救護活動を実施す

るほか、ＤＭＡＴの派遣受援体制の整備や、重傷病者の広域医療搬送等の広域的な連携

による柔軟な医療救護活動を実施します。 

２ ライフライン機能の応急      

市は、市立病院の水道施設が被災した場合、優先的な給水活動を行います。 

また、電力等その他ライフライン機能における復旧について、優先的な復旧措置を講じ

ます。 

第２ 災害協力病院の活動 災害協力病院 

災害協力病院は、災害拠点病院における対応に準じ、災害拠点病院のバックアップ体制

に参加し、傷病者等を受け入れるとともに医療救護活動に協力します。 

災害協力病院の管理者は、発災後直ちに院内状況等を調査し、その結果についてＥＭＩ

Ｓへ入力します。被災が甚だしく医療機関としての活動が不可能な場合は、県保健医療福

祉調整本部、茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議及び二次保健医療圏内の災害拠点病院等

に速やかにその旨を報告します。 

第３ 茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議の活動 保健所部 

災害対策本部が設置された場合、市は、被災状況を勘案し、地域における医療救護活動

に必要な情報共有及び調整を行うため、必要に応じて茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議

を開催します。 

茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議の主な役割は次のとおりです。 

(1) 市町の区域にある医療機関等の被災状況及び診療状況並びに市町の区域にある避難所、

救護所、医療救護施設等における医療ニーズの情報収集、整理に関すること 

(2) 県保健医療福祉調整本部に対し、必要となる保健医療活動チームのうち都道府県医療

救護班、ＪＭＡＴ（Japan Medical Association Team：日本医師会災害医療チーム）、日

本赤十字社救護班、ＪＤＡＴ（Japan Dental Alliance Team：日本災害歯科支援チーム）

及び薬剤師チーム等（以下、「都道府県医療救護班等」という。）の派遣、医薬品の確保、

血液製剤の供給等に関する要請を行うこと 

(3) 保健医療活動チームの受入れ・派遣調整（配置する医療救護施設等の基本的な優先順

位等）、傷病者の搬送調整等に関すること 

(4) その他医療救護活動に関すること 
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第４ 医療救護活動 救援物資対策班、保健医療対策班、保健所部、医療関係団体、医療機

関、薬品会社、消防部 

市は、災害時における被災者の医療及び助産に必要な救護の確保を図るため、次の体制

により、医療救護活動を実施します。 

１ 医療救護活動体制 

災害状況に応じて、医療救護所の開設場所の選定や、医療関係団体への要員の派遣要請

を実施します。 

また、市内の医療機関の被災状況、診療状況を把握し、被災者や医療機関、医療救護所

に情報提供するとともに、医療機関や医療救護所の医療救護活動を支援します。 

なお、市のみでは医療救護活動の実施が困難であると茅ヶ崎市・寒川町 災害医療対策

会議が判断したときは、県保健医療福祉調整本部に対し、都道府県医療救護班等の派遣要

請を行います。 

市は、大規模災害が発生した場合、必要に応じて医療救護班を編成し、医療救護所へ派

遣します。 

 
 

【医療救護体制】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 医療救護活動の方針 

(1) 発災直後の応急医療 

市は、医療関係団体の協力のもと対処します。 

(2) 応急医療後の対処 

市は、医療機関の稼働状況や避難所における医療救護ニーズの状況に応じて、応急医

療の規模の縮小又は中止を判断します。なお、地域や医療救護所の状況等に応じ、医療

救護活動を徐々に保健活動へシフトし、被災者の健康管理や内科的・精神的フォローを

中心に活動を継続します。 

３ 医療救護所の開設 

市は、医療救護所の開設を決定したときは、速やかに医療救護所を開設し、傷病者の受

入れを行います。 

４ 医療救護所における活動 

(1) 医療救護所における活動 

市は、医療関係団体、ボランティア等と連携し、医療救護所において、医療関係団体

や広域応援部隊等の協力のもとでトリアージを実施し、中等症群以上の傷病者を後方医

療機関へ搬送する手配を行うほか、軽症群の傷病者への処置を行います。 
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(2) 医療関係団体の活動 

医療関係団体は、市から協力要請を受け、その必要を認めたときは、保健所部に要員

を派遣し、医療救護活動を実施します。 

(3) 業務内容 

ア トリアージによる治療優先順位の決定 

イ 傷病者に対する応急処置 

ウ 後方医療機関への搬送の要否及び搬送順位の決定 

エ 助産の支援（助産施設の確保、調整） 

オ 医師による死亡の確認 

カ 避難所等における保健活動への協力 

５ 医薬品等の確保 

使用する医薬品等は、市が備蓄する医薬品等及び協定を締結している薬品会社から調達

するもののほか、医療関係団体が持参したものとします。ただし、医薬品等に不足が生じ

るときは、県に応援を要請します。 

(1) 医薬品等の搬送 

市は、救護所等で必要となる医薬品の搬送を行います。 
 

【医薬品等の確保の基本的な流れ】 

 

出典 神奈川県災害時保健医療救護計画（令和７年３月） 

 

(2) 血液の確保 

医療機関から要請があった場合、市は、茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議を通じて、

県保健医療福祉調整本部に血液製剤の確保を要請します。 
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【血液製剤等の確保の基本的な流れ】 

 

出典 神奈川県災害時保健医療救護計画（令和７年３月） 

 

６ 後方医療機関等への搬送及び収容対応 

市は、医療救護を受けた者又は助産が必要な者のうち、後方医療機関等に収容する必要

がある者を搬送する手配をします。 

(1) 重傷病者の搬送 

ア 搬送の方法 

重傷病者の後方医療機関等への搬送は、原則として消防部が行います。ただし、消

防部の搬送が困難なときは、保健所部がその対策を講じます。 

イ 消防部による救助・救急 

消防部は、大規模災害等により多数の傷病者が発生したときは、救助・救急業務を

効果的に実施します。 

(2) 妊産婦等の搬送 

市は、助産への対応要請があった場合は、妊産婦や新生児の状況に応じて、茅ヶ崎市・

寒川町災害医療対策会議を通じて、市内の受入れ可能な助産施設や中核病院である市立

病院、基幹病院である東海大学医学部附属病院に搬送する手配をします。 

７ 難病患者等対策 

市は、在宅人工呼吸器使用患者等の難病患者及び小児慢性特定疾病児童に関して、対応

可能な医療機関及び患者情報の把握に努め、必要な支援に努めます。 

８ 人工透析患者対策 

県は、災害時透析患者支援マニュアルに沿って、市に対し透析施設の被害状況等の情報

提供を行うなど、人工透析患者への支援を行います。また、速やかに透析可能な後方医療

施設への搬送調整を行います。 
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【災害時における透析患者への情報伝達の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 神奈川県災害時透析患者支援マニュアル（令和元年６月改定版） 

第５ ＤＭＡＴとの連携 消防部、保健所部、市立病院部 

市長は、災害発生により多数の負傷者が発生し、現場での医療救護活動や市立病院への

支援が必要と判断したときは、速やかに「茅ヶ崎市ＤＭＡＴ派遣要請マニュアル」に従い、

県知事に対してＤＭＡＴの派遣を要請し、その活動の支援並びに連携した活動を行います。 

なお、ＤＭＡＴの派遣要請は原則として文書で行うものとされていますが、緊急を要す

る場合は電話等で要請し、事後速やかに所定の手続きを行います。 

また、必要と認められるときは、消防部より派遣要請を行うこともできます。 

１ ＤＭＡＴの活動 

   消防部及び市立病院は、ＤＭＡＴと連携し、被災地内において救護活動を実施します。 

(1) ＤＭＡＴ調整本部等での指揮、調整、支援（本部活動） 

(2) 災害現場でのトリアージ、緊急治療等（現場活動） 

(3) 被災地内での患者搬送及び搬送中の診療等（域内搬送） 

(4) 被災地内の災害拠点病院（市立病院）でのトリアージ、診療等（病院支援） 

(5) 被災地内での対応が困難な重症患者の被災地外への搬送のためのトリアージ及び搬送

中の診療等並びに広域搬送拠点臨時医療施設（Staging Care Unit,ＳＣＵ）における活

動（広域医療搬送） 

２ ＤＭＡＴ調整本部 

ＤＭＡＴ調整本部は、大規模災害発生直後から急性期までの間、県保健医療福祉調整本

部長の指揮下で、県内で活動する全てのＤＭＡＴ等を統括します。 

３ ＤＭＡＴ活動拠点本部 

(1) ＤＭＡＴ調整本部は、必要に応じて、災害拠点病院等から適当な場所を選定し、必要

に応じて複数箇所、ＤＭＡＴ活動拠点本部を設置します。 

(2) ＤＭＡＴ活動拠点本部は、必要に応じて、ＤＭＡＴが活動する病院にＤＭＡＴ病院支

援指揮所を、ＤＭＡＴが活動する災害現場等にＤＭＡＴ現場活動指揮所をそれぞれ設置
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します。 

(3) ＤＭＡＴ病院支援指揮所及びＤＭＡＴ現場活動指揮所は、ＤＭＡＴ活動拠点本部の指

揮の下、当該ＤＭＡＴ活動拠点本部の業務の一部を行います。 

４ 神奈川ＤＭＡＴ－Ｌ 

災害発生直後の急性期に活動を開始できる機動性を持つ、専門的な研修・訓練を受けた

災害派遣医療チームです。なお、活動の対象は神奈川県内に限ります。 

   主な活動は次のとおりです。 

(1) ＤＭＡＴ調整本部等での指揮、調整、支援（本部活動） 

(2) 災害現場でのトリアージ、緊急治療等（現場活動） 

(3) 被災地内での患者搬送及び搬送中の診療等（域内搬送） 

(4) 被災地内の災害拠点病院でのトリアージ、診療等（病院支援） 

(5) 被災地内での対応が困難な重症患者の被災地外への搬送のためのトリアージ及び搬送

中の診療等 

第６ ＤＰＡＴとの連携 保健所部 

県は、被災市町村等からの要請や統括ＤＰＡＴ（ＤＰＡＴ調整本部の本部長）の判断に

より、かながわＤＰＡＴ（災害発生時に、精神科医療及び精神保健活動の支援を行う、災

害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ：Disaster Psychiatric Assistance Team））を派遣す

るとともに、必要に応じて関係機関等に協力を要請します。 

１ ＤＰＡＴの活動 

(1) 災害によって障害された既存の精神医療システムの補完 

(2) 避難所、在宅の避難者に対する精神医療の提供 

(3) 災害のストレスによって新たに生じた精神的問題を抱える市民の対応 

(4) 支援者（地域の医療従事者、救急隊員、行政職、保健職等）への支援 

(5) 市民に対する普及啓発 

(6) 地域の精神科医療及び関係機関との情報共有及び連携 

２ ＤＰＡＴ調整本部 

ＤＰＡＴ調整本部は、大規模災害発生直後から慢性期までの間、県保健医療福祉調整本

部長の指揮下で、神奈川県内で活動する全てのＤＰＡＴ等を統括します。 

３ ＤＰＡＴ活動拠点本部 

   ＤＰＡＴ調整本部は、必要に応じてＤＰＡＴ活動拠点本部を設置します。 

第７ ＤＨＥＡＴの活動 保健所部 

災害発生時に、被災地域の保健医療行政の指揮調整機能を後方支援する、災害時健康危

機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ：Disaster Health Emergency Assistance Team） 

１ ＤＨＥＡＴの活動 

(1) 県保健医療福祉調整本部における指揮調整機能の後方支援 

(2) 保健所の指揮調整機能の後方支援 

第８ ＤＩＣＴとの連携 保健所部 

   市は、避難所等における衛生環境を維持するため、必要に応じて、避難施設等における

感染制御活動を支援する、災害時感染制御支援チーム（ＤＩＣＴ：Disaster Infection 

Control Team）の派遣を迅速に要請します。 

第９ 災害支援ナースの活動 保健所部 

   災害支援ナースは、急性期から亜急性期の看護ニーズが高まる期間において、被災住民

の健康維持・確保に必要な看護を提供するとともに、現地看護職員等への支援活動を行い

ます。 

 １ 災害支援ナースの活動 

  (1) 災害支援看護業務 

     ア 被災地の医療機関等に派遣されて実施する看護業務 
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   イ 救護所での診療及び避難所での巡回診療 

   ウ 避難所の環境整備及び公衆衛生 

   エ 被災者の心のケア 

第１０ 保健師による災害時の活動 保健所部 

１ 医療救護活動 

   災害発生直後における応急医療を、医療関係団体等と連携し実施します。 

(1) 医療救護活動 

ア 医師が実施するトリアージの補助 

イ 医師の指示に基づいた傷病者への応急救護 

ウ 医療救護所内の環境整備と連絡調整 

２ 保健活動 

被災者の健康管理や精神的フォローを中心とした活動を実施します。 

   また、要配慮者に対しては、対象者の状況に応じ、十分配慮した活動を実施します。 

(1) 避難所支援活動 

ア 避難者の健康相談及び健康管理 

イ 避難者の処遇調整（福祉避難所等） 

ウ 避難所での医療活動についての現場調整 

エ 避難所の衛生状態の確認及び環境整備 

オ 公衆衛生についての普及・啓発（食中毒、感染症等） 

カ 運動不足や閉じこもりを防ぐための集団健康教育 

(2) 在宅支援活動 

ア 訪問による健康相談及び健康管理 

イ 在宅者への医療活動の現場調整 

ウ 在宅生活の衛生状態の確認及び環境調整 

エ 公衆衛生についての普及・啓発（食中毒、感染症等） 

オ 運動不足や閉じこもりを防ぐための健康教育 

(3) 支援者支援活動 

ア 被災者を支援する住民等の健康相談・助言及び健康管理 

イ 避難所管理責任者に対する支援者健康管理についての情報提供 

(4) 職員支援活動 

被災者支援などの応急対策活動に従事する職員、救助活動に従事する消防職員に対す

る健康相談体制を構築し、心的外傷後ストレス症候群（ＰＴＳＤ）発症の未然防止を図

ります。 
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第５節 津波対策 

  

住民等の円滑な避難や安全の確保を図るため、防災行政用無線等により速やかに津波警報等

を伝達するとともに、津波一時退避場所を開設し、津波による人的被害の軽減を図ります。 

第１ 津波注意報等の種類 くらし安心部、消防部、横浜地方気象台 

気象庁は、津波の可能性を迅速に判定し、必要に応じて予報区ごとに津波注意報等を発

表します。（本市に影響のある予報区は、「相模湾・三浦半島」です。） 

津波注意報等の種類、解説及び津波の高さは次のとおりです。 

種類 発表基準 

発表される津波の高さ 

想定被害ととるべき行動 数値での発表 
（津波の高さ予想の区分） 

定性的
表現 

大津波警報 
予想される津波の高さ

が高いところで３ｍを

超える場合 

１０ｍ超 
(10m＜予想高さ) 

巨大 

沿岸部や川沿いにいる人は、

ただちに高台や避難ビルな

ど安全な場所へ避難。 

１０ｍ 
(5m＜予想高さ≦10m) 

５ｍ 
(3m＜予想高さ≦5m) 

津波警報 
予想される津波の高さ

が高いところで１ｍを

超え、３ｍ以下の場合 

３ｍ 
(1m＜予想高さ≦3m) 

高い 

沿岸部や川沿いにいる人は 

、ただちに高台や避難ビルな

ど安全場場所へ避難。 

津波注意報 

予想される津波の高さ

が高いところで０．２

ｍ以上、１ｍ以下の場

合であって、津波によ

る災害のおそれがある

場合 

１ｍ 
(0.2m≦予想高さ≦1m) 

(標記し

ない) 

海の中にいる人はただちに

海から上がって、海岸から離

れる。 

※「津波の高さ」とは津波によって潮位が高くなった時点におけるその潮位とその時点に津

波がなかったとした場合の潮位との差であり、津波によって潮位が上昇した高さをいいま

す。 

１ 気象庁から発表される津波に関する情報 

(1) 各津波予報区の津波到達予想時刻や予想される津波の高さ 

(2) 主な地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻 

(3) 実際に津波を観測した場合のその時刻や津波の高さ 

第２ 津波情報の伝達 総括・情報班、企画政策部、くらし安心部、消防部、消防団、横浜

地方気象台 

１ 津波情報の受伝達 

市は、あらゆる手段の活用を図り、市民が迅速かつ安全に避難できるよう、津波注意報

等で発表される津波高に応じた発令対象区域を予め検討し、津波注意報等を伝達します。 

 避難情報等の発令 対   応 

大津波警報 

津波警報 

○全国瞬時警報システムによる広報 

○避難行動要支援者等、特に避難に時

間を要する者への避難の呼びかけ 

○避難指示の発令 

○避難誘導 

○避難所の開設 

○津波一時退避場所への避難 

○水防活動職員等の安全確保 

○海面監視 

○関係機関等との連絡調整 

津波注意報 ○注意喚起 

○市民等への情報伝達 

○海面監視 

○関係機関等との連絡調整 
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【防災行政用無線】（全国瞬時警報システムによる運用） 

予報の種類 サイレン吹鳴方法 放 送 内 容 

大津波警報 

（東日本大

震災クラス） 

（特別警報） 

 
３秒 

 

２秒休止 

大津波警報。大津波警報。東日本大震災クラスの津

波が来ます。ただちに高台に避難してください。（３

回繰り返し） 

こちらは防災ちがさきです。 

大津波警報 

（特別警報） 

３秒 

 

２秒休止 

大津波警報が発表されました。海岸付近の方は高台

に避難してください。（３回繰り返し） 

こちらは防災ちがさきです。 

津波警報 

５秒 

 

    ６秒休止 

津波警報が発表されました。海岸付近の方は高台に

避難してください。（３回繰り返し） 

こちらは防災ちがさきです。 

(1) 情報収集 

市は、気象庁が「相模湾・三浦半島」に津波警報又は大津波警報を発表した場合、防

災行政通信網を通じて県より津波情報等を受理するとともに、災害情報管理システムに

より被害の早期把握と情報の共有を図ります。 

(2) 広報活動 

市は、津波警報・大津波警報が発表された場合は、防災行政用無線等を通じて、気象

業務法に従ったサイレンにより、直ちに市民に伝達します。 

また、津波の規模を踏まえ、避難対象地域の市民に対して迅速な避難を呼びかけるた

めに、直ちに避難指示を発令します。 

さらに、広報車、消防車両やＳＮＳ・ホームページ、地域情報配信システム等あらゆ

る手段を用いて広報活動を行います。 

(3) 津波フラッグ等の活用 

市及び県は、津波注意報等の発表に伴い民間の団体と連携し、沿岸住民や海浜利用者

に対し、津波からの避難を促すため、津波フラッグ等、視覚に訴える情報伝達方法も活

用し、多様な手段で避難を呼びかけます。 

(4) 県及び隣接市町への連絡 

市は、津波のための避難指示を発令した場合、速やかに県にその旨を報告するととも

に、隣接市町へ連絡するものとします。 

(5) 津波警報・大津波警報の継続情報の提供 

市は、津波警報・大津波警報が長時間にわたり継続して発表されているときは、継続

してその情報の提供に努めるとともに、その時点で知り得ている、津波の規模と避難対

象地域等を集約し、情報提供を実施します。 

２ 海面監視 

市は、本市で震度４以上の地震を観測した場合又は「相模湾・三浦半島」に津波注意報

等が発表された場合には防災行政用無線による広報及び海面監視を実施します。 

海面監視においては、津波監視カメラによる海岸映像の確認、津波高所見張り場所から

の監視及び巡回監視等としますが、津波の到達時間を考慮して、監視職員の安全確保を第

一に実施します。 

また、市は、監視により異常を認めた場合、又は危険が生じるおそれがある場合は、速

やかに沿岸住民や海浜利用者等に対し、津波に関する情報を伝達し、必要に応じ避難指示

を発令します。 

なお、避難指示の発令を判断する場合において、必要に応じて関係機関に助言を求めま

す。 

第３ 津波避難対策 総括・情報班、避難所対策班、企画政策部、くらし安心部 

津波避難対象地域の指定や津波一時退避場所の指定、津波避難路の指定その他の避難対

策に関する事項については、茅ヶ崎市津波避難計画に定めます。 
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１ 避難行動 

   津波発生時の避難行動は、大津波警報、津波警報、津波注意報の各種情報を一刻も早く

捉え、避難対象地域の区域外へ避難することを基本としますが、避難対象地域の区域外へ

の避難が困難な場合は、避難対象地域内の津波避難ビル・津波避難地に避難することも含

まれます。 

 ２ 避難情報等の発令 

   避難情報等の発令は、本章第２節「第１ 地震や津波に関する情報等の受伝達」により

行います。 

 ３ 津波一時退避場所等への避難 

   指定緊急避難場所（津波）及び市と津波一時退避場所に係る協定を締結しているマンシ

ョン・企業等は、「相模湾・三浦半島」への津波警報・大津波警報の発表とともに避難者の

受入れを行い、市はその状況を把握し、津波に関する情報を適時防災行政用無線等により

周知します。 

第４ 応急対策活動の実施 下水道河川部、消防部、茅ケ崎警察署、自主防災組織、消防団 

市は、予想される津波到達時間を考慮しつつ、可能な限り樋門及び樋管等の閉鎖を行い

ます。 

また、避難行動要支援者の避難支援、避難誘導、避難所での受入れ等の応急対策活動を

自主防災組織等の協力により実施します。 

この場合、応急対策活動に従事する者が安全に避難できる時間を考慮します。 

第５ 津波対策における留意事項 くらし安心部、消防部、消防団 

津波は、発生地点から当該沿岸までの距離に応じて、遠方で発生する「遠地津波」と近

傍で発生する「近地津波」に分類して考えられます。 

火山噴火による遠地津波などで正確な到達時刻や高さを予測することが困難な場合や、

近地津波で安全な場所への避難に時間がかかる場合などでは、水防活動などに従事する職

員の避難行動が困難になる状況も想定されることから、市は、これら職員の安全確保を第

一に考え、避難誘導や水防活動においては従事職員が安全、かつ、確実に避難できるよう

十分な避難時間を確保することとします。 

第６ 津波警報・大津波警報の解除 総括・情報班、避難所対策班、企画政策部 

市は、警報の解除に伴い、津波一時退避場所を閉鎖するものとし、その旨を防災行政用

無線等により市民へ周知します。 

津波一時退避場所から自宅又は避難所へ移動する際には、周辺の安全を確認し、余震等

に十分に注意するものとし、市は、避難に際し混乱を来さぬよう、防災行政用無線の活用、

避難誘導員の配置等、可能な限り安全な措置を講じます。 

また、地区防災拠点においては、周辺の被災状況の把握に努め、避難者の受入れ、必要

物資の提供等を行い、適時、災害対策本部へ避難所及び周辺の状況を報告します。  



第５章 災害時の応急対策活動 

第６節 避難対策 
 

130 

第６節 避難対策 

  

災害から住民等を保護するため、避難先を確保し安定した避難所運営を行うことで、被災者

の生活環境の確保を図ります。 

なお、この際、要配慮者の状況に十分配慮しながら、避難所避難者や避難所外避難者、帰宅

困難者等の被災者のニーズを踏まえた給食・給水、救援物資等の確保及び配布等の支援を行い

ます。 

第１ 避難対策 総括・情報班、避難所対策班、茅ケ崎警察署、湘南海上保安署、自衛隊 

１ 避難情報 

避難指示は、防災関係機関の協力を得て市が実施します。 

(1) 避難指示 

市は、災害が発生し、又は発生するおそれがあり、そのために人命の保護その他災害

の防止等を図るため特に必要があると認めるときは、危険地域住民に対し、次に掲げる

者が避難実施のための必要な指示を行います。 

(2) 避難指示の実施責任者 

実施者 区分 災害の種類、内容 根拠 

市町村長 指示 災害全般 災害対策基本法 

第６０条第１項 

警察官※ 指示 災害全般 

市町村長が指示することができないと認め

るとき又は市町村長から要求があったとき。 

災害対策基本法 

第６１条第１項 

 

海上保安官 指示 同上 災害対策基本法 

第６１条第１項 

自衛官 指示 災害全般 

災害派遣を命じられた部隊の自衛官は、災害

の状況により特に急を要する場合で、警察官

がその場にいない場合に限り、避難の指示を

行うことができます。 

自衛隊法第９４条 

第１項 

※警察官は、警察官職務執行法第４条第１項の規定により、指示のほか、状況に応じて、 

必要な警告を発する等の避難等の措置をとることができます。 

※市長以外の者が、避難指示等を行った場合には、直ちにその旨を市長に通知することと

します。 

２ 避難情報等の伝達 

(1) 避難指示等の伝達 

避難指示等の伝達は、本章第２節「第２ 災害時の広報」により行いますが、その周

知には、自主防災組織と協力し実施します。 

(2) 避難指示等の内容 

市長は、避難指示を実施する際、原則として次の内容を明示して行います。 

   ア 避難を要する理由 

イ 避難指示対象地域 

ウ 避難先 

エ 避難に関する注意事項 

(3) 県知事等への報告 

市長は、避難指示を行ったときは、災害対策基本法第６０条第４項に基づき、速やか

に県知事に報告するとともに、茅ケ崎警察署等防災関係機関に対し、その旨を連絡しま

す。 

(4) 避難指示の解除 

市長は、避難の必要がなくなったときは、災害対策基本法第６０条第５項に基づき、

直ちにその旨を多様な伝達手段を用いて住民に周知するとともに、県知事等に報告しま
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す。 

３ 警戒区域の設定 

(1) 警戒区域 

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身体に

対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、市は、災害対策基本法第６

３条第１項に基づき、警戒区域を設定し、応急対策活動に従事する者以外に対して、当

該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命じること

ができます。 

(2) 警戒区域の設定権者 

設定権者 災害の種類 内容（要件） 根拠 

市町村長 災害全般 災害が発生し、又は災害が発生しようとしてい

る場合で、人の生命又は身体に対する危険を防

止するために特に必要があると認めるとき。 

災害対策基本法 

第６３条第１項 

警察官※ 

又は海上保

安官 

災害全般 上記の場合において、市町村長若しくはその委

託を受けた市町村の職員が現場にいないとき、

又はこれらの者から要求があったとき。 

災害対策基本法 

第６３条第２項 

※警察官は消防法第２８条第２項、第３６条第７項、水防法第２１条第２項の規定によっても、

第一次的な設定権者が現場にいないか、又は要求があったときは、警戒区域を設定できます

が、災害対策基本法第６３条に基づく警戒区域が住民の保護を目的とするのに対し、消防法、

水防法による警戒区域の設定は、現場における消防又は水防活動を保護するために、消防又

は水防関係者以外の者を現場に近づけないことを目的としています。 

また、災害対策基本法第６３条に基づく警戒区域の設定は「必要があると認めるとき」で

すが、消防法、水防法による警戒区域の設定は「火災現場において」、又は「水防上緊急の

必要がある場所において」となっています。 

第２ 避難誘導 総括・情報班、避難所対策班、消防部、消防団、茅ケ崎警察署、施設管理者 

市は、延焼火災の拡大等の危険が切迫したときは、消防、警察、自主防災組織及び関係

機関等の協力を得て、住民が迅速かつ安全に避難できるよう、組織的な避難誘導に努めま

す。 

１ 市は、延焼火災等により避難指示を発令したときは、防災関係機関等の協力を得て、広

域避難場所等に誘導します。 

２ 誘導にあたっては、安全な経路を検討し、危険箇所の表示等を行い、状況により誘導員

の配置等、事故防止に努めます。 

３ 要配慮者に対する避難誘導は、地域住民及び自主防災組織等の協力を得て、広域避難場

所等へ迅速かつ安全に誘導します。 

４ 学校、病院、工場、福祉施設等の管理者は、避難計画に基づき、児童、生徒、入院患者、

従業員、施設利用者等を迅速かつ安全に誘導します。 

第３ 避難所の開設・運営 総括・情報班、避難所対策班、福祉部、保健所部、教育部、配

備職員、自主防災組織 

市は、災害発生時には、施設の安全性を確認の上、公立小・中学校を避難所として開設

し、避難者の居住地に関わらず適切に被災者の受入れを行います。避難所においては、避

難生活に必要な食料・救援物資等の配布並びに災害情報等の提供を行いますが、災害の状

況によっては公的支援が迅速に行き届かないことも想定されます。そのため、避難者自身

が７日分以上の飲料水、食料及び生活必需物資等を持参することが望まれます。 

１ 避難所の開設 

(1) 避難所 

ア 指定一般避難所は公立小・中学校３２校とし、災害の状況、規模等に応じて開設

します。 

イ 公立小・中学校のみで避難者の収容が困難なときは、二次避難所等を開設します。 

(ｱ) 避難所として受入れが可能な公共施設 
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(ｲ) 県立高等学校 

(ｳ) 協定を締結している私立学校 

(ｴ) 協定を締結している企業等 

(ｵ) 指定福祉避難所 

(ｶ) 協定を締結している社会福祉施設及び特別支援学校 

(2) 避難所収容対象者 

ア 住家が被害を受け、居住の場所を失った者 

イ 住家が被害を受けるおそれのある者 

ウ その他住家での生活が困難な者 

(3) 避難所の開設 

避難所の開設は、自主防災組織、配備職員、学校職員等が協力して行い、避難者の受

入れにおいては、避難者名簿を作成します。 

また、配備職員は、避難所の開設について災害対策本部へ報告します。 

ア 施設の被害状況 

イ 自主防災組織、配備職員及び学校職員等の参集状況 

ウ その他避難所の開設に関する状況 

(4) 県への報告 

    市は、避難所を開設した場合、関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、避難

所の開設状況等を適切に県に報告し、県は、その情報を国に共有するよう努めるものと

します。 

２ 避難所の運営 

(1) 避難所運営委員会 

避難所においては、その運営を円滑に行うための避難所運営委員会を立ち上げます。

なお、避難所運営委員会の立ち上げに際しては、地域全体で避難者を支えることができ

るよう、避難生活支援に関する知見やノウハウを有する防災リーダーなどの地域の人材

に対して協力を求めつつ、自主防災組織や避難者を中心に構成し、配備職員や学校職員

等はその運営を補佐します。 

避難所運営委員会は、避難所及び避難所内における混乱の防止、秩序保持、避難者の

収容及び救援対策が安全かつ適切に行われるよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※この組織表は、体制の例を示すもので、避難所の状況や地域の特性、又は時期的状

況の中で必要な班のみで構成することや新たな班を設置することもあります。 

(2) 避難所の開設状況等に係る報告内容 

配備職員は、避難所の開設状況等に係る次の事項を、電話又は無線等を使用して災害

対策本部に報告します。 

副委員長 

副委員長 

委

員

長 

班長 

班長 

班長 

班長 

班長 

班長 

班長 

班長 

総務班 

物資分配班 

要配慮者支援班 

給食給水班 

救護班 

名簿総括班 

環境衛生班 

情報広報班 

【避難所運営委員会組織体制例】 
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    ア 避難所名及び発信職員氏名 

    イ 開設日時 

    ウ 収容人員及び世帯数 

    エ 必要物資等 

    オ 負傷者、傷病者、避難行動要支援者等の情報 

    カ 周辺の被災状況 

    キ その他避難所の開設等に必要な情報 

(3) 避難所の状況報告 

配備職員は自身が知り得る状況や、避難者や自主防災組織等から得た被災状況を端的

にとりまとめ、早期対応が必要な重要情報については、逐次災害対策本部へ報告し、そ

れ以外の情報については、定時報告を行います。 

    ア 定時報告 

      配備職員は、定期的に避難所の状況を災害対策本部へ報告します。 

(ｱ) 避難者数及び混雑状況 

(ｲ) 避難行動要支援者数及び避難所での対応可否状況 

(ｳ) 最優先必要物資等の状況 

(ｴ) 収容可能場所と避難者見積等の状況 

(ｵ) 避難所の対応状況 

(ｶ) 在宅避難者や車中泊避難者等の避難所外避難者の状況 

   イ 臨時報告 

     配備職員は、必要に応じ災害対策本部に臨時報告を行います。 

(ｱ) 避難所施設に被害が生じた場合 

(ｲ) 避難所運営に困難が生じた場合 

(ｳ) 周辺状況等により避難所に被害が発生するおそれがある場合 

(ｴ) その他定時報告以外の緊急を要する報告 

(4) 給食・救援物資等の受入れ、配布 

避難所において、避難所運営委員会は、自主防災組織等と連携し、受入方針、供給方

針を定め、必要に応じ、飲料水、食料及び生活必需物資等を受入れ、避難者や避難所外

避難者等に配布します。 

(5) 避難所における情報提供・安否確認 

避難所においては、災害対策本部から知り得た市域の被災状況や他の避難所の状況、

周辺の被災状況やライフラインの復旧情報等の被災情報を提供し、被災した家族や離れ

ばなれになった家族の安否を確認するための情報提供を実施します。 

(6) 避難所における衛生措置 

避難所における衛生措置は、集団生活を送る上で重要な課題となります。 

仮設トイレの設置場所やその処理方法、ごみ集積場所の整備等の衛生管理、避難者の

栄養指導や感染症予防等の健康管理等が必要です。 

避難者の生活環境に注意を払い、避難所生活を良好なものとするよう、避難所運営委

員会を中心にその対応を定めます。 

(7) 感染症患者等への対応 

インフルエンザ等の感染症が、避難所全体に拡大することを防止するため、感染症患

者等の専用スペースを確保します。 

市は、感染症の発生、拡大がみられる場合は、医療関係者の助言に基づき感染症対策

として必要な措置を講じます。 

(8) 避難所におけるペット対応 

市は、ペットの放浪・逸走、動物由来感染症の防止、被災者の心のケア、動物愛護の

観点からペットの同行避難を推進します。ペットの世話やペットフードの確保、飼養場

所の管理等、同行避難されたペットの飼養管理は飼い主が行うことを原則とし、市は、

獣医師会及び動物愛護推進員等と連携し、避難所での飼養に必要な支援を行うほか、避

難所等におけるペットの受入状況を含む避難状況等の把握に努めます。 



第５章 災害時の応急対策活動 

第６節 避難対策 
 

134 

避難所運営委員会は、動物に対するアレルギーや衛生面の問題等を踏まえ、できる限

りペットと避難者の「住み分け」を行うこととし、ペットと人との動線を分離すること

で接点をできる限り最小限とするとともに、避難所の近隣住民の生活環境にも配慮しペ

ットの飼養場所を確保します。 

（ペットの飼養場所の確保方法の例） 

○倉庫の利用  ○遊具を利用した係留  ○テントやプレハブの設置  

○ブルーシートを張ったサッカーゴールの利用  ○屋根や壁のある渡り廊下 

３ 避難所運営に対する災害対策本部の措置 

市は、災害対策本部の統括調整部に避難所対策班を設置し、災害状況に応じた避難所対 

策を講じます。 

(1) 避難所の状況把握 

市は、避難所の開設状況や避難者数、最優先必要物資数等の積極的な状況把握に努め、

必要な措置を講じます。 

(2) 周辺の状況把握 

市は、配備職員からの状況報告を基に、避難所周辺の被災状況や、在宅避難者や車中

泊避難者等の避難所外避難者を把握します。 

(3) 大規模な延焼火災が発生した場合等の措置 

避難所周辺で大規模な延焼火災が発生した場合等、避難所に滞在し続けることにより

身に危険がおよぶことが想定される場合は、避難所を閉鎖し他の避難所又は広域避難場

所等へ避難者の移動を行う必要があります。 

市は、正確な情報分析を行い、必要に応じて避難所からの移動措置を講じます。 

ア 事前情報の提供 

市は、避難所周辺で延焼火災が発生した場合等は、その状況分析に努め、避難所へ

情報提供を行うとともに、移動の可能性について説明します。 

イ 避難所の移動措置の検討 

市は、新たな避難先を検証するとともに、安全な避難を確保できる道路の選定等を

行います。 

ウ 避難所の移動・閉鎖  

配備職員は、自主防災組織や避難者等の協力により誘導員を配置し、避難所の移動

を行います。 

また、避難所を移動し閉鎖する場合には、その情報を張り出すとともに、自主防災

組織と連携し、周辺への情報提供に努めます。 

市は、延焼火災の状況や避難所の閉鎖について、防災行政用無線等により市民に対

し、必要情報の提供を実施します。 

(4) 避難所の閉鎖・統合 

災害の状況が明らかになる時期（おおむね３日以内）、ライフライン復旧時期、応急

仮設住宅整備時期等の段階において、市は、各避難所の避難状況等を考慮し、避難所運

営委員会との協議を行った上で、避難所の閉鎖・統合を決定します。決定にあたっては、

県へ相談を行うものとします。 

なお、統合の際には、普通教室に避難する避難者の体育館への移動など、学校の教育

再開に配慮します。 

また、発災後一定時間を経過しても住民の避難がない場合、災害状況を踏まえ、地区

防災拠点の情報受伝達拠点としての役割も考慮して、避難所の閉鎖について総合的に判

断、決定します。 

(5) その他避難所の運営に関する措置 

市は、避難所の応急対策に関する事項及び当面の対策等について措置案を検討します。 

４ 学校教育の再開に向けた避難所運営 

学校は、児童、生徒が教育を受ける場であるとともに、被災した子どもたちの安心感の

回復やこころのケアの支援等を行う場でもあります。 

よって、市は、避難所として学校施設を使用する場合、学校教育の早期再開を視野に入
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れた避難スペースの提供を行い、避難所との共存を含めた措置を講じます。 

大規模災害等により多数の避難者を受け入れるため、多くの教室等を避難スペースとし

て使用する場合においても、段階を踏んで１日でも早く学校教育を再開できるよう、避難

所生活を送る避難者の相互理解のもと、避難所運営委員会を中心に学校教育の早期再開に

向けた避難所運営を実施します。 

第４ 指定避難所以外の公共施設の措置 避難所対策班、施設管理者 

避難所（公立小・中学校）以外の公共施設（青少年会館・図書館等）では、施設や来館

者等の安全確保、負傷者への適切な処置、安全な場所又は避難所への誘導を行います。   

また、災害対策本部の指示に基づき、市内の被害情報や警報等の情報の伝達及び避難所

の案内（開設場所、経路等）を行うとともに、施設及び施設周辺の被害状況をとりまとめ、

災害対策本部へ報告します。 

なお、災害等の状況により、一時的な避難の受入れを図る時は、近隣の避難所と連携し、

地域や施設の特性に応じた避難対策を講じる等、必要な措置を行います。 

第５ 他市町村への避難 総括・情報班 

市長は、市域で発生した災害から住民の生命若しくは身体を保護し、又は住居の場所を

確保することが困難な場合において、住民を県内他市町村へ一時的に滞在させる必要があ

ると認めるときは、災害対策基本法第８６条の８第１項に基づき、当該住民の受入れにつ

いて他市町村の市町村長に協議します。 

市長は、他市町村への一時的な避難について協議しようとするときは、災害対策基本法

第８６条の８第２項に基づき、その旨を県知事に報告します。ただし、事前の報告が困難

な場合は、協議開始の後、遅滞なく、報告することとします。 

第６ 要配慮者及び避難行動要支援者支援対策 避難所対策班、要配慮者対策班、文化スポ

ーツ部、福祉部、こども育成部、保健所部、消防部、茅ケ崎警察署 

災害時における要配慮者及び避難行動要支援者支援対策については、自治会、自主防災

組織、民生委員児童委員と連携して実施します。 

また、市は、災害対策本部の統括調整部に要配慮者対策班を設置し、災害状況に応じた

要配慮者及び避難行動要支援者支援対策を講じます。 

１ 要配慮者及び避難行動要支援者への対応 

(1) 避難支援等関係者は、避難行動要支援者の安否確認を行い、避難所への移動等の必要

な支援を行います。その際、市は、災害対策基本法第４９条の１１及び第４９条の１５

に基づき、災害から避難行動要支援者の生命又は身体を保護するために特に必要がある

ときは、その同意の有無に関わらず、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関

係者に避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の情報を提供します。 

 なお、市は、避難支援等関係者の安全確保及び提供情報の漏えい防止のため、避難支

援等関係者に対して次の事項を求めます。 

ア 災害の状況や地域の実情に応じ、身の安全を確保した可能な範囲での避難支援 

イ 必要以上の情報の複製の禁止、適正な保管、使用後の返却等の情報の適正な管理 

ウ 受領した情報の避難支援等以外の目的での使用の禁止 

 (2) 市は、要配慮者に対し防災情報及び安全安心情報を確実に伝達するため、防災行政用

無線、地域情報配信システム、Ｘ（旧ツイッター）、ちがさきメール配信サービス、緊急

速報メール、ｔｖｋデータ文字放送（地上デジタル放送によるデータ放送）、ＬＩＮＥ、

ホームページ、防災ラジオ、広報紙等の多様な媒体をとおして提供するとともに、拡声

器や拡大コピー、ファクシミリ等要配慮者に配慮した手段を活用します。 

２ 避難所における要配慮者に対する支援 

(1) 市は、避難所運営委員会を中心に要配慮者に対する支援措置を講じます。 

また、必要に応じて、専門ボランティアや災害ボランティア等を派遣します。 

(2) 市は、避難所内の一般避難スペースでの生活が困難な障がい者や高齢者等については、

心身の状態や災害関連死のリスク等を踏まえ、指定福祉避難所や福祉避難所に係る協定
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を締結している特別養護老人ホーム等の社会福祉施設に施設の被災状況や収容可能人数

を確認の上、障がい者や高齢者等の受入れを依頼します。 

また、福祉避難所が収容能力を超えた場合、又は対応が困難な要配慮者については、

県に対し、必要な措置を要請します。 

 (3) 市は、災害発生時に、要配慮者の福祉ニーズに的確に対応し、避難生活中における災

害時要配慮者の生活機能の低下の防止や安定的な日常生活への移行等の必要な支援を行

うことができるよう、適宜、県に対してＤＷＡＴ（Disaster Welfare Assistance Team：

災害派遣福祉チーム）の派遣を要請するなどの措置を実施します。なお、ＤＷＡＴの主

な活動については次のとおりです。 

  ア 要配慮者のスクリーニング及び福祉避難所等への誘導 

イ 要配慮者の心身の状態の把握や日常生活上の支援 

ウ 一般避難所等内の環境整備 

エ 神奈川ＤＷＡＴ本部等との連絡調整 

３ 在宅の障がい者や高齢者等に対する支援 

(1) 市は、自治会、自主防災組織、民生委員児童委員、地域支援者と連携し、各種の福祉

相談に応じ情報提供を行います。 

(2) 市は、被災した要配慮者の在宅生活を支援するため、民間の介護サービス事業所と連

携し、福祉サービスを遅滞なく再開するよう働きかけます。 

(3) 市は、在宅福祉サービスの実施が困難な場合には、県に対し、必要な措置を要請しま

す。 

(4) 市は、在宅の要配慮者に対する救援物資の配布については、自治会、自主防災組織、

民生委員児童委員、地域支援者の協力により実施します。 

４ 妊産婦及び乳幼児への配慮 

市は、避難生活を送る妊産婦に対し、安心した避難生活を送れるよう、授乳室の確保や

乳幼児が安心して生活できる空間の確保を行うとともに、保健師による健康相談の実施等、

妊産婦や乳幼児の健康に配慮した対応を実施します。 

５ 外国人への配慮 

市は、避難生活を送る外国人に対し、多言語表示シート等を活用した避難所運営を実施

し、外国人に対する情報提供に努めるとともに、必要に応じ通訳ボランティアの協力を得

る等、外国人へ配慮した対応を実施します。 

第７ 男女共同参画の視点に配慮した生活環境の確保 避難所対策班、配備職員 

避難所運営委員会においては、委員に女性を配置するよう心がけ、「男女共同参画の視点

からの防災・復興の取組指針」（平成２５年６月、内閣府男女共同参画局）や「男女共同参

画の視点からの防災・復興ガイドライン」（令和２年５月、内閣府男女共同参画局）を踏ま

え、男女のニーズの違い等、男女共同参画の視点に配慮し、避難所における生活環境が常

に良好なものとなるよう避難所を運営します。 

避難所における女性の生活環境を良好に保つための具体的な取組例については次のとお

りです。 

  取組事例 

○運営上の工夫（男女両方の運営組織への参画、委員は女性に配慮し女性の意見を代

弁する等による女性の意見の避難所運営への反映、性別や年齢等による役割の固定

化の防止、多様な主体の意見を踏まえたルールづくり、男女両方の相談員の配置。） 

○救援物資の工夫（女性用の物資のニーズの把握、女性による配布） 

○トイレの確保・設置場所の工夫（男女別の設置、ユニバーサルデザイン（男女共用）

のトイレの設置、女性トイレの多めの設置、場所や経路の防犯上の安全性） 

○プライバシーの確保（間仕切りの設置、男女別や一人用の更衣室の設置、洗濯物の

干し場所の確保、避難者の個人情報管理の徹底） 

○妊産婦・母子・乳幼児への配慮（授乳・休息スペースの確保、衛生的な環境の確保、

保健指導、緊急時の対応） 
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○防犯対策（トイレ・更衣室等への照明の設置、就寝場所や女性専用スペースのパト

ロールの実施） 

第８ 在宅避難者や車中泊避難者等の避難所外避難者への対応 避難所対策班、保健所部 

１ 在宅避難者や車中泊避難者等の避難所外避難者の把握・支援 

市は、自治会や自主防災組織等の協力を得て、在宅避難者や車中泊避難者等の避難所外

避難者の避難場所、人数、支援の要否やその内容等の把握に努めるとともに、飲料水、食

料及び生活必需物資等の配布並びに情報等の提供が行えるよう、必要な支援を実施します。 

２ 健康対策 

避難所外避難者は、自動車やテント等での寝泊まりによって長時間同じ姿勢をとること

が多く、また、トイレ事情の悪さから水分摂取を控える避難者が多いことも影響して、エ

コノミー症候群を引き起こしやすくなります。 

市は、保健師等による巡回指導により、適度な水分摂取やこまめなマッサージ等、その

予防方法を避難者に呼びかけます。 

３ 市外避難者への対応 

市は、支援内容等を周知するため、市外避難者に対し、避難先及び安否について市に連

絡するよう、ホームページや報道機関等を通じて呼びかけます。 

また、地域住民や自主防災組織の協力を得て市外避難者に関する情報を収集し、市外避

難者の把握を行います。 

第９ 応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理 被災者生活再建対策班、福祉部、都市部、

建設部 

市及び県は、災害により住居を失った被災者に対する応急仮設住宅の建設及び被害を受

けた住宅の応急修理を実施します。 

また、市は、災害対策本部の統括調整部に被災者生活再建対策班を設置し、被災者生活

再建対策を講じます。 

１ 実施機関 

(1) 災害救助法が適用された場合 

同法に基づき県が行います。ただし、被害の程度等により県から委任された事務につ

いては、市が行います。 

(2) 災害救助法が適用されない場合 

同法が適用されない場合は、被災者に対する仮設住宅等の建設及び住宅の応急修理は、

市が実施します。 

また、市のみで処理不可能な場合は、近隣の市町村及び県、国、その他の機関の応援

を求めて実施します。 

２ 応急仮設住宅必要戸数の把握 

(1) 被害状況の調査 

市は、全壊、全焼、流失等の被災建築物数及び避難者数を調査し、県へ報告します。 

(2) 公営住宅等の活用 

市及び県は、応急仮設住宅として利用可能な民間賃貸住宅等や公営住宅の空き戸数を

調査します。 

(3) 応急仮設住宅建設地の確保 

市は、あらかじめ定めた応急仮設住宅建設候補地の被災状況を調査するとともに、そ

の利用状況を確認します。 

また、市は、候補地の被災状況等を勘案し、建設が困難な場合等においては、新たな

建設地を確保します。 

３ 応急仮設住宅の提供 

県は、災害救助法が適用され、応急仮設住宅を供給する必要があるときは、市と密接な

連携を取り、同法及び関係団体との協定に基づき実施します。 

４ 応急仮設住宅への入居者募集及び運営管理 
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市及び県は、応急仮設住宅への入居者募集を行います。その際、建設型応急住宅につい

ては、避難行動要支援者優先の観点から、入居者の優先順位を設定して選考します。 

また、運営管理にあたっては、応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤独死や引き

こもり等を防止するためのこころのケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努

めるとともに、男女共同参画等の視点に配慮し、女性や子ども、若者等の多様な生活者の

意見を反映できるよう配慮します。 

５ 公営住宅への一時入居 

市、県及び県住宅供給公社等は、被災者の一時入居のため、それぞれ管理する公営住宅

等の空き家住宅を積極的に活用します。 

６ 民間賃貸住宅等の活用 

市及び県は、民間賃貸住宅、企業住宅、保養所等民間所有施設において、避難者の一時

入居のため、その所有者に建物の提供について協力を要請します。 

７ 住宅の応急修理 

市は、県と密接な連携を取り、自らの資力では住宅の応急修理ができない者に対し、居

室、炊事場、トイレ等の日常生活に必要欠くことのできない部分について、修理を行いま

す。 
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第７節 帰宅困難者対策 

  

市は、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報等により、一斉帰宅の抑制を図る

とともに、帰宅困難者に対し、必要に応じて一時滞在施設の確保等の支援を行います。 

一時滞在施設の確保・運営に当たっては、男女のニーズの違いや要配慮者の多様なニーズに

配慮するとともに、公共交通機関等必要な情報提供に努めます。 

第１ 帰宅困難者の発生の抑制 総括・情報班、施設管理者、企画政策部 

１ 基本原則の周知 

市は、「むやみに移動を開始しない」という一斉帰宅抑制の基本原則を学校や企業等に

呼びかけるとともに、報道機関等の協力を得て、周知します。 

２ 帰宅困難者への必要な情報の提供 

市及び防災関係機関は、帰宅困難者に冷静な行動をとってもらうため、必要な情報提供

等に努めます。 

３ 生徒、学生及び従業員等の一時収容 

高等学校、大学、専門学校及び企業等は、災害発生時に交通機関の停止により帰宅が困

難な生徒、学生及び従業員等を、施設等に一定期間収容するほか、訪問者・利用者に対し

ても同様の対応を行うよう努めます。 

第２ 帰宅困難者への支援 避難所対策班、茅ケ崎警察署、東日本旅客鉄道(株)横浜支社 
１ 一時滞在施設・避難場所の提供 

市は、災害発生により帰宅の手段を失い、駅周辺、市街地、観光施設等に滞留している 

帰宅困難者に対し、一時滞在施設（駅周辺公共施設等）及び避難所を提供します。 

２ 避難誘導及び治安維持等 

(1) 市は、周辺の土地に不案内な観光客等に的確な行動を促すため、十分な情報提供を行

います。 

(2) 駅構内の滞留旅客については、東日本旅客鉄道(株)横浜支社が警察と連携し避難誘導

を行います。 

(3) 市は、駅構外の帰宅困難者の避難誘導について、防災関係機関や企業等と連携して行

います。  

(4) 警察は治安を維持し、市等と連携し、道路交通の安全確保に努めます。 

３ 帰宅困難者の把握 

市は、一時滞在施設及び避難所に避難した帰宅困難者数の把握に努め、警察、東日本旅

客鉄道(株)横浜支社と十分連携を図ります。 

４ 一時滞在施設における措置 

一時滞在施設は、市と連携し、帰宅困難者に対し、次の措置をとります。 

(1) 市への報告（施設の開設、収容者数、必要支援物資数、対応状況等） 

(2) 支援物資等の配布 

(3) 交通機関の運行状況の把握及び周知 

(4) 周辺道路等の被害状況の周知 

(5) 代替交通機関等の情報 

(6) 女性専用スペース等の確保 

(7) その他必要な措置 

５ 一時滞在施設に対する市の措置 

市は、一時滞在施設に対し、次の措置をとります。 

(1) 一時滞在施設への各種情報提供 

(2) 必要支援物資の提供 

(3) 受入れ困難な者に対する避難所等の後方支援での受入れ 

(4) その他必要な措置 
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第３ 保護者が帰宅困難となった場合の園児、児童、生徒の保護 避難所対策班、施設管理

者 

保育園、幼稚園、学校等は、保護者が帰宅困難となり、園児、児童、生徒を引き取るこ

とが困難な場合においては、原則として保護者への引き渡しを行うまでの間、園児、児童、

生徒の保護に努めるとともに、必要に応じ、近隣の避難所と連携を図ります。 

第４ 県への報告 総括・情報班、避難所対策班 

市は、帰宅困難者の避難状況について、災害情報管理システムにより県へ報告するとと

もに、必要に応じて、協力を要請します。 

第５ 帰宅困難者の搬送 避難所対策班、都市部、東日本旅客鉄道(株)横浜支社、神奈川中

央交通(株) 

市は、徒歩帰宅可能な帰宅困難者等に対しては、原則として安全に帰宅できる場合は徒

歩帰宅を促しますが、長距離の徒歩帰宅が困難な避難行動要支援者や遠方からの観光客等

に対しては、発災後の混乱が落ち着いた後に、神奈川中央交通(株)や東日本旅客鉄道(株)

横浜支社と協力・連携し、帰宅困難者の搬送等について代替交通手段の確保等、必要な措

置を検討します。  
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第８節 保健衛生、防疫、遺体の取扱いに関する活動 

  

生活環境の悪化に伴う健康被害を防ぐため、被災者の健康状態を把握し、被災状況や地域の

衛生状態、災害応急対策の実施状況を踏まえ、保健衛生対策、防疫対策、多数遺体対策などの

衛生関連対策を先行的、かつ計画的に実施することで公衆衛生の確保を図ります。 

第１ 保健衛生・防疫活動 保健医療対策班、衛生・災害廃棄物対策班、環境部、保健所部 

１ 保健衛生 

(1) 予防対策 

市は、避難所での健康管理等のルール作りを行い、保健師の指導のもと、手洗い・う

がい等の予防対策を実施し、消毒の徹底を図ります。 

(2) 健康管理 

市は、生活環境の激変に伴い多くの被災者が心身の健康に不調をきたすことが考えら

れることから、必要に応じ健康相談等を行い、エコノミークラス症候群等への対応を周

知します。 

(3) 衛生管理 

ア 生活衛生に係る広報 

     市は、感染症や食中毒等の発生を未然に防ぐため、食品及び飲料水の衛生管理（保

存方法・調理方法など食品の取扱方法及び調理者の衛生管理等）、手洗いの励行、手指

の消毒、トイレ等の衛生管理（消毒方法等）等の生活衛生に係る広報を実施し、被災

者への周知徹底に努めます。 

イ 食品・飲料水の衛生確保 

     市は、避難所等における食品及び飲料水の衛生管理状況を把握し、必要に応じ衛生

管理指導を実施します。 

ウ トイレ等の衛生確保 

市は、避難所の生活環境を確保するため、必要に応じて仮設トイレ等を早期に設置

するとともに、トイレカー等の設置に配慮するよう努めます。 

また、衛生状態保持のため、清掃、し尿処理、生活ごみの収集処理等について必要

な措置を講じます。 

エ 公衆浴場等の情報提供 

市は、入浴可能な公衆浴場や理容所・美容所の営業状況の把握及び情報提供に努め

ます。 

(4) こころのケア 

市及び県は、災害による児童、高齢者等をはじめとした被災者の急性ストレス障害や

ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）等の「心の傷」をケアするために精神科医や福祉

関係者等の協力を得て必要な措置を講じます。 

また、被災者のみならず、災害救援スタッフのメンタルヘルスの維持に努めます。 

(5) 県の支援 

県は、広域的立場から、市の対策に対して必要な助言を行うとともに、その実施につ

いて支援します。 

２ 防疫対策 

災害に伴う家屋及びその周辺の清掃は、各個人が行うことを原則とし、市は、被災地域

の状況に応じて、的確な指導あるいは指示を行います。 

また、市は、災害時における感染症の発生を防止するため、県及び防災関係機関と密接

な連携のもと、対策方針を定め、防疫対策を実施します。 

(1) 防疫活動 

市は、被災地域における次の防疫活動を行います。なお、必要に応じ民間委託業者等

に依頼します。 

ア  被災地域の家屋周辺の清掃や防疫方法についての指導又は指示 

イ  被災者及び自主防災組織等に対する薬剤等の配布 
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ウ  被災地域の避難所等の消毒及びねずみ族、昆虫等の駆除 

エ  被災地域の状況により家庭ごみ等の集積場所及び仮設トイレ等の消毒 

 

オ  浸水箇所等の消毒 

(2) 防疫用薬剤の確保 

市は、協定を締結している薬品会社へ要請し、防疫用薬剤を調達します。 

３ 感染症対策 

(1) 感染症患者の治療 

市は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114

号）」に基づき、一類感染症（ペスト等）及び二類感染症（急性灰白髄炎等）又は新型イ

ンフルエンザ等のまん延を防止するため必要があると認められるときは、当該感染症の

患者に対し特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関に入院し、又は

その保護者に対し当該患者を入院させるべきことを勧告等するとともに、患者を医療機

関に移送します。   

また、三類感染症（コレラ、細菌性赤痢等）のまん延を防止するために必要があると

きは、当該患者及び無症状病原体保有者に対し、医師の健康診断の受診について勧告等

を実施します。 

(2) 予防接種の実施 

市は、県の指示に従い予防接種法第６条第１項の規定による臨時の予防接種を実施す

る場合は、ワクチンの確保や接種体制の確立等を迅速に行い、時機を失しないように措

置します。 

４ 死亡小動物の収集処理及び逸走又は負傷している犬猫等の保護収容 

(1) 死亡小動物の収集・処理 

災害によって死亡した小動物については、飼い主が責任をもって処理することを原則

とします。ただし、飼い主が不明なもの、又は防疫上緊急を要するもので、飼い主が自

己処理できないものについては、市が行います。 

(2) 逸走しているペット又は負傷している犬猫等の保護収容 

市は、被災により逸走しているペット又は負傷している犬猫等について、「神奈川県

仮設動物救護センター」が開設されるまでの期間、「災害時における動物救護活動に関

する協定」に基づき、茅ヶ崎寒川獣医師会に治療や保護収容等を要請します。 

また、保護収容した犬猫等については、避難所と連携し、飼い主等へ情報提供を実施

します。 

第２ 行方不明者の捜索及び遺体の取扱い 衛生・災害廃棄物対策班、市民部、保健所部、

消防部、茅ケ崎警察署、茅ヶ崎歯科医師会 

１ 行方不明者の把握 

市は、災害状況や市民からの安否情報等を警察に提供し、また、警察、消防、自衛隊等

の実施する行方不明者の捜索に関する情報をとりまとめる等、防災関係機関と連携した行

方不明者の把握に努めます。 

２ 遺体の取扱い方法 

市は、遺体の取扱いについて、適切な対応を取るため、「神奈川県広域火葬計画」に定

める「遺体の取扱いに対する心得及び遺体適正処理ガイドライン」に沿った棺の調達、遺

体の搬送の手配、遺体の保存のために必要な物資の調達等を実施するとともに、その衛生

状態に配慮します。 

また、必要に応じて、「神奈川県広域火葬計画」に沿って県内及び県外の市町村の協力

を得て、広域的な火葬の実施に努めます。 

(1) 実施機関 

市は、災害時における遺体の収容、埋火葬を関係機関の協力を得て行います（災害救

助法が適用され県の委任を受けた場合も同様）。 

必要に応じて、協定を締結している葬祭業者等に協力を要請します。 
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(2) 広報 

市は、災害現場から遺体を発見した者が直ちに警察へ通報するよう、広報を徹底しま

す。 

(3) 通報 

災害現場から遺体を発見した者は直ちに警察へ通報します。 

(4) 遺体の収容 

ア 市は、施設の応急危険度判定に基づき、警察と協議し、関係機関の協力を得て迅速

かつ適切に遺体収容施設を選定し、開設します。 

なお、多数の遺体を収容する必要のある地域等がある場合は、地域の公共施設等を

臨時の遺体収容施設として開設することを検討します。 

イ 市は、遺体収容施設開設後、収容受付等を行います。その際、遺体を搬送した者の

氏名、住所、発見した場所、遺体の氏名・住所等を必ず聴取し、確実に警察が行う遺

体の検視・調査等の業務へと引き継ぎます。 

(5) 検視・調査等 

遺体の検視・調査等は、警察が行います。 

(6) 検案 

ア 遺体の検案は、法医学専門医、警察協力医、県医療救護班又は応援協力により出動

した医師等が行います。 

イ 遺体検案後、市は必要に応じ遺体の洗浄、縫合、消毒等の処置を医師等の指導・協

力のもと行います。 

(7) 身元確認、身元引受人の発見 

市は、警察、歯科医師会、自治会等の協力を得て、遺体の身元確認と身元引受人の発

見に努めます。 

(8) 遺体の引渡し 

市は、警察による検視・調査等及び医師による検案が終了し身元が明らかになった遺

体を、遺族又は関係者に引き渡します。この際、市と警察は遺体の引き渡し作業を協力

して行います。 

また、市は、身元が不明である遺体について、遺族又は関係者の早期発見に努めます。 

(9) 身元不明者の処理 

市は、身元の確認ができず警察から引き渡された遺体については、「墓地埋葬等に関

する法律」及び「行旅病人及行旅死亡人取扱法」に基づき埋葬又は火葬を行います。 

(10) 遺体の埋（火）葬 

遺体の埋（火）葬及び身元不明遺体の取扱いは次により行います。 

ア 災害時における死亡者の火葬は、茅ヶ崎市斎場で行います。 

また、必要に応じ「遺体の取扱いに対する心得及び遺体適正処理ガイドライン」に

沿って近隣市町及び県の協力を得て、広域的な火葬を実施します。 

イ 身元の判明しない焼骨は、寺院等に一時保管を依頼し、身元が判明次第遺族に引き

渡します。 

ウ 遺体が他の市町村（災害救助法適用地域）から漂着した場合で、身元が判明してい

るときには、市は、原則としてその遺族、親戚縁者又は法適用地域の市町村長に連絡

し引き渡します。 
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第９節 飲料水、食料及び生活必需物資等の調達・供給活動 

  

被災者の生活の維持のため、被災者のニーズに応じて必要な食料、飲料水、毛布の生活必需

品等を調達・確保し、被災者に供給します。 

この際、求められる物資は時間の経過とともに変化することに留意するとともに、夏季の扇

風機等、冬季の暖房器具や燃料等、被災時期に応じたニーズ、要配慮者等への対応や男女のニ

ーズの違いに配慮します。 

また、在宅避難者や車中泊避難者等の避難所外避難者に対しても物資等が提供されるよう努

めます。 

第１ 飲料水の調達・供給 救援物資対策班、経済部、文化スポーツ部、県企業庁茅ケ崎水

道営業所、自衛隊 

   飲料水の調達・供給など応急給水の実施にあたっては、必要に応じて地震等緊急時対応

の手引き（公益社団法人日本水道協会）を参照します。 

１ 飲料水の給水方針 

市は、災害発生時に飲料水を得られない者に対して、１人１日およそ３リットルを目安

に応急給水を行います。 

２ 飲料水の調達活動 

市は、飲料水兼用貯水槽や配水池の水の活用を図るとともに、水道営業所や協定を締結

する民間施設等からの飲料水の調達を迅速に行います。 

３ 飲料水の供給活動 

市及び水道営業所は、応急給水マニュアルに基づき市民に対し飲料水を供給します。 

(1) 給水方法 

ア 飲料水兼用貯水槽による給水 

市は、自主防災組織等と連携し、必要に応じ飲料水兼用貯水槽から市民に対し給水

を行います。 

イ 給水拠点による給水 

水道営業所は、配水池等で飲料水を確保するとともに、市の要請に基づき、市が指

定する応急給水拠点に飲料水を運搬します。 

市は、給水拠点の場所については、防災行政用無線等を活用し、市民に周知します。 

(2) 応援要請 

市及び水道営業所は、飲料水が不足し、確保が必要なときは、次の応援要請を行いま

す。 

ア 協定団体への応援要請 

市は、協定先自治体や民間企業に対して、ペットボトル水等の提供を要請します。 

イ 県企業庁への応援要請 

     市は、市のみでの応急給水が困難な場合、県企業庁茅ケ崎水道営業所へ応援を要請

します。 

ウ 県企業庁を介した応援要請（日本水道協会） 

     県企業庁茅ケ崎水道営業所は、市より応援要請があった際に、県による応援が困難

な場合には、日本水道協会へ応援要請を行います。 

エ 県を介した応援要請（自衛隊） 

   自衛隊への応援要請は、県より行うこととなっています。自衛隊への災害派遣を要

請する際は、「緊急性」「非代替性」「公共性」の３つの原則を満たす必要がありま

す。 

４ 生活用水の供給 

トイレや洗濯等、飲料水以外の生活用水についても、必要最小限の範囲で確保及び供給

に努めます。 
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第２ 食料の調達・供給 救援物資対策班、経営総務部、経済部、自衛隊 

１ 供給方針 

市は、備蓄している食料及び協定を締結している企業等から調達する食料等により、提

供可能な食料数を算出し、市民に等しく分配できるよう心がけます。 

２ 食料の調達活動 

市は、備蓄している食料を活用するとともに、協定を締結している企業等の協力を得て、

食料及び調味料等を調達します。 

３ 食料の運搬 

   市は、調達した食料を市の所有車両を使用し、又は協定締結先等に依頼し災害対策地区

防災拠点等へ運搬します。 

４ 食料の供給活動 

市は、自主防災組織等と連携し、原則災害対策地区防災拠点等にて調達した食料の分配

又は必要に応じ炊き出し等を実施し、食料を供給方針に基づき市民に対し供給します。 

第３ 生活必需物資等の調達・供給 救援物資対策班、経営総務部、経済部、自衛隊 

１ 供給方針 

市は、備蓄している生活必需物資等並びに協定を締結している企業等から調達する生活

必需物資等を市民に提供するにあたり、要配慮者や女性に配慮した提供を実施するよう心

がけます。 

２ 生活必需物資等の範囲 

生活必需物資等の範囲は次のとおりとします。 

寝具類、衣料品、炊事用具、食器類、生理用品、日用品雑貨、光熱材料、燃料等、その

他生活に必要な物資 

３ 生活必需物資等の調達活動 

市は、備蓄している生活必需物資等を活用するとともに、協定を締結している企業等の

協力を得て、生活必需物資等を調達します。 

生活必需物資等は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調達

に留意します。 

また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等も含める等、災害発生時の実情を

考慮します。 

４ 生活必需物資の供給活動 

市は、自主防災組織等と連携し、調達した生活必需物資等を供給方針に基づき市民に対

し供給します。 

第４ 県への食料及び生活必需物資等の供給要請 総括・情報班、救援物資対策班、関東農

政局 

１ 災害対策基本法に基づく供給要請 

市は、備蓄物資又は資材が不足し、災害応急対策を的確かつ迅速に実施することが困難

な場合、災害対策基本法第８６条の１６に基づき、必要な物資又は資材の供給について、

県備蓄物資の供給、物資等の購入のあっせん、流通在庫情報の提供等の必要な措置を県に

要請します。 

なお、この場合、物資等の供給については供給を要請した側が、物資の運送については

運送を要請又は指示した側がそれぞれ費用を負担します。 

２ 災害救助法適用時の供給要請 

災害救助法が適用された場合、同法に基づく物資の供給は県が実施し、市は、県に対し

物資の供給を要請します。 

ただし、県より同法に基づく物資の供給に係る事務の委任があったときは、市が協定等

により調達した物資を被災者に対し供給します。 

なお、農林水産省所管の政府所有食料の供給に関しては、県に供給を要請することとし、

交通、通信の途絶のため、災害救助用米穀等の引取りに関する県の指示を受けることがで

きない場合には、直接、農林水産省（農産局農産政策部貿易業務課）に要請することとし
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ます。 

第５ 食料及び生活必需物資等の集積と配分 救援物資対策班、避難所対策班、経済部 

１ 調達物資等の集積 

市は、災害発生時に物資拠点を設け、食料及び生活必需物資の受入体制を整えます。な

お、物資拠点はあらかじめ定めた場所の他、必要に応じ、緊急輸送道路やその補完道路等

の交通の利便性を確保した場所を選定します。 

２ 物資拠点 

(1) 茅ヶ崎公園野球場 

(2) （株）茅ヶ崎青果地方卸売市場 

(3) 柳島スポーツ公園 

(4) 茅ヶ崎市北部地区防災備蓄倉庫 

(5) その他被災状況に応じ指定した場所 

３ 調達物資等の配分 

(1) 物資の配分は、原則として避難所で実施します。 

(2) 在宅避難者や車中泊避難者等の避難所外避難者へは、最寄りの避難所で実施します。 

(3) 避難所における配給は、自主防災組織等の協力により公平、円滑に行います。 

第６ 物価高騰の防止のための要請 救援物資対策班、経済部 

市は、国・県の指導に基づき、食料等生活必需物資等の売り惜しみ又は買い占め、物価

の高騰が生じないよう、関係する生産者及び流通業者等に対して、必要な要請・指導等を

行います。 
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第１０節 教育・保育対策 

  

発災時には園児・児童・生徒の保護を最優先に活動し、保護者による引き取りまで安全に保

護します。 

その後は、避難所となる学校はその役割と調整しつつ、児童生徒等が災害からの心の平穏や

平常時の日常生活を取り戻し安全かつ円滑に学校生活等に戻れるよう、教育等の再開に向けた

準備・調整を進め、教育活動等の早期再開を目指します。 

第１ 園児、児童、生徒の保護対策 こども育成部、教育部、施設管理者 

保育園、幼稚園、学校等は、災害時においては、防災計画や避難計画等に基づき、園児、

児童、生徒の保護に努めます。 

１ 保育園、幼稚園、学校等の対応 

(1) 保育園、幼稚園、学校等は、園児、児童、生徒の生命・身体の安全確保を図り、原則

として、安全が確認できるまでは保護するものとし、安全が確認された後に保護者へ引

き渡します。 

また、公共交通機関の運行中止等により保護者が帰宅できないことも想定されること

から、状況を判断し、引き続き保護します。 

(2) 保育園、幼稚園、学校等は、速やかに初期消火及び救助・救急活動等の体制を整え、

応急対策活動を実施します。 

(3) 保育園、幼稚園、学校等の管理者は、周辺で延焼火災の拡大等により危険が切迫した

ときは、市、消防、警察、自主防災組織及び関係機関等の協力を得て、広域避難場所に

避難します。 

２ 教職員等の対処、指導基準 

(1) 教職員等は、防災計画や避難計画等に基づき、園児、児童、生徒の安全確保を図った

あと、避難誘導を行います。その後、安全が確認できるまで、引き続き保護に努めます。 

(2) 障がいのある園児、児童、生徒については、介助できる体制を整えて対応する等、十

分に配慮します。 

(3) 園児、児童、生徒の避難誘導にあたっては、氏名・人数等を把握し、異常の有無等を

明確にし、確実に指示します。 

(4) 園児、児童、生徒の保護者への引き渡しは、防災計画や避難計画等に基づき確実に行

います。 

(5) 園児、児童、生徒が遠距離通学や交通機関の遮断、留守家庭等の理由で帰宅できない

場合は、氏名・人数等を確実に把握し、引き続き保護します。 

(6) 教職員等は、園児、児童、生徒の安全を確保した後、必要な応急対策活動にあたりま

す。 

３ 園児、児童、生徒の対応 

園児、児童、生徒は、自らの身の安全を確保します。 

第２ 被害状況等の把握 こども育成部、教育部 

市は、災害発生後速やかに保育園、幼稚園、学校等における園児、児童、生徒の被災状

況並びに施設の被害状況を把握します。 

また、災害情報の提供に努めるとともに、状況に応じた安全対策、応急対策活動等の実

施について指示します。 

第３ 避難所の開設 避難所対策班、配備職員、施設管理者 

避難所の開設においては、その利用が長期化した場合も見据え、可能な限り学校教育等

の再開を視野に入れた受入れを実施します。 

１ 指定避難所 

避難所に指定されている公立小・中学校は、自主防災組織や配備職員と連携して避難所
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を開設します。なお、第一に児童、生徒の安全を確保し、その上で避難者の受入れ等を行

います。 

２ 二次避難所 

  二次避難所に指定されている高等学校は、被害状況等を把握します。市から開設の要請

があった場合には、速やかに避難者の受入れを行えるよう、体制を整えるものとします。 

３ その他の教育施設等 

保育園、幼稚園、私立小・中学校、高等学校等において、地域住民等が避難してきた場

合には、第一に園児、児童、生徒の安全を確保し、その上で避難者を安全な場所又は避難

所へ誘導します。 

また、災害等の状況により、避難者の受け入れる時は、市や近隣の避難所と連携し、必

要な措置を講じます。 

第４ 応急教育の実施 こども育成部、教育部、施設管理者 

１ 応急教育の実施機関 

幼稚園、学校等は、教育の早期再開に取り組むため、速やかに園児、児童、生徒並びに

教職員等の安否確認を実施し、教育施設及び学用品等を早期に確保する等、応急教育の円

滑な実施体制を整備します。 

(1) 私立幼稚園における応急教育は、設置者が実施します。 

(2) 公立小・中学校における応急教育は、市教育委員会が実施します。 

(3) 県立学校における応急教育は、県教育委員会が実施します。 

(4) 私立学校における応急教育は、設置者が実施します。 

２ 被害状況の把握及び報告 

私立幼稚園、公立小・中学校、私立学校及び県立学校は、応急教育の円滑な実施を図る

ため、施設設備の被害状況や児童、生徒の被災状況を把握し、市及び市教育委員会並びに

県教育委員会に報告します。 

また、市及び市教育委員会は、私立幼稚園、公立小・中学校、私立学校及び県立学校の

施設設備の被害状況や児童、生徒の被災状況を把握します。 

３ 応急教育の実施 

市及び県教育委員会等は、教育施設の被災により授業が長期間にわたって中断すること

を避けるため、次により施設の効率的な利用を図ります。 

また、児童、生徒の学習環境の整備を図ります。 

(1) 被害箇所や危険箇所の応急修理 

被害箇所や危険箇所は早急に修理し、正常な教育活動の実施を図ります。 

(2) 学校施設の相互利用 

授業の早期再開を図るため、被災を免れた学校施設を相互に利用します。 

(3) 仮校舎の設置 

校舎の修理が不可能な場合には、プレハブ校舎等の教育施設を設けて授業の早期再開

を図ります。 

(4) 公共施設の利用 

被災を免れた公民館等の社会教育施設、体育施設その他の公共施設等を利用して、授

業の早期再開を図ります。 

(5) 学用品の確保 

応急教育に必要な教科書等の学用品について、その種類、数量の把握に努め、学習環

境の整備を図ります。 

(6) 園児、児童、生徒の心的症状の対応 

幼稚園、学校等は、被災後に園児、児童、生徒の心的症状に対応するため、学校医、

スクールカウンセラー及び教育相談機関等との連携により、相談体制を整備します。 

 ４ 被災地学び支援派遣等枠組み（Ｄ－ＥＳＴ）の要請 

   市は、発災後における学びの継続や学校の早期再開に向けて、被災地学び支援派遣等枠

組み（Ｄ－ＥＳＴ：Disaster Education Support Team）に基づく教職員等の派遣を要請し
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ます。 

   Ｄ－ＥＳＴの主な取り組みは次のとおりです。 

(1) 文部科学省から被災地への職員派遣 

(2) 被災地外からの学校支援チームの派遣 

(3) 文部科学省の調整による被災地への応援職員及びスクールカウンセラーの派遣 

第５ 応急保育の実施 こども育成部、教育部、施設管理者 

１ 応急保育の実施機関 

保育園や児童クラブ（以下「保育園等」という。）は、保育の早期再開に取り組むため、

施設等の安全確認を実施し、速やかに実施体制を整備します。 

(1) 公立保育園における応急保育は、市が実施します。 

(2) 私立保育園における応急保育は、設置者が実施します。 

(3) 児童クラブにおける応急保育は、指定管理者又は委託業務受託者が実施します。 

２ 被害状況の把握及び報告 

保育園等は、応急保育の円滑な実施を図るため、施設設備の被害状況を把握し、市に報

告します。 

３ 応急保育の実施 

(1) 保育園等は、職員を把握し、園児、児童の被災状況を調査し、その結果を市に連絡し、

応急保育体制の整備に努めます。 

(2) 市は、情報及び指令の伝達を迅速に行い、保育園等はその指示事項に基づき応急保育

を実施します。 

(3) 応急保育が可能な施設は、臨時の編成を行い、被害の状況に合わせた応急保育を実施

します。 

(4) 施設が被災し、応急保育の再開が困難な施設は、近隣の保育園等と連携し、臨時の応

急保育を実施します。 

(5) 被災し、通園できない園児、児童については、地域の実情を把握し、できる限り早期

に応急保育ができる体制をとります。 

(6) 保育園等は、園児、児童の心的症状に対応するため、児童相談ケースワーカーや関係

機関の協力のもと、相談体制を整備します。 

第６ 養護を要する園児、児童、生徒の保護体制 こども育成部 

１ 市は、避難所における養護を必要とする園児、児童、生徒の実情を把握します。 

２ 養護を要する園児、児童、生徒を、避難所等で措置した場合は、県（県災害対策本部及

び県中央児童相談所）に報告し、今後の対応について協議します。 
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第１１節 危険度判定活動 

  

被災建築物の倒壊や被災宅地の崩壊による二次災害を防止し市民の安全の確保を図るため、

速やかに活動体制を構築し、防災上重要な施設を優先に関係機関と連携しながら建築物及び宅

地の調査を実施します。 

第１ 建築物対策 都市部 

市は、余震等による建築物の倒壊等の二次災害を防止するため、判定士を活用して被災

建築物等に対して応急危険度判定を速やかに行い、その判定結果を示し、市民に説明する

などの応急措置を行うとともに、災害の発生のおそれのある場合は、速やかに適切な避難

対策を実施します。 

第２ 建築物応急危険度判定 都市部 

１ 判定士の業務 

(1) 避難所、防災上重要な施設の建物の判定 

(2) 一般住宅（共同住宅を含む）の判定 

(3) その他判定が必要と認められる建物の判定 

２ 判定士の派遣要請 

市は、災害発生に伴う建築物の被害状況を把握し、応急危険度判定の必要があると認め

た場合は、市内判定士に協力を要請するとともに、被害状況によっては、県に対し、応援

判定士の派遣要請を行います。 

３ 判定士の活動 

活動マニュアルに基づき、避難所や防災拠点、防災上重要建築物等、優先順位を定め順

次行うとともに、広域的な応援協力のもと実施します。 
 

【応急危険度判定活動体系図】 
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第３ 造成地対策 都市部 

市は、余震及び降雨による造成地（斜面の盛土、切土等の土地の造成行為を行い宅地と

して整備した土地）の崩壊がもたらす二次災害を防止するため、宅地判定士を活用して、

被災宅地に対しては宅地危険度判定を速やかに行い、その結果を地域住民へ説明し、必要

に応じ危険表示の設置又は二次災害発生のおそれがある場合は、速やかに適切な避難対策

を実施します。 

第４ 被災宅地危険度判定 都市部 

１ 宅地判定士の業務 

(1) 造成地の判定 

(2) その他判定が必要と認められる土地の判定 

２ 被災宅地危険度判定活動 

地震発生に伴い宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に、被災宅地危険度判定士が危

険度判定を実施し、被害の発生状況を迅速かつ的確に把握することにより、宅地の二次災

害を軽減、防止します。 

なお、被害状況によっては、県に対し応援宅地判定士の派遣要請を行います。 

 

【被災宅地危険度判定活動体系図】 
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第１２節 緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 

  

緊急通行や緊急輸送、応援部隊の効果的な展開のため、一般車両の交通規制を実施するとと

もに、災害応急対策の優先順位を考慮し、応急復旧のため人員、資機材等を集中的に投入する

ことで、円滑な災害応急対策の実施に係る通行・輸送ルートの確保を図ります。 

第１ 被災地域等への流入抑制及び交通規制の実施 建設部、茅ケ崎警察署 

１ 警察 

警察は、災害発生時には、被害の状況を把握し、被災地域への車両の流入抑制を行うと

ともに、必要な交通規制を実施して、市及び道路管理者と協力し、危険箇所の表示、う回

路の指示、交通情報の収集及び提供、車両使用の自粛や自動車運転者のとるべき行動の広

報等、危険防止及び混雑緩和のための措置を行います。 

また、緊急交通路等において、車両その他の物件が、緊急通行車両の通行の妨害となる

ことにより、応急対策活動の実施に著しい支障を生じるおそれがあるときは、必要に応じ、

当該車両その他の物件を道路外へ移動させる等の措置命令を行います。 

２ 自衛官及び消防吏員 

災害派遣部隊の自衛官又は消防吏員は、警察官がいない場合に限り、それぞれの緊急通

行車両の円滑な通行を確保するため、通行の妨害となる車両その他の物件を道路外へ移動

させる等、必要な措置を命令するほか、物件の所有者がその現場にいない場合は、当該移

動措置を行います。  

当該措置命令、又は移動措置を行った場合は、管轄する警察署長にその旨を通知します。 

３ 道路管理者 

道路管理者は、道路の通行が危険であると認められる場合において、道路通行規制に関

する基準等を定め、通行規制、警察・交通機関への連絡、その他必要な措置を講じるもの

とします。 

第２ 交通情報の収集及び広報 茅ケ崎警察署 

１ 交通情報の収集等 

警察は、緊急交通路確保等の交通対策を迅速・的確に実施するため、現場警察官、関係

機関等からの情報に加え、交通監視カメラ等を活用し情報を収集します。 

２ 交通情報の広報 

警察は、交通規制を実施した場合、規制標識板、立看板、拡声器等を利用して、積極的

な現場広報に努めるとともに、市へ迅速に情報提供を実施します。 

また、警察広報担当者は、テレビやラジオ、広報車等あらゆる広報媒体を使用して市民

への周知に努めます。 

第３ 道路の応急復旧等 応急復旧対策班、建設部、消防部、横浜国道事務所、藤沢土木事

務所、自衛隊 

１ 国の措置 

国は、被害を受けた道路及び交通状況を速やかに把握するため、パトロールカーによる

巡視を実施するとともに、道路情報の収集に努めます。この情報を基に、必要に応じてう

回道路の選定、誘導等の処置を行い、緊急輸送路の確保に努めるとともに応急復旧工事を

速やかに行い、緊急輸送路としての機能確保に努めます。また、他の道路管理者に対して、

被害状況に関する報告を求め、応急復旧等を要請又は指示します。その場合、緊急輸送路

の確保を優先します。 

２ 県の措置 

県は、災害協定業者等の協力のもと、管理する道路について早急に被害状況を把握する

とともに、備蓄資機材を活用して、応急復旧等を行い、道路の機能確保に努めます。また、

他の道路管理者の管理する道路についても早急に被害状況を把握し、当該道路管理者と連
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携して緊急輸送道路の優先確保を行います。さらに、県管理道路においても応援を必要と

する時は、関係機関に応援要請を行います。 

３ 市の措置 

市は、速やかに応急復旧作業体制を確立し、応急対策活動や緊急輸送に必要な道路等の

機能確保等、優先順位を定め迅速な復旧作業を実施します。また、茅ヶ崎建設業協会等と

の応援協定等に基づき、障害物の除去、応急復旧等に必要な人員、資機材等の確保に努め

ます。 

４ 国及び県による復旧の代行 

国は、著しく異常かつ激甚な災害が発生し、県又は市から要請があり、かつ県又は市の

工事実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な復旧復興のために必要があると認

めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、県又は市に代わり工事を行うことがで

きる権限代行制度を活用し、県又は市の復旧活動を支援します。また、県についても、権

限代行制度を活用し、必要があると認めるときはその事務の遂行に支障のない範囲で市の

復旧活動を支援します。 

５ 障害物の除去 

道路管理者は、災害対策基本法第７６条の６第１項に基づき、災害が発生した場合にお

いて、道路における車両の通行が停止し、又は著しく停滞し、車両その他の物件が緊急通

行車両の通行の妨害となることにより、災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれ

があり、かつ、緊急の必要があると認めるときは、その管理する道路について、区間を指

定して当該車両その他の物件の占有者、所有者又は管理者（以下、「車両の占有者等」と

いう。）に対し、当該車両その他の物件を付近の道路外へ移動すること、その他必要な措

置をとることを、書面の提示又は口頭で命じることとします。 

＜具体的な命令の内容＞ 

・道路の左側や歩道への移動 

・車間を詰めること（空いたスペースへの車両の移動） 

・沿道の空地、駐車場への移動 

・車両から落下した積載物の車両への再積載 

なお、車両の占有者等が不在時、命令に従わないとき等は道路管理者自ら移動の措置

を行うこととします。また、やむを得ない場合は車両その他の物件を破損することで対

応することとします。 

第４ 緊急輸送の範囲 総括・情報班 

市及び防災関係機関が実施する緊急輸送の範囲は、次のとおりとします。 

輸送の対象 内容 

人員の輸送 
○医療救護、助産を必要とする者 
○応急対策活動要員 
○その他必要な人員 

物資等の輸送 

○医薬品、医療資機材 
○飲料水、食料及び生活必需物資等の救援物資 
○応急復旧資機材 
○その他必要な物資等 

第５ 輸送対象の想定 統括調整部各班 

緊急通行車両により輸送する対象は、被災状況及び災害応急対策の進捗状況に応じて、

概ね次のとおりとします。 

第１段階（発災直後から２日目までの間） 

○救助・救急活動、医療活動等の従事者及び医薬品等、人命救助に要する人員、物資 
○消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員及び物資 
○政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水道施設保安

要員等、初動の災害応急対策に必要な要員・物資等 
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○後方医療機関へ搬送する負傷者等 
○緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人員及び物資 

第２段階（発災後３日目から概ね１週間の間） 

○上記第１段階の続行 
○飲料水、食料等生命の維持に必要な物資 
○傷病者及び被災者の被災地域外への輸送 
○輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 

第３段階（発災後概ね１週間以降） 

○上記第２段階の続行 
○災害復旧に必要な人員及び物資 
○生活必需物資 

第６ 輸送手段の確保 経営総務部、神奈川県トラック協会 

１ 緊急輸送体制の確保 

市は、災害時における車両等の効率的な運用を行い、緊急輸送体制を確保します。 

２ 車両の調達 

市は、災害時の各種応急対策活動に必要な緊急車両の確保について、市が所有する車両

を充てるほか、市内陸上運送会社や神奈川県トラック協会など協定締結団体の協力等によ

り行います。さらに不足する場合は、県に対して応援要請を行うものとします。 

第７ 緊急通行車両の取扱い 経営総務部、各部 

１ 緊急通行車両の確認 

災害対策基本法施行令第３３条の規定に基づき、災害が発生し、又は発生しようとして

いる時より前において、災害対策に車両を使用する必要が生じたときは、平常時に交付を

受けた標章を掲示するとともに、緊急通行車両確認証明書を車両に備えておくこととしま

す。 

 ２ 緊急通行車両の追加交付申請 

市は、平常時に標章及び緊急通行車両確認証明書の交付を受けるよう努めますが、災害

の状況等に応じて、交付済車両以外の新たに災害対策に必要となった車両については、神

奈川県警察本部等に交付申請を行います。 

  (1) 緊急通行車両の種類 

緊急通行車両は、災害対策基本法第５０条第２項に規定する災害応急対策の実施責任

者、又はその委託を受けた者が使用する車両で、次に掲げる業務に必要な車両とします。 

ア 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告、指示 

イ 消防、水防その他の応急措置 

ウ 被災者の救難、救助その他の保護 

エ 災害を受けた児童及び生徒の応急教育 

オ 施設及び設備の応急復旧 

カ 廃棄物の処理及び清掃、防疫その他の生活環境の保全及び公衆衛生 

キ 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持 

ク 緊急輸送の確保 

ケ 災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置 

  (2) 交付手続き及び掲示等 

災害対策に車両を使用する必要が生じたときは、緊急通行車両確認申出書を神奈川県

警察本部等に提出し、標章及び緊急通行車両確認証明書の交付を受け、標章を掲示する

とともに、緊急通行車両確認証明書を車両に備えておくこととします。 

第８ ヘリコプターによる緊急輸送手段の確保 総括・情報班 

市は、あらかじめ指定した「ヘリコプターの臨時離着陸場」の中からヘリコプターの臨

時離着陸場を開設するとともに、防災関係機関への周知徹底を図ります。 

また、救急患者、医師その他救急活動に必要な人員及び緊急物資の輸送に際し、緊急輸 
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送手段としてヘリコプターの活用が有効と考えられる場合には、陸上自衛隊等防災関係機

関によるヘリコプター輸送を県へ積極的に要請し、緊急時の輸送手段の確保に努めます。 

 

第９ 船舶等による海上輸送手段の確保 総括・情報班、湘南海上保安署 

市は、陸上輸送が困難な場合又は海上輸送の方が効率的な場合は、県及び防災関係機関

等と連携し、茅ヶ崎漁港及び湘南港（江の島）を中心とした、海上輸送手段の確保に努め

ます。 

１ 航路の障害物除去 

(1) 港湾管理者及び漁港管理者は、その所管する港湾区域及び漁港区域内の航路等につい

て、沈船、漂流物等により船舶の航行が危険と認められる場合には、市に報告するとと

もに、障害物除去等に努めます。 

(2) 第三管区海上保安本部は、海難船舶又は漂流物その他の物件により船舶交通の危険が

生じ又は生ずるおそれがあるときは、その旨を市に報告し、速やかに航行警報等必要な

応急措置を講ずるとともに、船舶所有者等に対し、これらの除去その他船舶交通の危険

を防止するための措置を講ずべきことを命じ、又は勧告します。 

２ 港湾及び漁港の応急復旧等 

(1) 港湾管理者及び漁港管理者は、その管理する港湾施設及び漁港施設について、早急に

被害状況を把握し、市に対して被害状況報告するとともに、必要に応じて応急復旧を行

います。なお、港湾施設については、国土交通省（関東地方整備局）及び港湾管理者が

必要に応じて応急復旧等を行います。 

(2) 第三管区海上保安本部は、航路標識が破損し又は流出した時は、速やかに復旧に努め

るほか、必要に応じて応急標識の設置に努めます。 

３ 海上交通安全の確保 

(1) 第三管区海上保安本部は、船舶のふくそうが予想される海域において、必要に応じて

船舶交通の整理・指導を行います。この場合、緊急輸送を行う船舶が円滑に航行できる

よう努めます。 

(2) 第三管区海上保安本部は、海難の発生その他の事情により、船舶交通に危険が生ずる

おそれがあるときは、必要に応じて船舶交通を禁止するなど航行制限を行います。 

(3) 第三管区海上保安本部は、水路の水深に異状を生じたおそれがあるときは、必要に応

じて調査を行うとともに、応急標識を設置する等により水路の安全を確保します。 

 ４ 物資受入れ港の確保 

物資受入れ港の管理者は、災害時の海上輸送を円滑に行うため、物資受入れ港としての

機能を確保します。  
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第１３節 ライフライン等の応急復旧活動 

  

二次災害を防止し、被災者の日常生活を確保するため、ライフライン事業者は、災害時にお

ける活動体制を確立するとともに、被害状況を踏まえ、道路管理者を含む行政機関等と連携を

図りながら応急対策を実施します。 

なお、ライフライン施設の復旧に当たっては、防災関係機関、医療施設、福祉施設、避難施

設などの施設を優先的に実施します。 

第１ 上水道施設 県企業庁茅ケ崎水道営業所 

水道営業所は、災害用指定配水池や主要送配水管路等の水道施設の被害状況を調査する

とともに、あらかじめ定められた計画により要員を確保し、水道施設の復旧を速やかに行

います。 

１ 情報提供 

施設の破損等により給水を停止する場合、又は断水の恐れが生じたときは、市や市民等

に対して、影響区域や復旧期について速やかに周知します。 

２ 被害状況の調査及び復旧計画の作成 

災害時、速やかに水道施設の被害状況を把握し、応急復旧優先順位を考慮した応急復旧

計画を作成します。 

３ 応急復旧業者への協力要請 

応急復旧工事を迅速に実施するため、応急復旧業者と、災害時の応急復旧工事等の協力

に関する契約等を締結し、災害時は、契約等に基づき応急復旧工事を依頼します。 

４ 応急復旧 

(1) 送配水管等の復旧 

送配水管等の復旧は、水源から浄水場及び配水池に至る幹線を優先し、次に、主要な

配水管等を順次復旧します。また、仮設配水管は、主要送配水管の応急処置が困難な場

合に布設します。 

(2) 臨時給水栓の貸与  

避難所に近い公設消火栓に設置する臨時給水栓を市に貸与します。 

(3) 給水管の復旧 

避難所、病院、学校、その他の公共施設等から順次量水器（上流側）まで、水道営業

所が復旧します。 

５ 市との調整 

   上水道が復旧しても下水道が復旧していない場合、給水を見合わせるといった事態が想

定されます。復旧にあたっては、市下水道河川部と調整しながら応急復旧を進めます。 

 

第２ 下水道施設 下水道河川部 

１ 公衆衛生の保全 

災害時における公衆衛生の保全を図るため、相模川流域下水道左岸処理場と連絡調整を

行い、避難所、病院等の防災拠点から発生する汚水の排水を可能にする管路施設の保全を

早急に行います。 

２ 浸水被害の防除 

災害時における浸水被害の軽減を図るため、避難所、病院等の防災拠点における雨水の

排水が可能となるように、ポンプ場等施設及び管路状況を確認し、適切に対応します。 

３ 広報 

施設の被害状況及び復旧の見込みについて、広報を実施し利用者の生活排水等に関する

不安の解消に努めます。 

４ 県企業庁茅ケ崎水道営業所との調整 

   上水道が復旧しても下水道が復旧していない場合、給水を見合わせるといった事態が想
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定されます。復旧にあたっては、県企業庁茅ケ崎水道営業所と調整しながら応急復旧を進

めます。 

第３ 電力施設 東京電力パワーグリッド(株)平塚支社 

１ 被害状況の早期把握 

被害状況の早期把握が、今後の復旧体制に大いに影響するため、あらゆる方法をもって

被害状況の早期把握に努めます。 

２ 電力施設の機能維持 

災害により、電力施設に被害があった場合は、被害状況を早期に把握し、通電火災等の

二次災害の発生を防止し、速やかに応急復旧を行い、電力供給施設としての機能を維持し

ます。 

３ 危険予防措置 

災害時においては、原則として送電は維持しますが、円滑な応急対策活動を実施するた

め、警察、消防機関等からの送電停止の要請があった場合には、適切な危険予防措置を講

じます。 

４ 応急復旧 

応急復旧の実施にあたっては、原則として人命に関わる箇所、官公署、報道機関、避難

所等を優先しますが、各施設の被害状況や復旧の難易を勘案し、供給上復旧効果の大きい

ものから行います。 

５ 広報 

感電事故並びに漏電による出火の防止及び電力施設の被害状況、復旧予定について、必

要に応じてテレビ、ラジオ、新聞等の報道機関やインターネット、広報車等を通じて広報

します。 

第４ 都市ガス施設 東京ガスネットワーク（株） 

東京ガスネットワーク（株）は、供給エリア内に設置した地震計で、ガス管に被害を及

ぼすような大きな揺れを感知した場合には、二次災害を防止するために自動的にガスの供

給を停止します。 

ガス供給停止地域では、ＩＴシステム等により最適な復旧方法を判定し、被害のない地

域では安全かつ速やかに供給を再開します。 

１ 非常体制の設置 

   災害が発生するおそれがある場合、または発生した場合に対処するための非常体制を設

置します。 

体制区分 適用条件 

第０次非常体制 １ 震度５弱の地震が発生した場合、その他必要な場合 

第一次非常体制 １ 震度５強の地震が発生した場合、その他必要な場合 

２ 地震以外の自然災害により、社会的な影響が大きいと考えられる重

大な供給支障等の事故が発生、または予想される場合 

３ 自然災害以外の理由により、社会的な影響が大きいと考えられる重

大な供給支障等の事故が発生、または予想される場合 

４ 地震警戒宣言等（東海地震予知情報、南海トラフ地震臨時情報、北

海道・三陸沖後発地震注意情報）が発表された場合 

５ 当社の事業運営に大きな影響を及ぼす非常事態が発生した場合、又

は発生が予測される場合 

第二次非常体制 １ 震度６弱以上の地震が発生した場合 

２ 震度５弱・５強の地震が発生し、中圧又は低圧ブロックを供給停止

した場合 

３ 地震以外の自然災害により、社会的な影響が極めて大きいと考えら

れる重大な供給支障等の事故が発生、または予想される場合 

４ 自然災害以外の理由により、社会的な影響が極めて大きいと考えら
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れる重大な供給支障等の事故が発生、または予想される場合 

５ 当社の事業運営に大きな影響を及ぼす非常事態が発生した場合、又

は発生が予測される場合 

２ 通報・連絡の経路 

社内及び外部機関との連絡が相互に迅速かつ確実に行えるよう、情報伝達ルート多重化

及び情報交換のための収集・連絡体制の明確化など、体制の確立に努めます。 

３ 通報・連絡の方法 

通報・連絡は、災害時優先電話、社内電話、携帯電話、無線通信等を使用して行います。 

４ 災害時における情報の収集・伝達 

(1) 情報の収集・伝達   

災害が発生した場合は、次に掲げる各情報を巡回点検、出社途上の調査等により迅速・

的確に把握します。 

(2) 気象情報 

気象庁の発表する、地震、大雨、洪水等に関する情報 

５ 被害情報 

(1) 対外対応状況（地方自治体の災害対策本部・官公庁・報道機関・利用者等への対応状

況） 

(2) ガス施設等被害の状況及び復旧状況 

(3) ガス施設等の被害及び復旧に関する情報、復旧作業に必要な資機材・食料又は応援部

隊等に関する情報 

(4) その他の災害に関する情報 

６ 災害時における広報 

(1) 広報活動 

災害時には、その直後、ガス供給停止時、復旧作業中、その他必要な場合において、 

その状況に応じた広報活動を行います。 

(2) 広報の方法 

広報については、テレビ・ラジオ・インターネット・新聞等の報道機関を通じて行う

ほか、必要に応じ直接当該地域へ周知します。また、地方自治体等の関係機関とも必要

に応じて連携を図ります。 

ガスの供給停止地域や復旧状況等の最新情報は、東京ガスグループホームページの「復

旧マイマップ」で周知します。 

７ 災害時における復旧用資機材の確保 

(1) 調達 

各班長、各支部長は、予備品・貯蔵品等の復旧用資機材の在庫量を確認し、調達を必

要とする資機材は、次のような方法により速やかに確保します。 

ア 取引先・メーカー等からの調達 

イ 被災していない他地域からの流用 

ウ 他ガス事業者等からの融通 

(2) 復旧用資機材置場等の確保 

災害復旧は、復旧用資機材置場及び前進基地が必要となるため、あらかじめ調査した

用地等の利用を検討する。また、この確保が困難な場合は、地方自治体等の災害対策本

部に依頼して、迅速な確保を図ります。 

８ 非常事態発生時の安全確保 

(1) 危険予防措置 

ガスの漏えいにより被害の拡大のおそれがある場合には、避難区域の設定、火気の使

用禁止、ガス供給停止等の適切な危険予防措置を講じます。 

９ 災害時における応急工事 

応急の復旧にあたっては、復旧に従事する者の安全の確保に配慮した上で、非常事態発

生後可能な限り迅速・適切に施設及び設備の緊急点検を実施するとともに、これらの被害
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状況等を把握し、二次災害の発生防止、被害の拡大防止及び被害者の生活確保を最優先に

行います。 

１０ 復旧対策 

(1) 復旧計画の策定 

非常事態により被災した地域の社会経済活動が低下する状況に鑑み、被災した地域施

設又は設備の復旧については、可能な限り迅速に行います。 

ア 被害が発生した場合、被害状況の調査を速やかに行い、正確な情報を収集し、次に

掲げる事項を明らかにした復旧計画を策定します。 

①復旧手順及び方法 

②復旧要員の確保及び配置 

③復旧資機材の調達 

④復旧作業の期間 

⑤供給停止需要家への支援 

⑥宿泊施設の手配、食材等の調達 

⑦その他必要な対策 

(2) 復旧作業の実施 

供給設備の復旧作業は、二次災害の発生防止に万全を期しつつ、次の手順により行い

ます。 

ア 高・中圧導管の復旧作業 

    ①区間遮断 

    ②漏えい調査 

    ③漏えい箇所の修理 

    ④ガス開通 

イ 低圧導管の復旧作業 

  ①閉栓作業 

    ②復旧ブロック内巡回調査 

    ③被災地域の復旧ブロック化 

    ④復旧ブロック内の漏えい検査 

    ⑤本支管・供給管・灯外内管の漏えい箇所の修理 

   ⑥本支管混入空気除去 

    ⑦灯内内管の漏えい検査及び修理 

    ⑧点火・燃焼試験（給排気設備の点検） 

⑨開栓 

第５ 液化石油ガス（ＬＰガス）施設 （公社）神奈川県ＬＰガス協会湘南支部茅ヶ崎・寒

川部会 

（公社）神奈川県ＬＰガス協会湘南支部茅ヶ崎・寒川部会は、災害時には、次の対策を

行います。 

１ 臨時供給 

避難所等への炊き出し用の臨時供給を行うため、迅速に対応します。 

２ 応急供給 

災害発生後から１４日以内を目標に安全確認検査を行い、使用可能な設備は、順次供給

を再開します。 

なお、公共施設等は、発災直後から応急供給を行います。 

３ 応急復旧 

１４日以後には、供給を全面再開できるよう、応急復旧活動を実施します。 

第６ 通信サービス ＮＴＴ東日本(株)神奈川事業部 

１ 応急措置 

災害により、通信施設に被害が生じた場合、又は異常ふくそう等の事態の発生により、
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通信のそ通が困難になったり、通信が途絶するような場合、最小限度の通信を確保するた

め、次のとおり応急措置を実施します。 

(1) 通信の利用制限 

災害等が発生し、通信のふくそうが発生した場合は、重要通信を確保するため、一般

加入電話は通信の利用制限等の措置を行います。 

(2) 緊急通話の確保 

防災関係機関等の通信を優先的に確保します。（災害時優先電話） 

(3) 公衆電話の臨時措置 

ア 災害救助法が適用される規模の災害等が発生し、かつ広域停電が発生している場合、

被災地の被害状況や通信の著しいふくそう状況等を勘案し無料で公衆電話を利用でき

るようにします。 

イ 指定する避難所に、被災者が利用する災害時用公衆電話（特設公衆電話）の設置に

努めます。 

(4) 安否確認サービスの提供 

災害発生により著しく通信のふくそうが発生した場合は、安否等の情報を円滑に伝達

できるよう、電話網による災害用伝言ダイヤル「１７１」やインターネット網による災

害用伝言板「ｗｅｂ１７１」等を速やかに提供します。 

(5) 災害対策機器の設置 

災害等発生により施設が壊滅的な損傷を受けた場合、災害対策機器により通信の確保

に努めます。 

２ 応急復旧 

災害に伴う電気通信設備等の応急復旧は、迅速・適切に実施します。 

(1) 被災した設備等の復旧にあたっては、被災者の生活を第一に考え速やかに実施すると

ともに、防災関係機関等と連携し、早期復旧に努めます。 

(2) 災害等により被災した重要通信を確保する機関の通信回線等の復旧は、あらかじめ定

められた復旧を優先する機関より実施します。 

３ 広報 

災害発生時の応急復旧状況をテレビ・ラジオ、新聞等の報道機関を通じて広報を行うほ

か、ホームページ等にて周知を行います。 

第７ 鉄道施設 東日本旅客鉄道(株)横浜支社 

東日本旅客鉄道(株)横浜支社は、災害発生と同時に運転規制その他適切な初動措置を講

じ、乗客の安全を図り、速やかに応急復旧を行い、交通機関としての機能を維持します。 

１ 初動措置 

(1) 旅客に対する広報 

乗務員は、相互に連絡、情報を交換し、又は列車指令からの指示、情報等について必

要な事項を旅客に案内するとともに、今後とるべき措置をできるだけ速やかに放送し、

混乱等の発生を防止します。 

駅長は、地震被害の状況を考慮し、旅客及び公衆の動揺、混乱を招かぬようにするた

め、避難口の状況、社員の誘導に従う指示、地震規模と建造物の耐震的安全性、落下物

についての注意、列車の運行状況、駅周辺及び沿線の被害状況等についての放送を行い、

周知に努めます。 

(2) 避難誘導 

ア 乗務員は、列車又は線路建造物の被害若しくは二次災害の発生危険が高いと予測し 

たとき、又はその他沿線被害地の火災等により危険が迫ると判断したときは、速やか

に旅客を安全な地点に誘導します。 

イ 駅長は、地震の規模、二次災害の発生の危険、建造物の状況、駅及び駅周辺の被害 

状況を考慮して負傷者、避難行動要支援者を優先誘導し、混乱を生じないよう配慮し 

ます。 

ウ  駅周辺の火災その他の被害状況が著しく、駅構外への避難が危険と認められるとき
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は、一時的に構内の安全な場所へ避難誘導します。 

(3) 救護措置 

被害の状況により救護所を開設し、防災関係機関、運行本部、隣接現業機関及び医療

機関の救援を要請します。 

(4) 連携 

災害発生時には、市及び防災関係機関並びに医療関係機関と密接な連携体制を確立し

て、被害を最小限に止めるよう努めます。 

２ 応急復旧 

復旧は重要度の高い線区等、優先度を定め迅速な仮復旧を実施します。 

また、食料、その他非常緊急に関わるものの輸送を可及的速やかに行えるよう努めます。 

第８ 現地作業調整会議の開催 市、防災関係機関、ライフライン事業者 

市は、ライフライン施設の速やかな応急復旧を図るため、関係機関及びライフライン事

業者等と連携し、災害対策本部の対処方針等に基づき、必要に応じて、現地のライフライ

ン事業者の事業所等で実働部隊の詳細な調整を行うため、現地作業調整会議を開催するこ

ととします。  
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第１４節 燃料対策 

  

災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、燃料の不足が懸念される場合は、国県及び災

害協定先等に要請し燃料供給体制を整えることで、災害応急対策の実施体制を確保します。 

なお、燃料の供給にあたっては、防災関係機関、医療施設、福祉施設、避難施設などの施設

に優先的に供給します。 

第１ 燃料の調達・供給 救援物資対策班、経営総務部 

１ 供給方針 

市は、備蓄している燃料並びに協定を締結している企業等から調達する燃料を活用する

にあたり、医療機関や福祉施設等、市民の生命に係る施設への優先確保や必要な応急対策

活動の実施等、優先順位を明確にした上で供給活動に努めます。 

２ 応急燃料調達に係る範囲 

(1) 無鉛ガソリン 

(2) 有鉛ガソリン 

(3) 混合ガソリン 

(4) 白灯油 

(5) 軽油 

(6) 重油 

(7) 潤滑油 

(8) 液化石油ガス（エルピーガス） 

(9) 薪木炭練炭 

(10)その他の固形燃料 

３ 燃料の調達・供給活動 

市は、災害時に重要な拠点となる公共施設や医療機関、福祉施設、緊急通行車両の運用、

また避難所における資機材等の活用のため燃料の確保が必要となったときは、災害時にお

ける応急燃料の調達に係る協定を締結している企業等の協力を仰ぎ、優先して燃料の確保

に努めるとともに、県、他市町村及び防災関係機関において緊密な連絡を図り必要な応援

要請を行います。 

また、協定に基づき調達した燃料の配分について、供給方針に基づき実施します。 

第２ 情報提供 総括・情報班、救援物資対策班、企画政策部 

市は、大規模災害の発生等により、市民の生活に欠かせないガソリン等の燃料が不足し

た場合において、協定を締結する企業等に対し、市民への供給体制の早期再開等、必要な

対策を講じるよう依頼するとともに、市民の混乱・不安の解消のため、広く市民へ情報提

供を行います。 
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第１５節 警備・救助対策 

  

様々な社会的混乱や道路交通の混乱から市民の生命、身体及び財産を保護するとともに、各

種犯罪を未然に防止し、取締り及び交通秩序を維持するため、陸上及び海上における警備・救

助体制を早期に確立し、人命の安全を第一とした迅速かつ的確な災害応急対策を実施すること

で、治安の維持を図ります。 

第１ 陸上における警備・救助対策 茅ケ崎警察署 

警察は、各種の応急対策活動に必要な装備資機材の整備、災害警備訓練の実施、防災関

係機関との連携強化等の推進を図り、警備体制を一層強化するとともに大災害が発生した

場合には、警備体制を早期に確立し、警察の総力を挙げて人命の安全を第一とした迅速、

的確な応急対策活動を実施することにより、管内住民の生命、身体及び財産の保護、交通

秩序の維持、各種犯罪の予防検挙その他公共の安全と秩序を維持して、被災地における治

安の万全を期します。 

１ 警備体制の確立 

(1) 警察は、大規模災害が発生した場合には、茅ケ崎警察署に警察署長を長とする茅ケ崎

警察署災害警備本部を設置して指揮体制を確立するとともに、市の災害対策本部は、必

要により相互に所要の要員を派遣し、協力・連絡体制を強化します。 

(2) 警察は、別に定めるところにより、警備部隊等の編成を行うほか、事案の規模及び態

様に応じて迅速・的確な部隊運用を行います。 

２ 応急対策活動の実施 

警察は、市の災害対策本部や防災関係機関と連携して次の対策を実施します。 

(1) 情報の収集・連絡 

災害警備活動上必要な情報収集を行い、収集した情報を、必要により関係機関へ連絡

します。 

(2) 救出・救助活動 

把握した被災状況に基づき、迅速に機動隊、広域緊急援助隊等を出動させ、市、消防

及び防災関係機関と協力して、被災者の救出・救助活動を実施します。 

また、警察は、消防又は防災関係機関の現場責任者と随時、捜索区割り等の現場活動

に関する調整を行います。 

(3) 避難の指示等 

ア 警察官は、災害対策基本法第６１条又は警察官職務執行法（昭和２３年法律第１３

６号）第４条により、避難の指示を行い又は避難の措置を講じます。 

イ 警察官が前号の措置を行う場合は、原則として地域防災計画に定める避難先を示し

ます。ただし、災害の種別、規模及び現場の状況等により、地域防災計画に定める避

難先を示すことができないときは、適宜の場所を指定します。なお、避難させたとき

は、直ちに市に連絡します。 

ウ 避難の誘導にあたっては、市と協力し、安全な経路を選定し、所要の警備装備資機

材を活用するよう努めます。 

エ 住民が避難した地域に対しては、警戒警ら、検問所の設置等を行い、財産の保護、

その他犯罪の予防対策を実施します。 

(4) 津波対策 

警察は、津波警報・大津波警報が発表された場合又は津波による被害が発生するおそ

れがある場合は、迅速かつ正確な警報の伝達・通報並びに沿岸住民等に対する避難の指

示及び安全かつ効率的な避難誘導を行います。 

(5) 交通対策 

警察は、被災地域における交通の混乱の防止を図り、応急対策活動が円滑に行われる

ように、災害の被害規模等の状況に応じて、一般車両の通行を禁止する区域及び通行を

制限する区域を設定し、緊急交通路の確保等必要な交通規制を実施します。 
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(6) 危険物対策 

警察は、大規模災害発生時に、石油類貯蔵施設等の危険物施設、火災原因となるおそ

れのある薬品を管理する施設、ボイラー施設等の危険箇所について、速やかに、大規模

な火災、有害物質の漏えい、爆発等の発生の有無の調査を行い、状況に応じ施設内滞在

者及び施設周辺住民の避難誘導や交通規制等、災害の拡大を阻止するための的確な措置

を行います。 

 (7) 防犯対策  

警察は、被災したことにより無人化した住宅街、商店街等における窃盗犯や救援物資

の搬送路及び集積地における混乱、避難所におけるトラブル等を防止するため、自主防

災組織やボランティア関係組織・団体等との連携を図り、被災地及びその周辺における

パトロールの強化、避難所等の定期的な巡回等を行います。 

また、被災地において発生しがちな悪質商法等の生活経済事犯、窃盗犯、粗暴犯、暴

力団による民事介入暴力等の取締りを重点的に行い、災害に便乗した犯罪の取り締まり

や被害防止に努めるとともに、災害に乗じたサイバー攻撃に関する情報収集及び適切な

情報提供を行うなど被災地の社会秩序の維持に努めます。 

(8) ボランティア等との連携 

    警察は、自主防犯組織等のボランティア関係組織・団体との連携を図り、被災地にお

ける各種犯罪、事故の未然防止と、被災住民等の不安除去等を目的として行われるボラ

ンティア活動が円滑に行われるよう必要な支援を行います。 

(9) 広報 

ア 警察が行う広報は、災害の状況、避難措置、犯罪の予防、交通規制等の警察措置に

関する事項とします。 

イ 警察は、保有する広報資機材を活用して積極的に広報を行い、市、報道機関等と緊

密に連絡して適切な広報を行うよう努めます。 

(10) 広域応援 

    県公安委員会は、発生した災害の被害規模に応じて、速やかに警察災害派遣隊の援助

の要求を行います。 

 

第２ 海上における警備・救助対策 湘南海上保安署 

第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署）は、災害が発生した場合に

おいて、海上における人命、財産の保護及び救助並びに治安の維持にあたります。 

１ 災害時応急体制の確立 

第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署）は、災害が発生した場合に

おいて、応急対策活動を統一かつ強力に推進するため、災害の態様に応じて組織の編成並

びに職員の動員を行います。 

２ 第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署）が実施する応急対策活動 

(1) 津波警報等災害関連情報を入手したときは、直ちに安全通報により航海中の船舶に周

知するとともに、船艇、航空機による巡回により、磯釣り客、港湾工事関係者等への周 

知に努めます。 

(2) 防災関係機関と密接な連絡をとり、船舶港湾施設、港湾等における被災の状況等を積

極的に収集します。 

(3) 船舶の海難、人身事故等が発生したときは、速やかに船艇、航空機又は特殊救難隊に

より捜索救助を行います。 

(4) 傷病者、医師、避難者等又は救助物資の緊急輸送について要請があったときは、速や

かにその要請に応じます。 

(5) 飲料水、食料等の救助物質の輸送については、その輸送の緊急度及び他の応急対策活

動の実施状況を考慮してその要請に応じます。 

(6) 船舶又は海洋施設その他の施設から海上に大量の油等が排出されたときは、船艇、航

空機により排出油の状況等を総合的に把握し、作業方法等除去作業の実施に必要な事項
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について指導します。 

(7) 海上交通安全を確保するため、船舶交通の危険が生じ、又は生じるおそれがあるとき

は、必要に応じて船舶交通を制限し、又は禁止します。 

 (8) 海上における治安を維持するために、巡視船艇を災害発生地域の海域に配備し、犯罪

の予防・取締りを行います。  
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第１６節 広域応援・受援活動 

  

甚大な被害が発生し地域全体の防災力では対応が困難な場合、広域応援部隊や他自治体等へ

応援を要請するとともに、各種応援の受入体制を整えることで、迅速かつ的確な災害応急対策

の実施体制を構築します。 

第１ 行政機関等に対する応援要請 総括・情報班、経営総務部、湘南地域県政総合センタ

ー 

１ 行政機関に対する応援要請 

市は、災害応急対策を実施するために必要があると認めるときには、次の方法により他

の行政機関に応援等を要請します。 

(1) 災害対策基本法第６８条に基づく県知事に対する応援又は災害応急対策の実施要請 

(2) 災害対策基本法第６７条に基づく他の市町村長に対する応援要請 

(3) その他災害時相互応援協定に基づく応援要請 

２ 行政機関等に対する応急措置の要請 

   市は、円滑な応急措置の必要があると認めるときは、県に対し、指定行政機関または関

係指定地方行政機関に対する応急措置の実施の要請を求めます。 

   また、県に対して上記の要求ができない場合は、指定行政機関または関係指定地方行政

機関に対してその旨を伝えるとともに、市域における災害の状況を通知します。なお、当

該通知を受けた機関は、県の要請を待ついとまがない等、緊急を要すると認められるとき

は、県からの要請を待たずして応急措置を実施します。 

 

３ 応援要請の手続き 

市は、行政機関に対し応援要請を行うときは、協定等の定めに従い、必要物資、資機材、

人員等の派遣を要請します。 

なお、市は、応援を要請する際には、次の事項を明らかにし、原則として文書により応

援を要請します。 

(1) 被害の状況 

(2) 応援の種類 

(3) 応援場所及び応援場所への経路 

(4) 応援の期間 

(5) その他応援に必要な事項 

４ 関係団体、企業等への応援要請 

市は、応急措置を実施するために必要があると認められるときには、関係団体及び企業

等に対して、各種協定に基づく応援要請を行います。 

第２ 職員の派遣要請 総括・情報班、経営総務部 

１ 指定地方行政機関の長又は指定公共機関に対する職員の派遣要請等 

(1) 職員の派遣要請 

市は、災害対策基本法第２９条第２項に基づき、指定地方行政機関の長又は指定公共

機関（内閣総理大臣が指定する「特定公共機関」に限る。）に対し、必要に応じて当該指

定地方行政機関又は指定公共機関の職員の派遣を要請します。 

また、県知事に対し、必要に応じて同法第３０条第１項に基づき、指定地方行政機関

又は特定公共機関の職員の派遣についてあっせんを求めます。 

(2) 職員の派遣要請手続き 

市本部長は、指定地方行政機関の長又は指定公共機関に対して、職員の派遣を要請す

るときは、災害対策基本法施行令第１５条に基づき、次に掲げる事項を記載した文書を

もって行います。 

ア 派遣を要請する理由 

イ 派遣を要請する職員の職種別人員数 
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ウ 派遣を必要とする期間 

エ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 

オ その他、職員の派遣について必要な事項 

２ 県知事に対する職員の派遣のあっせん要請 

(1) 職員の派遣のあっせん要請 

市は、県知事に対し、必要に応じて災害対策基本法第３０条第２項、地方自治法第２

５２条の１７に基づき、他の地方公共団体の職員の派遣についてあっせんを求めます。 

(2) 職員の派遣のあっせん要請手続き 

市は、県知事に対し、職員の派遣のあっせんを求めるときは、災害対策基本法施行令

第１６条に基づき、次に掲げる事項を記載した文書をもって行います。 

ア 派遣のあっせんを求める理由 

イ 派遣のあっせんを求める職員の職種別人員数 

ウ 派遣を必要とする期間 

エ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 

オ その他、職員の派遣のあっせんについて必要な事項 

３ 応急対策職員派遣制度に基づく職員の派遣 

本制度は、応急対策職員派遣制度に関する要綱及び災害マネジメント総括支援員の登録

に関する要綱に基づき、大規模災害発生時に全国の地方公共団体の人的資源を最大限に活

用して被災市区町村の災害対応業務や災害マネジメントを支援するための全国一元的な応

援職員の派遣の仕組みです。この運用に当たっては、本制度における関係機関である、地

方公共団体、地方三団体、指定都市市長会、内閣府及び消防庁と総務省とが協力して実施

します。 

  (1) 総括支援チームの派遣   

    総括支援チームは、被災市区町村の長への助言、幹部職員との調整、被災市区町村に

おける応援職員ニーズ等の把握、被災都道府県をはじめとする関係機関及び総務省との

連携を通じて、被災市区町村が行う災害マネジメントを総括的に支援することを役割と

しています。 

    災害マネジメントの対象業務は多岐にわたることから、総括支援チームは、災害マネ

ジメント総括支援員と、それをサポートする災害マネジメント支援員で構成され、災害

の規模や派遣の時期等に応じて柔軟にチームを編成することができるとされています。 

(2) 対口支援チームの派遣   

    避難所運営や罹災証明書の交付等の災害対応業務を支援するため、被災市区町村ごと

に原則として１対１で割り当てられた都道府県又は指定都市（以下、「対口支援団体」と

いう。）が応援職員を派遣します。対口支援団体は、対口支援を行う被災市区町村の応援

職員に関するニーズ等を把握しながら、それを踏まえた応援職員の派遣等の支援を継続

的に行うこととなっています。 

(3) 追加の対口支援団体の派遣  

    当初の対口支援団体による応援職員の派遣だけでは対口支援を行う被災市区町村にお

いて完結して災害対応業務を実施することが困難である場合又は困難であると見込まれ

る場合には、被災市区町村に追加の対口支援団体による応援職員の派遣が行われます。 

第３ 広域応援の受入れ 総括・情報班、経営総務部、消防部 

１ 応援の受入体制  

市は、応援部隊に対し、活動拠点を開設し、受入体制を整えます。 

(1) 情報の提供と応援手段の協議 

応援を要請した機関に対する市内の災害の進展状況、被害状況、道路交通状況等、応

援体制上必要な情報の提供・共有及び応援ルートの選定や活動拠点に関する協議・検討

をします。 

(2) 応援部隊の誘導等 

市はあらかじめ周知している活動拠点が被災等により使用できず新たな活動拠点を設

置する場合には、応援部隊の市内進入路及び集結地点を選定し、応援部隊を誘導します。 

また、事前に、ヘリコプター臨時離発着場等の防災上重要な拠点に、上空から識別で
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きる表示をするよう努めます。 

(3) 応援部隊の活動 

市は、応援部隊の活動について必要な指揮又は指示を行います。 

(4) 応援部隊の広域応援活動拠点 

市は、応援部隊の活動拠点をあらかじめ定めておくものとしますが、被災状況その他

の事由により、その使用が困難なときは、迅速にその受入れ施設を選定し、自衛隊、警

察、消防、行政関係機関、ボランティア、ライフライン事業者等に対して、周知します。 

２ 海外からの支援受入 

市は国の非常（緊急）災害対策本部等が海外からの支援の受入れを決定した場合には、

その受入れと円滑な活動の支援に努めます。 

第４ 自衛隊に対する災害派遣要請 総括・情報班 

市は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、災害対策基本法第６８条の

２に基づき、県に対して自衛隊法第８３条第１項による自衛隊の派遣要請を求めます。 

この場合、市は、必要に応じてその旨及び市域の災害状況等を防衛大臣又は地域担任部

隊の長に通知します。 

また、市は、県への自衛隊派遣要請の要求が、連絡不能でできない場合には、直接防衛

大臣又は地域担任部隊の長に災害状況等を通知します。なお、この通知をしたときは、速

やかにその旨を県に通知します。 

１ 要請方法 

市長の災害派遣要請に関する事務手続きは、統括調整部において、次の事項を記載した

文書により行います。 

ただし、緊急を要する場合は電話等で要請し、事後速やかに所定の手続きをします。 

(1) 災害の情況及び派遣を要請する事由 

(2) 派遣を希望する期間 

(3) 派遣を希望する区域及び活動内容 

(4) その他参考となるべき事項 

第５ 自衛隊の受入れ 総括・情報班 

１ 災害派遣部隊の受入れ 

(1) 他の災害救助復旧機関との重複の排除 

市は、自衛隊が他の災害救助復旧機関と重複せず、最も効率的に作業できるよう配慮

し、依頼します。 

(2) 作業計画及び資機材の準備 

市は、自衛隊に対し作業を要請し、又は依頼する場合、先行性のある計画を立て、作

業に必要な、資機材の準備を整え、諸作業に関係のある管理者の了解を得られるよう配

慮します。 

(3) 自衛隊との連絡窓口の一本化 

市は、派遣された自衛隊との連絡交渉窓口を統括調整部に置きます。 

(4) 県への活動報告 

市は、自衛隊の活動状況等を随時報告します。 

２ 経費の負担 

自衛隊の救援活動に要した経費は、原則として派遣を受けた市が負担します。その内容

は、おおむね次のとおりです。 

(1) 派遣部隊が、救援活動を実施するために必要な資機材（自衛隊装備に係るものを除く。）

等の購入費、借上料及び修繕費 

(2) 派遣部隊の宿営及び救援活動実施に伴う光熱、水道、電気、電話及び入浴料等 

(3) 派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用料及び借上料 

(4) 派遣部隊の救援活動実施に際し生じた損害の補償（自衛隊装備品に係るものを除く。） 

(5) その他救援活動の実施に要する経費で、負担区分に疑義のある場合は、自衛隊と市が
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協議します。 

３ 自衛隊の連絡先  

区分 連絡先（窓口） 所在地 県防災行政通信網番号 

陸上自衛隊 
第４施設群本部 

第３科 

相模原市南区新戸 2958 

046(253)7670 内線 2230  

2812、2813、3802、
4814 

海上自衛隊 

横須賀地方総監部防衛

部第３幕僚室 

横須賀市西逸見町 1無番地 

046(822)3500       

2814、4816 

第４航空群本部 

（主として航空機を必

要とする場合） 

綾瀬市無番地 

0467(78)8611       

2815、3803、4818 

第６ 警察災害派遣隊の受入れ 総括・情報班、茅ケ崎警察署 
１ 警察災害派遣隊の主な活動 

警察災害派遣隊は、大規模災害発生時等に直ちに派遣され、原則として、被災地の支援

を受けることなく自活して即応部隊と、大規模災害発生時等から一定期間が経過した後に

長期間にわたり派遣される一般部隊とで構成し、被災者の救出救助、緊急交通路の確保、

検視、行方不明者の捜索、治安の維持等の活動を行います。 

２ 援助の要求及び受入れ 

県公安委員会は、災害が発生し又は発生のおそれがあるときは、警察庁又は他の都道府

県警察に対し警察災害派遣隊の援助を要求します。 

神奈川県警察本部は、警察庁等と派遣期間、活動場所、派遣人員、活動内容等の派遣に

係る事項の調整を行います。 

 

第７ 消防広域応援の要請及び受入れ 総括・情報班、消防部 

市は、大規模災害発生時において、市がその消防力をもって対処することができない場

合を想定して、広域的な消防体制を確立します。 

このため、市は、市町村あるいは都道府県の区域を越えた、消防力の広域的な運用を図

り、大規模災害時に円滑に対応できるよう、市町間等の相互応援協定による応援隊や緊急

消防援助隊の派遣要請を行い、派遣部隊の宿泊等、受入体制の確立を図ります。 

第８ ＤＭＡＴの要請及び受入れ 保健所部 

市は、災害の程度により必要がある場合は、県に対して医療救護の協力を要請するとと

もに、ＤＭＡＴの派遣を要請します。 

また、ＤＭＡＴを要請した場合は、受入体制を確立するとともに、活動が円滑に行われ

るよう支援します。 

第９ 緊急災害対策派遣隊、情報連絡員の要請及び受入れ 総括・情報班、横浜国道事務所、

京浜河川事務所 

市は、災害による重大な被害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、「災害時の

情報交換に関する協定」に基づき、国（関東地方整備局）に情報連絡員（リエゾン）の派

遣を要請します。 

国は、市からの要請を受け情報連絡員を市に派遣し、情報交換を行うとともに、必要に

応じて緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）※を派遣します。なお、国は、市の被

害状況等を勘案し、必要と認める場合は、要請を待たずに情報連絡員の派遣や必要な支援

を行います。 

市は、国の情報連絡員や緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）が派遣される場合

は、受入体制を確立するとともに、活動が円滑に行われるよう支援します。 

※大規模な自然災害等に際して、被災自治体が行う被災状況の迅速な把握、被害の拡大の防

止、被災地の早期復旧等に対する専門的・技術的な支援を行うための派遣 
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※：市は、国の担当窓口との連絡調整について、県に対して適宜実績報告等の情報提供を実施 
します。 

※１：災害発生時、またはそのおそれがある場合は担当窓口事務（管理）所から地方自治体等 
へ支援要請の確認をします。 

※２：都県・政令都市においては直接、関東地方整備局（応援対策本部）への要請となります。 
緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の災害規模に応じた支援の仕組み 

（出典 国土交通省資料より抜粋） 

第１０ 気象庁防災対応支援チーム（ＪＥＴＴ）の派遣 横浜地方気象台 

気象庁は、大規模災害発生時、市町村の災害対策本部等へ気象庁防災対応支援チーム（Ｊ

ＥＴＴ）として気象庁職員を派遣します。 

現場のニーズや各機関の活動状況を踏まえ、気象等の細かな解説を行い、市や防災関係

機関の防災対応を支援します。 

なお、緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の一員として活動します。 

第１１ 内閣府調査チームの派遣  
国は、大規模な被害が想定される場合、必要に応じて直ちに内閣府調査チームを派遣し、 

被害状況の迅速な把握、市の支援を行います。 
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第１７節 ボランティア活動 

 災害に伴う被災者の様々な支援ニーズに対応するため、災害ボランティアの受入・活動体制

を整えるとともに、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握し、関係団体と情報共有を図り

ながら連携のとれた支援活動を展開することにより、市民生活の早期回復を図ります。 

第１ 災害ボランティアセンターの開設 総括・情報班、監査部、市社会福祉協議会 

大規模な災害発生時に応急対策活動を実施するにあたり、市及び防災関係機関だけでは

対応が不可能な場合、市内外のボランティアの救援活動が必要となることから、ボランテ

ィア活動やその受入れ等の事務を行う災害ボランティアセンターを開設し、ボランティア

の受入れを行います。 

※災害ボランティアセンターでのボランティアの受入れは、専門機関に属さない個人を対象と

する。 

１ 実施機関 

災害時におけるボランティア活動に係る事務は、災害ボランティアセンターが行います。 

２ 災害ボランティアセンターの位置づけ 

災害ボランティアセンターは、市社会福祉協議会が各種団体、個人等の協力を得て、ボ

ランティアニーズの把握、ボランティアの募集、受入れ、作業配分、派遣等の活動全般に

関する事務を行うものとします。 

また、市はボランティアの活動が円滑に行われるよう必要な支援を行うものとします。 

３ 活動拠点の確保 

市は災害ボランティアセンターとして文化会館の一部を確保するとともに、必要な資機

材の調達支援等を行います。 

４ 災害ボランティアセンターの運営等 

災害ボランティアセンターの開設及び開設後の運営等については、市と市社会福祉協議

会が協議して別に定めるものとします。 

５ ボランティアコーディネーターの派遣要請 

市社会福祉協議会は、神奈川県社会福祉協議会及び全国社会福祉協議会へ、ボランティ

アコーディネーターの派遣要請を行います。 

第２ ボランティアの受入れ 総括・情報班、監査部、市社会福祉協議会 

１ 情報収集 

市は、ライフラインの被害状況、避難所の開設状況等、情報収集を行い、被災者等のボ

ランティアニーズを把握します。 

２ ボランティアの募集 

災害ボランティアセンターは、ボランティアの必要性の把握に努め、災害ボランティア

センター関連ホームページの立ち上げ等、報道機関や各種広報を通じ、ボランティアの募

集を行います。 

第３ 専門ボランティアの派遣要請 統括調整部各班 

市は、応急対策活動を行う上で、必要に応じて各種専門機関へ専門ボランティアの派遣

要請を行います。 

専門ボランティア 

活動内容 

○福祉ボランティア（手話通訳・介護等） 
○医療ボランティア（医師・看護師等） 
○教育ボランティア 
○避難所炊き出しボランティア 
○技能・労力提供ボランティア（建物判定・輸送等） 
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第４ 市民活動団体等の活動に対する支援 くらし安心部 

市は、市民活動団体とボランティア団体の特性の違いを活かした効果的な支援活動の実

施を図るため、被災状況に応じたボランティアニーズを把握し、市民活動団体へ情報提供

を行います。 

その上で、市民活動団体の専門性を活かした支援活動が実施できるよう、連携・調整を

行い、その活動に必要な場所、資機材等の確保に対する支援に努めます。 

第５ ボランティアの活動 くらし安心部、監査部、市社会福祉協議会 

市は、災害ボランティアセンター又はボランティア活動に必要な資機材を確保・提供し、

その活動を支援します。 

１ 主なボランティア活動 

○避難所での炊き出し、洗濯、物資の整理・配布等の手伝い 

○在宅避難者の買い物、家事等の生活の手伝い 

○家の片付け、引越しの手伝い 

○被災者の話し相手 

○こどもの遊び相手、託児代行 

○ペットの世話 

○暮らしに必要な情報の提供支援 

○交流機会づくり、イベント開催 

第６ 関係者による情報共有会議の開催 統括調整部、市社会福祉協議会 

市及び社会福祉協議会は、地域で活動するＮＰＯ・ボランティア（災害中間支援組織を

含む）等と、災害の状況やボランティアの活動状況等に関する最新の情報を共有する場を

設け、被災者のニーズや支援活動の全体像を関係者と積極的に共有し、団体間で連携のと

れた支援活動を展開するよう努めます。 

第７ 被災者援護協力団体への支援協力 統括調整部、各部 

市は、発災時において被災者援護協力団体の迅速な支援協力を受けるため、必要に応じ

て、被災者台帳の共有や災害救助法等を活用した業務を委託します。 

被災者援護協力団体へ委託する主な業務は次のとおりです。 

(1) 避難所の運営 

(2) 炊き出しその他による食品の給与または飲料水の供給 

(3) 被服、寝具その他の生活必需品の供与又は貸与 

(4) 被災した住宅の応急修理又は災害により生じた土砂その他の障害物除去 

(5) 被災者からの相談への対応又は被災者に対する情報の提供・助言 

(6) ボランティア受入れの実施に係る連絡調整 

(7) その他被災者の援護を図るために必要な協力業務 
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第１８節 災害廃棄物等の除去及び処理 

  

住民の健康への配慮や安全の確保、衛生や環境面での安全・安心のため、被害状況や災害廃

棄物の発生状況等を継続的に把握するとともに、仮置場の確保や既存処理施設における災害廃

棄物の受入れ等の廃棄物処理体制、事業者との連携や広域的な処理を含めた関係機関との連携

協力体制を構築し、災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理することにより、生活環境の悪化

防止を図ります。 

第１ 障害物の除去 衛生・災害廃棄物対策班、応急復旧対策班、環境部、建設部、下水道

河川部 

市は、災害が発生したとき、又は二次災害が発生するおそれがあるとき、応急措置を実

施するため支障となる工作物等の除去を行います。 

なお、被災状況を勘案し優先順位を定め、迅速に実施します。 

１ 実施機関 

障害物の除去は市が実施しますが、障害物が市の管理に属さない道路、又は河川、施設

等にある場合は、それぞれの管理者が実施します。 

２ 除去対象 

(1) 市民の生命、財産等の保護のため除去を必要とする障害物 

(2) 避難、救援等、緊急に応急措置を実施するため除去を必要とする障害物 

(3) 河川氾濫、護岸決壊等の防止、その他水防活動実施のため除去を必要とする障害物 

(4) 居室、炊事場等、生活に欠くことのできない部分又は玄関等に障害物が運び込まれて

いるため、一時的に居住できない状態にあり、かつ自らの資力で除去できない障害物 

(5) その他公共的立場から除去を必要とする障害物 

３ 実施方法 

(1) 市は、自らの組織、労力、機械器具を用い、又は茅ヶ崎建設業協会等の協力を得て速

やかに行います。 

(2) 建物・工作物等の除去作業においては、緊急の場合を除き、土地の境界標識や塀・石

垣等の基礎部分、側溝等の保存に心がけ、事後支障の起こらないよう配慮するよう努め

ます。 

(3) 除去作業においては、行方不明者の存在への配慮を行うとともに、位牌、写真・アル

バム、携帯電話等、所有者にとって価値があると認められるものについては、一律に廃

棄せず別途保管し、所有者に引き渡す機会を設ける等、被災者に配慮した作業に努めま

す。 

４ 応援・協力要請 

市は、障害物の状況に応じて、県、他市町村、防災関係機関、企業等に対して応援を要

請します。 

５ 分別区分 

災害廃棄物は原則として、次により区分し処理を行います。 

(1) 木材 

(2) その他可燃物 

(3) 金属類 

(4) 家電類・パソコン等 

(5) コンクリート・アスファルト等 

(6) その他不燃物 

(7) 取り扱いに注意が必要な廃棄物（ガソリン・灯油・ガスボンベ・スプレー缶等） 

６ 仮置場の選定 

市は、あらかじめ仮置場を定めておきますが、被災状況等によりその保管が困難なとき

は、おおむね次の基準により新たな仮置場を確保します。 

なお、その場合、二次災害や環境、地域の基幹産業への影響や応急仮設住宅の建設等に
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十分考慮し選定します。 

(1) 公園、グラウンド、廃棄物処理施設等の公有地 

(2) 未利用工業跡地等で、長期間利用が見込まれない民有地の借り上げ 

(3) 農地等の民有地や企業等の所有地等の借り上げ 

第２ 災害廃棄物の処理 衛生・災害廃棄物対策班、環境部 

災害により発生した瓦れき及び建物等の解体撤去に伴い発生した廃材等の災害廃棄物の

処理は、原則として、茅ヶ崎市災害廃棄物処理計画及び茅ヶ崎市災害廃棄物処理事務マニ

ュアルに基づき行います。 

なお、災害廃棄物の処理を円滑に行うための体制を確立するとともに、計画的な収集・

運搬、再利用・再資源化及び適正な処理・処分に努めます。 

１ 被害状況を確認し、瓦れきの発生量を推計するとともに、瓦れき処理応急体制の確保を

図り、適切な収集・処理に努めます。 

２ 発災直後の様々な情報を収集・整理し、瓦れき処理の基本方針を明らかにした処理計画

を定め、計画的な処理に努めます。 

３ 県は、災害廃棄物の再利用・再資源化、中間処理、処分に関連する民間の産業廃棄物処

理業者の被災状況の概要を把握し、地区別、施設の種類別に整理した上で、市町村の求め

に応じて情報提供します。 

４ 市単独で処理できない場合には、県外の他市町村と連携又は調整を行う等、必要な対策

を講じます。 

５ 市は、災害廃棄物の分別・排出方法に関する情報について、市民に周知を行います。 

６ 市は、ボランティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には災害

ボランティアセンター、ＮＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整するなどして、

効率的に災害廃棄物等の搬出を行います。 

第３ ごみ及びし尿等の処理 衛生・災害廃棄物対策班、環境部 

県及び市は連携してごみ処理施設及びし尿処理施設の被災状況を把握するとともに、し

尿収集対象者やごみの発生量を推計し、応急体制の確保を図り、適切な収集・処理に努め

ます。 

１ ごみ処理施設、し尿処理施設の被災状況の把握 

市は、災害発生後速やかにごみ処理施設の被災状況を把握し、県へ報告を行います。ま

た、し尿処理施設については、寒川町と連携し、被災状況の把握に努めます。 

２ し尿処理施設の管理等 

施設破損や停電、給排水設備、脱臭設備損傷等により、し尿処理が不能な場合、直ちに

損傷程度を確認し、修繕手配等は寒川町が実施します。 

また、市は、施設の復旧作業中は、し尿の施設での保管が可能かどうか判断し、不可能

な場合は近隣施設、他市町村へ搬入及び処理について協力を要請します。 

３ し尿及びごみ処理 

(1) 市は、被災状況から、し尿収集量やごみの発生量を推計し、通常時のし尿やごみの収

集・処理体制に基づき、収集体制の確保を図ります。 

(2) 市は、し尿やごみの収集・処理業務の増大により、収集車両や人員、処理施設の能力

が不足する場合、処理施設が倒壊又は稼働不能な場合等は、県への支援を要請します。 

４ 資源物の分別 

市は、環境を考慮した分別回収を実施するとともに、速やかに資源物の受入れが図れる

よう、寒川広域リサイクルセンターへの搬入について寒川町と連携した対応を図ります。 
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第１９節 災害救助法関係 

  

災害による被災者を救助するため、関係機関との連携・協力のもと応急的に必要な支援等を

実施することにより、被災者の保護と社会の秩序の保全を図ります。 

第１ 災害救助法の適用 総括・情報班 

市長は、市内における災害の程度が災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は該

当する見込がある場合は、直ちにその旨を県知事に報告し、この法律に基づく救助を要請

します。 

１ 適用基準 

災害救助法は、同法施行令第１条第１項の定めるところにより、被害の程度が次の各号

のいずれかに該当する場合に適用されます。 

 

(1) 市内において住家の滅失した世帯数が１００世帯以上の場合 

(2) 県内の住家の滅失した世帯数が２，５００世帯以上であって、市内の住家の滅失し

た世帯数が５０世帯以上の場合 

(3) 県内の住家の滅失した世帯数が１２，０００世帯以上である場合 

(4) 災害が隔絶した地域で発生したものである等、災害にかかった者の救護を著しく困

難とする特別の事情がある場合であって、多数の住家が滅失した場合 

(5) 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれがある場合 

 

（注）住家の滅失した世帯、すなわち全壊（焼）、流出等の世帯を標準としているので、半壊

（焼）等、著しい損傷を受けた世帯については、２世帯で１の世帯とし、床上浸水、土砂

のたい積等により、一時的に居住不能となった世帯については、３世帯で１の世帯とみな

します。 

２ 適用手続き 

災害に際し、市内における災害が前記「１ 適用基準」のいずれかに該当し、又は該当す

る見込があるときは、市長は直ちにその旨を県知事に報告します。 

また、市長は、災害の事態が急迫して県知事による救助の実施を待つことができないと

きは、県知事が行う救助の補助として、災害救助法の規定による救助に着手し、その状況

を事後速やかに県知事に情報提供します。 

３ 救助の種類 

 

○避難所、応急仮設住宅の供与 

○炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

○被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

○医療及び助産 

○被災者の救出 

○被災した住宅の応急修理 

○学用品の給与 

○埋葬 

○死体の捜索 

○死体の処理 

○障害物の除去 

○応急救助のための輸送及び賃金職員等の雇用 
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       節 

 

主な担当 

１ ２ ３ ４ 

復
興
体
制
の
整
備 

被
災
状
況
の
調
査 

生
活
再
建
支
援
対
策 

復
興
対
策 

市 

総括・情報班 ○    

避難所対策班・配備職員     

救援物資対策班     

保健医療対策班     

要配慮者対策班     

衛生・災害廃棄物対策班     

被災者生活再建対策班     

応急復旧対策班     

経営総務部 ○   ○ 

企画政策部 ○ ○ ○ ○ 

くらし安心部  ○ ○  

市民部  ○ ○ ○ 

経済部  ○  ○ 

文化スポーツ部   ○ ○ 

福祉部   ○  

こども育成部     

環境部   ○ ○ 

都市部 ○ ○ ○ ○ 

建設部  ○ ○ ○ 

下水道河川部  ○  ○ 

保健所部   ○  

消防部  ○   

会計部   ○  

市立病院部     

議会部     

選挙管理部     

監査部     

教育部   ○ ○ 

防
災
関
係
機
関
等 

関東農政局     

湘南海上保安署     

京浜河川事務所    ○ 

横浜国道事務所    ○ 

横浜地方気象台     

自衛隊     

藤沢土木事務所    ○ 

湘南地域県政総合センター     

茅ケ崎水道営業所    ○ 

茅ケ崎警察署     

消防団     

東日本旅客鉄道(株)    ○ 

ＮＴＴ東日本(株)    ○ 

東京電力パワーグリッド(株)    ○ 

東京ガスネットワーク（株）    ○ 

神奈川県トラック協会     

神奈川中央交通(株)     

茅ヶ崎医師会（医療関係団体）     

市社会福祉協議会   ○  

自主防災組織     
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第１節 復興体制の整備 

 

大規模災害からの復興にあたっては、単なる復旧ではなく未来に向けた創造的復興を目指し

ていくことが必要です。 

本章は、あらかじめ復興の考え方や復興対策の内容を整理し、災害後の迅速な復興対策が推

進できるよう地域防災計画に位置づけたものです。 

市は、国や県との調整、防災関係機関との連携を図りながら、一日も早く平常の都市活動が

再開できることを目的に、市民の合意を得ながら、速やかに策定推進できる体制づくりに努め

るとともに、復興対策を構築する上では、あらゆる地域生活者の視点、男女共同参画の視点に

配慮するよう務めます。 

第１ 復興に係る庁内組織の設置 企画政策部、都市部 

市は、復興に係わる総合的措置を講じ、速やかな復興を図るために、復興に関する事務

等を行う組織（復興対策本部）を庁内に設置するとともに、当該本部内における復興計画

の策定を進める担当部において、復興計画作成の方針の検討、復興計画に係る庁内原案の

作成、既存計画（施策）との整合性の確保、庁内各部の調整を行います。 

第２ 人的資源の確保 経営総務部 

本格的な復旧作業及び復興事業の実施のためには、通常業務に加えて膨大な事務執行が

長期間にわたり必要になりますが、職員が被災することによる減員等により、特定の分野

や職種において人員不足が予測されます。 

このため、特に人材を必要とする部門については、関係部局と協議・調整し、迅速かつ

的確に人員配置を行うとともに、必要に応じ臨時職員等の任用を行います。 

１ 派遣職員の受入れ 

不足する職員を補うため、地方自治法、災害対策基本法、復旧・復興支援技術職員派遣

制度、協定等に基づき、職員の派遣、又はあっせんの要請を行い、職員を受け入れます。 

２ 専門家の支援の受入れ 

災害後は、土地の測量、登記、建築、不動産評価等の土地に関する法律的な問題等、様々

な問題が発生し、専門的なサービスの提供が求められることが予想されます。そこで、県

による「大規模災害時における相談業務の応援に関する協定」に基づき、神奈川県大規模

災害対策士業連絡協議会に対して、市が開催する相談業務に従事する者の派遣を要請し、

弁護士、司法書士、建築士、不動産鑑定士、税理士等の専門家の支援を受け入れます。 

第３ 情報提供 総括・情報班、企画政策部 

   市は、行政の行う施策のほか、復旧・復興期におけるふくそうする多種多様な情報を整

理し、ホームページや広報紙等を利用して提供します。 
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第２節 被災状況の調査 

第１ 復興に関する調査 企画政策部、くらし安心部、市民部、経済部、都市部、建設部、

下水道河川部、消防部 

１ 市街地及び都市基盤施設の復旧・復興の基本方向を決定するための調査 

(1) 建築物の被災状況に関する調査の実施 

市は、応急復旧対策・復興対策を効果的に行うために、被災地全体の全壊、半壊とい

った建築物の被災状況の概要調査を行います。 

(2) 都市基盤施設被害状況調査の実施 

施設管理者は、応急復旧対策・復興対策を的確に行うために、被災地全体のライフラ

イン施設、交通施設等の都市基盤施設の被害調査を行います。 

(3) 応急住宅対策に関する調査の実施 

応急仮設住宅等の住宅対策について、迅速な意思決定や適切かつ計画的な住宅供給を

行うための調査を行います。 

市は、全壊・焼失・半壊建物数及びデータ、被災者数及びその分布等のデータを活用

し、必要とされる応急仮設住宅の戸数、市営住宅の戸数の概要、全壊・焼失・半壊した

住宅が数多く存在する地域等を把握し、県に報告します。 

２ 復興計画の作成及び復興計画を実施するための調査 

(1) 市街地復興に係わる調査の実施 

市は、市街地復興を行っていくために、その事業対象地の被災状況を十分に把握する

ことが必要となるので、全壊・焼失・半壊建築物数及びデータ等を基に、市街地復興を

行う必要性が高い地区を特定し、特定された地区について、従前の権利関係等も含め綿

密な調査を行います。 

(2) 生活再建支援等に係わる調査 

ア 罹災証明書の根拠となる住宅の被災状況調査の実施 

市は、災害見舞金等を支給するために、罹災証明書が必要となるため、全壊・焼失・

半壊建築物数及びデータ等を基に、罹災証明書の根拠となる住宅の被災状況を把握す

るとともに、情報が不足している地域等については、補足調査を行います。 

イ 死亡者数、負傷者数及び行方不明者数等に関する調査の実施 

市は、応急対策として行う遺体捜索結果等から死亡者数、災害による負傷者数や負

傷の内容についても調査し把握します。 

なお、災害による負傷の悪化又は避難生活等における身体的負担による疾病により

死亡し、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき災害原因で死亡したものと認めら

れたものについては、災害関連死とし、その数を把握するとともに、死者数の報告の

際は、内数として災害関連死の数を報告します。災害関連死の認定については、内閣

府が公表している災害関連死事例集等を参考にして、判断を行います。 

また、災害状況や市民からの安否情報等をもとに、行方不明者数を把握します。 

ウ 災害による離職者数についての調査の実施 

市は、地域経済の被災状況を把握するとともに、災害による事業停止等による離職

者数や離職者の特性等について、調査を行います。 

(3) 地域経済の復興施策に係わる調査の実施 

被災地全体の概要の把握や、特に中小企業の工場や商店街の商店等の被災状況等は、

生活再建支援策と密接に関連するため、可能な限り綿密に調査を行います。 

ア 物的被害状況調査 

市は、災害直後の緊急対応及び復興に向けての施策を検討するために、業種別・規

模別被害額や工場・商店等の全壊・焼失数等について、調査を行います。 

イ 地域への影響の把握 

市は、産業基盤施設の被災状況や事業者の物的被害状況等を調査し、操業停止期間

等を把握します。 
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【被害状況調査の概要フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 罹災証明書等の交付 市民部、消防部 

市は、災害対策基本法第９０条の２に基づき、市域で災害が発生した場合、災害救助法

や被災者生活再建支援法等に基づく被災者支援策や市税の減免等を実施するにあたり必要

とされる住家等の被害程度を証明する罹災証明書を交付します。 

なお、交付にあたっては、被災者からの申請に基づき、不動産鑑定士や土地家屋調査士

 

○地域別被災状況の概要 

被災状況の概要調査 

【被災直後】 

 

○全壊・焼失・半壊建築物数 

○建築物へ立ち入ることの危険性 

建築物に関する調査 

 

○死者数・負傷者数及びその居住地 

人的被害に関する調査 

 

○土木建造物・ライフライン・交通

施設の被災状況 

都市基盤に関する調査 

【被災後１日～】 

調査で把握すべきデータ及び項目 

地域全体の被災状況の概要把握 

市街地・都市基盤施設の復旧・復

興の基本方向の決定 

建築物への立ち入り可否の判断 

応急住宅対策計画の作成及び実施 

罹災証明書の交付及び災害見舞金

の支給 

災害弔慰金の支給 

建築物の継続使用可否の判断 

市街地復興施策の実施 

災害廃棄物等の発生量の把握 

経済復興施策の実施 

 

○業種別・規模別被害額等 

○失業者数及びその居住地 

 

経済的被害に関する調査 

 

○土地・建物に関する従前の権利関係 

市街地に関する調査 

 

○被災者の仮設住宅・公営住宅の入

居の意向 

仮設住宅等に関する調査 

 

○避難者数及びその分布 

○死亡者の遺族の所在地 

人的被害に関する調査 

 

○全壊・焼失・半壊建築物数 

○建築物の継続使用の危険性 

建築物に関する調査 

【被災後３日～】 

【被災後５日～】 

調査の用途 
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の士業団体と連携しつつ、住家の被害状況を調査し、交付します。 

１ 証明の範囲 

災害対策基本法第２条第１号に規定する災害により被害を生じた建物等について、必要

な事項の証明を行います。 

(1) 建物被害 

ア 全壊・大規模半壊・中規模半壊・半壊・準半壊・一部損壊 

イ 全焼・半焼・部分焼・ぼや 

ウ 流失・床上浸水・床下浸水 

２ 被害の判定基準 

被害認定は、内閣府「災害の被害認定基準」等に基づき市が行います。 

    (1) 地震・水害・風害の場合 

 
住家全壊 

（全焼・全流出） 

住家半壊（半焼） 準半壊 一部 

損壊 大規模 

半壊 

中規模 

半壊 

半壊 

①損壊基準判定 

 住家の損壊、流失した部分の床面

積の延べ床面積に占める損壊割合 

７０％ 

以上 

５０％

以上 

７０％

未満 

３０％

以上 

５０％

未満 

２０％

以上 

３０％

未満 

１０％

以上 

２０％ 

未満 

１０％

未満 

②損害基準判定 

住家の主要な構成要素の経済的

被害の住家全体に占める損害割合 

５０％ 

以上 

４０％

以上 

５０％

未満 

３０％

以上 

４０％

未満 

 

   (2) 火災の場合 

 全焼 半焼 部分焼 ぼや 

焼損程度 

建物の焼き損害額が火災前の建

物の評価額に占める割合 

７０％ 

以上 

２０％ 

以上 

７０％ 

未満 

２０％未

満でぼや

に該当し

ないもの 

１０％未満

で焼損面積

が１㎡未満、

又は収容物

のみが焼損

したもの 

 

３ 被害認定調査活動 

市は、具体的な調査方法及び判定方法は、内閣府「災害に係る住家の被害認定基準運用

指針」等に基づき判定します。 

(1) 周知・広報 

被害認定調査活動を行うにあたっては、避難所等での周知及び市域での広報を行い、

被災者に対する正確な情報提供を行います。 

また、応急危険度判定調査との混在について、被災者の精神的負担を考慮し、的確に

目的を伝え、調査を行います。 

(2) 被害認定調査 

  

 

 

 

 

※調査を効率よく実施するため、申請書等の情報から、外観被害は軽微でも、内部被害

が比較的大きいと考えられる住家は、２次調査から実施することも考えられる。 

(3) 調査にあたっては、被災者からの情報提供等を受ける等、調査に際しての事前状況を

把握した上で実施します。 

４ 罹災証明書の交付 

罹災証明書は、被災者からの申請に基づき市長又は消防署長が交付します。 

第１次調査 

外観目視調査の実施 

第２次調査 

外観目視調査及び内部 

立入調査（申請者立会） 

再調査 

不服の内容を精査した

上で状況に応じて再調

査を実施 
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(1) 建物等の被害調査 

市は、建物等の被害調査を計画し、調査員を確保し、被災地域の写真の撮影及び目視・

聞取り調査を実施します。 

住家等の被害の程度を調査する際、発災前後の航空写真等が入手でき、これらを活用

することが調査の効率化・迅速化に資すると判断される場合には、当該航空写真等を活

用して判定することを考えます。 

また、調査対象とする地域の設定、現地調査を行う又は行わない地域の設定、現地調

査を行う地域の順番の決定等、被害認定調査の方針を決める際に、応急危険度判定の判

定実施計画や判定結果を活用することも考えます。 

(2) 罹災台帳 

建物等の被害調査結果等を基に罹災台帳を作成し、罹災証明書の証明内容の確認台帳

とします。 

(3) 罹災証明書の交付 

被災者から罹災証明書の交付申請があったときは、罹災台帳に基づき交付します。 

(4) 再調査の申し出 

被災者は、罹災証明書の内容に不服があった場合は、再調査を申し出ることができる

ものとします。申し出があった建物に対し、迅速に調査を実施し、罹災証明書を交付し

ます。 

５ 罹災証明書の交付に関する広報 

罹災証明書の交付は、チラシ配布、避難所の掲示板、報道機関等を通じ、被災者に周知

徹底します。 
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第３節 生活再建支援対策 

  

過去の災害では、支援の必要性を訴えることができない方、在宅避難者の増加などにより支

援漏れが生じるなどの問題がありました。 

こうした状況を踏まえ、市は、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組

むことができるよう、平常時から被災者支援の仕組みを担当する部局を明確化し、地域の実情

に応じ、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携

して、被災者に対するきめ細やかな支援を継続的に実施する取組）の実施等により、きめ細や

かな支援を行うとともに、被災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に努めます。 

第１ 災害相談対策 企画政策部、くらし安心部 

１ 災害相談の実施 

市は、災害により被害を受けた市民の生活上の不安等の解消を図るため、相談業務を実

施します。 

２ 臨時災害相談所の開設 

市は、必要に応じて臨時災害相談所を設置し、市民の相談を受け、苦情、要望等を聞き

取り、速やかに関係部局及び関係機関と連携して早期解決に努めます。 

３ 臨時災害相談所の規模等 

相談所の箇所数及び人員は、災害の規模や現地の状況により決定します。 

相談所では、被災者救護を実施する各部局及び関係機関の職員が相談員として常駐する

とともに、弁護士会等の関係団体に協力を要請し、各種相談に応じます。 

４ 相談業務の内容 

(1) 行方不明者に関すること 

(2) 被災者の住居に関すること 

(3) 被災者の生活資金に関すること 

(4) 被災事業者の資金に関すること 

(5) 市民生活に関すること 

(6) その他 

５ 情報提供 

市は、企業等と連携を図り、法制度、金融機関、生命保険、損害保険、地震保険等、被

災地域の必要な生活関連情報や支援等を整理し、ホームページや広報紙を利用して市民に

提供します。 

第２ 被災者台帳の作成及び活用  

１ 被災者台帳の作成 

市長は、災害が発生した場合、被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するため必要が

あると認めるときは、被災者の援護を実施するための基礎とする「被災者台帳」を作成す

るものとする。 

被災者台帳には、災害対策基本法第９０条の３第２項に基づき、被災者に関する次に掲

げる事項を記載し、又は記録するものとします。 

(1) 氏名 

(2) 生年月日 

(3) 性別 

(4) 住所又は居所 

(5) 住家の被害その他の被害の状況 

(6) 援護の実施の状況 

(7) 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 

(8) 前各号に掲げるもののほか、災害対策基本法施行規則第８条の５で定める事項 

市長は、被災者台帳の作成に必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者
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に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利

用することができるものとします。 

市長は、被災者台帳の作成のため必要があると認めるときは、関係地方公共団体の長そ

の他の者に対して、被災者に関する情報の提供を求めることができるものとします。 

２ 台帳情報の利用及び提供 

市長は、次のいずれかに該当すると認めるときは、災害対策基本法第９０条の４及び災

害対策基本法施行規則第８条の６に基づき被災者台帳に記載し、又は記録された情報（以

下「台帳情報」という。）を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のた

めに自ら利用し、又は提供することができるものとします。 

(1) 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき 

(2) 市が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき 

(3) 他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受ける者が、

被災者に対する援護の実施に必要な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき 

第３ 被災者の安否情報の提供 市民部 

市は、被災者の安否情報について家族又は親族等から照会があった時には、災害対策基

本法第８６条の１５に基づき回答するよう努めます。 

なお、回答の際は被災者や第三者の利益を侵害しないように配慮するほか、照会に対し

て適切に回答し、又は備えるため、必要な限度で当該情報を利用するものとします。 

また、必要に応じて関係自治体、警察等に対して、被災者に関する情報提供を求めます。 

第４ 生活再建支援策 各項目参照 

生活再建支援策は、大きく復興に係わる応急対策と一般の生活再建支援策に分けられ、

それぞれの施策ごとに、具体的な実施内容を定めます。 

【生活再建支援策のフロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 復興に係わる応急対策 

(1) 災害廃棄物等の処理 環境部 

市は、災害廃棄物等の処理を行うための体制を確立するとともに、計画的な収集・処

分を図ります。 
(2) 応急仮設住宅等の供給 都市部、建設部 

市は、応急仮設住宅等の供給、市営住宅等の空き家の活用等により、当分の間の生活

の支援、居住の安全を確保するとともに、市営住宅等への一時入居を行います。 

２ 一般の生活再建支援策 
(1) 住宅・宅地の供給及び住宅再建支援 都市部、建設部 

市は、建築物の被災状況調査による継続使用の可否、住宅復興に関する情報の提供、

あるいは、被災者の住宅対策として、自己再建の支援等を行います。 
(2) 被災者の経済的再建支援 市民部、福祉部、会計部、市社会福祉協議会 

ア 被災者生活再建支援金の支給 

市は、被災者生活再建支援法（平成１０年法律第６６号）に基づき、自然災害により

生活基盤に著しい被害を受け、経済的理由等によって自立して生活を再建することが

 生活再建支援策 １ 復興に係わる応急対策 (1) 災害廃棄物等の処理 

(2) 応急仮設住宅等の供給 

(1) 住宅・宅地の供給、住宅再建支援策 

(2) 被災者に対する経済的再建支援 

(3) 精神的支援 

(4) 避難行動要支援者を対象とした支援 

２ 一般の生活再建支援策 
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困難となった世帯に対して、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して、

最高３００万円の被災者生活再建支援金を支給し、支給申請等に係る窓口業務を行い

ます。 

また、県は、これを受けて、被災者生活再建支援金支給に関する事務を行います。 

イ 災害弔慰金・災害障害見舞金の支給 

市は、災害による死亡者の遺族に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４

８年法律８２号。以下「弔慰金法」という。）及び同法施行令（昭和４８年政令３７４

号）の規定に基づく茅ヶ崎市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年条例第２

３号。以下「弔慰金条例」という。）の定めるところにより、災害弔慰金を支給します。 

また、災害により精神的又は身体に著しい障がいを受けた者に対しては、弔慰金条

例に基づく災害障害見舞金を支給します。 

ウ 災害援護資金、生活福祉資金の貸付 

市は、災害により家屋等に被害を受けた世帯主に対し、生活の立て直し、自立助長

の資金として、災害救助法が適用された災害では、弔慰金条例に従って、災害援護資

金の貸し付けを行います。 

市社会福祉協議会は、同法の適用に至らない小規模災害時には、「生活福祉資金貸

付制度要綱」に基づく生活福祉資金を、低所得者世帯を対象に貸し付けます。 

エ 災害見舞金等の支給 

市は、災害により被害を受けた市民に対し、茅ヶ崎市災害見舞金等支給要綱に基づ

き、災害見舞金又は弔慰金を支給します。 

オ 義援金の受入れ及び配分 

(ｱ) 特定義援金の受入れ 

市は、本市を特定して寄託された義援金（以下「特定義援金」という。）につい

ては、適切な方法により一時的に保管します。 

また、特定義援金の寄託を受けた場合は、原則として寄託者に受領証を発行する

とともに、その記録、整理を行います。 

(ｲ) その他の義援金の受入れ及び配分 

県は、義援金の受入れ、配分に関して、市、日本赤十字社神奈川県支部、神奈川

県共同募金会等と義援金の募集、配分に関する委員会を組織し、適切な受入れ、配

分を行います。 

カ 義援物資の受入れ及び配分 

(ｱ) 民間企業や自治体等からの義援物資 

市は、関係機関等の協力を得ながら、国民、企業等からの義援物資について、受

入れを希望するもの及び希望しないものを把握します。県及び市は、その内容のリ

スト及び送り先を国民に対して公表し、周知等を図るものとします。 

また、現地の需給状況を勘案し、同リストを逐次改訂するものとし、これを活用

し、物資の配分を行います。 

(ｲ) 個人等からの小口義援物資 

市は、個人等からの小口の義援物資については、原則受け入れないこととし、そ

の方針について周知するものとします。 

なお、周知にあたっては、記者発表や県及び市のホームページへの掲載のほか、

報道機関による情報提供を行います。 

キ 生活保護 

被災による生活環境の変化から、新たな要保護者の発生が予想されるので、申請漏

れが生じないよう、市は、相談窓口の設置等により、生活保護制度の周知を行います。 

また、被災の状況によっては、申請そのものが困難な場合も考えられるため、積極

的に情報を収集して、要保護者の把握に努めます。 

ク 税の減免等 

市は、被災者の生活再建を支援するため、個人住民税、軽自動車税、固定資産税等

の市税について、申告期限・納期等の延長、減免等の納税緩和措置について検討しま
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す。 

ケ 社会保険関連 

市は、国民健康保険、介護保険等、社会保険関連の特例措置を実施します。 
(3) 精神的支援 文化スポーツ部、福祉部、保健所部 

ア 被災者の精神的な後遺症に関する相談室の設置及び訪問相談等の実施 

市は、被災を体験したことにより、精神的に不安定になっている被災者に対し、専

用電話等を設け、医師、保健師、ソーシャルワーカー等が心の相談に応じるとともに、

必要に応じ訪問相談を行います。 

イ 被災者の精神保健活動支援のための拠点の設置 

市は、被災者のＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）等に長期的に対応すること、

被災精神障がい者の地域での生活支援を目的に、被災者の精神保健活動支援のための

拠点を設置し、地域に根ざした精神保健活動を行います。 

ウ 男女共同参画の視点に配慮した相談体制の整備 

市は、避難所や仮設住宅で生活する被災者が抱える多様な悩みに対応するため、男

性及び女性に対する相談体制を整備するとともに、必要な支援及び助言を行います。 

   あわせて、男女が気兼ねなく集まれる機会を設ける等、男女が共に助け合い、精神

的負担を緩和し、１日も早く平常な生活を再開できるよう支援を行います。 
(4) 避難行動要支援者及び要配慮者を対象とした支援 文化スポーツ部、福祉部、保健所

部 
ア 高齢者・障がい者等への支援の実施 

市は、高齢者、障がい者等の避難行動要支援者の被災状況を把握し、ホームヘルプ

サービスや、ショートステイ等の在宅サービスの実施、入所施設等への受入れ、福祉

ボランティアの確保等を実施します。 

イ 外国人被災者への支援の実施 

(ｱ) 日本語を話せない外国人への生活情報の発信 

市は、日本語を理解できない外国人被災者に対し、情報を入手できるよう、応急

仮設住宅、義援金など各種交付金の手続きといった被災後の生活情報を、やさしい

日本語による発信に加え、多言語で発信します。 

(ｲ) 外国人相談窓口の設置 

市は、外国人の相談窓口を設置し、帰国手続き、罹災証明書、義援金等金銭給付、

就労・労働、住宅等に関する相談を受けます。 

      県では、（公財）かながわ国際交流財団等と連携して、災害多言語支援センター

を設置し、外国人被災者等に対する情報提供や相談受付を行います。 

(5) 社会福祉施設等 福祉部 

    市は、社会福祉施設等の被災による既存の福祉サービスの供給能力低下や、被災後の

生活環境の変化等により新たな福祉需要の発生に対応するため、再建支援が必要な社会

福祉施設等や新たな福祉需要を把握します。また、社会福祉施設等の再建に係る復旧事

業費に対応した財政的支援について、必要に応じて国に要請します。 

(6) 生活環境の確保 保健所部 

ア 食料・飲料水の安全確保 

     市は、炊き出し等による健康被害が発生しないよう、食品衛生確保のための指導を

行います。 

     また、水道施設の復旧が完了するまでの間、非常用飲料水や貯水槽等の水を飲料水

と指定利用することから、感染症の発生等を防止するため、飲料水の安全確保のため

の指導を行います。 

イ 公衆浴場等の情報提供 

     市は、公衆浴場や理容所・美容所の営業状況を把握し、情報提供を行います。 

(7) 教育の再開 教育部 

ア 学校施設の再建、授業の再開 

     市は、授業の早期再開を図るため校舎等の補修箇所等を確認し、修繕や建て替え等

の復旧方策を検討するとともに、学校周辺の被災状況等を把握し、再建復興計画を作
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成します。 

     また、仮設校舎の設置や公共施設の利用等により授業実施の場を確保します。 

     私立学校についても、施設の再建や運営費等の支援を行います。 

イ 児童・生徒等への支援 

     市は、児童・生徒等の心的影響、経済的影響、学用品の不足等に対して支援を行い

ます。また、転入・転出手続きについても弾力的に取り扱います。 

(8) 歴史的公文書の修復等 

県は、歴史的公文書等の修復や破損防止を行うため、市町村等に対して修復方法等の

情報提供を行うとともに、職員派遣等の支援を行います。 

(9) ボランティアの活動支援 

ア 要配慮者に対するボランティア活動支援 

県は、市町村や社会福祉協議会、民間企業等と協働で、個別ケアなどに取り組むボ

ランティアやＮＰＯが円滑かつ効果的に活動を行うことができるよう、必要な情報の

提供などの支援に努めます。 

イ 被災地のボランティア団体に対する支援 

県は、市町村等と連携して、要配慮者に対する支援や、まちづくり、産業振興など、

様々な課題に係わる地元のボランティアやＮＰＯのネットワーク化や組織強化などに

対する支援に取り組みます。 
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第４節 復興対策 

第１ 復興計画の策定 企画政策部、都市部 

市は、大規模災害により地域が壊滅し、社会経済活動に甚大な被害が生じた場合には、

被災地の再建は高度かつ複雑な大規模事業になることから、これを速やかに実施し、多く

の関係機関の諸事業を調整しつつ計画的に復興を推進していくため、復興計画を策定しま

す。 

１ 復興計画で規定すべき事項 

復興では、被災者の生活再建を支援し、施設のより一層の安全性の向上を図るとともに、

地域復興のための基礎的な条件づくりを行うことが必要とされ、復興計画とは、これらの

基本的な課題を達成するための計画であり、これらの課題に応えるための施策体系が必要

です。 

また、復興施策や復興事業は広範囲な分野にわたり、内容も複雑多岐に及ぶので、多く

の復興施策や復興事業のうち、何を優先実行していくのかを明確に示す必要があります。 

具体的には、復興計画において規定する事項は、次のとおりです。 

(1) 復興に関する基本理念 

(2) 復興の基本目標 

(3) 復興の方向性 

(4) 復興の目標年 

(5) 復興計画の対象地域 

(6) 個々の復興施策の体系（被災市街地・都市基盤等の復興計画、被災者の生活再建支援

計画、地域経済復興支援計画等） 

(7) 復興施策や復興事業の推進方策 

(8) 復興施策や復興事業の優先順位 

２ 地域と市民の絆で築く復興計画 

市は、被災者が復興への意欲を持ち、共感を持てるような将来像を構築し、未来を見据

えた復興計画を策定します。 

なお、その計画の策定においては、あらゆる機会において、地域生活者や男女共同参画

の視点に配慮し、まちの活力の早期再生や、誰もが安全に安心して暮らせるまちづくりを

目指し、市、市民、企業等が一致団結して復興に向けて取り組みます。 

第２ 復興財源の確保 経営総務部 

被災の状況に応じた復旧事業及び復興計画に定めた事業に対する財源の確保を行います。 

１ 財政方針の策定 

市は、災害発生後の応急・復旧、復興事業を遅滞なく進めるとともに、国や県に対して

各種要望を行うため、被害状況の把握と対応策の検討と同時に財政需要の見込みの算定を

行います。 

２ 財源確保対策 

(1) 財源の確保 

市は、財政調整基金や市債の活用及び他の事業の抑制等により、財源の確保に取り組

みます。 

(2) 国への支援要望等 

更なる財源確保のため、激甚災害の指定や補助、地方交付税措置等、国に対して要望

していきます。 

第３ 市街地復興 企画政策部、都市部 

被災した市街地の復興は、市民の生活、地域経済の復興に繋がることであり、迅速に復

興するための対策が必要となります。 

その場合、被災前の状態である原状復旧だけを考えるのではなく、将来に向けた安全で
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安心なまちづくりの視点で市街地の復興対策の可能性もあわせて検討することが重要とな

ります。 

１ 復興整備条例の制定及び復興対象地区の設定 

市は、秩序ある復興を促すために必要に応じて条例を定めるよう努めます。この条例に

は、復興の基本理念や市、市民、企業等の役割、復興対象地区の指定と整備手法等を明示

します。 

(1) 復興整備条例の目的 

ア 生活の基盤である市街地の復興について取り組みの方針と理念をなるべく早い段階 

で市民に対し宣言することにより、不安を解消し、復興への道筋を明らかにします。 

イ 市街地復興の対象となる地区、その中でも特に重点的に住宅供給、基盤整備等を進

める地区といったような重層的な地区指定を行うことにより、被災市街地の復興の基

本方針を明らかにします。 

(2) 復興整備条例の検討及び制定 

市は、復興整備条例の必要性について事前に検討を行います。なお、施行時期につい

ては、被災状況の全体像が明らかとなる被災後１ヶ月を目安とします。 

(3) 復興対象地区の設定 

条例を制定した場合、市は、復興対象地区の地区区分を設定します。 

２ 建築制限の実施 

市は、復旧・復興の妨げになるような無秩序な建築行為を防止するため、区画整理等に

よる本格的な復旧・復興事業に着手するまでの間、被害の程度や地区の経緯を踏まえて区

域を設定し、建築制限を実施します。 

３ 都市計画案の作成、事業実施 

市は、必要に応じて、アンケート調査等で市民の意見集約を図りながら、被災市街地復

興推進地域の都市計画案を作成し、都市計画の決定手続きを行います。 

また、被災市街地復興土地区画整理事業などの制度を活かし、必要に応じて事業を実施

します。 

４ 防災都市づくり 

市は、市街地の整備改善が必要な場合には、被災市街地復興特別措置法等を活用すると

ともに、早急な生活再建、都市機能の回復が図られるよう市民の合意形成に最大限努めま 

す。 

また、土地区画整理事業や市街地再開発事業等の実施により、良好な市街地の形成と都

市機能の更新を図ります。 

第４ 都市基盤施設等の復旧・復興 企画政策部、経済部、文化スポーツ部、環境部、都市

部、建設部、下水道河川部、教育部、京浜河川事務所、横浜国道事務所、藤沢土木事務所、

県企業庁茅ケ崎水道営業所、東日本旅客鉄道(株)横浜支社、ＮＴＴ東日本(株)、東京電力

パワーグリッド(株)、東京ガスネットワーク（株） 

都市基盤施設の復旧・復興は、災害応急対策として行われる機能の回復を目的とした応

急復旧と、施設自体を被災前の状況に戻す復旧、あるいはさらに防災性を高めて計画的に

整備するといった本格的な復興の３つの段階に分けられ、それぞれの基本方向に沿って施

策を実施します。 

１ 被災施設の復旧等 

(1) 市は、あらかじめ定めた応援協定等を活用し、市管理の公共施設及び文化財の復旧に

努めます。 

また、被災施設の復旧に当たっては、可能な限り早期の応急復旧に努めます。 

(2) ライフライン、交通関係施設の応急復旧については、関係事業者と連携のもと、施設

の早期復旧に努めます。 

２ 応急復旧後の本格復旧・復興 

市は、幹線道路、公園、河川、漁港等の骨格的都市基盤整備、ライフラインの地中化の

整備や耐震性の強化、さらには建築物や公共施設の耐震・不燃化等を基本目標とします。 
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(1) 道路 

市は、被災状況、地域特性、関係公共施設管理者の意向等を勘案し、迅速な原状復旧

を目指すか、耐震性の強化、中長期的な問題点の改良等も行う復興を行うのかを検討し、

基本方向を決定します。 

(2) 公園・緑地 

市は、被災市街地の復興における基盤整備の方針、計画、整備手法等と調整を図り、

公園・緑地の復旧・復興方針を決定します。 

(3) ライフライン施設 

施設管理者は、被害状況及び被害調査結果を共有し、調査が重複しないよう連携して

行い、迅速な原状復旧を目指すか、耐震性の強化、中長期的な問題点の改良等も行う復

興を行うのかを検討し、整合性を図りながら基本方向を決定します。 

また、復旧事業を行う順序については、応急対策・復旧対策への活用性といった緊急

性を考慮して決定します。 

(4) 河川・砂防施設 

市及び国、県は、管理する各施設について、被害状況や緊急性を考慮して、施設の早

期復旧・復興を目指すとともに、耐震性の強化等、防災性の向上に努めます。 

(5) 漁港施設 

漁港管理者が中心となり、民間会社及び茅ヶ崎市漁業協同組合と協力して漁港施設の

被害調査を行い、被災状況を把握するとともに、迅速な原状復旧を目指すか、耐震性の

強化、中長期的な問題点の改良等も行う復興を行うのか検討し、基本方向を決定します。 

(6) 災害廃棄物等 

市は、安全と環境に配慮して、迅速かつ効果的な災害廃棄物等の処理を実施するため、

災害廃棄物等の処理体制を確立します。 

実施計画を作成する際には、腐敗・悪臭の防止、公衆衛生確保の観点から、被災地の

状況を踏まえた災害廃棄物の迅速かつ適正な処理、災害廃棄物の再利用、アスベスト等

の適正処理等を考慮します。 

また、家屋等の倒壊は原則として所有者が行いますが、国の補助が認められた場合に

は、市は県及び関係機関と調整のうえ、解体処理についての必要な措置を実施します。 

(7) 社会教育施設、文化財等 

市は、被災施設の再建を行うとともに、収蔵品の保管場所の確保、破損した収蔵品の

補修に取り組みます。また、被災した文化財についても、文化財の所有者や管理者と連

携し破損、劣化、散逸を防止し、復旧対策を推進します。 

第５ 地域経済復興支援 企画政策部、市民部、経済部、都市部 

地域の経済状況は、その地域住民にとって、雇用、収入、その他の生活環境の確保の面

において、非常に大きく係わるものであり、被災者の生活再建にも大きな影響を与えます。 

また、財政面からみれば、税収を支えるという点で、市の復興財源の確保にも大きな影

響を与えます。したがって、地域経済復興は、被災地の復興にとって重要な課題であり、

特に、行政が行うべき地域経済の復興支援の柱としては、経済基盤が弱い中小企業の自立

支援、地域経済全体の活性化のための支援等が必要です。 

【地域経済の復興支援施策のフロー】 
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３ 産業関連基盤の早期復旧・整備 
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１ 個々の事業者を対象とした施策の実施 

市は、業種別・規模別被害額等について調査（地域経済の復興計画を作成するための調

査）を行い、再建のための資金需要等を把握し、災害直後の緊急対応及び復興に向けての

施策を検討します。 

(1) 金融面、税制面での支援 

中小事業者の経済復興は、経済基盤の弱さから長期化する傾向にあり、経済復興に要

する期間は、事業規模や業種によってまちまちであるため、一律的な支援策だけでなく、

個々の事業者の特性に応じたきめ細かい支援策を検討します。 

また、地域産業全体への波及力の大きい大企業についても、金融、税制面での支援を

行う等、早期事業復旧の支援について検討します。 

(2) 事業の場の確保等 

ア 仮設賃貸店舗の建設 

県及び市は、被害状況調査や事業者、業界団体等の意見をもとに、店舗の被災（倒

壊、焼失等）により事業再開が困難となっている事業者に対し、事業者が自ら事業の

場を確保するまでの間、暫定的な仮設賃貸店舗を建設し、低廉な賃料等での提供を検

討します。 

イ 共同仮設工場・店舗の建設支援 

県及び市は、倒壊又は焼失等の被害を受けた事業組合等が、自ら共同仮設工場・店

舗を建設する場合には、工業集団化事業の一環として、（公財）神奈川産業振興セン

ターと連携を図りながら、相談・指導を行います。 

ウ 工場・店舗の再建支援 

県及び市は、自ら工場・店舗等を再建しようとする事業主・組合等に対して、（公

財）神奈川産業振興センターと連携を図りながら、相談・指導を行うとともに、資金

面に関する支援を検討します。 

エ 民間賃貸工場・店舗の情報提供 

県及び市は、業界団体等に対して、賃貸が可能な工場・店舗の物件情報の提供を依

頼して情報収集を行い、リストを相談窓口や業界団体等に配布するとともに、ホーム

ページ等を活用して情報提供を行います。 

２ 地域全体に波及効果を及ぼす施策の実施 

被災地域全体を対象としたイベントやプロジェクトの誘致、観光・地場産業のＰＲ等を

実施することにより、地域経済全体の活性化を図ります。 

また、地域経済の復興に当たっては、地域特性に応じた新産業の創出・育成及び既存の

産業の高度化促進に取り組みます。 

３ 産業関連基盤の早期復旧・整備 

地域経済の復興を図るために、道路・鉄道・漁港・情報通信基盤等の都市基盤施設の早

期復旧・整備が必要不可欠です。市が管理する都市基盤施設の迅速な復旧を行うことはも

ちろんのこと、民間事業者が管理する都市基盤施設についても迅速な復旧を要請すること

を検討します。 
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中央防災会議の防災対策実行会議のもとに設置されたワーキンググループが、平成２９年９

月、大規模地震対策特別措置法に基づく地震の予知を前提とした対策について「確度の高い地

震の予測ができないのが現状である」という報告をまとめました。これを踏まえ、東海地震予

知情報等の東海地震のみに着目した「東海地震に関連する情報」は発表されないこととなり、

平成２９年１１月１日より「南海トラフ地震に関連する情報」の運用が開始されたため、本章

の地震防災強化計画が運用されることはありません。 

本章は、今後、防災基本計画や東海地震の地震防災対策強化地域に係る地震防災基本計画を

はじめとする東海地震に関する既存の国の計画等の修正に合わせ見直すこととし、当面、内容

の修正は行わないこととします。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



第７章 東海地震に関する事前対策 

第１節 計画の目的 

 

195 

第１節 計画の目的 

 

第１ 東海地震に関する事前対策計画の目的 

この計画は、大規模地震対策特別措置法（以下「大震法」という。）第６条の規定に基

づき、東海地震に係る地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という。）において、警

戒宣言等が発せられた場合にとるべき対策を中心に、緊急整備事業の推進等について定め

るとともに、東海地震の予防体制の推進を図ることを目的としています。 

１ この計画は、東海地震の発生に伴う被害の発生を防止し又は軽減するために、市及び防

災関係機関のとるべき事前措置の基本的事項について定めます。 

２ この計画中、強化地域に係る部分については、大震法第６条の規定に基づく「地震防災

強化計画」（以下「強化計画」という。）とします。 

３ この計画は、東海地震に関連する調査情報（臨時）、東海地震注意情報、東海地震予知

情報（以下「東海地震に関連する情報」という。）の発表及び警戒宣言が発せられたとき

から地震発生までの間における事前対策を定めます。 

４ 市及び防災関係機関は、この計画に基づいてそれぞれ必要な具体的計画等を定め、事前

対策を実施します。 

第２ 東海地震に関する事前対策の体系 

東海地震に関する事前対策の体系は次のとおりです。 

 

 (事前措置) (予知情報の報告、警戒宣言等) 
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指定公共機関 計画の作成 

気象庁長官による地震予知

情報の報告（追加報告） 

内閣総理大臣 

（閣議） 

警戒宣言 

指定公共機関 

強化計画に基づく

国の対策の実施 

 指定行政機関 

 指定公共機関 

地震災害警戒本部の設置 

自衛隊派遣要請 

強化計画の作成 

強化計画の作成 
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市町村長 

市民等 
防災上重要な施設又は事

業の管理者等による地震

防災応急計画の作成 

地震災害警戒本部 
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第３ 地震防災対策強化地域 

市は、大震法第３条第１項の規定に基づき、地震防災対策強化地域に指定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第７章 東海地震に関する事前対策 

第２節 予防対策 

 

197 

第２節 予防対策 

  

第１ 緊急整備事業 

大規模な地震が発生した場合の被害の軽減を図るため、あらかじめ避難場所や緊急輸送

道路、通信施設等、各種防災関係施設を整備する必要があります。 

このため、市及び防災関係機関は、これらの防災施設につき地震対策緊急整備事業計画

を定め、関連事業との整合を図り、早急にその整備を図ります。 

１ 地震対策緊急整備事業の推進 

(1) 市は、大震法第６条第２号の趣旨を踏まえ、同法施行令（以下「施行令」という。）

第２条に規定する地震防災上緊急に整備すべき施設等について、年次計画を定め、その

整備に努めます。 

(2) 市は、施行令第２条の規定に基づく地震防災上緊急に整備すべき施設以外の防災対策

関連事業についても、年次計画を定めその整備推進に努めます。 

第２ 地震防災応急計画の作成 

１ 計画作成義務等 

大震法第７条に基づく地震防災応急計画（大震法第８条に規定する地震防災規程を含む。）

を作成しなければならない企業等については、警戒宣言発令時の災害防止と社会的混乱を

避けるため、市民等の安全確保を目標にそれぞれの施設管理者が計画を作成するものとし

ます。 

２ 計画の作成 

地震防災応急計画は、地震防災基本計画を基本とし、地震防災強化計画との整合性、関

連性を有するものとします。 

第３ 東海地震に関連する情報に関する知識の普及・啓発 

市は、東海地震の切迫性や東海地震に係る防災知識の普及・啓発に努めるとともに、警

戒宣言が発せられた場合等に市民等が的確な判断に基づいて行動ができるよう、「第２章

第１節 防災知識の普及・啓発」に規定するもののほか、以下の知識の普及・啓発に努めま

す。 

１ 警戒宣言の性格及びこれに基づきとられる措置の内容 

２ 東海地震の予知に関する知識 

３ 東海地震に関連する情報及び警戒宣言の内容 

４ 予想される地震及び津波に関する知識 

５ 東海地震に関連する情報の発表及び警戒宣言が発せられた場合、並びに地震が発生した

場合の出火防止、近隣住民との救助活動、自動車運行の自粛等、防災上とるべき行動に関

する知識 
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第３節 警戒宣言発令時等対策 

 

市は、警戒宣言が発せられた時から地震が発生するまで、又は警戒解除宣言が発せられるま

での間、警戒宣言発令時対策を実施します。 

警戒宣言が発せられた場合には、東海地震の発生後に災害応援協定に基づいた応援を円滑に

行うため、情報の共有を図りながら必要な対応を相互にとります。 

また、警戒宣言発令時対策の実施にあたっては、市民の日常生活への影響や強化地域内外の

経済的影響並びに要配慮者への配慮に努めます。 

なお、東海地震に関連する情報が発表された場合、市は、その情報内容に応じて、市職員の

参集や事前の準備行動等の必要な措置を、経済的影響等に配慮しながら講じます。 

第１ 東海地震に関連する情報が発表された場合の対応 

東海地震に関連する情報の区分に応じ、速やかに必要な対策が行えるよう次の体制をと

り、速やかに実施します。 

１ 情報の内容と市の体制 

情報の種類 情報の内容 主な防災対応 配備体制 

東海地震予

知情報 

東海地震の発生の

おそれがあると認

められ、「警戒宣言」

が発せられた場合

に発表 

○「警戒宣言」に伴って発表

されます。 

○地震災害警戒本部を設置し

ます。 

○津波やがけ崩れの危険地域

からの住民避難や交通規制

の実施、デパート等の営業

中止等の対策を実施しま

す。 

市職員は全員参集し、茅ヶ

崎市地震災害警戒本部運営

要綱別表に基づく配備体制

をとり、気象庁、県、防災

関係機関からの情報収集を

行います。 

東海地震注

意情報 

観測された現象が、

東海地震の前兆現

象である可能性が

高まった場合に発

表 

○必要に応じ、園児、児童、

生徒の帰宅等の安全確保対

策を行います。 

○救助部隊、救急部隊、消火

部隊、医療関係者等の派遣

準備が行われます。 

市職員は全員参集し、市民

安全部は警戒配備体制をと

り、気象庁、県、防災関係

機関からの情報収集を行う

とともに、各部・班は、本

節「第２警戒宣言前の準備

行動」を実施します。 

東海地震に

関連する調

査情報（臨

時） 

観測データに通常

とは異なる変化が

観測された場合、そ

の変化の原因につ

いての調査の状況

を発表 

○情報収集連絡体制をとりま

す。 

市民安全部は、防災対策課

全員参集による警戒配備体

制をとり、気象庁、県、防

災関係機関からの情報収集

を行うとともに、各部長は

待機体制に入ります。 

東海地震に

関連する調

査情報（定

例） 

毎月の定例の判定

会で評価した調査

結果を発表 

○防災対応は特にありませ

ん。 
－ 

第２ 警戒宣言前の準備行動 

市は、東海地震注意情報が発表された場合、次の準備行動等を行います。 

なお、本情報の解除に係る情報が発表された場合、準備行動を終了します。 

１ 東海地震注意情報の伝達、広報 

市は、東海地震注意情報が発表された場合、次により当該情報を伝達します。 
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(1) 伝達責任 

ア 市は、東海地震注意情報を防災関係機関に伝達します。 

イ 市長は、防災行政用無線を通じて市民への呼びかけを行います。 

【東海地震注意情報発表時のメッセージ】 

市民の皆さん。私は、市長の○○です。 

先程、気象庁から東海地震注意情報が、発表されました。 

今後、地震発生のおそれがある場合は、内閣総理大臣から改めて、警戒宣言が発令され

ます。 

市では、地震の発生に備えて、準備を始めています。 

市民の皆様も、次のことに注意してください。 

第一に、テレビやラジオの放送及び市が提供する正確な情報の収集に努めてください。 

第二に、自動車の使用を控えてください。 

第三に、水の汲み置き、家族との連絡方法の確認、家具の固定など地震への備えを始め

てください。 

繰り返しお願いします。市では、今後も地震の情報が入り次第、お知らせします。 

あわてずに、冷静に行動してください。 

ウ 市は、東海地震注意情報の内容を防災行政用無線を通じて市民に広報します。 

エ 各施設管理者は、東海地震注意情報の内容を来庁者、施設利用者に伝達します。 

オ 市は、東海地震注意情報を必要な関係機関等に伝達します。 

カ 市は、関係団体等を通じ、東海地震注意情報の内容を企業等に伝達します。 

キ 市は、関係団体等を通じ、東海地震注意情報の内容を観光客、買い物客、通勤・通

学者、外国人、障がい者等に広く伝達します。 

(2) 伝達・広報内容 

ア 東海地震注意情報の意味、予想される今後の推移 

イ 市民が、市の広報、公共放送等から正しい情報の収集を行うべきこと。 

ウ 市民が、飲料水・食料等の備蓄の確認、家族の連絡方法の確認、不要な火気の始末、

家具等の転倒防止措置の確認等を行うべきこと。 

エ 市民は、外出等を自粛すること。 

オ 市民、企業等は、自動車の使用を自粛すべきこと。 

カ 野球場、映画館等の多数の利用者を収容する施設の管理者は、施設の安全確保措置

を実施すべきこと。 

キ 危険物取扱施設、工事現場等の管理者は、安全確保措置を実施すべきこと。 

２ 事前避難対策等 

(1) 園児、児童、生徒 

保育園、幼稚園、学校等は、保育・授業等を中止し、園児、児童、生徒の安全確保対

策を検討します。原則として安全が確認できるまでは保護するものとし、安全が確認さ

れた後に保護者への引き渡し等を行います。 

(2) 要配慮者 

病院、障がい者施設、高齢者施設等の管理者は、必要に応じ要配慮者の事前避難の措

置又はその準備を行います。 

３ 医療救護対策 

(1) 市は、医療救護本部の開設準備、災害拠点病院等との通信の確保、救護所の開設準備、

医療救護班の編成準備等を行います。 

(2) 各病院は、必要に応じ、患者の移送、家族への引渡し等の準備を行うとともに、病院

内の救護所・トリアージエリア設置場所の確保等を行います。 

４ 地区防災拠点の準備及び資機材の点検 

市は、地区防災拠点の開設準備及び防災用資機材の点検を行います。 
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５ 陸上輸送体制の確保対策 

(1) 市は、市道の啓開準備等を行います。 

(2) 市は、緊急通行車両の確認及び保有する車両の確保を行います。 

(3) 市は、「災害時における自動車輸送の協力に関する協定」に基づく体制の確認及び準

備を行います。 

６ 海上輸送体制の確保対策 

(1) 市は、物資受入等のため茅ヶ崎漁港の確保、通信手段の確保等を行います。 

(2) 市は、「災害時相互応援に関する協定」及び「災害時の輸送船舶調達に関する協定」

に基づく体制の確認及び準備を行います。 

７ 航空輸送体制の確保対策 

市及びヘリコプター臨時離着陸場の施設の責任者は、その開設、通信手段の確認等を行

います。 

８ 物資等調達対策 

市は、飲料水、食料及び生活必需物資等の調達体制を確認します。 

９ その他の事前対策 

(1) 市は、国、県、防災関係機関等の準備行動の状況を把握します。 

(2) 市は、緊急パトロールの準備、人員待機を行います。 

(3) 市は、配水池等での飲料水確保体制の確認を行うとともに、「災害時における飲料水

の調達に関する協定」に基づく体制の確認及び準備を行います。 

(4) 市は、水道営業所の協力を得て、応急給水の準備を行います。 

１０ 広域受援対策等 

市は、広域応援部隊の受入準備を行います。 

１１ 帰宅困難者対策 

市は、公共交通機関の運行状況に関する広報を行います。 

１２ 被害軽減措置 

(1) 各施設管理者は、公共施設における催事の中止等、利用者の安全確保措置を行います。 

(2) 市は、市民・企業等に、外出等の自粛、自動車の使用の自粛を要請します。 

(3) 市は、関係団体等を通じ、野球場、映画館等の多数の利用者を収容する施設の管理者

に、安全確保を要請します。 

(4) 市は、危険物取扱施設、工場、工事現場等に、安全確保を要請します。 

１３ その他の準備行動 

消防部は、茅ヶ崎市消防計画に基づく準備行動を行います。 

第３ 警戒宣言及び東海地震に関する情報の伝達 

１ 東海地震に関する情報 

東海地震の観測データに異常が発見され、東海地震に関連する情報が発表された場合、

気象庁から消防庁及び横浜地方気象台を通じてその情報が県に伝達されます。県は、東海

地震に関連する情報伝達を受けた場合、神奈川県防災行政通信網等により速やかに各市町

村に伝達し、市は必要な情報を市民に広報します。 

２ 警戒宣言 

「地震発生のおそれがある」と判断された場合、気象庁長官から内閣総理大臣に報告さ

れ、内閣総理大臣は、地震防災応急対策を緊急に実施する必要があると認めた時は、閣議

にかけた上で警戒宣言を発令します。警戒宣言が発せられると、気象庁は東海地震予知情

報を発表します。警戒宣言は、報道機関を通じて広報されるとともに、消防庁から県に伝

達されます。 

県は、消防庁から警戒宣言発令の伝達を受けた場合、神奈川県防災行政通信網等により

速やかに各市町村に伝達し、市町村は市民に対する広報を実施します。 

なお、警戒宣言の伝達は、次の系統図により行います。 
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３ 警戒宣言の市民への周知 

市は、警戒宣言の発令を、「第５章第２節第２ 災害時の広報」に準ずる広報により、市

民に伝達するほか、総理府令による地震防災信号を活用し、伝達します。 

警   鐘 サ イ レ ン 

（5点） 

 

● ● ● ● ●   ● ● ● ● ● 

（約45秒） 

 

●          ● 

          （約15秒） 

備考 １ 警鐘又はサイレンは、適宜の時間継続すること。 

２ 必要があれば、警鐘及びサイレンを併用すること。 

 

第４ 警戒宣言発令時対策 

１ 茅ヶ崎市地震災害警戒本部の設置 

市長は、警戒宣言が発せられた場合は、直ちに大震法第１６条の規定に基づき茅ヶ崎市

地震災害警戒本部（以下「市警戒本部」という。）を設置します。 

また、市長は、警戒解除宣言が発せられた場合及び警戒宣言に係る地震災害に関する災

害対策本部を設置した場合、市警戒本部を廃止します。 

２ 市警戒本部の業務 

市警戒本部は、次の業務を実施します。 

(1) 警戒宣言、地震予知情報等の受伝達 

(2) 市民への情報提供と呼びかけ 

(3) 防災関係機関の業務に係る連絡調整 

(4) 国又は県に対する業務の応援要請 

(5) 発災後における応急対策の事前準備 

(6) その他地震防災応急対策の実施 

３ 市警戒本部の組織及び運営 
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市警戒本部の組織及び運営は、大震法、施行令、茅ヶ崎市地震災害警戒本部条例及び茅

ヶ崎市地震災害警戒本部運営要綱の定めるところによります。 

４ 市警戒本部配備要員の参集配備 

東海地震注意情報、東海地震予知情報の発表及び警戒宣言が発せられた場合の市警戒本

部の配備体制は、配備要員の全員をもってあたる体制とし、配備要員は警戒宣言が発令さ

れたことを知ったときは、速やかに所定の場所へ参集し、配備につきます。 

第５ 広報対策 

１ 広報の重点事項等 

市は、東海地震注意情報及び東海地震予知情報の発表あるいは警戒宣言が発せられた場

合、社会的な混乱を未然に防止するため、次の事項に留意して、市民に迅速かつ的確な広

報を実施します。なお、広報の手段については、要配慮者へ配慮します。 

(1) 冷静な行動をとること。 

(2) 不要な火気の始末をすること。 

(3) 家具等屋内重量物の転倒防止措置をとること。 

(4) テレビ、ラジオ等の情報に注意すること。 

(5) 飲料水、食料品及び生活必需物資等の持ち出しの準備をすること。 

(6) 自動車による移動を自粛すること。 

(7) 市が避難を必要と確認した地区以外は、避難行動を行わないこと。 

(8) 電話の使用は自粛すること。 

(9) 東海地震注意情報及び東海地震予知情報等の内容。 

(10)その他生活関連情報等、市民が必要とする情報。 

２ 市が実施する広報 

市は、市民に対して前項の広報の重点事項に準じた広報を実施します。 

なお、広報手段については、「第５章第２節第２ 災害時の広報」に準ずる広報を実施し

ます。 

また、市長は、防災行政用無線を通じて市民への呼びかけを行います。 

【市長から市民への呼びかけ】 

市民の皆さん。私は、市長の○○です。 

先程、内閣総理大臣から、警戒宣言が発令されました。 

すぐに、地震が起きるとは、限りません。 

市では、警戒本部を設置し、対策に全力をあげております。 

市民の皆様も、次のことに注意してください。 

第一に、テレビやラジオの放送及び市が提供する正確な情報収集に努めてください。 

第二に、火の使用を控えてください。 

第三に、飲料水、食料等、非常時の持ち出し品を確かめてください。 

繰り返しお願いします。市では、今後も地震の情報が入り次第、お知らせします。 

あわてずに、冷静に行動してください。   

３ 情報不足の混乱防止措置 

市は、駅周辺等における不特定多数の市民が情報の不足による不安、流言飛語等による

混乱（パニック）を防止するため、防災行政用無線等により広報を行います。 

第６ 地震防災応急対策実施状況の報告 

市警戒本部長は、警戒宣言が発令された場合に実施する事前避難の実施状況及び地震防

災応急対策の実施状況等について神奈川県地震災害警戒本部（以下「県警戒本部」という。）

長に報告します。 

１ 報告事項 

(1) 東海地震に関連する情報の伝達に関すること 
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(2) 消防、水防その他の応急措置に関すること 

(3) 応急の救護を要すると認められる者の救護、その他保護に関すること 

(4) 施設及び設備の整備、点検に関すること 

(5) 犯罪の予防、交通の規制、その他当該大規模地震により、地震災害を受けるおそれの

ある地域における社会秩序の維持に関すること 

(6) 緊急輸送の確保に関すること 

(7) 地震災害が発生した場合における飲料水、食料及び生活必需物資等の確保、清掃、防

疫、その他の保健衛生に関する措置、その他応急措置を実施するため必要な体制の整備

に関すること 

(8) その他地震災害の発生の防止又は軽減を図るための措置に関すること 

２ 報告の時期 

前号の事項の措置を実施するため必要な体制を整備したとき、その他警戒宣言が発せら

れた後の経過に応じて逐次行います。 

第７ 事前避難対策 

１ 事前避難対象地区 

現在本市には、急傾斜地崩壊による災害の防止に関する法律に基づく指定危険区域はあ

りませんが、地震動等による急傾斜地崩壊や地滑りに注意を要し、市が避難を必要と確認

した地区及び津波の到達により危険が生じるおそれがある地区を事前避難対象地区としま

す。 

２ 事前避難の勧告又は指示 

市長は、警戒宣言が発令された場合、直ちに事前避難対象地区の住民等に対し、避難の

勧告又は指示を行います。 

３ 避難の勧告又は指示の内容 

避難の勧告又は指示は、原則として次の内容を明らかにして実施します。 

(1) 避難を要する理由 

(2) 避難勧告又は指示対象区域 

(3) 避難所 

(4) 避難経路 

(5) 注意事項 

４ 避難措置の周知等 

市長は、避難の勧告又は指示を実施した場合、速やかに防災関係機関に対して勧告又は

指示した旨を連絡するとともに、避難対象地区の住民等に対してその内容の周知を図りま

す。 

(1) 避難対象地区住民等への周知徹底 

市長は、避難の勧告又は指示を実施した時は、その内容について避難対象地区の住民

等に対して防災行政用無線等を通じて周知徹底を図ります。 

(2) 県・警察等との連絡 

市長は、避難措置及び避難の状況等について県に報告するとともに、警察と相互に連

絡をとります。 

(3) 避難対象地区住民等の避難行動等 

避難の勧告又は指示を受けた住民等は、お互いに協力しつつ速やかに避難するととも

に、避難生活の運営に努めます。 

市は、避難した住民等が円滑に避難生活を運営できるよう、必要な支援を行います。 

５ 避難所における措置 

(1) 市長は、避難所を開設した場合は配備職員を配置し、避難所の管理者の協力を得て、

避難者に対し次の措置をとるよう努めます。 

ア 東海地震予知情報の伝達 

イ 警戒宣言発令時対策の実施状況の周知 

ウ 飲料水、食料、寝具等の供与 
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エ 避難所の秩序維持 

オ その他避難生活に必要な措置 

(2) 市は、避難生活に必要な生活必需物資等の調達・確保の方法及びこれに係る体制を整

備します。 

また、避難者に対して避難生活に必要な生活必需物資等の携行を指示する場合は、そ

の旨を明示します。 

６ 事前避難体制の確立 

市は、警戒宣言発令時において、避難者が円滑かつ迅速に避難行動がとれるよう事前避

難体制の確立に努めます。 

(1) 避難にあたっては、警戒宣言の発令から地震の発生までは比較的短時間であるという

ことを前提に避難体制の確立を図ります。 

(2) 市は、避難対象地区を単位に、あらかじめ把握した避難行動要支援者の避難について

は、自主防災組織等の協力のもとに実施します。 

また、外国人、出張者及び旅行者等についても、防災関係機関及び企業等と連携して、

避難誘導等、適切な対応を実施します。 

 

第８ 自主防災組織の措置 

警戒宣言が発令された場合、市は国、県の対策の推進と併せて、市民及び企業等の積極

的な協力を得て、地域との一体的対応措置をとる必要があります。 

１ 警戒宣言が発令された場合及び災害発生時の活動 

(1) 情報収集伝達 

自主防災組織は、警戒宣言が発令された場合、市が提供する情報を地域住民に伝達し、

災害時には、地域内に発生した被害の状況を迅速かつ的確に把握して、地区防災拠点へ

報告するとともに、市が提供する情報を伝達して地域住民の不安を解消し、的確な地震

防災応急対策を実施します。 

このため、あらかじめ市との連絡のための手段や市の情報を地域住民に伝達する責任

者及びルート等を定めておくようにします。 

また、避難場所へ避難した後についても、地域の被災状況、救助活動の状況等を必要

に応じて報告し、混乱・流言飛語の防止にあたります。 

(2) 出火防止及び初期消火 

自主防災組織は、火災発生時に、消火器、水バケツ等を使い、地域の協力のもと、初

期消火に努めます。 

また、電気の復旧に伴う通電火災の予防等、出火防止の注意を呼びかけます。 

(3) 救助・救急活動の実施 

自主防災組織は、家屋の崩壊等により脱出不能になった人を速やかに救助します。 

(4) 応急救護活動の実施 

自主防災組織は、負傷者に対して、外傷の応急手当を実施するとともに、医師の処置

が必要な場合には、医療救護所等へ搬送します。 

(5) 避難誘導の実施 

市長から避難指示等が出された場合には、住民に対して周知徹底を図り、迅速かつ円

滑に避難場所へ誘導します。 

(6) 避難所の開設及び運営の協力 

自主防災組織は、配備職員及び学校職員と協力し、避難所の開設、避難者の受け入れ

を行うとともに、避難所の運営について積極的に努めます。 

(7) 給食・救援物資の配布及びその協力 

被害の状況によっては、避難が長期間にわたり、被災者に対する炊出しや救援物資の

支給が必要となります。 

自主防災組織は、保有している食料等の配布を行うほか、市が実施する給食、給水、

救援物資等の配布活動に協力します。 

(8) 清掃衛生の実施 
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自主防災組織は、被災地の防疫活動に協力するとともに、ごみ、し尿その他廃棄物の

除去及び清掃活動に協力します。 

第９ 消防対策 

１ 消防対策の基本方針 

消防機関は、警戒宣言が発令された場合、平常時の消防業務（災害活動を除きます。）

を停止又は縮小し、次の事項を重点に必要な措置を行います。 

(1) 地震に備えての消防部隊の編成強化 

(2) 東海地震予知情報等の収集と伝達体制の確立 

(3) 活動用資機材の確保 

(4) 出火防止、初期消火等の広報の実施 

(5) 施設、企業等に対し応急計画実施の指示 

(6) 危険物取扱施設の対応措置の指示 

(7) 迅速な救助・救急のための体制確保 

(8) 火災、水災等の防除のための警戒 

(9) 地震動等による急傾斜地崩壊や地滑りに注意を要し、市が避難を必要と確認した地区

等における事前避難の勧告又は指示 

(10)自主防災組織等に対する指導 

(11)その他必要な事項 

２ 消防警戒体制 

消防職員及び消防団員は、東海地震注意情報等により茅ヶ崎市消防計画第１４章震災警

備計画に準拠し、所定の位置に参集します。 

なお、消防長は、市内企業等の施設管理者に自衛消防隊の自主的配備を勧奨し、消防警

戒体制の確立を図ります。 

３ 消防対策本部の設置と運用等 

消防本部に消防対策本部を設置し、その編成及び運用は、茅ヶ崎市消防計画第１４章震

災警備計画に準拠し実施します。ただし、震災消防対策本部長、同副本部長の呼称は、こ

の場合震災消防警戒本部長、同副本部長と読み替えるものとします。 

４ 主な活動事項 

消防対策本部は、東海地震予知情報等によりこの項目１に定める対策の基本方針を遂行

するため、主として次の事項を行います。 

(1) 東海地震予知情報等の収集、伝達及び防災広報 

消防対策本部は、東海地震予知情報等の収集に努めるとともに、防災行政用無線及び

消防機関全車両を活用し、速やかに全市域に、これらの伝達とあわせ、自主防災体制の

確認を促すとともに、出火防止の呼びかけを繰り返し行います。 

(2) 避難の指示 

避難のための立ち退きを勧告又は指示する場合は、当該地区を管轄する消防職員、消

防団員が消防車両等を活用し、市職員等と協力して実施します。 

(3) 企業等に対する指示 

警戒宣言が発せられたときは、企業等において、本章第２節で示す地震防災応急計画

等に基づく必要な措置を実施していないことが明らかであると認めるときは、その実施

を指示します。 

第１０ 医療機関、福祉施設対策 

１ 医療機関の対策 

病院等各医療機関は、警戒宣言が発令されたときは、地震発生に備え、それぞれ地震防

災応急対策を実施して被害発生の防止を図るとともに、医療救護機能の維持に努めます。  

また、市内医療関係機関においては、発災後に備え次の措置をとります。 

(1) 警戒宣言発令時の措置 

ア 警戒宣言発令の周知 
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医療機関の長は、警戒宣言が発令されたことについて、医師等の職員及び外来患者

等に対して周知徹底を図ります。 

イ 院（所）の防災指導 

医療機関の長は、消火設備、避難設備及び自家発電装置等の点検並びに医療器械、

備品、薬品等の転倒落下、移動の防止及び出火防止対策を実施します。 

ウ 入院患者等の安全確保 

医療機関の長は、入院患者等の安全確保措置を講じます。 

手術中の場合は、医師の判断により安全措置を講じ、手術予定については、緊急や

むを得ない場合を除き延期します。 

エ 診療 

地域医療の確保のため、耐震性を有する病院については継続して診療できるものと

します。 

オ 発災後への備え 

医療機関は、発災後の医療機能を維持するため、医薬品、血液、治療材料等の確保

に努めるとともに、水、食料、燃料等の確保も合わせて行います。 

また、医師をはじめとした職員については、あらかじめ定めた職員連絡網等により

連絡を行い、その確保を図ります。 

患者等の保護等の方法については、施設の耐震性を考慮し、他の病院、病棟への搬

送あるいは家族等への引き渡しを実施します。 

(2) 医療救護班の編成待機 

ア 市立病院 

市立病院は災害拠点病院として、県医療救護本部や医療機関、医療救護所と連携し

的確な医療救護活動を行えるよう必要体制を編成し、待機します。 

また、県からのＤＭＡＴの受援体制を整えます。 

イ 医療救護本部 

市は、保健福祉部内に医療救護本部を設置し、医療救護所の開設準備を行います。 

また、市職員による医療救護班を編成し、待機します。 

ウ 茅ヶ崎保健福祉事務所 

茅ヶ崎保健福祉事務所は、県医療救護計画に基づき市が設置した救護所で行う医療

救護活動の支援等を行います。 

(3) 医薬品等の点検整備 

各医療機関及び茅ヶ崎保健福祉事務所は、応急医療に必要な医薬品及び医療用資機材

の整備点検を行います。 

また、茅ヶ崎保健福祉事務所は、応急医療に必要な医薬品等の支援物資の配布等の調

整準備を行います。 

２ 福祉施設の対策 

(1) 警戒宣言発令時の措置 

社会福祉施設等は、警戒宣言が発令された場合、利用者の生命・身体の安全確保に万

全を期すため、次の措置をとります。 

ア 施設設備の点検 

イ 落下物等の防止措置 

ウ 飲料水、食料等の確保 

エ 関係機関、家族等との連絡体制の確保 

(2) 発災後への備え 

入所者等の保護等の方法については、施設の耐震性を考慮し、他の福祉施設等への移

送あるいは家族等への引き渡しを実施します。 

第１１ 帰宅困難者対策 

市は、警戒宣言が発令された場合に、公共交通機関の運行停止等により、発生する帰宅 

困難者については、次のように対処します。 
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１ 帰宅困難者への支援 

(1) 避難場所の提供 

帰宅の手段を失い、駅周辺、市街地、観光施設等に滞留している帰宅困難者に対し、

一時滞在施設を提供します。 

(2) 避難誘導及び治安維持 

ア 周辺の土地に不案内な観光客等に的確な行動を促すため、十分な情報提供を行い 

ます。 

イ 駅構内の滞留旅客については、東日本旅客鉄道(株)が警察と連携し避難誘導を行い

ます。 

ウ 市は、駅構外の帰宅困難者の避難誘導について警察や防災関係機関、企業等と連携

して行います。 

エ 警察は、治安の維持を確保し、市等と連携し、交通安全の確保に努めます。 

(3) 帰宅困難者の把握 

市は、避難場所に避難した帰宅困難者数について、東日本旅客鉄道(株)や警察と十分

連携をとり把握します。 

(4) 一時滞在施設における措置 

一時滞在施設は、市と連携し、帰宅困難者に対し、次の措置をとります。 

ア 市への報告（施設の開設、収容者数、必要支援物資数、対応状況等） 

イ 支援物資等の配布 

ウ 交通機関の運行状況の把握及び周知 

エ 周辺道路等の被害状況の周知 

オ 代替交通機関等の情報 

カ 女性専用スペース等の確保 

キ その他必要な措置 

(5) 県への報告 

災害対策本部は、帰宅困難者の避難状況について、県へ報告するとともに、必要に応

じて、協力を要請します。 

第１２ 救援対策 

１ 給水 

(1) 飲料水の事前確保 

市は、警戒宣言発令とともに広報媒体並びに関係機関の協力を得て、一般家庭、その

他の施設に対して飲料水確保のための緊急貯水を呼びかけます。 

(2) 給水量の確保 

市は、東海地震注意情報が発表された場合、水道営業所に対して飲料水確保のための

緊急貯水に応える体制をとるよう協力を要請します。  

(3) 応急給水体制 

市は、地震災害の発生に備えて、水道営業所に飲料水の確保を要請し、また、自力で

の飲料水の確保を行うとともに、応急給水のための要員、資機材及び運搬手段等を確保

します。 

２ 食料の確保及び給食 

警戒宣言発令とともに、地震災害の発生に備え、備蓄食料の確認及び応急必需食料の調

達に関する協定に基づき食料調達体制を確保するとともに、現在調達可能な食料の保有数 

量等の把握に努めます。 

また、避難所の配備職員等から要請があった場合は、避難所の状況を考慮した調整を図

り、食料の調達、あっ旋又は給食を行います。 

３ 生活必需物資等の確保 

地震災害の発生に備え備蓄物資を確認するとともに、衣料、生活必需物資その他応急必

需物資の調達に関する協定に基づき、調達体制の確認と調達可能な物資及び数量の把握に

努めます。 
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また、避難所の配備職員等から要請があった場合は、避難所の状況を考慮した調整を図

りこれらの物資調達、あっ旋、給与又は貸与を行います。 

ＬＰガスの調達については、災害時における燃料の調達に関する協定に基づき、(公社)

神奈川県ＬＰガス協会湘南支部茅ヶ崎・寒川部会と調達可能な数量、貯蔵場所等について

の連絡をとりながら行います。 

４ 物価高騰の防止等のための要請 

県及び市は、警戒宣言が発せられた場合に、食料等生活必需物資等の売り惜しみ又は買

い占め、物価の高騰が生じないよう、関係する生産者及び流通業者等に対して、必要な要

請・指導等を行います。 

第１３ 園児、児童、生徒の保護対策 

東海地震に関連する調査情報（臨時）が発表された場合には、平常時の活動を維持しつ

つ、情報等の収集に努めます。東海地震注意情報及び東海地震予知情報が発表された場合

あるいは警戒宣言が発せられた場合には、園児、児童、生徒の安全確保に万全を期すため

次の措置を講じます。 

１ 保育園、幼稚園、学校等の対応 

(1) 施設管理者は、東海地震予知情報等の把握に努め、的確な指揮にあたります。 

(2) 保育園、幼稚園、学校等は、園児、児童、生徒の生命・身体の安全確保を図ります。

原則として安全が確認できるまでは保護するものとし、安全が確認された後に保護者へ

の引き渡し等を行います。 

なお、公共交通機関の運行中止等により保護者が帰宅できないことも想定されること

から、状況を判断し、引き続き園児、児童、生徒を保護します。 

また、学校等は、児童、生徒が登下校時や在宅時等にとるべき行動について、あらか

じめ指導しておきます。 

(3) 保育園、幼稚園、学校等は、あらかじめ、園児、児童、生徒の保護者への引き渡し方

法を明確にしておきます。 

(4) 園児、児童、生徒の避難状況等について、施設管理者は、市又は県教育委員会、市警

戒本部等に速やかに報告します。 

(5) 保育園、幼稚園、学校等は、施設の保安措置をとります。 

(6) 保育園、幼稚園、学校等は、速やかに初期消火及び救助・救急活動等の体制を整え、

応急対策活動を実施します。 

２ 教職員等の対処及び指導基準 

(1) 教職員等は、防災計画や避難計画等に基づき、園児、児童、生徒の安全確保を図った

あと、避難誘導を行います。その後、安全が確認できるまで、引き続き保護に努めます。 

(2) 障害のある園児、児童、生徒については、介助できる体制を整えて対応する等、十分

に配慮します。 

(3) 園児、児童、生徒の避難誘導にあたっては、氏名・人数等を把握し、異常の有無等を

明確にし、確実に指示します。 

(4) 園児、児童、生徒の保護者への引き渡しは、防災計画や避難計画等に基づき確実に行

います。 

(5) 園児、児童、生徒が遠距離通学や交通機関の遮断、留守家庭等の理由で帰宅できない

場合は、氏名・人数等を確実に把握し、引き続き保護します。 

(6) 教職員等は、園児、児童、生徒の安全を確保した後、必要な応急対策活動にあたりま

す。 

３ 園児、児童、生徒の対応 

園児、児童、生徒は、自らの身の安全を確保します。 

第１４ 施設・設備の点検及び緊急措置 

市及び防災関係機関は、地震の発生に備え、管理する施設、設備について点検を実施し、

必要に応じ緊急の措置を講じます。 
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第１５ 警備対策 

１ 警察が実施する対策の基本方針 

警察は、東海地震注意情報及び東海地震予知情報の発表に伴う、東海地震の発生に係る

市民の危惧、不安等から発生するおそれのある混乱及び各種の犯罪に対処するため、早期

に警備体制を確立し、警察の総合力を発揮して、迅速かつ的確な警戒宣言発令時対策を実

施することにより、市民の生命、身体及び財産の保護に努め、治安維持に万全を期するも

のとします。 

２ 警備体制の確立 

(1) 警備本部の設置 

警察は、東海地震に関する異常現象の観測により、東海地震注意情報もしくは東海地

震予知情報を受理したときは、直ちに茅ケ崎警察署に警察署長を本部長とする茅ケ崎警

察署警戒警備本部を設置し、指揮体制を確立するとともに、警察署警戒警備本部と災害

警戒本部は必要に応じてお互いに要員を派遣し、協力・連携体制を強化します。 

(2) 警備部隊の編成及び運用 

警察は、別に定めるところにより警備部隊の編成を行うほか、事案の規模及び態様に

応じて迅速かつ的確な警備部隊の運用を行います。 

３ 警戒宣言発令時対策 

警察が実施すべき東海地震に関連する情報が発表された時の措置及び警戒宣言発令時対

策については、概ね次に掲げる事項を基準とします。 

(1) 情報の収集・伝達 

東海地震に関連する情報の発表及び警戒宣言が発せられた場合、その内容を迅速かつ

的確に周知するとともに、これに伴う諸般の情勢を収集、把握し、市民の精神的安定と

混乱の防止を図るため次の活動を実施します。 

ア 市が行う東海地震に関連する情報及び警戒宣言の伝達への協力 

イ 各種情報の収集 

ウ 地震災害警戒本部及び関係機関との相互連絡 

(2) 広報 

市民の精神的な安定と混乱を防止するため、次の事項を重点として広報活動を行い 

ます。 

ア 東海地震に関連する情報及び警戒宣言に関する正確な情報 

イ 道路交通の状況と交通規制の実施状況 

ウ 自動車運転の自粛と自動車運転手のとるべき措置 

エ 犯罪の予防等のために市民がとるべき行動 

オ 不法事案を防止するための正確な情報 

カ その他混乱防止のために必要かつ正確な情報 

(3) 社会秩序維持 

東海地震に係る危惧及び物資の欠乏、将来の生活に対する不安等に起因する混乱並び

に窃盗犯、粗暴犯、集団不法事案等を防止するため、警察は次の活動により、社会秩序

維持に万全を期するものとします。 

ア 正確な情報の収集及び伝達によるパニックの防止及び流言飛語の防止 

イ 市民の精神的不安を助長する窃盗犯、暴力犯、経済犯等の予防、取締り 

ウ 危険物による犯罪又は被害発生防止のための予防、取締り 

エ 避難に伴う混乱等の防止と人命の保護 

オ 避難所、警戒区域、重要施設等の警戒 

カ 自主的な防犯活動等に対する指導 

(4) 施設等の点検及び整備 

警察通信施設、警察庁舎及び道路交通施設等について、発災に備えその機能を保持す

るため、点検及び整備を実施します。 

４ 第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署）の実施する地震応急対策 

東海地震注意情報、東海地震予知情報が発表されたとき又は警戒宣言が発令されたとき
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は、「第５章第１５節第２ 海上における警備・救助対策」における災害応急対策のほか、

次の対策を講じます。 

(1) 東海地震注意情報、東海地震予知情報及び警戒宣言に関する情報等について、船舶及

び港湾施設関係者等に迅速かつ的確に伝達します。 

(2) 強化地域周辺海域の船舶及び津波による被害が予想される沿岸地域の住民、海水浴客

等に対する警戒宣言その他地震に関する情報の伝達は、船舶、航空機の巡回により周知

します。 

第１６ 道路交通対策 

市は、警戒宣言発令時の交通規制等の情報についてあらかじめ情報提供し、不要不急な

外出等の自粛を要請します。 

警察は、警戒宣言が発令された場合における交通の混乱と交通事故の発生を防止し、市

民の円滑な避難と防災関係機関が警戒宣言発令時対策のために実施する円滑な緊急輸送を

確保するため、次により交通規制等の交通対策を実施します。 

なお、強化地域内の交通規制については、地震防災応急対策の実施状況、道路交通の状

況、交通規制に伴う市民の日常生活への影響等を総合的に判断して、効果的に実施します。 

１ 交通規制措置 

(1) 基本方針 

ア 市内での一般車両の走行は、極力抑制します。 

イ 市内への一般車両の流入は、極力制限します。 

ウ 強化地域外への一般車両の流出は、交通の混乱が生じない限り、原則として制限し

ません。 

エ 緊急輸送道路及びその補完道路については、優先的にその機能の確保を図ります。 

(2) 警戒宣言が発令された場合の交通規制 

警戒宣言が発令された場合は、強化地域における交通の混乱の防止を図り、地震防災

応急対策が円滑に行われるように、一般車両の通行を禁止する区域及び通行を制限する

区域の設定や、緊急輸送道路の確保等、必要な規制を実施します。 

なお、交通規制は、警戒宣言発令後、速やかに実施するものとし、交通規制を実施す

るときは、大震法等に定められた標識等を設置します。ただし、緊急を要し標示等を設

置するいとまがないとき、又は設置して行うことが困難であると認めるときは、現場警

察官の指示によりこれを行います。 

２ 運転者のとるべき措置 

(1) 走行中の車両は、次の要領により行動をとります。 

ア 警戒宣言が発令されたことを知ったときは、地震の発生に備えて低速走行に移行す

るとともに、カーラジオ等により継続して地震情報及び交通情報を聴取し、その情報

に応じて行動すること。 

イ 車両を置いて避難するときは、できる限り道路外の場所に移動しておくこと。やむ

を得ず、道路上に置いて避難するときは、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを切

り、エンジンキーは付けたままとし、窓を閉めドアはロックしないこと。駐車すると

きは、避難する人の通行や地震防災応急対策の実施の妨げにならないような場所に駐

車すること。 

ウ 危険物等を運搬中の車両は、あらかじめ定められている安全対策を速やかにとるこ

と。 

(2) 避難のために車両を使用しないこと。 

第１７ 緊急輸送対策 

１ 緊急輸送の実施 

市及び防災関係機関は、警戒宣言が発令された場合、警戒宣言発令時対策及び地震防災

応急対策の円滑な実施を確保するため、次の要員、物資等の緊急輸送を実施します。 

(1) 警戒宣言発令時対策要員 
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(2) 医薬品、医療用資機材 

(3) 飲料水、食料及び生活必需物資等の救援物資 

(4) 応急復旧資機材 

(5) その他必要と認める人員、物資又は資機材 

２ 緊急輸送道路等の確保 

市は、緊急輸送を実施するため、県指定の緊急輸送道路及び市指定の緊急輸送道路を補

完する道路を防災関係機関と協力して確保します。 

緊急輸送道路を補完する道路の確保にあたっては、道路及び沿道の危険度に留意すると

ともに、他の輸送手段についても考慮します。 

３ 緊急輸送車両等の確保 

市が所有する車両のほか、市内陸上運送会社や神奈川県トラック協会湘南支部の協力に

より確保します。さらに不足する場合は、県に対して応援要請及び調達あっ旋を依頼しま

す。 

４ 緊急車両 

(1) 緊急輸送（通行）車両 

緊急輸送（通行）車両は、大震法第２１条第２項に規定する地震防災応急対策の実施

責任者又はその委託を受けた者が使用する車両で、次に掲げる業務に従事する車両とし

ます。 

ア 東海地震注意情報、東海地震予知情報の伝達及び避難の勧告又は指示 

イ 消防、水防その他の応急措置 

ウ 応急の救護を要すると認められる者の救護その他の保護 

エ 施設及び設備の整備並びに点検 

オ 犯罪の予防、交通の規制及び社会秩序の維持 

カ 緊急輸送の確保 

キ 地震災害が発生した場合の飲料水、食料及び生活必需物資等の確保、清掃、防疫そ

の他の保健衛生に関する措置、その他応急措置を実施するために必要な体制の整備 

ク その他地震災害発生の防止又は軽減を図るための措置 

(2) 緊急輸送（通行）車両に準ずる車両 

(1)の緊急輸送車両のほか、特に緊急を必要とする次の車両は、緊急輸送車両に準ずる

車両とします。 

ア 道路交通法施行令（昭和３５年政令第２０７号）第１３条に規定する緊急自動車 

イ 道路交通法施行令第１４条の２に規定する道路交通維持作業用自動車 

ウ 医療行政及び感染症防疫のための車両 

エ 報道機関の緊急取材のための車両 

オ その他特に緊急を必要とする次の車両 

(ｱ) 郵便物の集配及び電報配達のための車両 

(ｲ) 緊急機関の現金輸送のための車両 

(ｳ) 新聞の輸送のための車両 

(ｴ) 廃棄物の処理及び清掃のための車両 

(ｵ) 道路交通法施行令第２６条の３に規定する通学、通園バス 

(3) 緊急輸送（通行）車両の確認手続き 

公安委員会が行う緊急輸送（通行）車両の確認は、県警察本部又は各警察署もしくは

交通検問所に対して申請を行うものとします。 

緊急輸送（通行）車両を使用する者は、県公安委員会（県警察本部）にあらかじめ必

要事項の届出をし、届出済証の交付を受けるものとします。 

第１８ 鉄道等の公共輸送対策 

１ 鉄道 

(1) 運行方針  

東日本旅客鉄道(株)横浜支社は、警戒宣言発令時に次の方針を原則に対処します。 
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なお、警戒宣言発令前までは極力運行を継続します。 

ア 強化地域内への進入を禁止します。 

イ 強化地域内を運行中の列車は、最寄り駅その他の場所まで安全な速度で運転して停

車、待機等の措置をとります。 

ウ 強化地域外においては、安全を確認のうえ極力運行の継続を確保します。 

エ 警戒宣言が解除された時は、必要により車両、線路、信号装置等の機能確認を行っ

た後、列車の運行を行います。 

(2) 東日本旅客鉄道(株)横浜支社 

ア 列車の運転規制等 

警戒宣言発令時の列車の運転規制、手配は次によります。 

(ｱ) 強化地域内への列車の進入を規制します。 

規制の境界線は、次のとおりです。 

ａ 東海道線藤沢駅 

ｂ 相模線全線 

(ｲ) 強化地域内を運転中の列車は、原則として最寄りの安全な駅その他の場所まで安

全な速度で運転して停止させます。 

イ 旅客に係る措置 

(ｱ) 駅施設内の旅客及び駅に停車した列車内旅客に対し、駅内放送、車内放送、掲示

等により警戒宣言の内容、停止の理由、旅行の中止等を伝達し、係員の指示に従う

よう案内します。 

(ｲ) 駅施設内の旅客及び駅に停車した列車内旅客は、自己の責任において行動を希望

する者を除き、原則として駅施設内又は列車内を待機場所とします。 

(ｳ) 列車の停止が長期間となった場合及び危険が見込まれる場合は、指定された避難

所に誘導させ、事後の生活について市警戒本部との調整にあたります。 

(ｴ) 旅客に対しては、食事のあっ旋を行うこととし、あらかじめ指定した駅売店、駅

周辺の食料品店、食堂等の食事供給能力について調査しておき、その供給能力につ

いての協力体制を確立しておくとともに、臨機応変に対処します。 

なお、食事のあっ旋ができない場合を考慮し、その対策をあらかじめ市と協議し

ておきます。 

(ｵ) 旅客等に急病人等が発生した時は、駅周辺の指定医療機関に収容することとし、

その協力体制を確立しておきます。 

また、駅間における列車内旅客に急病人等が発生した場合は、乗客中の医師等に

応急手当を依頼するとともに、市警戒本部に救護要請を行います。 

(ｶ) 駅等においては、応急医薬品を定期的に整備点検するとともに、救護を要する旅

客に対して応急措置が可能な体制を整えておきます。 

ウ 警備対策 

駅施設内及び列車内等の旅客の安全確保、秩序の維持を図るため、混雑の状況等を

勘案のうえ関係社員を適宜配備し、また、必要により警察の応援を求めて盗難等各種

犯罪の防止に努めます。 

２ 路線バス 

(1) 基本方針 

ア 強化地域内においては、警戒宣言発令後の運行を、各社の地震防災応急計画の定め

るところに従い中止します。 

イ 強化地域外においては、次の事項に留意し、それぞれの路線の実情を踏まえた警戒

宣言発令時運行計画の定めるところにより、可能な限り運行を継続します。 

(ｱ) 警戒宣言が発令された時は、減速走行の措置をとります。 

(ｲ) 減速走行及び交通渋滞等によりダイヤが遅延した場合は、その状況に応じて間引

き運行の措置をとります。 

(ｳ) 危険箇所等を通過する路線については、運行中止、折り返し、迂回等事故防止の

ための適切な措置をとります。 
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(ｴ) 警戒宣言が発令された翌日以降についても、(ｱ)から(ｳ)を踏まえ、原則的には運

行を継続しますが、交通状況の変化等に応じて運行中止等適切な措置をとります。 

第１９ 不特定多数が出入りする施設の対策 

１ 警戒宣言発令時の対応 

(1) デパート等の対応 

警戒宣言発令時におけるデパート、スーパーマーケット及び小売店等における営業状

況は、概ね次のとおりとします。 

なお、食品及び日用雑貨等の生活必需物資を取り扱う小規模小売店舗については、食

品について衛生上の確保を図りつつ、地域の需要に応えるためできるだけ営業の継続に

努めます。 

ア デパート（百貨店協会） 

デパートについては、各デパートにあらかじめ定めた方針により、建物の耐震性が

確保されている場合には営業を継続できるものとします。 

イ スーパーマーケット（チェーンストア協会） 

個々の店舗ごとに継続、閉店を判断するため、同一品目を扱っている店舗でも、継

続する場合と閉店する場合があります。 

また、従業員の確保状況、施設の耐震性によっては、営業を継続することが困難と

なる場合もあります。 

なお、原則としては次のとおりとします。 

(ｱ) 強化地域内については、耐震性を有する等、安全性が確保されている場合には、

営業を継続することができるものとします。 

(ｲ) 強化地域外については、耐震性を有する等、安全性が確保されている場合には、

営業を継続します。 

ウ 小規模小売店（公益社団法人商連かながわ） 

(ｱ) 強化地域内で避難対象地区以外に立地する、食料等の生活必需品等を扱う小規模

小売店で生活型商店街に属するものは、できるだけ営業を継続するよう努めます。 

(ｲ) 強化地域外については、原則として営業を継続します。 

(2) 野球場、映画館等の興行者の対応 

東海地震注意情報及び東海地震予知情報の発表あるいは、警戒宣言が発令された場合

における野球場及び映画館等の興行施設の措置は、概ね次のとおりです。 

ア 東海地震注意情報及び東海地震予知情報が発表された場合、原則として興行を中止

します。 

イ 警戒宣言発令が開催日前又は開催日であっても開催前である場合は、原則として興

行を中止します。 

ウ 警戒宣言発令が開催中の場合は、主催者の判断で興行を中止します。 

２ 施設管理者の措置 

不特定多数が出入りする施設の管理者は、警戒宣言が発令された場合、直ちに次の措置

を講じます。 

(1) 情報の収集 

(2) 利用者等への情報伝達 

(3) 避難誘導の確保 

ア 非常出口、避難方向の指示 

イ 顧客の整理、誘導 

ウ 避難場所及び経路の指示 

(4) 施設の点検 

ア 火気使用器具の使用停止 

イ ボイラー等のバルブ閉止、燃料停止の確認 

ウ ボンベ、燃料タンクの固定確認 

エ 消防用設備等の点検、作動確認 
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オ 受水槽の確認、給水 

カ 看板、ネオン、舞台装置、照明器具等の転倒、落下防止措置 

キ 非常持出品の準備 

ク その他必要な措置 

第２０ ライフライン等施設対策 

１ 上水道施設の確保 

水道営業所は、東海地震注意情報が発表された場合、あらかじめ取水量を増加させる等、

需要量の増加に対する給水の確保、継続を図ります。 

また、発災後に備えて、要員の確保、資機材等の事前配備、復旧体制の整備等、応急復

旧措置を講じる体制を確保し、応急措置を実施します。 

市は、市民に対して自ら飲料水の確保を図るよう広報します。 

２ 下水道施設の確保 

市は、地震発生に備えて、被害を最小限におさえるために下水道施設の保守点検並びに

応急復旧のための職員の配備及び資機材の点検、確保を行います。 

３ 電力施設の確保 

東京電力パワーグリッド（株）平塚支社は、警戒宣言が発令された場合においても、必

要な電力を継続して供給する体制を確保するため、非常災害対策支部の設置、応急用資機

材の確保、特別巡視、特別点検、通信網の確保、応急安全措置等、必要な電力を供給する

体制を確保し、応急措置を実施します。 

４ 都市ガス施設の安全等の確保 

東京ガス（株）神奈川西支店は、警戒宣言が発せられた場合においても、ガスの製造、

供給を継続しますが、発災後に備えて、要員・資機材の確保、施設の予防措置、広報の実

施等、応急措置を迅速に講じる体制を確保し、応急措置を実施します。 

５ 電話（通信）の確保 

東日本電信電話（株）神奈川事業部は、警戒宣言が発令された場合、地震防災対策上重

要な電話（通信）の確保を図るため、地震災害警戒本部の設置、応急用資機材の事前配備、

電源の確保、電話（通信）のそ通確保、安否確認に必要な措置等、必要な体制を確保し、

応急措置を実施します。 

なお、これらの措置は、必要に応じて警戒宣言発令前からも実施します。 

第２１ 金融機関の措置 

１ 民間金融機関に係る措置 

関東財務局横浜財務事務所及び日本銀行横浜支店は、県と連携し、警戒宣言発令時にお

ける民間金融機関の業務について、それぞれ所掌事務に応じ次に掲げる措置をとるよう指

導します。  

(1) 強化地域内に本店及び支店等の営業所を置く金融機関の警戒宣言発令時の対応策 

ア 警戒宣言が発せられた場合の措置 

必要に応じ関係行政機関と協議し、強化地域内の金融機関又は金融機関団体に対し、

状況に応じ適切な措置を講ずるよう要請します。 

強化地域内の金融機関が窓口営業を必要最小限の業務に限定し、あるいは金融機関

店舗の立地条件、事態の推移等により当該営業を停止せざるを得ない状況となったと

きは、関係行政機関と協議のうえ、これに伴う所要の措置を講じます。 

強化地域内の手形交換所において交換事務を中断し、又は取止めざるを得ないとき

は、関係行政機関等と協議のうえ、状況に応じ決済時間変更、決済繰延べ等の措置 を

講ずるよう要請するほか、これに伴う所要の措置を講じます。 

強化地域外においては、関係行政機関と協議のうえ、強化地域内における金融機関

店舗に対する為替の取組および手形の取立の停止等適切な措置を講ずるよう要請しま

す。 

イ 警戒解除宣言が発せられた場合等の措置 
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地震災害に関する警戒解除宣言が発せられたときは、関係行政機関と協議の上、金

融機関が可及的すみやかに平常業務を行いうるよう、必要な措置を講じます。 

(2) 強化地域外に営業所を置く金融機関の警戒宣言発令時の対応 

ア 原則として平常どおり営業を行います。 

イ 強化地域内にある営業所あての内国為替、手形取立等の手形交換、為替業務につい

ては、その取扱いを停止します。 

なお、この旨を店頭に提示し、協力を求めます。 

(3) 営業停止等の取引者への周知 

営業停止等の取引者への周知については、それぞれの金融機関があらかじめ定めた方

法で行います。 

２ 日本郵便株式会社茅ヶ崎郵便局及び株式会社ゆうちょ銀行茅ヶ崎店 

(1) 強化地域内に所在する郵便局の措置 

警戒宣言が発令された場合、郵便局における業務の取扱いを停止します。ただし、市

民の日常生活に極力支障を及ぼさないよう、必要な範囲内で、郵便貯金の払戻しの窓口

取扱い等を行います。 

また、郵便貯金自動預払機等については、可能な限り取扱いを行います。 

なお、警戒宣言が解除された場合又は地震発生後の営業については、開店の準備が整

い次第、可及的速やかに再開します。 

(2) 強化地域外に所在する郵便局の措置 

警戒宣言が発令された場合も、強化地域外に所在する郵便局の業務の取扱いは、平常

どおりとします。 

第２２ 企業等の措置 

１ 警戒宣言が発令された場合の企業等の対応 

(1) 防火管理者、保安管理者等を中心に、地震災害を防止し又は被害を軽減するための体

制を確立します。 

(2) テレビ・ラジオ等から情報を正確に入手し、顧客、従業員等に迅速、正確に伝達しま

す。 

(3) 地震防災応急計画又は防火管理上必要な消防計画等に定められた分担に従って、地震

災害を防止し又は軽減するため、次の措置を講じます。 

ア 火気使用設備等地震発生により出火原因になるものについては、原則として使用を

中止します。 

イ 建物の防火上又は避難において重要な施設及び消防用設備等を点検します。 

ウ 薬品類、危険物等の流出、漏えい防止を行います。 

エ 商品、事務機器等の転倒及び窓ガラス等の落下防止を行います。 

(4) 火気使用店舗は原則として営業を自粛します。 

(5) 飲料水、食料及び生活必需物資等を確保します。 

(6) その他必要と思われる措置を講じます。 

２ 企業等の従業員の帰宅措置 

一般の企業等においては、応急保安措置を講じた後は、できるだけ通常の勤務体制をと

ることを原則とします。やむを得ず従業員を帰宅させる場合は、従業員数、最寄りの駅及

び道路交通状況、警戒宣言が発令された時刻等を考慮して、帰宅経路に係る状況を確認し

た上、時差退社をさせます。 

ただし、近距離通勤者にあっては、徒歩又は自転車によるものとし、できるだけ交通機

関を利用しないものとします。 

また、自家用車による帰宅は行わないものとします。 

なお、強化地域内では原則として鉄道の運行が中止されるため、遠距離通勤者で帰宅が

困難となる者については企業等において適切な措置を講じます。 
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第１節 総則 

 

第１ 推進計画の目的 

この計画は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１４

年法律第９２号。以下「法」という。）第５条第２項の規定に基づき、南海トラフ地震防災

対策推進地域について、南海トラフ地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備

に関する事項、南海トラフ地震に伴い発生する津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅

速な救助に関する事項、南海トラフ地震における時間差発生等への対応として後発地震へ

備える観点から必要な事項等を定め、当該地域における地震防災対策の推進を図ることを

目的とします。 

 

第２ 推進計画の位置づけ 

この計画は、法第４条に基づき中央防災会議が作成した「南海トラフ地震防災対策推進

基本計画・第５章 南海トラフ地震防災対策推進計画の基本となるべき事項」を踏まえ、推

進計画に明示すべき事項の網羅を図ったものです。 

 

■ 推進計画の位置づけ 

 

第３ 地域指定 
本市は、法第３条第１項の規定に基づく南海トラフ地震防災対策推進地域及び法第１０

条第１項の規定に基づく南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域に指定されています。 

県内では、南海トラフ地震防災対策推進地域に２８市町が、南海トラフ地震津波避難対

策特別強化地域に１３市町が指定されています。 

 
■ 南海トラフ地震防災対策推進地域の指定（出典 内閣府資料） 
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※県内の指定市町：横浜市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、 

逗子市、三浦市、秦野市、厚木市、伊勢原市、海老名市、座間市、南足柄市、綾瀬市、

葉山町、寒川町、大磯町、二宮町、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、

真鶴町、湯河原町（２８市町） 

 

■ 南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域の指定（出典 内閣府資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※県内の指定市町：横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、逗子市、

三浦市、葉山町、大磯町、二宮町、真鶴町、湯河原町（１３市町） 

 

第４ 南海トラフ地震により想定される被害の概要 

中央防災会議防災対策推進検討会議の下に設置された「南海トラフ巨大地震対策検討ワ

ーキンググループ」により令和７年３月に発表された、南海トラフ巨大地震による本市の

主な被害想定については、次のようになっています。 

 

１ 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループによる本市の被害想定 

  ※「南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会 地震モデル 報告書令和７年３月３１日」内の「ケ

ース①：駿河湾～紀伊半島沖に＜大すべり域＋超大すべり＞域を設定したもの」に基づく 

 

２ 神奈川県地震被害想定調査報告書の南海トラフ巨大地震による本市の被害想定 

「第１章 地震災害対策の計画的な推進 第４節 被害想定」参照 

 

第５ 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は業務の大綱 

本市の地域に係る地震防災に関し、本市の区域内の公共的団体その他防災上重要な施設

の管理者（以下「防災関係機関」という。）の処理すべき事務又は業務の大綱は、「第１

章 地震災害対策の計画的な推進 第５節 地震災害対策計画の推進主体とその役割」を準用

します。 

 

 

  

最大震度 最大津波高 
最短津波到達時間 

（津波高１ｍ） 
浸水面積 

（浸水深３０㎝以上） 

６弱 ５ｍ ３０分 ３０ｈａ 
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第２節 重点施策に関する事項 

 

第１  重点施策の策定 

南海トラフ地震の発生確率は、今後３０年以内に約８０％程度と推定されていることか

ら、事前の対策に費やすことができる時間と内容には限りがあります。 

   そのため、市は、すべての施策を一律に講じるのではなく、市の特性を踏まえた上で、

直接死者数を減らす「命を守る」対策と、災害関連死者数を減らす「命をつなぐ」対策に

ついて、おおむね１０年間で実施すべき重点施策として具体的に策定し、推進していくよ

う努めます。 
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第３節 地震防災上緊急に整備すべき施設等に関する事項 

 

第１  建築物、構造物等の耐震化・不燃化・耐浪化 

「第３章 災害に強いまちづくり 第３節 建築物等の防災対策」を準用します。 

第２  避難場所の整備 

「第３章 災害に強いまちづくり 第１節 防災空間の確保」を準用します。 

第３ 避難経路の整備 

「第３章 災害に強いまちづくり 第２節 道路・橋りょう・下水道の整備」を準用し

ます。 

第４  土砂災害防止施設 

「第３章 災害に強いまちづくり 第５節 土砂災害警戒区域等の予防対策」を準用し

ます。 

第５  津波防護施設 

「第４章 平常時の対策 第５節 津波対策」を準用します。 

第６  避難誘導及び救助活動のための拠点施設その他の消防用施設 

「第４章 平常時の対策 第３節 救助・救急、消火活動体制の充実」を準用します。 

第７  緊急輸送を確保するために必要な道路、港湾又は漁港の整備 

「第３章 災害に強いまちづくり 第２節 道路・橋りょう・下水道の整備」を準用し

ます。 

第８  通信施設の整備 

「第４章 平常時の対策 第２節 災害情報受伝達体制の充実」を準用します。 
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第４節 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項 

第１ 津波からの防護 

津波からの防護については、「第４章 平常時の対策 第５節 津波対策」及び「第５

章  災害時の応急対策活動 第６節 津波対策」を準用します。 

第２ 津波に関する情報の伝達 

津波に関する情報の伝達については、「第４章 平常時の対策 第２節 災害情報受伝

達体制の充実」、「第４章 平常時の対策 第５節 津波対策」、「第５章 災害時の応

急対策活動 第２節 災害情報の受伝達」及び「第５章 災害時の応急対策活動 第５節 

津波対策」を準用します。 

第３ 避難指示等の発令 

避難指示等の発令については、「第５章 災害時の応急対策活動 第６節 避難対策」

を準用します。 

第４ 避難対策等 

避難対策については、「第４章 平常時の対策 第６節 避難対策」及び「第５章 災

害時の応急対策活動 第６節 避難対策」を準用します。 

第５ 消防機関等の活動 

津波からの円滑な避難の確保に係る消防機関の活動については、「第５章 災害時の応

急対策活動 第６節 避難対策」を準用します。 

消防団の活動については、「第２章 災害に強い組織・人づくり 第４節 地域防災力の

強化」を準用します。 

第６ 上下水道、電気、ガス、通信関係 

津波からの円滑な避難を確保するため、ライフライン被害の軽減及び発災時の二次災害

の発生防止に係る上下水道、電気、ガス、通信関係機関の活動については、「第４章 平

常時の対策 第１３節 ライフライン等の応急復旧対策」及び「第５章 災害時の応急対

策活動 第１３節  ライフライン等の応急復旧活動」を準用します。 

第７ 交通 
１ 道路 

津波襲来のおそれがあるところでの交通規制、避難については、「第４章 平常時の対
策 第１５節 警備・救助対策」及び「第５章 災害時の応急対策活動 第１５節 警備・
救助対策」を準用します。 

２ 海上 
津波による危険が予想される地域から安全な海域へ船舶の退避等については、「第４章 

平常時の対策 第１５節 警備・救助対策」及び「第５章 災害時の応急対策活動 第１
５節 警備・救助対策」を準用します。 

３ 鉄道 
災害発生時の運行規制その他乗客や駅滞在者等に対する措置については、「第４章 平

常時の対策 第１３節 ライフライン等の応急復旧対策」及び「第５章 災害時の応急対
策活動 第１３節 ライフライン等の応急復旧活動」を準用します。 

第８ 市が自ら管理等を行う施設等に関する対策 

市が自ら管理等を行う施設等に関する対策については、「第５章 災害時の応急対策活

動 第３節 消火、救助・救急活動」及び「第５章 災害時の応急対策活動 第６節 避

難対策」を準用します。 

第９ 迅速な救助 
消防機関等による被災者の救助・救急活動については、「第４章 災害時の応急対策活
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動 第３節 救助・救急、消火活動体制の充実」、「第４章  災害時の応急対策活動 第
１６節 広域応援・受援体制の充実強化」、「第５章 災害時の応急対策活動 第３節 消
火、救助・救急活動」及び「第５章 災害時の応急対策活動 第１６節 広域応援・受援
活動」を準用します。 
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第５節 関係者との連携協力の確保 

  

第１ 資機材、人員等の配備手配 

１ 被災時における物資等の調達手配及び人員の配備のうち、応急対策を実施するため広域

的措置が必要なものについては、「第４章 平常時の対策 第９節 飲料水、食料及び生活必

需物資等の調達・供給対策」及び「第５章 災害時の応急対策活動 第９節 飲料水、食料及

び生活必需物資等の調達・供給活動」を準用します。 

２ 応急対策の実施のために必要な他機関からの応援等に関する協定、制度その他手続き上

の措置のほか、国や他の地方公共団体等からの応援職員等を迅速・的確に受け入れるため

の受援計画については、「第４章 平常時の対策 第１６節 広域応援・受援体制の充実強化」

及び「第５章 災害時の応急対策活動 第１６節 広域応援・受援活動」を準用します。 

第２ 他機関に対する応援要請 

自らの地域で必要となる物資の備蓄及び調達に関する方法については、「第４章 平常時

の対策 第９節 飲料水、食料及び生活必需物資等の調達・供給対策」及び「第５章 災

害時の応急対策活動 第９節 飲料水、食料及び生活必需物資等の調達・供給活動」を準

用します。 

第３ 帰宅困難者への対応 

帰宅困難者への対応については、「第４章 平常時の対策 第７節 帰宅困難者対策」

及び「第５章 災害時の応急対策活動 第７節 帰宅困難者対策」を準用します。 
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第６節 時間差発生等における円滑な避難の確保等に関する事項 

 南海トラフ沿いでは、１８５４年には安政東海地震と安政南海地震が約３２時間の間隔を置

いて発生し、１９４４年の東南海地震の発生後には、約２年間の間隔を置いて１９４６年に南

海地震が発生するなど、東側と西側の領域でマグニチュード（以下「Ｍ」という。）８以上の地

震が時間差で発生しています。 

このため、南海トラフ地震の想定震源域の西側で大地震が発生した後、時間差を置いて再び

大きな揺れ・津波が生じる場合を想定し、以下のとおり時間差発生に備えた対策に取り組みま

す。 

なお、南海トラフ地震の想定震源域内で地震が発生し、市内で震度５弱以上が観測された場

合については、「第５章 災害時の応急対策活動」及び「第８章 南海トラフ地震防災対策推進

計画 第３節 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項」に基づき、応

急対策活動を実施します。 

第１ 南海トラフ地震に関連する情報の発表 

１ 南海トラフ地震に関連する情報及び発表条件 

南海トラフ地震の想定震源域及びその周辺でＭ６．８以上の地震が発生した場合、又は

プレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり（ひずみ計等で有意な変化として捉えら

れる、短い期間にプレート境界の固着状態が明らかに変化しているような通常とは異なる

現象）等が発生した場合、気象庁は、大規模地震発生との関連性について調査を開始する

とともに、「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」での評価を踏まえ、その調査結

果等を発表します。この際に、気象庁により「南海トラフ地震臨時情報」「南海トラフ地

震関連解説情報」が発表されます。 

これらの情報の発表条件は次のとおりです。 

名称 発表条件 

南海トラフ地震臨時

情報 

○南海トラフ沿いで異常な現象※が観測され、その現象が南海トラ

フ沿いの大規模な地震と関連するかどうか調査を開始した場合、

又は調査を継続している場合 

○観測された異常な現象の調査結果を発表する場合 

南海トラフ地震関連

解説情報 

○観測された異常な現象※の調査結果を発表した後の状況等を発表

する場合 

○「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合におけ

る調査結果を発表する場合（ただし臨時情報を発表する場合は除

く） 

※南海トラフ地震の想定震源域及びその周辺で発生したＭ６．８以上の地震、又はプレート

境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等 

なお、「南海トラフ地震臨時情報」については、次のとおり括弧内にキーワードを付記

して発表されます。 

名称 発表条件及び発表内容 

南海トラフ地震臨時

情報（調査中） 

観測された異常な現象が南海トラフ沿いの大規模な地震と関連する

かどうか調査を開始した場合、又は調査を継続している場合に発表

される南海トラフ地震臨時情報 

南海トラフ地震臨時

情報（巨大地震警戒） 

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でＭ８．０以上の地

震が発生したと評価が出された場合に、後発地震※の発生の可能性

が平常時と比べて相対的に高まっている旨を示す南海トラフ地震臨
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時情報 

南海トラフ地震臨時

情報（巨大地震注意） 

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でＭ７．０以上Ｍ８．

０未満、又はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側５０km程

度までの範囲でＭ７．０以上の地震（ただし、太平洋プレートの沈

み込みに伴う震源が深い地震は除く）が発生、若しくは、南海トラ

フ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっくりす

べりが観測されたと評価した場合に、後発地震の発生の可能性が平

常時と比べて相対的に高まっている旨を示す南海トラフ地震臨時情

報 

南海トラフ地震臨時

情報（調査終了） 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ地震臨時

情報（巨大地震注意）のいずれの発表条件も満たさなかった場合に、

その旨を示す南海トラフ地震臨時情報 

※異常な現象の観測後、発生する可能性が平常時に比べて相対的に高まったと評価される南

海トラフ地震（以下同様）。 

■南海トラフ地震の想定震源域及び海溝軸外側５０㎞程度までの範囲（出典：内閣府資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 時間差発生に備えた防災対応の基本的な考え方 

南海トラフ地震は、その発生時期等の正確な予測が困難であり、完全な防災対応は現実

的に困難です。後発地震が発生する可能性が高まった場合、臨時情報として「巨大地震警

戒」と「巨大地震注意」のいずれかが発表されますが、「警戒」は平常時の約百倍、「注意」

は約数倍の発生確率とされ、各々の臨時情報に応じた防災対応を実施する必要があります。 

市は、これらの違いを踏まえ、防災対応と社会経済活動の継続とのバランスを考慮した

防災対応を行います。 

１ 南海トラフ地震臨時情報の内容に応じた防災対応 

市及び防災関係機関は、気象庁が南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震

臨時情報（巨大地震警戒）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）を発表した場合、

後発地震の発生等に備え、次のとおり災害応急対策を実施します。 

(1) 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合 

市及び防災関係機関は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）の発表に備えた準

備行動をとることとし、市は、第３の定めるところにより対応するものとします。 

(2) 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合 
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市及び防災関係機関は、後発地震に備え、１週間、明らかに被災するリスクが高い事

項については回避する防災対応（巨大地震警戒対応）をとり、社会全体としては後発地

震に備えつつ社会経済活動を継続することとします。 

市及び防災関係機関は、巨大地震警戒対応について、第４の定めるところにより対応

するものとします。 

(3) 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合 

市及び防災関係機関は、後発地震に備え、日頃からの地震への備えを再確認する等警

戒レベルを上げることを中心とした防災対応（巨大地震注意対応）をとり、後発地震に

備えつつ社会経済活動を継続することとします。 

市及び防災関係機関は、巨大地震注意対応について、第５の定めるところにより対応

するものとします。 

２ 関係機関による相互連携 

市及び防災関係機関は、後発地震に対して警戒する措置及び注意する措置の実施に当た

り、相互に情報共有を図るとともに、密接な連携をとりながら、実態に即応した効果的な

措置の実施に努めます。 

第３ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合における災害応急対策に係る

措置に関する事項 

１ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）の発表 

気象庁は、南海トラフ地震の想定震源域及びその周辺でＭ６．８以上の地震が発生、又

はプレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等が観測された際は、南海トラフ地震

との関連性について調査を開始する旨を南海トラフ地震臨時情報（調査中）として発表し

ます。 

その後、気象庁は、有識者からなる「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開

催し、発生した現象について評価を行い、その評価結果を南海トラフ地震臨時情報（巨大

地震警戒、巨大地震注意又は調査終了）として発表します。 

２ 茅ヶ崎市危機管理対策検討会議の開催 

市は、気象庁が南海トラフ地震臨時情報（調査中）を発表した場合、茅ヶ崎市危機管理

対策検討会議（南海トラフ地震臨時情報（調査中）の発表前に、市内で発生した地震や相

模湾・三浦半島に発表された津波警報等に基づき、災害対策本部が設置されている場合は、

本部員会議）を開催し、発表情報及び今後の対応について伝達・確認し、南海トラフ地震

臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合に備えた準備行動をとるとともに、関係機関

等との情報受伝達体制の確保を図ります。 

なお、勤務時間外及び休日に南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合は、

対応に係る職員は緊急参集します。 

第４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合における災害応急対

策に係る措置に関する事項 

１ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の発表 

気象庁は、南海トラフ地震の想定震源域内のプレート境界においてＭ８．０以上の地震

が発生した場合、最短２時間程度で南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）を発表しま

す。 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の伝達 

国は、南海トラフ地震防災対策推進基本計画等に基づき、後発地震に対して警戒する措

置を１週間継続する旨を、都府県を通じて市町村に伝達するとともに、国民に呼びかけま

す。 

市は、国からの災害応急対策に係る措置をとるべき旨の通知、南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震警戒）の内容その他これらに関連する情報（以下「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震警戒）等」という。）を庁内で共有するとともに、市民等及び防災関係機関に対し、

防災行政用無線、緊急速報メール、電話、電子メール等、可能な限り多様な伝達手段を用
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いて、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の内容や具体的にとるべき行動を正確

かつ広範に伝達します。 

また、市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等について、状況の変化等に応

じて逐次伝達するために必要な措置を講じるとともに、市民等が正確に理解できる平明な

表現を用い、反復継続して伝達するよう努めます。 

(1) 国による国民への呼びかけ 

国は、次のとおり国民への呼びかけを実施します。 

■国民への呼びかけ（イメージ） 

自治体の避難情報等に注意しつつ、家具の固定等、日頃からの地震の備えを再確認

するとともに、津波の危険性が高い地域のうち避難が間に合わない地域では、１週間

避難を継続するなど身の安全を確保してください。 

(2) 市による市民等への呼びかけ 

市は、防災行政用無線等を通じて、市民等に対して家具の固定、非常用持出袋、避難

場所や避難経路、家族との安否確認方法等の日頃からの地震への備えや臨時情報の発表

に伴う特別な備えを再確認するよう呼びかけます。 

■日頃からの地震への備えを再確認すべき旨の呼びかけ（イメージ） 

平常時と比べ、南海トラフ地震の発生可能性が高まっています。家具の固定、非常

用持出袋、避難場所や避難経路、家族との安否確認方法等の日頃からの地震への備え

を再確認しましょう。 

３ 災害対策本部等の設置等 

市は、南海トラフ地震への警戒体制をとることとし、関係職員は緊急参集後、気象庁、

県、防災関係機関からの情報を収集します。 

市は、災害対策本部を設置し、本部員会議を開催することで、南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震警戒）等の内容について共有するとともに、当面の活動方針を決定します。本

部員会議での意思決定を補佐するため、統括調整部を設置し、総括・情報班、避難所対策

班、その他必要な班を編成します。 

また、市以外の機関は、その実情に応じ災害対策本部に準じた組織を設置し、後発地震

に備えた体制を整えます。 

４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された後の市民等への周知 

市は、市民等に冷静な対応を呼びかけるとともに、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震

警戒）等の内容、交通に関する情報、ライフラインに関する情報、生活関連情報など、市

民等に密接に関係のある事項について周知します。その体制及び周知方法については、「第

５章 災害時の応急対策 第２節 災害情報の受伝達」を準用します。 

また、市は、市民等からの問い合わせに対応できるよう、災害時コールセンターを開設

します。 

５ 災害応急対策の実施状況等に関する情報の収集・伝達等 

(1) 対応状況の収集・伝達 

市は、災害応急対策の実施状況、その他南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等

が発表された後の状況を具体的に把握するため、各部及び防災関係機関の対応状況等を、

電話、電子メール等により収集します。市は、収集した情報を集約し、本部員会議で報

告するとともに、各避難所のほか、必要に応じて関係機関に情報提供します。 

(2) 避難状況の収集・報告 

避難所対策班は、各避難所に配備する職員よりＭＣＡ無線等により次の情報を収集、

集約し、本部員会議で報告するとともに、必要に応じて関係機関に情報提供します。 

ア 避難者数（避難行動要支援者数を含む） 

イ 避難所の対応状況（避難者のニーズを含む） 
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ウ その他必要な事項 

６ 災害応急対策をとるべき期間等 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が対象とする後発地震に対しては、その発生

可能性と社会的な受忍の限度を踏まえ、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界に

おけるＭ８．０以上の地震の発生から１週間（対象地震発生から１６８時間経過した以降

の正時までの期間、以下同じ。）、警戒する措置をとるものとします。 

発生から１週間を経過した後は、後発地震に対して警戒する措置は原則終了するものと

し、さらに１週間（対象地震発生から３３６時間経過した以降の正時までの期間、以下同

じ。）、後発地震に対して注意する措置をとるものとします。当該期間を経過した後は、

後発地震に対して注意する措置は原則終了するものとします。 

７ 避難対策等 

南海トラフ地震の想定震源域の西側のプレート境界においてＭ８．０以上の地震が発生

した場合、相模湾・三浦半島に大津波警報等が発表されることが想定されます。この場合、

市は、津波一時退避場所への避難を呼びかけます。 

大津波警報等が津波注意報に切り替わった後、後発地震に備え、次のとおり避難対策を

講じます。 

(1) 事前避難対象地域の設定 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、後発地震が発生してか

らでは、津波の到達までに避難が間に合わないおそれがある地域を、後発地震に備え１

週間避難を継続すべき地域（以下「事前避難対象地域」という。）とします。南海トラ

フ地震により発生する津波の浸水想定（下図参照）によれば、本市の津波浸水想定区域

は主に砂浜及び相模川の河川区域であり、津波浸水想定区域に住居がないため、事前避

難対象地域は設定しないこととします。 

■南海トラフ地震により発生する津波の浸水想定（出典：南海トラフ巨大地震モデル・被害

想定手法検討会 地震モデル報告書（令和７年３月３１日）） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※本市にとって最大の津波高となるケース①：駿河湾～紀伊半島沖に「大すべり域＋超大すべり域」 

(2) 避難所の開設 

市は、後発地震に備え、個々の状況（土砂災害の危険性、住宅の耐震性等）に応じて

自主的に避難する住民を受入れるため、公立小・中学校を避難所として開設します。 

(3) 避難所の運営 

市は、避難所に配備職員を配置し、学校職員、避難者の協力のもと避難所の運営を行

います。 

災害が発生した後の避難と異なり、電気、ガス、上下水道、通信サービス等のライフ

ラインは通常どおり稼働し、商業施設等も営業していることが想定されることから、避

難者は自ら必要なものは自ら確保することとします。 

防災備蓄倉庫及び各避難所に備蓄している食料及び生活用品等は、後発地震が発生し

た際に必要となるものであり、加えて上記のような社会状況も踏まえ、避難者は、非常

用持出品等、１週間を基本とした避難に必要なものをあらかじめ各自で準備し、生活の

中で不足するものは営業を継続している商業施設等で、各自が購入することとします。 

８ 関係機関のとるべき措置 

更新予定 
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関係機関は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合、後発地震

に備え、以下のとおり活動します。 

(1) 消防機関等の活動 

消防機関は、出火及び混乱の防止、津波からの円滑な避難の確保等のため、次の事項

を重点に必要な措置を行います。 

ア 後発地震に備えての消防部隊の編成強化 

イ 津波警報等の収集と伝達体制の確立 

ウ 活動用資機材の確保 

エ 出火防止、初期消火等の広報の実施 

オ 施設、企業等に対し応急計画実施の指示 

カ 危険物取扱施設の対応措置の指示 

キ 迅速な救助・救急のための体制確保  

ク 火災、水災等の防除のための警戒 

ケ 自主防災組織等に対する指導 

(2) 神奈川県警察の活動 

神奈川県警察は、後発地震の発生に係る市民の危惧、不安等から発生するおそれのあ

る混乱及び各種の犯罪を防止するため、次の事項を重点に必要な措置を行います。 

ア 正確な情報の収集及び伝達 

イ 不法事案等の予防及び取締り 

ウ 地域防犯団体、警備業者等の行う民間防犯活動に対する指導 

(3) 上下水道、電気、ガス、通信、放送関係 

ア 上水道 

水道事業者は、あらかじめ配水池への貯水量を増加させる等、需要量の増加に対す

る給水の確保を図るとともに、飲料水の供給を継続します。 

また、水道事業者は、要員の確認、資機材等の事前配備、復旧体制の整備等、応急

復旧措置を講じる体制を確保します。 

なお、市は、関係機関との連携協力のもと、一般家庭、その他の施設に対して飲料

水確保のための貯水の励行について呼びかけます。 

イ 下水道 

市は、下水道施設の保守点検、資機材の点検・確保、災害応急対策の内容及び実施

手順の確認等を行い、応急復旧体制を整えます。 

ウ  電気 

電気は災害応急対策の実施をはじめとするすべての活動の基礎となるべきもので

あることから、電力事業者は、非常災害対策支部の設置、応急用資機材の確保、特別 

巡視、特別点検、通信網の確保、応急安全措置等、必要な電力を供給する体制を確保

します。 

エ ガス 

ガス事業者は、ガスの供給を継続するとともに、要員・資機材の確保、施設の予防

措置、広報の実施等、応急措置を迅速に講じる体制を確保します。 

オ 通信 

電気通信事業者は、災害応急対策や安否確認の基礎となる通信の確保を行います。

このため、電気通信事業者は、地震災害警戒本部の設置、応急用資機材の事前配備、                                                  

電源の確保、電話（通信）のそ通確保、安否確認に必要な措置等、通信の維持に関す

る必要な体制の確保に加え、災害用伝言サービス等の安否確認に利用されるサービス

の活用に向けた当該サービスの運用、周知等の措置を講じます。 

カ 放送 

放送事業者は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の正確かつ迅速な報道

に努めるとともに、防災関係機関と協力して、推進地域内の市民等に対して冷静な対

応を呼びかけるとともに、交通に関する情報、ライフラインに関する情報、生活関連

情報、火災防止等、後発地震に備えた被害軽減のための取組等、市民等が防災行動等
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をとるために必要な情報の提供に努めます。 

また、放送事業者は、後発地震の発生に備え、関係機関等と密接な連携をとり、実

態に即応できる体制の確保を図ります。 

(4) 金融対策 

金融機関は、市民等の日常生活に極力支障をきたさないよう、キャッシュサービス等、

金融機関に係る営業を継続するよう努めるとともに、営業を継続する店舗等を広く周知

し、混乱防止に努めます。 

(5) 交通 

ア 道路 

神奈川県警察は、自動車運転者のとるべき行動について市民等に周知します。 

イ 海上 

湘南海上保安署は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合、

漁業、マリンレジャー、海事関係者に対し、情報伝達し、後発地震への備え、港外等

安全な場所への避難準備、工事、作業等の中止準備等を指導します。 

市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）について、港湾施設関係者等に迅

速かつ的確に伝達するとともに、後発地震に備え必要な情報の提供に努めます。 

ウ 鉄道 

鉄道事業者は、駅施設内の旅客及び列車内旅客に対し、駅内放送、車内放送、掲示

等により同情報の内容等を伝達するとともに、安全性に留意しつつ、極力運行を継続

します。 

なお、鉄道事業者は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表される前

の段階から、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合の運行規

制等の情報についてあらかじめ情報提供するものとします。 

(6) 市が自ら管理等を行う施設等に関する対策 

ア 道路・河川等 

市は、施設の保守点検、資機材の点検・確保、災害応急対策の内容及び実施手順の

確認等を行い、応急復旧体制を整えます。 

また、工事中の施設については、安全確保上、実施すべき措置を講ずるものとしま

す。 

イ 公共施設 

市は、利用者及び職員の安全の確保を図るため、施設の緊急安全点検を行い、点検

結果を踏まえ、必要な措置を講ずるとともに、避難誘導等の後発地震発生時の対応に

ついて確認します。 

また、庁舎等公共施設のうち、後発地震の発生後、災害応急対策を実施する上で重

要な役割を果たす施設については、非常用発電機の点検、飲料水及び食料等の備蓄、

非常用通信手段の点検等、その機能を果たすために必要な措置を講ずるものとします。 

９ 関係者との連携協力の確保 

市及び防災関係機関は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合、

社会活動を維持し、社会の混乱を防止するとともに、後発地震の発生に備えた互いの防災

対応が調和を図りながら実行できるよう、また、後発地震発生時に各機関が迅速かつ効果

的に活動できるよう、互いに連携協力するものとします。 

なお、後発地震発生後の関係者との連携協力については「第４節 関係者との連携協力

の確保」によるものとします。 

第５ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された場合における災害応急対

策に係る措置に関する事項 

１ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の発表 

気象庁は、南海トラフ地震の想定震源域内のプレート境界でＭ７．０以上Ｍ８．０未満、

又はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側５０km程度までの範囲でＭ７．０以上の

地震（ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）が発生、若しく
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は、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべりが観

測された場合、最短２時間程度で南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）を発表します。 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の伝達 

国は、南海トラフ地震防災対策推進基本計画等に基づき、後発地震に対して注意する措

置をとるべき旨を、都府県を通じて市町村に伝達するとともに、国民に呼びかけます。 

市は、国からの災害応急対策に係る措置をとるべき旨の通知、南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震注意）の内容その他これらに関連する情報（以下「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）等」という。）を庁内で共有するとともに、市民等及び防災関係機関に対し、

防災行政用無線、緊急速報メール、電話、電子メール等、可能な限り多様な伝達手段を用

いて、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の内容や具体的にとるべき行動を正確

かつ広範に伝達します。 

また、市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等について、状況の変化等に応

じて逐次伝達するために必要な措置を講じるとともに、市民等が正確に理解できる平明な

表現を用い、反復継続して伝達するよう努めます。 

(1) 国による国民への呼びかけ 

国は、次のとおり国民への呼びかけを実施します。 

■国民への呼びかけ（イメージ） 

家具の固定等、日頃からの地震の備えを再確認するなど、１週間地震に備えてくだ

さい。 

(2) 市による市民等への呼びかけ 

市は、防災行政用無線等を通じて、市民等に対して家具の固定、非常用持出袋、避難

場所や避難経路、家族との安否確認方法等の日頃からの地震への備えや臨時情報の発表

に伴う特別な備えを再確認するよう呼びかけます。 

■日頃からの地震への備えを再確認すべき旨の呼びかけ（イメージ） 

平常時と比べ、南海トラフ地震の発生可能性が高まっています。家具の固定、非常

用持出袋、避難場所や避難経路、家族との安否確認方法等の日頃からの地震への備え

を再確認しましょう。 

３ 危機管理対策検討会議の開催 

市は、南海トラフ地震注意体制をとることとし、関係職員は緊急参集後、気象庁、県、

防災関係機関からの情報を収集します。 

市は、危機管理対策検討会議を開催し、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の

内容について共有するとともに、当面の活動方針を決定します。 

また、市以外の機関は、その実情に応じ災害に関する会議に準じた組織を設置し、後発

地震に備えた体制を整えます。 

４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された時の市民等への周知 

市は、市民等に「日頃からの地震への備え」について防災行政用無線等を通じて周知し

ます。 

市は、市民等に冷静な対応を呼びかけるとともに、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震

注意）等の内容、交通に関する情報、ライフラインに関する情報、生活関連情報など市民

等に密接に関係のある事項について周知します。その体制及び周知方法については、「第

５章 災害時の応急対策 第２節 災害情報の受伝達」を準用します。 

また、市は、市民等からの問い合わせに対応できるよう、災害時コールセンターを開設

します。 

５ 災害応急対策をとるべき期間等 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が対象とする後発地震に対しては、その発生

可能性を踏まえ、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけるＭ７．０以上Ｍ
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８．０未満、又はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側５０km程度までの範囲でＭ

７．０以上の地震（ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）の

発生から１週間（対象地震発生から１６８時間経過した以降の正時までの期間、以下同じ。）、

若しくは南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべり

の変化が収まってから、通常と異なる変化が観測されていた期間と概ね同程度の期間が経

過するまでの間、後発地震に対して注意する措置をとるものとします。 

当該期間（以下「南海トラフ地震注意対応期間」という。）を経過した後は、後発地震

に対して注意する措置は原則終了するものとします。 

市は、南海トラフ地震注意対応期間を経過した場合は、地震発生の可能性がなくなった

わけではないことに十分に注意しつつ、通常の生活に戻るべき旨を市民等に対し呼びかけ

ます。 

■通常の生活に戻るべき旨の呼びかけ（イメージ） 

地震発生当初と比べ、地震活動は落ち着いてきていますが、大規模地震発生の可能性が

なくなったわけではありません。 

地震の発生に注意しながら通常の生活を送ってください。 

６ 各機関のとるべき措置 

各機関は、施設・設備等の点検等日頃からの地震への備えを再確認します。 

 

 

 

 

第７節 防災訓練に関する事項 

  

地震防災対策の熟知、関係機関及び地域住民等の自主防災体制との連携体制の強化を目的と

して市及び防災関係機関が実施する防災訓練については、「第２章 災害に強い組織・人づくり 

第６節 防災訓練の実施」を準用します。 

 

 

 

第８節 地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 

  

地震防災上必要な教育及び広報については、「第２章 災害に強い組織・人づくり 第２節 

防災知識の普及・啓発」を準用します。 
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